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首里城正殿前での記念撮影（7月22日）



ワーキングディナーへ向かう各国首脳

日・英首脳

万国津梁館での記念撮影 日・独首脳会談（7月21日）

万国津梁館での記念植樹 日・加首脳

森首相とＥＵ委員長

日・露首脳会議（7月23日）

日・米首脳会談（7月22日）日・伊首脳

Ｇ８首脳会合（7月21日）－万国津梁館－



古典舞踊「かせかけ」の演舞

空手演武

熱唱する安室奈美恵 伊良皆県議会議長、乾杯での挨拶

クリントン大統領を迎える稲嶺知事



乾杯風景

社交夕食会のメニュー
オードヴル

オマール海老と海ぶどうの
島ウコン風味ゼリー寄せ
鵞鳥の肝、子牛胸腺、

鳩肉の湯葉巻き、ミミガーと
香草サラダ添え

沖縄産黒糖蜜と海草アーサーソース
朝採り琉球野菜の冷たいスープ
島ういきょうの香り
スパークリングワイン

魚料理
赤仁ミーバイの薬草ソース2種
沖縄特選青パパイヤ、島らっ
きょう、豆腐ようの出会い
日本酒

口直し
さんぴん茶のシャーベット

肉料理
石垣牛ロース肉編み焼き、
ソースＯＫＩＮＡＷＡ
赤ワイン

デザート
抹茶風味のプランマンジュ
泡盛古酒

旗頭一行と握手を交わすクリントン大統領令嬢チェルシーさん



クリントン大統領のメッセージ発表

稲嶺知事のあいさつ

「平和の火」へ黙祷を捧げるクリントン大統領と稲嶺知事

遺族代表から説明を受けるクリントン大統領



国際メディアセンター外観

万国津梁館（部瀬名岬）

国際メディアセンター内風景 カフェテリア内風景



ミス宮古と記念撮影するドイツ・シュレーダー首相（21日･上野村）

北谷小学校で生徒の歓迎に笑顔で答えるブレア首相（21日・北谷町）

子どもたちと一緒に座るプーチン大統領（23日・具志川市）

フォーリー大使、伊江島のアーニーパイル記念碑を訪問（22日、
伊江村）

「ジョン万次郎」記念日米野球決戦で歓迎を受けるフォーリー
大使（23日・豊見城村）

フォーリー駐日アメリカ大使、沖縄市の「日米友好広場」を訪問
（22日・沖縄市）



アイスホッケーを楽しむカナダ・クレティエン首相（21日・
南風原町）

「真実の口」除幕式に臨むアマート首相（21日・宜野座村）

獅子舞を観覧するEU・プローディ委員長（21日・読谷村） モンターニュ駐日フランス大使、オランダ墓に参拝（23日・
名護市）

カチャーシーを踊る森首相（23日・名護市）

ケストナー駐日ドイツ大使、希望と自信の鐘感謝祭記念式典に
参加（22日・名護市）



小渕首相に沖縄開催の要請を行う稲嶺知事

政府から直接電話で沖縄開催の知らせを受ける稲嶺知事

喜びに湧く名護市民 沖縄タイムス、琉球新報は揃ってうれ
しい「号外」を発行



サミット推進県民会議発足 ケルン市のサミット担当者から説明を受ける視察団

日本外国特派員協会で講演する稲嶺知事 沖縄ナイトでプレス関係者を迎える牧野副知事

街に翻るＧ８国旗



平和沖縄の発信（第１回サミットフォーラム）

沖縄文化フェスタ2000（札幌）であいさつする石川副知事

100日前イベントでの知事と子どもたち

「平和の礎」を訪れた海外プレス

沖縄文化フェスタ（札幌）

好評を博した沖縄芸能団海外公演



英国展のテープカット

児童生徒文化作品展

Ｇ８高校生サミット

ドイツ展のオープニングで第21代ハンブルグ桜のプリンセスに花束を贈呈

サミットミュージックフェストにボランティアで参加した全て
のアーティストに稲嶺知事より感謝状の贈呈



黒島幸恵さん（あげな中学校）の作品

瑞慶覧章子さん（南風原中学校）
の作品

喜名朝駿さん（那覇市）の作品 東濱萌さん（小禄中学校）の作品 池間由貴さん（那覇高校）の作品

応募総数5,570点の中から
選ばれた、知念秀幸氏（沖
縄県）の九州・沖縄サミッ
トロゴマーク

沖縄情報満載の
プレスキット

サミット通信

サミットパンフレット



九州・沖縄サミット首脳会合�
沖縄開催記録誌�



我が国で初めての地方開催となった九州・沖縄サミットの首脳会合が、美しい自然と独特の歴史・文化
を有し、アジア・太平洋地域の交流の要に位置するここ沖縄において、平成12年７月21日から23日にかけ
て開催され、成功裡に終了しました。
当県民会議は、政府の取り組みに地元の立場から協力・支援するとともに、県民の温かいホスピタリテ

ィをもってサミットを成功に導き、その成果を本県の振興発展に生かしていこうという趣旨のもと、平成
11年５月25日、県、市町村、経済団体など600余の団体等が結集して設立されました。環境美化活動や通訳
等各種ボランティアの養成・確保などの受け入れ態勢の整備をはじめ、広報・情報発信事業や各種のプレ
イベント、会期中における各種の歓迎行事などの様々な取り組みを、各界、各層の県民の方々の積極的な
参加・協力のもと―すなわち県民参加型で推進することができ、サミットの成功に大きく貢献できたこと
を大変嬉しく思うと同時に誇りに感じております。
この度のサミット開催によって、本県は多くの面で大きな成果を得ることができました。まず、首脳会

合の成果が「Ｇ８コミュニケ・沖縄2000」や「グローバルな情報社会に関する沖縄憲章（ＩＴ憲章）」とし
て世界に発信されており、沖縄がその名を世界の歴史に残すことになりました。また、各国の首脳や代表
団、報道関係者と県民とのふれあいや交流が各地で深められましたが、特に、米国のクリントン大統領の
平和の礎訪問をはじめ市町村における各国首脳等と県民とのふれあいが実現したことは、従来のサミット
にない沖縄開催の特徴であり、大変意義深いことでありました。こうした交流や様々な行事等を通して、
ありのままの沖縄の姿や平和を求める県民の心を世界に発信することができました。また、各国首脳をは
じめ来県された多くのサミット関係者の皆様にも沖縄滞在を十分に満喫いただけたものと思います。
ここに、サミット開催にあたって実施した当県民会議の事業をはじめ、地元の関係機関の取り組み等を

まとめた「九州・沖縄サミット首脳会合沖縄開催記録誌」を刊行いたします。歴史的舞台において、地元
ホストとしての大役を果たすことができた県民の自信と誇りを将来に繋げるとともに、今後の沖縄の振興
発展や国際化への取り組みの一助となれば幸いです。
最後に、九州・沖縄サミット首脳会合の沖縄開催をご決定下さった故小渕恵三前総理大臣の沖縄に対す

る熱い思い、そしてその遺志を引き継がれてサミットを成功に導いて下さった森総理をはじめ政府の関係
者の皆様にあらためて敬意と感謝の意を表しますとともに、当県民会議の運営や受け入れ準備から開催期
間中に至るまでの諸事業に積極的にご支援・ご協力下さいました多くの県民や企業の皆様、各面でご活躍
いただいた多くのボランティアの皆様、そして県外からの応援を含む警備や医療、消防など様々な分野で
サミット支援に携わっていただいた皆様に心から感謝申しあげます。

ごあいさつ1

序文－ごあいさつ

沖縄県サミット推進県民会議

会長　稲　嶺　惠　一　（沖縄県知事）
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20世紀最後の主要国首脳会議となる九州・沖縄サミットが、世界の注目を集める中で開催され、大成功の

うちに無事閉幕することができました。

21世紀への橋渡しとなる今回のサミットは、世界の平和、経済、環境問題などの重要な討議が行われ、そ

の成果がこの沖縄から世界に向けて発信されました。

本県民会議におきましても、サミットの成功を期するため、受け入れ体制の整備に努めるとともに多くの

主催事業を実施してまいりました。全県一体となった協力体制のもと、サミットの成功に大きく貢献できま

したことは、誠に喜びに耐えません。

特に、各国首脳をお招きしての歓迎レセプション、並びに琉球王国の歴史・文化の象徴である首里城で開

催された社交夕食会の際の伝統芸能の披露は、誠に意義深い催しでありました。

サミットの成功を願う県民の熱意を各国首脳に伝えるとともに、県民の誇りである豊かな文化・歴史を紹

介できましたことは、県民の大きな喜びでありました。

また、今回のサミット期間中に、県民に深い感動を与えた多くの交流事業が各地で行われました。

関係市町村における工夫を凝らした温かいおもてなしは、地元のポスピタリティを十分に発揮したもので

あり、各国首脳にとりましても、本県の魅力を十分に満喫していただけるものであったと思います。

国際交流拠点の形成を目指している本県にとりまして、今回のサミットを通して培った体験は、21世紀に

向けた沖縄の振興発展や国際化の展望を切り開いていくに当たり、大きな財産になるものと確信するもので

あります。

最後になりましたが、サミット開催に当たり御尽力いただきました外務省や関係省庁、関係機関の皆様、

並びに温かい御理解と御協力を賜りました県民の皆様に深く感謝申し上げます。

沖縄県サミット推進県民会議

副会長　伊良皆　高　吉　（沖縄県議会議長）



思い起こせば、本県民会議がサミット誘致要請行動を行ったのは、平成11年の４月でありました。各要人

との面談の中で、小渕総理が九州からの要請団に、「沖縄も九州に含まれているのか」とのご質問があった

ということを伺いました。今にしてみれば、それが「九州・沖縄サミット」開催決定への総理の決意の表れ

であったと思えてなりません。

20世紀最後のサミットが沖縄で開催され、Ｇ８首脳が一堂に会されたのは、沖縄の歴史始まって以来の画

期的なことでした。

今回のサミットでは沖縄の青い空と、伝統芸能、歴史を語る首里城、安室奈美恵さんたちの若い世代のメ

ッセージ、そして基地の存在と平和への願いと、数々の情報が世界へ発信されました。

かつての沖縄は平和な交易の国として日本、中国を始め、アジアの国々との交流をしてまいりましたが、

今サミットの成果は、21世紀に向けて沖縄が新たな国際的地位を築いていくための礎石としなければならな

いでしょう。

サミットの成功に向けて、私ども各自治体も様々な取り組みを行いました。各国首脳が地域の人々と交流

されました。歓迎の心を込めて、色々な交流がありました。その思いは首脳をはじめ、メディアを通じてそ

の国々の人々へ伝わったことと思います。

また、その交流の輪の中に子供達の笑顔があったことは、未来へつながる希望でありました。

事件、事故もなくサミットを終えることができたのは、地域住民や各団体が、同じ気持ちになって協力し

あった結果であり、心から敬意を表します。

また、県外からも成功に向けて様々なご支援があったことを、感謝とともに我々の記憶にとどめなければ

ならないでしょう。

サミットの成功と、それを成し得た人と人との結びつきが、沖縄の発展に向けて大きな力となることと信

じています。

ごあいさつ3

沖縄県サミット推進県民会議

副会長　親　泊　康　晴　（沖縄県市長会会長〈当時〉）
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20世紀最後のサミット、主要国首脳会議が沖縄で開催され、大成功裡に閉幕しましたことは、沖縄の歴史

の中でも記念すべき出来事であり、慶びに堪えません。

これも森喜朗首相をはじめ政府のご努力は勿論のこと、開催地沖縄においても官民一体となった組織的な

協力体制の賜と深く敬意と感謝の意を表する次第であります。

主要国首脳が沖縄の地でひざを交え21世紀の「一層の繁栄」、「心の安寧」、「世界の安定」をテーマに話し

合い、特に今回はじめて議題となりましたＩＴ革命についての討議結果に「IT沖縄憲章」の名が冠せられ、

世界に発信されたことは誠に名誉なことであります。

サミット期間中は好天にも恵まれ、それぞれの首脳が招聘市町村を訪問され住民とのさまざまなふれあい

や交流を行い感動を与えられましたことは誠に喜ばしいことであります。

また県主催の歓迎レセプションやかつて琉球国王が使節団の接待に用いた首里城北殿で行われました森喜

朗首相主催の夕食懇談会において沖縄独自の伝統文化、そして何よりも沖縄の人々のホスピタリティを国内

外にアピールすることができましたことは大きな成果でありました。

本県は本土復帰後、３次にわたる沖縄振興開発計画により総額６兆円を越す振興開発事業費が投下され、

その結果、離島架橋、学校、道路の建設など県民生活を支える基盤整備面は大幅に改善されました。しかし

ながら県民所得は依然として全国最下位に止まっており、自立経済を確立することが緊急の課題となってお

ります。

サミットの成功を契機に沖縄の新時代を切り開く「沖縄経済振興21世紀プラン」の着実な推進を図り、21

世紀を平和と繁栄の世紀とするために県民が一丸となり、なお一層の努力を重ねていかなければなりません。

最後になりましたが、当県民会議の構成団体をはじめ、様々な事業に賛同・ご援助ご協力賜りました多く

の企業やボランティアの皆様、暖かいご支援ご協力を賜りました県民並びに関係者の皆様に深く感謝申し上

げます。

沖縄県サミット推進県民会議

副会長　崎　間　　晃　（沖縄県商工会議所連合会会長）



ごあいさつ5

サミットを振り返って

「サミットを世界平和のかけはしに」

「ひろげよう　サミット迎える笑顔の輪」

「世界の目を沖縄へ　沖縄の心を世界へ」

これらの標語は、サミットを語るにあたり、最も短い言葉で、かつ、最も的確に沖縄県民の当時の心境を

表現したものと云えるでしょう。

実際のサミットでも、沖縄県民は、世界の目が沖縄に向けられる機会を捉え、持ち前のホスピタリティを遺

憾なく発揮しつつ、自分たちの平和を愛する心や沖縄の現状、歴史、文化、自然などを広く世界にアピール

することができたのではないでしょうか。

思い返せば、サミットを沖縄に誘致しようという話が持ち上がってから、実際の開催に至るまでには幾多

の紆余曲折がありました。サミットなどという大規模な国際会議を沖縄で本当に開催できるのかということ

について、誘致の時点でも危ぶむ声があったのは事実ですし、開催が決まった後の準備の過程でも関係者の

ご苦労には大変なものがありました。こうした不安や心配を乗り越えてサミットを無事に開催することがで

きたばかりか、むしろ沖縄県民にとっては沖縄を世界にアピールすることができたのは、主催者である国の

関係機関の方々の御尽力だけでなく、地元ホストとして数多くの沖縄県民の協力・支援・参加が得られたか

らに他なりません。目に見える形で参加された関係者はもとより、目に見えないところでサミットを支えて

頂いてた多くの県民の方々にも心からお礼を申し上げたいと思います。

私自身は沖縄から離れてしまいましたが、サミットという未曾有の国際経験をした沖縄が、この経験を活

かして更に大きく飛躍されることを心から祈念申し上げます。

沖縄県サミット推進県民会議

事務局長（当時）山　田　文比古
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（１）誘致から開催決定までの取り組み

本県内で主要国首脳会議（サミット）の誘致に向け

ての動きが始まったのは、今から５年前の平成８年

にさかのぼる。首都以外の地方でのサミット開催が

主流となりつつあった当時の状況等を背景に、平成

８年９月、県内の主要な経済団体で構成する沖縄県

経済団体会議がサミットの誘致を含めた「沖縄の振

興開発についての要望書」を政府に提出した。また、

翌平成９年７月には、沖縄県議会において議員提出

議案の「主要国首脳会議（サミット）の沖縄開催に関

する要請決議」が可決・採択された。

県は、これらの動きを踏まえ、同年10月24日、庁

内に関係各課（室）長等から成る「2000年サミット誘

致推進プロジェクト班」を設置し、誘致に向けて県

内の関係施設等の調査を行うとともに、市町村や経

済団体など関係各界との調整を進めた。

その結果、①関係施設等の面で本県がサミット開

催のための必要条件を満たしていることが確認でき

たこと、②誘致について関係各界の合意が得られた

こと等から、同年12月15日に、県、市町村、県内の

主要な経済団体及びホテル等の関係業界等から成る

「沖縄県サミット誘致推進協議会（会長：沖縄県知

事）」（以下「誘致推進協議会」という。）を立ち上げ、

県民あげて誘致に取り組んでいくことになった。

誘致推進協議会は、その下にホテル部会、広報・

メディア部会、会場整備部会及び運輸・インフラ部

会の４つの専門部会を設置し、平成10年１月から誘

致推進のための本格的な活動を開始した。

他方、県庁内においては同年４月10日に、副知事

を先頭に関係部局長等で構成する「沖縄県サミット

誘致推進本部」を設置し、上記協議会とタイアップ

しながら、行政サイドからの取り組みを推進した。

具体的には、首脳会合用の会議施設、プレスセン

ター用の施設、代表団やプレス用の宿舎及びこれら

を結ぶ交通網等について詳細な調査・検討を行うと

ともに、イギリスのバーミンガム等に調査団を派遣

して、実際のサミットの開催状況や地元の取り組み

等についての調査を行った。

こうした取り組みを通して、首脳会議場を名護市

の部瀬名岬に建設予定の国際友好会館（仮称：後の

「万国津梁館」）とし、プレスセンターを宜野湾市に

ある沖縄コンベンションセンター及びその周辺施設

とし、代表団及びプレスの宿舎をそれぞれ本島中北

部のリゾートホテルと那覇市内のホテルとする開催

計画試案を作成し、平成10年５月26日、誘致推進協

議会会長名で2000年サミットの沖縄開催を国に正式

に要望した。

国は、平成10年９月中旬から10月初旬にかけて、

本県を含めサミット誘致を進めていた全国の８自治

体の現地調査を実施した。その結果、本県について

は、首脳会議場とプレスセンターとの距離が離れす

ぎるとの指摘がなされた。

これを受けて、誘致推進協議会は、先の開催計画

試案を見直して、プレスセンターの候補施設として

名護市の21世紀の森公園一帯の公共施設を新たに加

える代替案を作成し、平成10年12月11日に、サミッ

トの沖縄開催をあらためて国に要望した。

国がサミットの開催地を決定する時期は、当初、

平成10年の年末か平成11年の年始頃と予想されてい

たため、県内では平成10年の11月から12月にかけて、

一部の市町村議会や経済団体等が独自の誘致要請決

会議開催概要12

１　誘致、開催の経緯



会議開催概要13

議を行うなど、一段と誘致気運が盛り上がってきた。

その後、開催地決定の時期が平成11年４月以降に

なることが明らかになったが、本県としては、この

ことを新たなチャンスと捉え、より積極的な誘致活

動を展開することとした。

平成11年１月以降、市町村や各種団体の誘致活動

が一層活発化し、同年３月までに県下53の全市町村

の議会をはじめ、経済団体や青年会議所などの主要

な団体のほとんどが誘致要請決議を行った。

誘致推進体制としては、同年２月３日、県庁内に

専任職員による「沖縄県サミット誘致推進プロジェ

クトチーム」を新たに設置したほか、同年3月30日に

は、誘致推進協議会を「沖縄県サミット誘致推進県

民会議（会長：沖縄県知事）」（以下「誘致推進県民会

議」という。）に発展的に改組し、活動体制の強化を

図った。

このような体制の下、街頭キャンペーンを含む各

種の広報活動や御万人（ウマンチュ）署名運動などの

誘致活動を積極的かつ集中的に展開した。

こうした取り組みによって、県民の誘致気運も急

速な盛り上がりを見せ、特に御万人署名運動では実

質1カ月余の短期間に20万人を超える署名が集まる

など、大きな成果が得られたことから、平成11年4

月21日、誘致推進県民会議会長である沖縄県知事が

これらの成果を携えて国に最終の要請を行った。

また、時期を同じくして、県選出の国会議員もそ

のほとんどが超党派で2000年サミットの沖縄開催を

国に申し入れるなど、県内の取り組みをサポートし

た。

そして、平成11年4月29日、小渕恵三内閣総理大

臣によって、2000年サミットの首脳会合を沖縄で開

催することが決定された。

（２）開催決定から開催までの取り組み

2000年サミット首脳会合の沖縄開催決定を受け、

本県においては、政府の取り組みに地元の立場から

協力・支援するとともに、県民の温かいホスピタリ

ティをもってサミットを成功に導き、その成果を本

県の国際化及び振興発展に生かしていこうという趣

旨の下、平成11年５月25日に、先のサミット誘致推

進県民会議を母胎として更に規模を拡大した沖縄県

サミット推進県民会議が設立された。

当県民会議は、その下に会場整備部会、環境美化

部会、宿泊部会、輸送交通部会、ボランティア部会、

サミット誘致推進県民会議

政府から直接電話で沖縄開催の知らせを受ける稲嶺知事

誘致活動



事業・広報部会の６つの専門部会を設置し、各界、

各層の県民の参加・協力を得ながら以下の取り組み

を推進した。

サミット関係者に「きれいな沖縄」をアピールす

るとともに、今後の観光産業等の発展に生かしてい

こうという趣旨で、クリーンアップ事業ほか３事業

を実施した。

（ア）クリーンアップ事業

当該事業は、県下53市町村及び企業等の団体

や一般県民の協力の下に、「“美ら島沖縄”2000

年サミットクリーンアップ大作戦」と題して全

県的なゴミ拾い、空き缶拾い等を行ったもので、

平成12年１月から７月までに３回実施した。参

加実績は、延べ数で、参加団体が約2,600団体、

個人を含めた参加人員が約９万9,000人であった。

また、クリーンアップ作戦とあわせて、テレ

ビCMによる「ゴミを捨てない運動」を展開し、

環境美化の啓蒙を図った。

（イ）飾花・緑化事業

当該事業は、全県的な飾花・緑化計画に基づ

いて、地域住民等の協力を得ながら実施したも

ので、サミット開催期間を挟んでの一定期間、

主要な沿道の28箇所にプランターを4,000個、

鉢・ポットを数万個設置したほか、花の種子を

県内の小学生に約10万7,000袋、一般県民に約

8,000袋配布し、花いっぱい運動に協力してもら

った。

（ウ）住宅等施設景観美化事業

当該事業は、会議場及び代表団宿舎所在地域

において、景観上好ましくない箇所　－例えば、

落書きなどで汚された住宅の塀やバス停上屋な

ど－を、所有者等に働きかけて良好な環境に整

備してもらうとともに、地域住民に対しては景

観美化の啓蒙運動を展開する目的で実施した。

事業の推進にあたっては、名護市、恩納村及

び読谷村の区長をはじめ関係者の方々に色々と

ご尽力いただいたほか、平成12年５月23日には、

日本塗装工業会沖縄県支部の皆さんに、ボラン

ティアで、主要な地域の海岸の護岸や公園のト

イレ、バス停上屋のペンキ塗り替えを実施して

いただいた。

（エ）放置自動車対策事業

当該事業は、景観の整備及び警備上の観点か

ら、サミット会場周辺地域に放置されている自

動車を、市町村等の協力を得ながら撤去したも

ので、実績は、市町村による撤去97台、警告を

受けた所有者による撤去195台、当県民会議によ

る撤去14台、計306台となっている。

各国首脳や代表団及びプレスの宿泊受け入れ等に

万全を期すため、外務省、ホテル等との宿泊に関す

る連絡調整、調査、申込受付等の業務や、国際メデ

ィアセンター内の料飲サービスに関する地元として

の対応体制の整備等の業務を中心に推進した。

宿泊関係では、各国首脳や代表団及び同行プレス

の宿舎は、当県民会議が推薦した10ホテルの中から

国（外務省）が選定したが、一般のプレス関係者の

宿舎については、当県民会議が「宿泊予約センター」

を設置して、関係ホテル等と連携しながら情報提供

や予約調整等を行った。

国際メディアセンター内における料飲サービス

は、全て国（外務省）が提供したが、当県民会議と

しては、その運営に際し、できるだけ地元業者及び

県産食材を活用してもらうよう、国との調整を進め

た。その結果、沖縄調理師会、名護市内の１ホテル

会議開催概要14
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及び恩納村内の２ホテルから成る共同企業体（JV）

が、国の委託を受けて料飲サービスの運営に当たる

ことになり、野菜や果物等の農産物、もずく、あお

さ等の海産物、牛肉、豚肉、菓子類など多くの沖縄

の食材が利用された。

ボランティアや動員職員、関連行事参加者等の効

率的な移動を図るとともに、交通総量抑制の効果を

高める観点から、パーク・アンド・ライドによる計

画輸送を実施した。

また、サミット取材で来県した報道関係者に対し

ては、空港と宿舎間のシャトルバスを運行して交通

面の便宜を図ったほか、沖縄の情報や魅力を紹介す

るためのプレスツアーに係るバス輸送を実施した。

このほか、サミットの円滑な運営に必要な交通総

量の抑制及び交通規制に関しては、県警本部と連携

しながら、ポスターや新聞等を活用して、県民に対

する情報提供や協力の呼びかけ等の広報活動を実施

した。

（ア）接遇マナーの向上

代表団等宿泊ホテルの従業員を対象に、接遇を

はじめ国際儀礼やサミットの参加各国の文化・

習慣等に関する研修を実施した。

このほか、バス、タクシーの乗務員に対しても、

接遇マナーやサミットの概要、簡単な英会話集

等を内容としたハンドブックを配布して、サミ

ットに対する意識の高揚と資質の向上を図った。

（イ）ボランティアの募集、養成・配置

各国から来る多くのサミット関係者を温かくお

迎えするとともに、市民レベルの交流等を通し

て「県民参加型のサミット」の実現を図る観点

から、通訳、接遇、環境美化及び一般の４部門

についてボランティアを募集し、活動していた

だいた。

通訳ボランティアについては、平成11年11月に、

500人程度を目標に募集したところ、その三倍強

の1,639人の応募があったことから、選考を兼ね

て平成12年１月から３月まで応募者全員を対象

に研修を行い、最終的に611人に絞り込んだ。選

考で残った要員に対しては、その後更に研修を

重ね、サミット開催時のプレスセンター、空港、

代表団宿舎等の主要施設内のインフォメーショ

ン・デスクやシャトルバス内等における通訳或

いはガイドとして活躍いただいた。

このほか、接遇ボランティアの皆様には、国際

メディアセンターや那覇空港、首脳宿泊施設等

における生け花やブクブク茶などの呈茶サービ

スで活躍いただいた。

また、環境ボランティアの方々には、クリーン

アップ事業などで、一般ボランティアの方々に

は、平成12年７月21日のオープニングフェステ

ィバルにおける場内整理などで、それぞれ活躍

いただいた。

一般のイベントに比べ、はるかに厳重な警備体制

や交通規制を必要とするサミットの成功に向けて

は、県民の協力と理解が不可欠である。他方、世界

の耳目が集中するサミットは、沖縄の情報を世界に

発信する絶好の機会となる。サミットの広報及び情

報発信等の事業は、こういった視点に立って展開し

た。

（ア）県民広報

県民への広報活動としては、県内のマス・メデ

ィアを活用した広報啓発を行ったのをはじめ、



当県民会議の広報誌として「サミット通信」を

６回発行し、県下全世帯に配布してサミットに

関する様々な情報を提供した。

また、標語や図案を一般公募して作成したポス

ターの配布、残歴板や歓迎バナーの設置、路線

バスへのサミット広告掲載などによる広報宣伝

のほか、街頭キャンペーンの実施や100日前イベ

ントの開催などを通し歓迎気運の醸成等を図っ

た。

このほか、サミット直前及び開催期間中におけ

る県民等からの種々の問い合わせに対応するた

め、民間の情報サービス提供事業者に委託して

「サミットコール」を設置し、テレホンサービス

を行った。

（イ）情報発信事業

当該事業としては、まず、ホームページを平成

11年11月に開設して、サミットの概要や開催に

向けた取り組み状況、沖縄の自然、歴史、文化

等を幅広く発信した。ホームページへは、サミ

ット終了時点までに国内外から約95万件のアク

セスがあった。

また、沖縄の米軍基地の状況や平和に関する取

り組み、美しい自然や独特の歴史・文化等につ

いて分かりやすく説明した「沖縄紹介パンフレ

ット」や「沖縄紹介CD－ROM」を作成し、報道

関係者等に提供したほか、海外の新聞、テレビ

及び雑誌を活用した沖縄ＰＲにも力を入れた。

（ウ）プレス対応　

プレス向けの情報発信事業としては、まず、平

成12年３月24日に、東京の外国特派員協会の会

員らを対象に開催した「プレス・ブリーフィン

グ」において、稲嶺知事が講演を通して沖縄の

現状や発展の方向性などを説明したほか、３月

と６月に来県した海外プレスの事前プレスツア

ーに対し、取材の便宜を図るとともに、積極的

に情報提供を行った。

また、サミット開催期間の対応としては、国際

メディアセンター内に「沖縄じょうほう館」を

設置するとともに、米軍基地や観光施設視察な

ど４つのコースを設定したプレスツアーを実施

し、沖縄の情報や魅力等を国内外の報道関係者

にアピールした。

サミット関連のイベントや行事等は、県民参加型

のサミット実現を目指して、歓迎気運の醸成や沖縄

の文化等の発信などを目的とした各種のプレイベン

ト、開催期間中における様々な歓迎行事や交流事業、

開催後の後夜祭等を実施した。

（ア）プレイベント

事前のイベントとしては、県内フォーラム、

G8各国文化紹介事業、沖縄文化紹介県外キャン

ペーン、子ども・青年関連イベント及びサミッ

トミュージックフェスタを当県民会議主催で実

施した。また、国主催の「G8教育大臣フォーラ

ム」や「沖縄芸能団の北米・欧州巡回公演」に

対する支援・協力を行ったほか、サミット開催

県相互の連携を図る観点から、博多どんたく港

まつりの「サミットどんたく隊」に56人のエイ

サー隊を派遣した。

県内フォーラムは、サミット開催地としての意

義等について県民に理解と関心をもっていただ

くとともに、サミット開催に際し県民が何をな

すべきか、また沖縄から何を発信すべきか等に

ついて考えていただくことを目的としたもので、

平成12年２月から７月までに５回実施した。

G8各国文化紹介事業は、サミット参加国の自

然・文化・物産・芸能等を県民に紹介すること
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により、これらの国々に対する理解を深めてい

ただくことを目的としたもので、G8サミット・

文化フェスタと題して、平成12年２月の南風原

町でのカナダ展を皮切りに、県内各地で実施し

た。

沖縄文化紹介県外キャンペーンは、サミット首

脳会合の沖縄開催について県外に広くアピール

するとともに、写真パネルや工芸品等の展示、

伝統芸能の披露等を通して沖縄の美しい自然や

独特の文化等を紹介することを目的としたもの

で、平成12年３月から６月にかけて、北海道、

東京、大阪及び福岡の主要都市において実施し

た。

子ども・青年関連イベントは、21世紀を担う若

い世代の人達に、サミット開催の機会を活かし

て、サミットに対する理解や国際的な感覚を身

につけてもらうこと等を目的としたもので、本

県の子供達と県外や外国の子供達との交流等を

行う「子どもフェスティバル」、国内の各地域代

表の小中学生が21世紀の地球環境について話し

合う「小中学生サミット IN OKINAWA」、G8各

国の高校生代表が平和、環境及び経済について

論じ合う「G8高校生サミット」、G8各国の青年

層の人達の代表が世界の政治、経済の分野につ

いて論じ合う「ヤング・リーダーズ・サミット

2000 IN 沖縄」及び県内の児童・生徒を対象とし

た「サミット記念児童生徒文化作品展」の５事

業を実施した。

サミットミュージックフェスタは、歓迎気運を

一気に盛り上げるとともに、若者をはじめ沖縄

の人々が、音楽を通じて世界を結ぶ国際親善の

架け橋となることを祈念して開催したもので、

MAXやDA PUMPなど多くの県出身アーティスト

に出演していただき大好評を博した。

（イ）サミット期間中の歓迎・交流行事等

サミット本番ということで、国との緊密な連携

の下に総力を結集して、各国首脳の空港到着時

及び宿舎到着時の歓迎をはじめ、クリントン米

大統領の「平和の礎」訪問への対応、名護市の

21世紀の森で開催した各国代表団やプレス関係

者を招いてのオープニングフェスティバル及び

歓迎レセプション、那覇市内のホテルで開催し

た各国首脳の歓迎レセプション、各国首脳の宿

舎出発時及び空港出発時の見送りなどの様々な

取り組みを展開したほか、「万国津梁館における

記念植樹」や「首里城における社交夕食会」及

び「G8議長記者会見時の小中学生傍聴事業」な

どの国主催の行事に対する支援・協力を行った。

また、開催期間中の各国首脳等との交流につい

ては、当県民会議が主催した事業以外にも、ド

イツのシュレーダー首相の宮古島訪問やカナダ

のクレティエン首相の南風原町訪問など、市町

村レベルの取り組みによる多くの交流が実現し、

サミットの成功に大きく貢献した。

このほか、サミット期間中の対応としては、各

国首脳やその関係者及びプレス関係者に歓迎の

意を表するとともに、沖縄の思い出を末永く留

めていただけるよう、琉球漆器や陶器、紅型や

織物の加工品、三線、かりゆしウェアなどの記

念品を贈呈した。

また、サミット終了後の行事としては、平成

12年８月10日と11日に「サミット後夜祭」を開

催し、サミット開催までの取り組みや開催期間

中における各国首脳の動きや県民の活動状況等

をステージや展示物により県民に紹介するとと

もに、ボランティアの方々への感謝状や記念品

の贈呈等を行った。
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１　環境美化関係�
（1）クリーンアップ事業�

事 業 項 目 � 平成11年� 平成12年１月� 2月� 3月�
平成11年度　　 平成12年度�

「九州・沖縄サミット」首脳会合開催準備日程�

２　宿泊・サービス関係�
（1）宿泊関係�

３　輸送関係�
（1）輸送計画の策定、�

　　  　  車輌の手配調整等�
�
�

４　接遇関係�
（1）接遇マナーの向上�
�

５　広報関係�
（1）県民広報�

６　イベント関係�
（1）プレイベント�

　　 　　�
�
�

７　総務企画関係�
（1）推進体制�

　 �
�

（2）サミット期間中の歓迎・�
　　  　  交流行事等�
�
�

・沖縄文化紹介�
　県外キャンペーン�

・Ｇ８各国文化紹介事業�
�

・県内フォーラム�

・子ども・青年関連�
　イベント�

・その他�
 （国等主催事業への協力）�
�

（2）飾花・緑化事業�

（3）住宅等施設景観美化事業�
�
�（4）放置自転車対策事業�
�
�

（2）飲料サービス�
�

（2）交通量の総量抑制、�
　　  交通規制�

（2）ボランティアの募集、�
　　  養成配置�
�

（2）情報発信�
�
�
（3）プレス対応�
�
�

・県民会議�
�
�・３県連絡会議�

（2）県民会議協力募金�

・サミットミュージック�
　フェスタ�

○第１回クリーンアップ作戦（○第１回クリーンアップ作戦（1/23）� ○第２回クリーンアップ作戦（5/21）�
○テレビCMによる「ゴミをすてない運動の展開�

○第３回クリーンアップ作戦（7/9）�

○宿泊受入準備調整（７月～）○宿泊受入準備調整（７月～）�

○プランター、鉢、ポット等による飾花（7/15～24）�○飾花・緑化作業（計画策定、種苗育成、種子布等）○飾花・緑化作業（計画策定、種苗育成、種子布等）�

○対象市町村・地域住民等への説明及び協力依頼○対象市町村・地域住民等への説明及び協力依頼  ○公共施設等のペンキ塗り替え�

○宿泊予約センター設置（１／○宿泊予約センター設置（１／�○配宿予定調整○配宿予定調整�

○各国プレス社への通知○各国プレス社への通知�
○プレス宿舎確保○プレス宿舎確保�

○宿泊予約センターホームページ開設�

○放置自動車数、場所の調査○放置自動車数、場所の調査�

○車輌・駐車場等の調査及び確保○車輌・駐車場等の調査及び確保� ○車輌の確保○車輌の確保�

○実施要領の策定○実施要領の策定�

○通訳ボランティア募集（○通訳ボランティア募集（11/5～25）� ○12年度通訳ボランティア研修� ○ボランティア活動�

○インフォメーションコーナー�○プレスツアー（6/20～24）�

○沖縄じょうほう館設置�

○プレスツアー�○プレスツアー（○プレスツアー（25名　名　3/29）�
○ブリーフィング（○ブリーフィング（3/24）�

○接遇・環境美化・一般ボランティア募集（○接遇・環境美化・一般ボランティア募集（11/26～）～）� ○ボランティアの選考� ○ボランティア活動�

○空港歓迎�
○米大統領の�
　平和の礎訪問�
○宿舎到着歓迎�
○サミットオープニングフェスティバル�

○祈念植樹�
○首脳歓迎レセプション�
○首相主催社交夕食会�

○宿舎見送り�
○空港見送り�

○サミットの後夜祭�
　　　　（8/10～11）�

○配置場所の決定�

○ホテル職員○ホテル職員�
　ホテルオークラ研修　ホテルオークラ研修�
　（第１班　（第１班12/6～12）�

○ホテル職員○ホテル職員�
　ホテルオークラ研修　ホテルオークラ研修�
　（第２班　（第２班1/24～29）�

○11年度通訳ボランティア研修年度通訳ボランティア研修�
　（開講式　　（開講式　1/23　月　月2～3回実施）回実施）�

○街頭キャンペーン（クリーンアップ○街頭キャンペーン（クリーンアップ1/23）�� ○サミットの100日前イベント（4/12）� ○歓迎バナー設置（6/21）� ○サミットコール設置�

○ポスター標語○ポスター標語�
　表彰式（　表彰式（12/5）�

○広報誌発行（第１号）○広報誌発行（第１号）� ○広報誌発行（第２号）○広報誌発行（第２号）�○広報誌発行（第３号）○広報誌発行（第３号）�� ○広報誌発行（第４号）� ○広報誌発行（第５号）�

○新聞広告（○新聞広告（12/30）� ○新聞広告（○新聞広告（1/30）� ○新聞広告（○新聞広告（2/24）�� ○新聞広告（5/14）� ○新聞広告（6/11）� ○新聞広告（7/20）�

○英字紙広告�
○テレビCM（アジア向け）�

○英字紙広告�

○広報誌発行（第６号）�

○サミット残歴版○サミット残歴版�
　点灯式（　点灯式（7/21）�

○サミットバス出発式（○サミットバス出発式（1/5）�

○歓迎バナー・バス車体広告○歓迎バナー・バス車体広告�

○メディア告知（テレビ・ラジオ番組・マルチビデオ）○メディア告知（テレビ・ラジオ番組・マルチビデオ）�

○サミットホームページ開設（○サミットホームページ開設（11/26～）～）�
○県外イベントでのキャンペーン○県外イベントでのキャンペーン�

○パンフレット作成○パンフレット作成�○CD-ROMCD-ROM作成作成�

○G8サミット・文化フェスタサミット・文化フェスタ�
　（カナダ　　（カナダ　�
　　　　2/25～27　南風原町）　南風原町）�

○G8サミット・文化フェスタサミット・文化フェスタ�
　（イタリア　　（イタリア　3/3～5宜野座村）宜野座村）�
　（フランス　　（フランス　3/24～26石垣市）石垣市）�

○沖縄サミットプレキャンペーン○沖縄サミットプレキャンペーン�
　（北海道　　（北海道　3月10～12）�

○設立総会（○設立総会（5/25）� ○第１回幹事会（○第１回幹事会（11/●）●）�

○３県連絡協議会（○３県連絡協議会（7/21　沖縄県）　沖縄県）�

○募金活動（○募金活動（12/1～）～）�

○３県連絡会議（○３県連絡会議（1/25　宮崎県）　宮崎県）� ○３県連絡会議（5/19　福岡県）�

○役員会（○役員会（9/20）� ←（各部会随時開催）→←（各部会随時開催）→�

○第○第2回幹事会（回幹事会（3/16）�� ○総会（4/12）� ○解散総会（11/27）�

○沖縄サミットプレキャンペーン�
　（東京　4/27～5/7）�

○子どもフェスティバル（5/4～4）�
○小中学生サミット�
　in OKINAWA（5/13～15）� ○G8高校生サミット（6/20～26）�

○ヤングリーダーズサミット�
　2000 in 沖縄（6/11～15）�

○サミット祈念�
　児童生徒作品展示会（7/12～16）�

○沖縄サミットプレキャンペーン�
　（大阪　6/8～14、福岡　6/14～26））�

○サミットミュージックフェスタ（6/4）�

○沖縄芸能団欧州巡回公演�
（ロシア･フランス･イタリア6/3～24、イギリス･ドイツ6/26～7/8）�

○福岡どんたく港まつり�
（5/3～4　福岡）�

○G8教育大臣フォーラム教育大臣フォーラム�
　　　　　　　　　　　　　　　　  （4/3）�

○沖縄芸能団北米巡回公演○沖縄芸能団北米巡回公演�
（アメリカ　カナダ、（アメリカ　カナダ、3/1～31）�

○G8議長貴社会見小中学生傍聴�

○G8サミット・文化フェスタ�
　（ドイツ　4/7～9上野村）�
�

○G8サミット・文化フェスタ�
　（イギリス　5/12～14北谷町）�
�

○G8サミット・文化フェスタ�
　（ロシア　7/1沖縄コンベンションセンター）�

○G8サミット・文化フェスタ�
　（アメリカ　5/26～28沖縄市）�
�

○第○第1回サミットフォーラム回サミットフォーラム�
　（　（2/12 パシフィックホテル沖縄）パシフィックホテル沖縄）�

○第○第2回サミットフォーラム回サミットフォーラム�
　（　（3/19 沖縄女性総合センター）沖縄女性総合センター）�

○第3回サミットフォーラム�
　（5/20 沖縄コンベンションセンター）�

○第4回サミットフォーラム�
　（6/17 沖縄タイムスホール）�

○第5回サミットフォーラム�
　（7/20 パシフィックホテル）�

○11年度ホテル職員年度ホテル職員�
　県内研修　県内研修�

○12年度ホテル職員�
　県内研修� ○バス・タクシー乗務員へのハンドブックの配布�

○輸送計画の策定○輸送計画の策定�

○広報活動（TV・ラジオ・新聞・ポスター等）�

○運営体決定及び食材調整○運営体決定及び食材調整�

○撤去対象○撤去対象�
　自動車の確定　自動車の確定� ○関係機関調整○関係機関調整�� ○撤去作業の実施�

○第１回クリーンアップ作戦（1/23）�

○宿泊受入準備調整（７月～）�

○飾花・緑化作業（計画策定、種苗育成、種子布等）�

○対象市町村・地域住民等への説明及び協力依頼  

○宿泊予約センター設置（１／�○配宿予定調整�

○各国プレス社への通知�
○プレス宿舎確保�

○放置自動車数、場所の調査�

○車輌・駐車場等の調査及び確保� ○車輌の確保�

○実施要領の策定�

○通訳ボランティア募集（11/5～25）�

○プレスツアー（25名　3/29～31）�
○ブリーフィング（3/24）�

○接遇・環境美化・一般ボランティア募集（11/26～）�

○ホテル職員�
　ホテルオークラ研修�
　（第１班12/6～12）�

○ホテル職員�
　ホテルオークラ研修�
　（第２班1/24～29）�

○11年度通訳ボランティア研修�
　（開講式　1/23　月2～3回実施）�

○街頭キャンペーン（クリーンアップ1/23）�

○ポスター標語�
　表彰式（12/5）�

○広報誌発行（第１号）� ○広報誌発行（第２号）�○広報誌発行（第３号）�

○新聞広告（12/30）� ○新聞広告（1/30）� ○新聞広告（2/24）�

○サミット残歴版�
　点灯式（7/21）�

○サミットバス出発式（1/5）�

○歓迎バナー・バス車体広告�

○メディア告知（テレビ・ラジオ番組・マルチビデオ）�

○サミットホームページ開設（11/26～）�
○県外イベントでのキャンペーン�

○パンフレット作成�○CD-ROM作成�

○G8サミット・文化フェスタ�
　（カナダ　�
　　2/25～27　南風原町）�

○G8サミット・文化フェスタ�
　（イタリア　3/3～5宜野座村）�
　（フランス　3/24～26石垣市）�

○沖縄サミットプレキャンペーン�
　（北海道　3月10～12）�

○設立総会（5/25）� ○第１回幹事会（11/●）�

○３県連絡協議会（7/21　沖縄県）�

○募金活動（12/1～）�

○３県連絡会議（1/25　宮崎県）�

○役員会（9/20）� ←（各部会随時開催）→�

○第2回幹事会（3/16）�

○G8教育大臣フォーラム�
　　　　　　　　  （4/3）�

○沖縄芸能団北米巡回公演�
（アメリカ　カナダ、3/1～31）�

○第1回サミットフォーラム�
　（2/12 パシフィックホテル沖縄）�

○第2回サミットフォーラム�
　（3/19 沖縄女性総合センター）�

○11年度ホテル職員�
　県内研修�

○輸送計画の策定�

○運営体決定及び食材調整�

○撤去対象�
　自動車の確定� ○関係機関調整�

4月�
度�

5月� 6月� 7月　期間中（7/21～23）� 8月以降�
○第１回クリーンアップ作戦（1/23）� ○第２回クリーンアップ作戦（○第２回クリーンアップ作戦（5/21）�

○テレビ○テレビCMによる「ゴミをすてない運動の展開による「ゴミをすてない運動の展開�
○第３回クリーンアップ作戦（○第３回クリーンアップ作戦（7/9）�

○宿泊受入準備調整（７月～）�

○プランター、鉢、ポット等による飾花（○プランター、鉢、ポット等による飾花（7/15～24）�○飾花・緑化作業（計画策定、種苗育成、種子布等）�

○対象市町村・地域住民等への説明及び協力依頼  ○公共施設等のペンキ塗り替え○公共施設等のペンキ塗り替え�

○宿泊予約センター設置（１／�○配宿予定調整�

○各国プレス社への通知�
○プレス宿舎確保�

○宿泊予約センターホームページ開設○宿泊予約センターホームページ開設�

○放置自動車数、場所の調査�

○車輌・駐車場等の調査及び確保� ○車輌の確保�

○実施要領の策定�

○通訳ボランティア募集（11/5～25）� ○12年度通訳ボランティア研修年度通訳ボランティア研修� ○ボランティア活動○ボランティア活動�

○インフォメーションコーナー○インフォメーションコーナー�○プレスツアー（○プレスツアー（6/20～24）�

○沖縄じょうほう館設置○沖縄じょうほう館設置�

○プレスツアー○プレスツアー�○プレスツアー（25名　3/29）�
○ブリーフィング（3/24）�

○接遇・環境美化・一般ボランティア募集（11/26～）� ○ボランティアの選考○ボランティアの選考� ○ボランティア活動○ボランティア活動�

○空港歓迎○空港歓迎�
○米大統領の○米大統領の�
　平和の礎訪問　平和の礎訪問�
○宿舎到着歓迎○宿舎到着歓迎�
○サミットオープニングフェスティバル○サミットオープニングフェスティバル�

○祈念植樹○祈念植樹�
○首脳歓迎レセプション○首脳歓迎レセプション�
○首相主催社交夕食会○首相主催社交夕食会�

○宿舎見送り○宿舎見送り�
○空港見送り○空港見送り�

○サミットの後夜祭○サミットの後夜祭�
　　　　（　　　　（8/10～11）�

○配置場所の決定○配置場所の決定�

○ホテル職員�
　ホテルオークラ研修�
　（第１班12/6～12）�

○ホテル職員�
　ホテルオークラ研修�
　（第２班1/24～29）�

○11年度通訳ボランティア研修�
　（開講式　1/23　月2～3回実施）�

○街頭キャンペーン（クリーンアップ1/23）� ○サミットの○サミットの100日前イベント（日前イベント（4/12）� ○歓迎バナー設置（○歓迎バナー設置（6/21）� ○サミットコール設置○サミットコール設置�

○ポスター標語�
　表彰式（12/5）�

○広報誌発行（第１号）� ○広報誌発行（第２号）�○広報誌発行（第３号）� ○広報誌発行（第４号）○広報誌発行（第４号）� ○広報誌発行（第５号）○広報誌発行（第５号）�

○新聞広告（12/30）� ○新聞広告（1/30）� ○新聞広告（2/24）� ○新聞広告（○新聞広告（5/14）� ○新聞広告（○新聞広告（6/11）� ○新聞広告（○新聞広告（7/20）�

○英字紙広告○英字紙広告�
○テレビ○テレビCM（アジア向け）（アジア向け）�

○英字紙広告○英字紙広告�

○広報誌発行（第６号）○広報誌発行（第６号）�

○サミット残歴版�
　点灯式（7/21）�

○サミットバス出発式（1/5）�

○歓迎バナー・バス車体広告�

○メディア告知（テレビ・ラジオ番組・マルチビデオ）�

○サミットホームページ開設（11/26～）�
○県外イベントでのキャンペーン�

○パンフレット作成�○CD-ROM作成�

○G8サミット・文化フェスタ�
　（カナダ　�
　　2/25～27　南風原町）�

○G8サミット・文化フェスタ�
　（イタリア　3/3～5宜野座村）�
　（フランス　3/24～26石垣市）�

○沖縄サミットプレキャンペーン�
　（北海道　3月10～12）�

○設立総会（5/25）� ○第１回幹事会（11/●）�

○３県連絡協議会（7/21　沖縄県）�

○募金活動（12/1～）�

○３県連絡会議（1/25　宮崎県）� ○３県連絡会議（○３県連絡会議（5/19　福岡県）　福岡県）�

○役員会（9/20）� ←（各部会随時開催）→�

○第2回幹事会（3/16）� ○総会（○総会（4/12）� ○解散総会（○解散総会（11/27）�

○沖縄サミットプレキャンペーン○沖縄サミットプレキャンペーン�
　（東京　　（東京　4/27～5/7）�

○子どもフェスティバル（○子どもフェスティバル（5/4～4）�
○小中学生サミット○小中学生サミット�
　in OKINAWAin OKINAWA（5/13～15）� ○G8高校生サミット（高校生サミット（6/20～26）�

○ヤングリーダーズサミット○ヤングリーダーズサミット�
　2000 in 沖縄（沖縄（6/11～15）�

○サミット祈念○サミット祈念�
　児童生徒作品展示会（　児童生徒作品展示会（7/12～16）�

○沖縄サミットプレキャンペーン○沖縄サミットプレキャンペーン�
　（大阪　　（大阪　6/8～14、福岡　、福岡　6/14～26））））�

○サミットミュージックフェスタ（○サミットミュージックフェスタ（6/4）�

○沖縄芸能団欧州巡回公演○沖縄芸能団欧州巡回公演�
（ロシア（ロシア･フランスフランス･イタリアイタリア6/3～24、イギリス、イギリス･ドイツドイツ6/26～7/8）�

○福岡どんたく港まつり○福岡どんたく港まつり�
（5/3～4　福岡）　福岡）�

○G8教育大臣フォーラム�
　　　　　　　　  （4/3）�

○沖縄芸能団北米巡回公演�
（アメリカ　カナダ、3/1～31）�

○G8議長貴社会見小中学生傍聴議長貴社会見小中学生傍聴�

○G8サミット・文化フェスタサミット・文化フェスタ�
　（ドイツ　　（ドイツ　4/7～9上野村）上野村）�
�

○G8サミット・文化フェスタサミット・文化フェスタ�
　（イギリス　　（イギリス　5/12～14北谷町）北谷町）�
�

○G8サミット・文化フェスタサミット・文化フェスタ�
　（ロシア　　（ロシア　7/1沖縄コンベンションセンター）沖縄コンベンションセンター）�

○G8サミット・文化フェスタサミット・文化フェスタ�
　（アメリカ　　（アメリカ　5/26～28沖縄市）沖縄市）�
�

○第1回サミットフォーラム�
　（2/12 パシフィックホテル沖縄）�

○第2回サミットフォーラム�
　（3/19 沖縄女性総合センター）�

○第○第3回サミットフォーラム回サミットフォーラム�
　（　（5/20 沖縄コンベンションセンター）沖縄コンベンションセンター）�

○第○第4回サミットフォーラム回サミットフォーラム�
　（　（6/17 沖縄タイムスホール）沖縄タイムスホール）�

○第○第5回サミットフォーラム回サミットフォーラム�
　（　（7/20 パシフィックホテル）パシフィックホテル）�

○11年度ホテル職員�
　県内研修�

○12年度ホテル職員年度ホテル職員�
　県内研修　県内研修� ○バス・タクシー乗務員へのハンドブックの配布○バス・タクシー乗務員へのハンドブックの配布�

○輸送計画の策定�

○広報活動（○広報活動（TV・ラジオ・新聞・ポスター等）・ラジオ・新聞・ポスター等）�

○運営体決定及び食材調整�

○撤去対象�
　自動車の確定� ○関係機関調整� ○撤去作業の実施○撤去作業の実施�

○第２回クリーンアップ作戦（5/21）�
○テレビCMによる「ゴミをすてない運動の展開�

○第３回クリーンアップ作戦（7/9）�

○プランター、鉢、ポット等による飾花（7/15～24）�

○公共施設等のペンキ塗り替え�

○宿泊予約センターホームページ開設�

○12年度通訳ボランティア研修� ○ボランティア活動�

○インフォメーションコーナー�○プレスツアー（6/20～24）�

○沖縄じょうほう館設置�

○プレスツアー��

○ボランティアの選考� ○ボランティア活動�

○空港歓迎�
○米大統領の�
　平和の礎訪問�
○宿舎到着歓迎�
○サミットオープニングフェスティバル�

○祈念植樹�
○首脳歓迎レセプション�
○首相主催社交夕食会�

○宿舎見送り�
○空港見送り�

○サミットの後夜祭�
　　　　（8/10～11）�

○配置場所の決定�

○サミットの100日前イベント（4/12）� ○歓迎バナー設置（6/21）� ○サミットコール設置�

○広報誌発行（第４号）� ○広報誌発行（第５号）�

○新聞広告（5/14）� ○新聞広告（6/11）� ○新聞広告（7/20）�

○英字紙広告�
○テレビCM（アジア向け）�

○英字紙広告�

○広報誌発行（第６号）�

○３県連絡会議（5/19　福岡県）�

○総会（4/12）� ○解散総会（11/27）�

○沖縄サミットプレキャンペーン�
　（東京　4/27～5/7）�

○子どもフェスティバル（5/4～4）�
○小中学生サミット�
　in OKINAWA（5/13～15）� ○G8高校生サミット（6/20～26）�

○ヤングリーダーズサミット�
　2000 in 沖縄（6/11～15）�

○サミット祈念�
　児童生徒作品展示会（7/12～16）�

○沖縄サミットプレキャンペーン�
　（大阪　6/8～14、福岡　6/14～26））�

○サミットミュージックフェスタ（6/4）�

○沖縄芸能団欧州巡回公演�
（ロシア･フランス･イタリア6/3～24、イギリス･ドイツ6/26～7/8）�

○福岡どんたく港まつり�
（5/3～4　福岡）�

�
）�

○G8議長貴社会見小中学生傍聴�

○G8サミット・文化フェスタ�
　（ドイツ　4/7～9上野村）�
�

○G8サミット・文化フェスタ�
　（イギリス　5/12～14北谷町）�
�

○G8サミット・文化フェスタ�
　（ロシア　7/1沖縄コンベンションセンター）�

○G8サミット・文化フェスタ�
　（アメリカ　5/26～28沖縄市）�
�

�
○第3回サミットフォーラム�
　（5/20 沖縄コンベンションセンター）�

○第4回サミットフォーラム�
　（6/17 沖縄タイムスホール）�

○第5回サミットフォーラム�
　（7/20 パシフィックホテル）�

○12年度ホテル職員�
　県内研修� ○バス・タクシー乗務員へのハンドブックの配布�

�

○広報活動（TV・ラジオ・新聞・ポスター等）�

○撤去作業の実施�
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）�

22日（土）� 2 3日（日）� 2 4日（月）�

　　ション�
　　  ンドキャッスル�
　　代表との交流・ふれあい。沖縄の古典音楽、�
　　など格調高い伝統芸能を披露。�

る　　サミットイメージソングを披露。�

・　　 古式装束による歓迎行列、御庭での�
　　統工芸の実演。�

●○宿舎見送り�
　 ・ 地元代表による見送り�
�
●○首脳個別日程�
　 ・ 日本（名護市）、ロシア（具志川市）�
�
○●首脳空港見送り�
　 ・ 県民代表による見送り�

南　　部主要観光地等）�

　　じょうほう館、サミット体験館�

　　津梁館）�

�

�
�
◎G8首脳会合（万国津梁館）�
�
�
�
○●G8議長記者会見（国際メディアセンター）�
　　 ・ 小中学生傍聴�
○各国首脳記者会見（国際メディアセンター等）�

「九州・沖縄サミット」首脳会合及び関連事業日程（サミット期間中）�

◎会議　　○国所管事業　　●県等所管事業�

20日（木）� 2 1日（金）�

首
　
脳
　
関
　
係�

午
　
前�

午
　
後�

代
　
表
　
団
　
・
　
報
　
道
　
関
　
係�

そ
　
の
　
他�

○●空港歓迎�
　　 ・ 那覇空港特別機到着スポット�
　　 ・ 県民代表出迎えとエイサー演舞による歓迎�
�
●○宿舎到着時歓迎�
　　 ・ 首脳宿泊ホテルでの地元代表による歓迎�
�
●○首脳個別日程�
　　 ・ 米国（平和の礎）、カナダ（南風原町）、英国（北谷町）�
　　　ドイツ（宮古島）、イタリア（宜野座村）�

○●空港歓迎�
�
●○宿舎到着時�
　　歓迎�

●政府代表団 ・ 報道関係者歓迎レセプション�
　　 ・ 18:00～21:00�
　　 ・ 名護21世紀の森公園内　野外ステージ�
●サミット・オープニングフェスティバル�
　　 ・ 17:00～22:30�
　　 ・ 名護21世紀の森公園�
　　 ・ 各国政府代表団や報道関係者を招待し、一般県民の参加を�
　　　得て、琉球舞踊、エイサー、県内外アーチストのショーを披露。�
　　　サミット関係者と県民との交流・ふれあい。�
　　 ・ 無料、整理券で一般入場可、シャトルバス（沖縄コンベンション�
　　　センターと会場間）有り�

●首脳会合歓迎レセプ　　
　　 ・ ホテル日航那覇グラ　　 
　　 ・ 各国首脳夫妻と県民　　
　　　伝統舞踊、 空手演舞　　
　　　小室哲哉さんによる　　
�
○首脳社交夕食会�
　　 ・ 首里城北殿�
　　 ・ 下之御座での旗頭・　　 
　　　伝統芸能の披露。伝　　

●プレスツアー�
　　 ・ 実施期間　7/19（水）～24（月）�
　　 ・ 米軍基地ｺｰｽ（普天間基地、嘉手納基地）、平和施設ｺｰｽ（平和記念公園）、産業視察ｺｰｽ（中城湾港特別自由貿易地域）、観光関連ｺｰｽ（中南　　
●沖縄じょうほう館�
　　 ・ 7/19（水）～24（月）�
　　 ・ 国際メディアセンター内（名護市民会館中ホール）�
　　 ・ 工芸実演ｺｰﾅｰ、工芸展示ｺｰﾅｰ、観光紹介ｺｰﾅｰ、物産ｺｰﾅｰ、インフォメーションｺｰﾅｰ、マルチ映像ｺｰﾅｰ等�
●プレス関係者計画輸送�
　　 ・ 国内外から来県するプレス関係者を対象に、空港・宿舎間の計画輸送を行う。�
　　 ・ 実施期間　7/19（水）～25（火）　　※21日午後から23日午前の首脳会議期間は除く。�

●沖縄インフォメーションデスク�
　　 ・ 国内外から訪れるサミット関係者や報道関係者などへ沖縄に関する情報を提供するとともに、県民に向けてサミット関連情報を提供する。�
　　 ・ 設置期間及び時間　7/19（水）～24（月）�
　　 ・ 設置場所　那覇空港国内線ターミナル、国際線ターミナル、パレット久茂地、代表団・海外プレス宿泊ホテル（12箇所）、プレスセンター、沖縄　　
●サミットコール�
　　 ・ サミットに関する県民からの問い合わせに応えるテレホンサービス。　�
　　 ・ 開設期間及び時間　7/19（水）～24（月）　　9:00～19:00�
●ボランティア等サミット業務関係者計画輸送�
　　 ・ パークエンドライド方式を採用し、集合拠点となる駐車場と配置先間をバスによる計画輸送を行う。�
　　 ・ 実施期間　7/19（水）～24（月）�

◎G7首脳会合（万国津梁館）�
�
�
�
�
�
◎ワーキングディナー�

�
◎G8首脳会合（万国　　
�
�
○●記念植樹�
�
○　集合写真撮影�
�
�
◎ワーキングランチ�
�
◎G8首脳会合�
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（１）日程

九州・沖縄サミット首脳会合は、2000年７月21日

から23日の３日間にわたって、本県の名護市部瀬名

の万国津梁館において開催された。

各国首脳の沖縄到着は、会議前日の７月20日の午

後の４時過ぎにドイツのシュレーダー首相が来沖し

たのを皮切りに、イギリスのブレア首相、ＥＵのプ

ローディ委員長、森首相が到着し、翌21日には、中

東和平交渉を中断してアメリカのクリントン大統領

が午前９時過ぎに到着したほか、カナダのクレティ

エン首相、イタリアのアマート首相、フランスのシ

ラク大統領が到着し、午後の３時からＧ７の首脳会

合が実施された。

ロシアのプーチン大統領は、午後４時過ぎの最後

の到着となり、午後７時からのＧ８首脳ワーキング

ディナーからの出席となった。

２　会議開催概要

日本・森首相 アメリカ・クリントン大統領 フランス・シラク大統領

ロシア・プーチン大統領 カナダ・クレティエン首相 イギリス・ブレア首相

ドイツ・シュレーダー首相 イタリア・アマート首相 ＥＵ・プローディ委員長
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期間中の会議及び公式関連行事は、以下の日程で

執り行われた。

これに先立ち、平成12年７月８日に福岡市（福岡

市博物館）において蔵相会合が、７月12日から13日

には宮崎市（シーガイヤ）において外相会合が開催

されている。

首脳会合日程

万国津梁館会議棟�
万国津梁館レセプション棟�
�
万国津梁館芝生広場�
万国津梁館会議棟玄関車寄せ�
万国津梁館会議棟 �
万国津梁館レセプション棟�
万国津梁館会議棟 �
ホテル日航那覇グランドキャッスル�
首里城北殿�
�
万国津梁館会議棟�
国際メディアセンター�
　　�
�

Ｇ７首脳会合�
Ｇ８首脳ワーキングディナー�
�
記念植樹�
集合写真撮影�
Ｇ８首脳会合�
Ｇ８首脳ワーキングランチ�
Ｇ８首脳会合�
沖縄県歓迎レセプション�
森総理主催社交夕食会�
�
Ｇ８首脳会合�
Ｇ８議長記者会見�
�
�

15:00～18:00�
19:00～21:00 �
�
９:40�
９:45  �
10:00～12:15 �
13:00～14:30 �
15:30～16:30 �
19:00～19:45 �
20:00～22:00 �
�
10:00～11:30�
13:00～13:30

７月21日（金）�
�
�
　　22日（土）�
�
�
�
�
�
�
�
　　23日（日）�

日　　　時� 行　　　事� 場　　　所�

外相会合　７月12日（水）～13日（木）
宮崎県宮崎市「シーガイア」
日本、フランス、アメリカ、イギリス、ドイツ、イタリア、
カナダ、ロシア、ＥＵ

蔵相会合　７月８日（土）
福岡県福岡市「福岡市博物館」
日本、フランス、アメリカ、イギリス、ドイツ、イタリア、
カナダ、欧州委員会
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（２）討議内容

21世紀への橋渡しとなる今回のサミットでは、

「一層の繁栄」、「心の安寧」及び「世界の安定」が

キーワードとなり、紛争予防をはじめ、ＩＴ革命、

重債務貧困国救済、感染症対策、貿易問題、国際犯

罪や薬物対策、生命科学及び環境問題などの重要な

討議が行われ、その成果は最終日の７月23日に「Ｇ

８コミュニケ・沖縄2000」として採択され、世界に

発信された。

これに関連して、期間中には、７月21日に、「Ｇ７

首脳声明」、「朝鮮半島に関するＧ８声明」及び「地

域情勢に関するＧ８声明」が、22日には、「グロー

バルな情報社会に関する沖縄憲章（ＩＴ憲章）」が

採択され、公表されている。

（３）関係施設

首脳会合の会議場は、県の施設である名護市部瀬

名岬の万国津梁館を使用した。

報道関係者の取材活動の拠点となる国際メディア

センターは、万国津梁館から車で15分の距離にある

名護市「21世紀の森公園」内に、体育館、屋内運動

場、名護市民会館のほか、仮設建築物を利用して、

国が設置した。

各国首脳、代表団及びプレス関係者の宿舎は、本

島西海岸を中心としたリゾートホテルが充てられた。

（４）来県者数

今回の首脳会合には、国内及び海外から各国政府

代表団や報道関係者が７千人来県しており、うち海

外からは約２千人となっている。

また、その他サミット支援のため、消防や警備関

係者、支援業者が約２万２千人来県している。





サミットそのものは国の行事であり、会議開催の

ための直接的条件の整備や運営は国の対応となる。

地元としては、開催に必要な基盤整備や受入体制

を整備し、会議運営の円滑な実施を支援していくこ

とになる。

その際、行政と民間の役割分担、行政についても

県と市町村、市町村も会場地市町村とその他市町村

があるが、それぞれの権能等の範囲内で、主体的な

取り組みがなされた。

今回のサミットの場合、「県民総参加」のコンセ

プトから、全県的な推進組織として、沖縄県サミッ

ト推進県民会議（任意団体）が結成されており、同

県民会議を拠点として受入準備の取り組みがなされ

た。

県民会議が担った事業は、（１）サミット開催の

ための諸条件の整備（宿泊・輸送・接遇対策、環境

美化）、（２）関連事業の企画及び実施（気運盛り上

げのためのイベント、歓迎行事や各国首脳との交流

事業）（３）サミット開催に関する広報、啓発活動

となり、ソフト事業が中心となっている。

県は県民会議の事務局を兼ねており、大半の財源

と人的負担を行い、主導的役割を果たした。

県が固有の事務として担った事業は、会議場とな

る万国津梁館の整備、空港や関連道路等の整備、消

防警備対策、救急医療対策、情報発信事業及び開催

記念事業などとなっている。ハード事業は、事業の

前倒しで執行されたものもある。

会場地の名護市は市民会議を結成し、人的、財政

的支援を行い、きめ細かな受入事業を行っている。

他の市町村については、行政独自で、あるいは任

意組織を結成して、首脳招へい誘致の市町村ではそ

の対応を中心に、その他市町村では、サミット関係

者の受入のための環境美化などを中心とした取り組

みがなされている。

関連民間企業においては、宿泊、輸送、観光、ラ

イフラインの確保など、万全の対策がなされた。

地元支援体制26

１　役割分担
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サミットに関わるに当たってのコンセプトとして

は、第１は、サミットの開催により、世界中の目が

沖縄に集中するこの機会を活用して、如何に沖縄を

アピールしていくかということである。

沖縄の心を世界に発信するだけでなく、沖縄の財

産である美しい自然、歴史、文化、優れた投資環境

や観光リゾート地、国際コンベンション都市として

の優位性等も世界に発信していくということであ

る。

第２に、如何にして「県民参加型のサミット」を

実現していくため、県民ボランティアの活用や、県

民を主体としたサミット関連事業の企画、実施をと

おして具体化していくことである。

第３は、「自然体で臨むサミット」ということで

ある。肩肘張らず無理に背伸びせず、できることを

しっかり対応していくことが大事で、沖縄らしいサ

ミットとすべきとの姿勢である。

第４に、サミットを契機として、情報通信などの

分野を中心に基盤整備やソフトの充実を図り、一層

の国際化や振興開発に弾みを付けていくことも重要

であり、そのようなしたたかな戦略のもとでのサミ

ット開催の位置づけを行うことである。

このように、「沖縄を世界に発信」、「県民総参加

型」、「自然体」及び「したたかさ」の４つのキーワ

ードを基本コンセプトとして、開催準備は行われた。

２　開催支援に当たっての基本コンセプト
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（１）誘致及び開催準備の組織・体制

誘致段階の組織としては、県庁内に担当部署とし
て平成９年10月24日に「2000年サミット誘致推進プ
ロジェクト班」（班長：知事公室参事）が設置され
たのが最初である。翌平成10年４月10日には全庁的
推進組織（協議機関）として「沖縄県サミット誘致
推進本部」（本部長：副知事）が設置されたのに伴
い、事務局も「サミット誘致推進班」へ改組された。
平成11年２月３日には、「沖縄県サミット誘致推
進プロジェクトチーム」が設置され、従来のマトリ
ックス組織ではなく、専任の職員が配置された。陣
容は７名で、県職員４名のほか、市町村派遣職員１
名と民間派遣職員２名となっている。
誘致のための全県的な組織としては、平成９年12
月15日に県内各界の代表で構成する「沖縄県サミッ
ト誘致推進協議会」（会長：知事）が設置され、開
催地決定を大詰めに迎えた平成11年３月30日には、
誘致活動を一層推進するため「沖縄県サミット誘致
県民会議」が結成された。

平成11年４月29日の首脳会合の沖縄開催決定を受
け、各組織も強化される。

県サミット誘致推進プロジェクトチームは、平成
11年５月７日に「サミット推進室」と改組され、同
６月９日には、県行政組織規則第９条に基づく「サ
ミット推進事務局」として訓令により設置され、知
事直轄の局組織へと昇格する。陣容も７名から、漸
次強化され、平成12年度当初からは55名体制となっ
た。内訳は、県職員41名（うち兼務８名）、県警派
遣１名、市町村派遣１名、民間派遣12名となってい
る。
また、県庁内の協議機関として、「沖縄県サミッ
ト推進本部」（本部長：知事）が平成11年５月７日
に設置されたのをはじめ、各部局においても、部局
所管事項を協議する部局サミット推進委員会（委員
長：部局長）が設置され、サミットに関連する県事
業の推進体制が強化された。
その他、サミット関連の固有業務を所管する部局
においては、サミット消防警備班や沖縄サミット医
療準備委員会等の組織も設置された。

開催決定後の全県的な組織としては、サミット誘

致県民会議を発展的に解消し、平成11年５月25日に
「沖縄県サミット推進県民会議」が結成され、県民
参加型のサミットの実現に向けた取り組みの推進拠
点となった。

（沖縄県サミット推進県民会議の概要）

構成員：サミット開催に関心を有し、県民会議へ
の参加を希望するすべての団体及び個人
［最終的な加入団体は641団体（個人含む）
となった。］

会　長：沖縄県知事
副会長：沖縄県議会議長、沖縄県市長会会長、沖

縄県商工会議所連合会会長
役　員：沖縄県町村会会長他26名
監　事：沖縄県出納事務局長、沖縄県商工会議所

連合会事務局長
顧　問：沖縄県選出国会議員

総　会（議長：県民会議会長）必要に応じて会長
が召集する。

役員会（議長：県民会議会長）上記の会長、副会
長、役員で構成される。

幹事会（議長：県民会議事務局長）役員会構成委
員の代理者、県民会議の事務局長、各部
会長にて構成され、役員会の職務を代行
することができる。

部　会
・会場整備部会（部会長：県観光リゾート局長）
万国津梁館をサミット会場としてふさわし
い施設とするための諸条件の整備や部瀬名岬
及びその周辺の環境整備等に関する事項を協
議する。
・輸送交通部会（部会長：県地域・離島振興局
長）
サミット首脳会合の開催に伴う関係者の輸
送交通に関する事項を協議する。
・宿泊部会（部会長：（財）沖縄コンベンショ
ンビューロー理事長）
サミット首脳会合の開催に伴う関係者の宿
泊に関する事項を協議する。

３　組織・体制
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・事業・広報部会（部会長：県知事公室長）
サミット首脳会合の開催に伴い、関連事業
の企画、実施や広報・啓発事業に関する事項
を協議する。
・環境美化部会（部会長：県農林水産部長）
サミット首脳会合が本県で開催されるのに
伴い、全県一体となった受け入れのための環
境美化に関する事項を協議する。
・ボランティア部会（部会長：（財）沖縄県国
際交流・人材育成財団理事長）
サミット首脳会合の開催に伴い、ボランテ
ィアに関する事項を協議する。

（ア）総会

（イ）役員会・幹事会

（ウ）部会
環境美化部会（４回）、事業・広報部会及び
分科会（４回）、会場整備部会（２回）、輸送交
通部会（２回）、宿泊部会（２回）、ボランティ
ア部会（２回）

その他、県民会議業務を推進するなかで、検
討組織として、伝統文化行事検討委員会、空
手・古武道演武部会、記念品及び物産展示等検
討委員会、サミット関連行事市町村連絡会議、
サミット参加国歓迎準備合同委員会などを任意
に設置して業務を進めた。

県民会議事務局は、県サミット推進事務局（行政）
に兼ねて置かれ、事務局長、同次長のもと、総務企
画班、事業・広報班、宿泊・輸送・接遇班及び基盤
整備班の４つの班で構成される。宿泊・輸送・接遇
班には、宿泊予約センターが置かれた。

（宿泊予約センター概要）
県内の宿泊供給に限りがあることから、県内観光
コンベンション団体の中核組織である（財）沖縄コ
ンベンションビューローと旅行代理店４社（ジェイ
ティービー沖縄、近畿日本ツーリスト沖縄、日本旅
行沖縄、東急観光）の協力を得て、数千名といわれ
たプレス関係者の宿泊受け入れを円滑に進めた。

設置期間　平成12年１月４日～９月30日
設置場所　沖縄県東町会館４階

コンベンションビューロー内
配置人数　４名

（上記旅行代理店各社よりサミット推
進事務局へ職員派遣（他にコンベンシ
ョンビューロー５名の協力体制））

その他、サミット開催準備の推進体制としては、
九州・沖縄サミット三県連絡会議やサミット開催準
備沖縄連絡会議（議長：外務省沖縄大使）、市町村
のサミット推進組織、県警、海上保安庁等、各推進
組織や会議が設置、運営されており、これらと連携
し、参画しながら、首脳会合の準備業務が行われた。

会議開催日� 場　　所� 主 な 議 題 �

第１回�
役員会�
�
�
�
�
�
第１回�
幹事会�
�
�
第２回�
幹事会�

Ｈ11/９/20�
�
�
�
�
�
�
Ｈ11/11/18�
�
�
�
Ｈ12/３/16

沖縄ハーバービュー�
ホテル�
�
�
�
�
�
沖縄レインボー�
ホテル�
�
�
サザンプラザ海邦�

１　専決処分の承認について�
　・平成11年度収支予算及び事業計画 �
　・輸送交通部会の設置�
　・環境美化部会の設置�
　・ボランティア部会の設置�
２　各部会活動状況及び事業計�
　　画報告について�
１　平成11年度収支補正予算�
　　及び事業計画について�
２　沖縄県サミット推進県民�
　　会議協力募金要項について�
１　平成11年度第２次補正予算�
　　（債務負担行為）の専決処�
　　分の承認について�
２　平成12年度収支予算及び�
　　事業計画について�

会議開催日� 場　　所� 主 な 議 題 �

設 立 �
総 会 �
第２回�
総　会�

第３回�
総　会�

Ｈ11/５/25�

Ｈ12/４/12�

Ｈ12/11/27

沖縄ハーバービュー�
ホテル�
沖縄ハーバービュー�
ホテル�

沖縄ハーバービュー�
ホテル�

１　県民会議の設立について�
　（規約制定）�
１　平成11年度収支決算及び�
　　事業報告について�
１　平成12年度収支決算及び�
　　事業報告について�
２　県民会議の解散について�
　（解散期日の決定等）�
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沖縄県サミット推進県民会議�
役員会の構成�
会　長　沖縄県知事�
副会長　沖縄県議会議長�

（全県的な推進体制）�
沖縄県サミット推進県民会議�

（その他の推進体制）�

│副会長　沖縄県市長会会長�
│副会長　沖縄県商工会議所連合会会長�
│役　員　沖縄県町村会会長�
│　　　　沖縄県市議会議長会会長�
│　　　　沖縄県町村議会議長会会長�
│　　　　沖縄県経営者協会会長�
│　　　　沖縄県工業連合会会長�
│　　　　沖縄経済同友会代表幹事�
│　　　　沖縄県中小企業団体中央会�
│　　　　沖縄県商工会連合会会長�
│　　　　沖縄県銀行協会会長�
│　　　　沖縄県建設産業団体連合会会長�
│　　　　沖縄県漁業協同組合連合会会長�
│　　　　沖縄県農業協同組合中央会会長�
　　　　　沖縄県ホテル旅館環境衛生同業組合理事長�
│　　　　日本ホテル協会沖縄支部支部長�
│　　　　沖縄観光コンベンションビューロー理事長�
│　　　　沖縄県国際交流･人材育成財団理事長�
│　　　　自由民主党沖縄県支部連合会県連会長�
│　　　　県民の会代表�
　　　　　社会民主党沖縄県連合委員長�
│　　　　沖縄社会大衆党執行委員長�
│　　　　新進沖縄県連合会会長�
│　　　　結の会代表者�
│　　　　公明党沖縄県本部代表�
│　　　　民主党沖縄県支部連合会代表�
　　　　　名護市長 �
│　　　　沖縄県婦人連合会会長�
　　　　　日本青年会議所沖縄地区協議会会長�

幹事会の構成�
＜上記団体の長の代理者＞ �
＜県民会議事務局長＞  �
＜各部会長＞�

顧　問�
＜県選出国会議員＞ �
衆議院議員　５名�
参議院議員　２名 �
　　　　計　７名�

（県庁内の推進体制）�
沖縄県サミット推進本部�

協　賛　団　体� 会場整備部会�

総　会�

役員会・幹事会�

伝統文化行事検討委員会�

空手・古武道演武部会�

記念品及び物産展示等 �
検討委員会�

各部局推進委員会�

沖縄ｻﾐｯﾄ医療対策�
準備委員会�

沖縄県ｻﾐｯﾄ消防警�
備対策班�

九州･沖縄サミット三県連絡会議�
宮崎県サミット協力推進協議会�
宮崎市�

【市町村の設置するサミット推進組織】�
那覇市　宜野湾市　石垣市　名護市　沖縄市　本部町�
恩納村　宜野座村　金武町　伊江村　読谷村　豊見城村�
南風原町　伊是名村　上野村　竹富町�

福岡蔵相会合推進委員会�
福岡市�

名護市�

名護市� 沖縄サミット地域安全県民協力会�
沖縄サミット交通総量抑制連絡協議会�
沖縄サミット海上安全会�第十一管区海上保安庁�

サミット関連行事市町村連絡会議�

2000年サミット沖縄地区情報通信対策連絡会�

2000年サミット道路連絡協議会�

サミット開催準備沖縄連絡会議�

その他関係機関の設置する�
サミット推進組織�

国の関係出先機関�

輸送交通部会�宿泊部会�

総務企画班� 事業・広報班� 宿泊・輸送・接遇班�

宿泊予約センター�

基盤整備班�

事業・広報部会� 環境美化部会� ボランティア部会�
部会に属しない県�
民会議参加団体�

部会長：県観�
光ﾘｿﾞｰﾄ局長�

部会長：県地域�
離島振興局長�

部会長：�
ＯＣＶＢ�
理事長�

部会長：�
県知事公室長�

部会長：県農�
林水産部長�

　　　　　　　　　部会長：�
沖縄県国際交流・人材育成財�
団理事長�

�

事　務　局�

事務局次長�

事務局長�

地
元
推
進
体
制
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系
図
�
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事務局陣容の変遷

誘致段階�

Ｈ11.２.３ Ｈ11.５.７ 5.14 6.9 7.1 8.1 10.18 10.20 11.1

開催準備段階�

県 職 員�
�
�
�
市 町 村�
派 　 遣�
�
�
民間派遣�
�
�
�
　 計�

増減�

累計�

増減 �

累計 �

増減�

累計�

増減�

累計�

４�

４�

１�

１�

２�

２�

７�

７�

�

４�

�

１�

�

２�

�

７�

４�

８�

�

１�

�

２�

４�

11

４�

12�

�

１�

�

２�

４�

15

１�

13�

�

１�

�

２�

１�

16

20�

33�

�

１�

�

２�

20�

36

�

33�

�

１�

１�

３�

１�

37

�

33�

�

１�

１�

４�

１�

38

1�

34�

�

１�

�

４�

１�

39

開催準備段階�

※　（　）内書は兼務職員数�
※　平成13年３月末に全て解散�
※　サミット誘致推進プロジェクトチーム（Ｈ11.2.3～5.6）�
　　サミット推進室（Ｈ11.5.7～6.8）�
　　サミット推進事務局（Ｈ11.6.9～Ｈ12.9.30）�
　　企画開発部サミット事務室（Ｈ12.10～Ｈ13.3.31）�

11.25 Ｈ12.１.１ 1.17 4.1 8.1 9.1 10.1 Ｈ13.１.１ ３.未�

残務整理段階�

県 職 員�
�

�

市 町 村�

派 　 遣�

民間派遣�

�

　 計�

増減�

累計�

増減 �

累計 �

増減�

累計�

増減�

�

累計�

�

34�

�

１�

１�

５�

１�

�

40

�

34�

�

１�

４�

９�

４�

�

44

�

34�

�

１�

１�

10�

１�

�

45

８  �
（８）�

42�

�

１  �

２  �

12 �

10 �
（８）�

55 �
（８）�

△　25 �
（△　８）�

17 �

△　１  �

０  �

△　８  �

４  �

△　34 �
（△　８）�

21 �
（０）�

△　２�
�

15�

�

０�

△　１�

３�

△　３�

�

18

△　６�
�

９�

�

０�

△　３�

０�

△　９�

�

９�

△　１�
�

８�

�

０�

�

０�

△　１�

�

８�

△　８�
�

０�

�

０�

�

０�

△　８�

�

０�
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（２）サミット期間中の協力・実施組織

サミット期間中は、県及び県民会議の主催事業の
実施や国主催事業の支援のための動員体制が必要と
なることから、県庁組織を主体として、関係民間機
関やボランティアを含めた「九州・沖縄サミット首
脳会合沖縄県実施本部」を、平成12年６月16日に設
置した。実施本部組織は、部及び班で組織し、既存
の県サミット推進事務局の組織を踏まえた機能型の

組織とし、指揮系統は本部長（知事）、副本部長
（副知事）、統括部長（サミット推進事務局長）、各
部、各班とした。
最終的な動員対象者数（消防警備、保健医療を除
く）は実人員で、県職員380名、民間73名、ボラン
ティア727名となり、期間前後を含めた10日間の動
員延べ人数は約5,000名となった。
期間中の配置となった事業拠点は34ページの図の
とおりである。

局長�

県　職　員 42名�
市町村派遣 １名�
民 間 派 遣 12名�
 　 計 55名�

次長�

次長�

（広報グループ）　主幹１、主査２、主任３、主事２�
　　　８名　　　　　　　　　　　　［１］　［１］　�

（事業グループ）　主幹２、主査３、主任２、主事５�
　　　12名　　　　　　　　［１］　［１］　［２］�

（輸送グループ）　主幹１、主査１、主任２、主事１�
　　　５名�

（接遇グループ）　主幹１、主査１、主任１、主事２�
　　　５名　　　　　　　　［１］�

（宿泊予約センター） 副参事２、主幹１、主査�
　　　　　　　　　　　［２］　［１］　［１］�

（宿泊グループ）　主幹１、主査１�
　　　６名　　　　［１］�

総務企画班長（副参事）�
　９名�

主幹２、主査２、主任１、主事３�
※うち主幹１は県警派遣�

［　　］内書は県職員以外の数�

※他に嘱託員２名、非常勤職員７名の雇用あり。�

事業・広報班長（副参事）�
　21名�

宿泊・輸送・接遇班長（副参事）�
　17名�

基盤整備班長（副参事）�
　５名�

主任技師２、主査２�
　　　　　　　［１］�

事務局組織及び陣容（平成12年４月１～７月31日）�
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本
部
長�

（
県
知
事
）�

副
本
部
長�

（
副
知
事
・
出
納
長
）�

総
括
部
長�

（
サ
ミ
ッ
ト
推
進
事
務
局
長
）�

総括次長�
サミット次長�

総務部�

総括次長�
サミット次長�

消防警備対策特別本部�
保健医療対策特別本部�

本部員�
政策調整監�
技監�
総務部長�
企画開発部長�
文化環境部長�
福祉保健部長�
農林水産部長�
商工労働部長�
土木建築部長�
知事公室長�
地域・離島振興局長�
文化国際局長�
病院管理局長�
観光リゾート局長�
東京事務所長�
宮古支庁長�
八重山支庁長�
県議会事務局長�
�
企業局長�
教育長�
警察本部長�

（財）沖縄観光コンベンション�
　ビューロー理事長�
（財）沖縄県国際交流・�
　人材育成財団理事長�

部　長：サミット総務�
　　　　企画班副参事�
副部長：企画総務課長�

総務班�
班　長：サミット総務企画班主幹�
副班長：サミット総務企画班主査�

国別班�
班　長：サミット総務企画班主幹�
副班長：企画総務課長補佐�

事務総括班�
班　長：サミット事業・広報班主幹�
副班長：総務課長補佐�

首脳夫妻歓迎レセプション班�
班　長：サミット事業・広報班副参事�
副班長：総務部課長補佐�

晩餐会支援班�
班　長：文化振興課長補佐�
副班長：サミット事業・広報班主査�

代表団・プレス歓迎レセプション班�
班　長：サミット事業・広報班主幹�
副班長：観光リゾート局主幹�

夫人日程班�
班　長：平和推進課長補佐�
副班長：サミット事業・広報班主事�

広報総括班�
班　長：サミット事業・広報班主幹�
副班長：商工総務課長補佐�
　〃　：教育庁総務課長補佐�

報道班�
班　長：広報監�
副班長：広報課長補佐�
　〃　：サミット事業・広報班主査�

情報発信班�
班　長：サミット事業・広報班主幹�
副班長：サミット事業・広報班主査�

県民広報班�
班　長：サミット事業・広報班主幹�
副班長：サミット事業・広報班主査�

宿泊班�
班　長：サミット宿泊・輸送・接遇班副参事�
副班長：サミット宿泊・輸送・接遇班主査�
輸送班�
班　長：サミット宿泊・輸送・接遇班主幹�
副班長：土木総務課長補佐�

接遇・通訳班�
班　長：サミット宿泊・輸送・接遇班主幹�
副班長：農林総務課長補佐�
　〃　：国際交流課長補佐�

基盤整備班�
班　長：サミット基盤整備班主任技師�
副班長：観光リゾート局主幹�
　〃　：施設建築室主幹�

事業部�
部　長：サミット事業・�
　　　　広報班副参事�

広報部�
部　長：サミット事業・�
　　　　広報班副参事�

宿泊・輸送・接遇部�
部　長：サミット宿泊・�
　　　　輸送・接遇班�
　　　　副参事�

基盤整備部�
部　長：サミット基盤整備班�
　　　　副参事�
副部長：観光振興監�
　〃　：リゾート振興監�
　〃　：施設建設室主幹�

副部長：土木総務課長�
　〃　：農林総務課長�
　〃　：国際交流課長�

副部長：広報課長�
　〃　：商工総務課長�
　〃　：教育庁総務課長�

＊サミット＝サミット推進�
　　　　　　事務局�

副部長：総務課長�
　〃　：文化振興課長�
　〃　：観光企画監�

（　　　　　　　　）�

（　　　　　　　　）�

（　　　　　　　　　）�

（　　　　　　　　　）�

（　　　　　　　　　）�

（　　　　　　　　　）�

（　　　　　　　　　）�

（　　　　　　　　　）�

（　　　　　　　　　）�

（　　　　　　　　　）�

（　　　　　　　　　）�

（　　　　　　　　　　　）�

（　　　　　　　　　　）�

（　　　　　　　　　　）�

（　　　　　　　）�

九州・沖縄サミット首脳会合沖縄県実施本部組織図�
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◎ＩＭＣ（国際メディアセンター）�

（注）図中の記号�

21世紀の森室内運動場�
◎国際放送センター／TV各社スペース�

◎国の所管　●国の行事�
△県の所管　▲県の行事�

21世紀の森体育館、コミュニティセンター�
◎TV及び通信・新聞各社スペース�
◎△サミットタイケン館�
（インフォメーションデスク／県）�

名護市民会館�
大ホール　◎議長会見場�
　　　　　●Ｇ8議長記者会見　７／23�
中ホール　△県広報本部�
　　　　　△沖縄じょうほう館�
　　　　　△プレスツアーデスク�

プレスセンター（仮設）�
　◎報道担当本部�
　　各国プレスセンター　ペン共用作業スペース�
　　インフォメーションスペース�
　△インフォメーションデスク（県）�
　●各国記者会見　７／23

カフェテリア（仮設）�
　△レストラン等�

　△◎プレスセンター輸送係（シャトルバス）�

県北部合同庁舎�
△県名護現地本部�
△通訳ボランティア�
　名護総括センター�

21世紀の森公園（屋外）�
▲代表団・プレス歓迎レセプション（7/21夕）�
▲サミットオープニングフェスティバル（7/21夕）�
�

県庁�
△県総本部�
△通訳ボランティア�
　那覇総括センター�

首里城�
●公式晩餐会　7/22夕�

ホテル日航グランドキャッスル�
▲歓迎レセプション　7/22夕　沖縄県サミット推進県民会議主催�

沖縄観光コンベンション�
ビューロー（東町会館4階）�
△宿泊予約センター�

指定ホテル�
△指定ホテルインフォメーション�
▲到着時歓迎　7/20夕、21朝�
▲出発時見送り　7/23昼�

パレット久茂地�
△インフォメーション設置箇所�

空港（国内、国外）�
△インフォメーションデスク�
△輸送班詰所�
▲出迎　7/20夕　7/21朝�
▲見送り　7/23昼�

奥武山運動公園�
△ボランティア集合場所�

県タクシー協会�
　タクシー予約センター�

プレスツアー箇所�
▲プレスツアー　７/19～24�
　米軍基地、平和施設、産業視察、観光関連コース�

首脳個別日程箇所�
7/21 米（平和の礎）、加（南風原町）、英（北谷町）�
　　 独（宮古島）、伊（宜野座村）、EU（読谷村）�
7/23 日（名護市）、露（具志川市） 

◎万国津梁館�
（サミット会場）�
●首脳会合（7/21～23）�
▲到着時歓迎（7/21朝）�
▲記念植樹（7/22昼）�
▲出発時見送（7/23昼）�

ブセナテラスビーチリゾート�
△ブセナ詰所�

代表団宿舎�
ホテル�

サミット期間中の事業推進拠点と行事�
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実施本部員へは、その業務の円滑な遂行のため、
ユニフォームと識別証が交付された。

（３）ユニフォーム、ＩＤ等の交付の概要

ユニフォームは「かりゆしウエア（シャツ）」と
し、テキスタルのデザインは九州・沖縄サミット首
脳会合を記念して実施された沖縄県デザイン開発事
業の入選作品の中から採用した。

県発行ＩＤ及び車両ステッカーは、実施本部員、
ボランティア、バス運転手及びサービス業者等が、
その業務の円滑化に資するため交付するもので、警
備当局と事前の調整を十分行い交付した。
なお、サミット関連施設へ立ち入りする場合は、

外務省発行ＩＤ及び車両ステッカーが別途必要があ
ったことから、外務省へ所要数の申請を行ってい
る。
（ア）県発行ＩＤ
交付期間
平成12年７月19日～24日
交付枚数
実施本部員 484枚
サービス業者等（ボランティア、市町村職員
含む） 1,005枚
運転手等（バスガイド、整備士含む） 591枚

（イ）県発行車両ステッカー
交付期間
平成12年７月19日～24日
交付枚数
沖縄県事務連絡車両（A４サイズ） 200枚
サービス業者車両（A４サイズ） 400枚
シャトルバス（A３サイズ） 350枚

県発行ＩＤ
デザインは紅型模様を上辺に使用した。

県発行車両ステッカー
デザインは無病息災を願いまた沖縄らしさを演出するためシー
サーを使用した。

ユニフォーム
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（１）県民会議事業

サミット推進県民会議の事業期間は平成11年度と

12年度の両年度にまたがることから、事業総収支決

算は両年度の決算の総額となる。

県民会議の財源は、規約により県負担金、市町村

負担金及び民間寄付金で賄うこととなっており、そ

の割合については、県負担金が総事業費の１／２、

市町村負担金が定額の１億円（上限）で了承され、

残りを民間寄付金で充てることとなった。

両年度の総事業費を９億円で見積り、結局、財源

内訳として県負担金４億５,000万円、市町村負担金

１億円、民間寄付金３億5,000万円の資金計画とな

った。

市町村負担金については、県内全市町村を対象と

し、負担割当基準の考え方として、県民総参加、負

担能力（財政力）及び受益者負担（経済効果）の観

点から関連指標でウエイト付けを行い、負担金総額

１億円を按分し、協力をお願いした。同案にて、市

長会と町村会の機関決定を頂き、支払年度、方法は

任意としたが、平成12年度のサミット終了時までに

は全市町村からの納入があった。

民間寄付金については、平成11年11月18日開催の

県民会議幹事会でサミット推進県民会議協力募金要

項を決定し、県民会議で募金活動を実施することに

なった。募金目標は、３億円以上（資金計画上は３

億5,000万円）とし、募金期間を平成11年12月１日

から翌平成12年７月31日までの８ヶ月間とした。募

金使途としては、県民会議事業へ充てるとし、具体

的には、沖縄県が行う県民会議への財政援助的支出

金に充当するため、沖縄県への寄付とした。

募金活動は、県内主要企業・団体等の約1500先へ、

趣意書を送付し、募金への協力依頼を行った。また、

経済上部団体や主要企業については、事務局職員が

訪問し、募金要請活動を行った。個人、一般の県民

に対しては、県民会議発行「サミット通信」で募金

への協力呼びかけを行ったほか、職場募金やイベン

ト等で募金箱の設置により協力の呼びかけを行っ

た。大口寄付については、県民会議会長（県知事）、

県３役への贈呈式を執り行った。

寄付金の受入については、沖縄県への寄付金とし

て扱い、県一般会計歳入予算に計上し、歳出予算に

おいて、寄付金分も含めた８億円の県民会議事業費

負担金として、２年度に分けて計上された。

県支出金については、寄付金の見合いでの支出と

なるよう執行管理が行われた。

最終的に、寄付金は２億4,780万円となり、県民

会議の事業費規模は７億9,794万円となった。

県民会議の、平成11年度、平成12年度の収支決算

額及びその総計の収支決算額は、次の各表のとおり

である。

４　事業収支
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平成11年度収支決算 単位：千円

平成11年度予算現額�
Ａ�

平成11年度決算額�
Ｂ�

差額　Ａ-Ｂ� 備　考�

１県支出金�

（１）県負担金 �

（２）民間寄付金�

２市町村負担金�

３雑入�

　合　計�
�

１事務局運営費�

２事業費�

３広報費 �

４宿泊・輸送・接遇費�

５基盤整備費�

　合　計�

　収　支　差�

�

 �

�

�

�

�
�

�

�

 �

�

�

不用額�

次年度繰越�

245,260�

245,260�

0�

0�

0�

245,260�
�

27,671�

33,503�

131,026�

18,988�

34,072�

245,260�

0

245,260�

134,764�

110,496�

33,550�

34�

278,844�
�

27,671�

33,390�

127,895�

18,913�

34,070�

241,939�

36,905

0�

110,496�

△　110,496�

△　33,550�

△　34�

△　33,584�
�

0�

113�

3,131�

75�

2�

3,321�

△　36,905

収
　
　
　
入�

支
　
　
　
出�

平成12年度収支決算 単位：千円

平成12年度予算現額�
Ａ�

平成12年度決算見込額�
Ｂ�

差額　Ａ-Ｂ�

１県支出金�

（１）県負担金 �

（２）民間寄付金�

２市町村負担金�

３繰越金�

４ 雑入�

　合　計�
�

１事務局運営費�

２事業費�

３広報費 �

４宿泊・輸送・接遇費�

５基盤整備費�

　合　計�

　収　支　差�

554,740�

315,236�

239,504�

66,450�

36,905�

0�

658,095�
�

40,031�

249,440�

184,300�

85,000�

99,324�

658,095�

0

452,536�

315,236�

137,300�

66,420�

36,905�

143�

556,004�
�

40,031�

232,812�

125,345�

69,656�

88,160�

556,004�

0

102,204�

0�

102,204�

30�

0�

△　143�

102,091�
�

0�

16,628�

58,955�

15,344�

11,164�

102,091�

0

�

�

寄付金減に�

よる収入減�

�

�

�
�

�

�

�

不用額は経�

費節減によ�

る�

収
　
　
　
入�

支
　
　
　
出�
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県民会議の７億9,794万円の総事業費の項目明細は

次のとおりである。

賃金職員社会保険料

賃金（翻訳員、事務補助等）

関係機関調整等の旅費

事務用消耗品費

車両の燃料費

コピー、写真現像代等の印刷製本費

電話、FAX、送料等のサービス料

パソコン、会場等使用料

県内サミットフォーラム（第４回）

Ｇ８サミット・文化フェスタ（カナダ、イタリア、

フランス、ドイツ、イギリス、アメリカ、ロシア）

沖縄サミットプレキャンペーン（北海道、東京、

大阪、福岡)

ヤング・リーダーズ・サミット2000 in沖縄

サミット・オープニングフェスティバル

首脳会合レセプション

Ｇ８首脳とのふれあい事業

記念品

サミット後夜祭

メディア告知（テレビ、ラジオ、新聞、マルチビ

ジョン）

印刷物（ポスター、チラシ、パンフレット、リー

総収支決算 単位：千円

総予算現額�
Ａ�

平成12年度決算�
見込額　　Ｃ�

平成11年度決算�
Ｂ�

総決算見込額�
Ｄ＝Ｂ＋Ｃ�

差　額�
Ａ－Ｄ�

１県支出金�

（１）県負担金 �

（２）民間寄付金�

２市町村負担金�

３（繰越金）�

４雑入 �

　合　計�
�

１事務局運営費�

２事業費�

３広報費 �

４宿泊・輸送・接遇費�

５基盤整備費�

　合　計�

　収　支　差�

（注１）単年度の繰越金を除いた純計ベース。�
（注２）総予算現額＝平成11年度決算額＋平成12年度予算現額�

800,000  �

450,000  �

350,000  �

100,000  �

（ 36,905）�

34  �

900,034  �
�

67,702  �

282,830  �

312,195  �

103,913  �

133,394  �

900,034  �

0  

245,260�

134,764�

110,496�

33,550�

�

34�

278,844�
�

27,671�

33,390�

127,895�

18,913�

34,070�

241,939�

36,905

452,536  �

315,236  �

137,300  �

66,420  �

（ 36,905）�

143  �

519,099  �
�

40,031  �

232,812  �

125,345  �

69,656  �

88,160  �

556,004  �

△　36,905  

697,796  �

450,000  �

247,796  �

99,970  �

（ 36,905）�

177  �

797,943  �
�

67,702  �

266,202  �

253,240  �

88,569  �

122,230  �

797,943  �

0  

102,204  �

0  �

102,204  �

30  �

（          0）�

△　143  �

102,091  �
�

0  �

16,628  �

58,955  �

15,344  �

11,164  �

102,091  �

0  

収
　
　
　
入�

支
　
　
　
出�
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フレット、広報誌等）

ＰＲキャンペーン（街頭キャンペーン、県内イベ

ントキャンペーン）

歓迎バナー

サミット情報提供（サミット情報コーナー、サミ

ットホットライン）

広告塔、バス車体広告、横断幕、残歴板等

宿泊予約センター運営費（消耗品、電話、FAX、

郵便、パソコン）

プレス輸送事業（駐車場看板設置、駐車場警備費

含む）

通訳ボランティア研修

ホテル従業員研修

ボランティア経費（昼食、ＩＤ、ウェア、ハンド

ブック、保険、感謝状等）

クリーンアップ事業

飾花・緑化事業（メイン会場周辺、空港周辺、主

要道路等の環境美化）

環境美化啓蒙事業等

(２)行政事業

サミット関連事業は、県民会議事業のほかに、行

政の固有事務として行われた事業もある。

県財政課が取りまとめた県一般会計予算計上のサ

ミット関連予算(広義のサミット関連予算）は全部

局で、平成11年度が69億2,822万円、平成12年度が

40億7,344万円の総額110億165万円となっている。

サミット推進事務局の準備経費のほか、万国津梁

館施設整備費や道路舗装補修費、警察のサミット対

策費等がその主な内容となっている。財源内訳は、

国庫32億1,552万円と一般財源77億8,613万円となっ

ている。

サミット推進事務局で計上された経費に限定して

決算状況（見込み）をみると、平成11年度決算が７

億1,939万円、平成12年度が８億8,124万円となって

おり、両年度計で16億63万円となっている。内訳は、

人件費（職員費）が３億7,584万円、事業費（サミ

ット推進費）が12億2,479万円となっている。

事業費のうち、サミット推進県民会議への負担金

（県負担金＋寄附金）が６億9,780万円となっており、

負担金以外の行政で直接執行する事業費は５億

2,700万円である。

県民会議への負担金６億9,780万円は、県負担金

４億5,000万円と寄附金充当分２億4,780万円の合計

である。
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沖縄県一般会計歳出予算（サミット推進事務局分）

（款）総務費　（項）企画費　（目）総務企画費　（事項）職員費
（事項）サミット推進費

（事項）職員費�
（事項）サミット推進費�
　 1  行政(直接執行)予算�
　（１）事務局運営費�

　（２）事業費�

　（３）広報費�

　（４）宿泊・輸送・接遇費�

　２　県民会議負担金�
２事項合計�

平成11年度 単位：千円�

財源　一般財源�
　　　（うち寄付金収入）�
　　　特定財源�

188,406�
536,149�
290,889�
31,407�
13,273�
242,436�
3,773�
245,260�
724,555�
720,782�
（　　0）�
3,773

185,624�
533,764�
288,504�
29,023�
13,273�
242,435�
3,773�
245,260�
719,388�
715,615�
（110,496）�
3,773

2,782�
2,385�
2,385�
2,384�
0�
1�
0�
0�

5,167�
5,167�

（△　110,496）�
0

＊特財は緊急対策雇用対策�
　特別事業基金繰入金�

平成11年度予算現額�
Ａ�

平成11年度決算額�
Ｂ�

差額　Ａ-Ｂ� 備　考�

（事項）職員費�
（事項）サミット推進費�
　 1  行政(直接執行)予算�
　（１）事務局運営費�

　（２）事業費�

　（３）広報費�

　（４）宿泊・輸送・接遇費�

　２　県民会議負担金�
２事項合計�

平成12年度 単位：千円�

財源　一般財源�
　　　（うち寄付金収入）�
　　　特定財源�

190,212�
814,476�
259,736�
20,694�
59,566�
170,000�
9,476�
554,740�
1,004,688�
995,212�
（350,000）�
9,476

190,212�
691,029�
238,493�
18,451�
59,566�
151,000�
9,476�
452,536�
881,241�
871,765�
（137,300）�
9,476

0�
123,447�
21,243�
2,243�
0�

19,000�
0�

102,204�
123,447�
123,447�
（212,700）�

0

平成12年度予算現額�
Ａ�

平成12年度決算見込�
額　　Ｂ�

差額　Ａ-Ｂ� 備　考�
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サミット推進費のうち行政で直接執行する事業費総

額５億2,700万円の項目明細は次のとおりである。

賃金

ケルン調査及び関係機関調整等旅費

実施本部県職員動員諸経費

事務用消耗品費等

車両の燃料費

ケルン調査報告書、写真現像代等の印刷製本費

車両の修繕料

電話、送料等のサービス料

現地本部備品等使用料

Ｇ８教育大臣会合フォーラム

子供フェスティバル

小中学生サミット in  ＯＫＩＮＡＷＡ

Ｇ８高校生サミット

サミット記念児童生徒文化作品展示会

ホームページ、ＣＤ－ＲＯＭ

海外紙、国内紙、機内誌広告

沖縄紹介パンフレット

プレスブリーフィング、プレスツアー等

宿舎等受入業務

＊　平成12年度は平成13年１月末現在の決算見込

み。

（事項）職員費�
（事項）サミット推進費�
　 1  行政(直接執行)予算�
　（１）事務局運営費�

　（２）事業費�

　（３）広報費�

　（４）宿泊・輸送・接遇費�

　２　県民会議負担金�
２事項合計�
財源　一般財源�
　　　（うち寄付金収入）�
　　　特定財源�

378,618�
1,350,625�
550,625�
52,101�
72,839�
412,436�
13,249�
800,000�
1,729,243�
1,715,994�
（350,000）�
13,249

185,624�
533,764�
288,504�
29,023�
13,273�
242,435�
3,773�
245,260�
719,388�
715,615�
（110,496）�
3,773

375,836�
1,224,793�
526,997�
47,474�
72,839�
393,435�
13,249�
697,796�
1,600,629�
1,587,380�
（247,796）�
13,249

総予算現額�
Ａ�

平成11年度�
決算　　Ｂ�

190,212�
691,029�
238,493�
18,451�
59,566�
151,000�
9,476�
452,536�
881,241�
871,765�
（137,300）�
9,476

平成12年度決�
算見込額　Ｃ�

総決算見込額�
Ｄ=Ｂ＋Ｃ�

2,782�
125,832�
23,628�
4,627�
0�

19,001�
0�

102,204�
128,614�
128,614�
（102,204）�

0

差　額�
Ａ－Ｄ�

平成11～12年度 単位：千円�





（１）万国津梁館の建設

県観光リゾート局所管の万国津梁館はその基本理

念である「リゾートとコンベンションの融合」と

「国際交流及び文化交流等の実践」に基づき建設計

画が進み、県土木建築部施設建築室が設計施工を担

当し平成12年３月に完成した。

万国津梁館は当初「国際友好会館（仮称）」とし

て建設計画が進められ、サミットの主会場として決

定した後、首脳会合の１年前に名称を公募して正式

に「万国津梁館」とした。「万国津梁」とは、かつ

て首里城正殿にかかげられたと伝えられる鐘に刻ま

れた銘文であり、「世界の架け橋」がその意味であ

る。15世紀、海外交易で活躍した琉球王国の先人た

ちの気概を的確に表現した言葉として知られてい

る。

計画から建設までの大まかなスケジュールは次の

とおりである。

平成９年度

基本計画、基本設計

平成10年度

実施設計

３月末 敷地整備・外構工事発注

平成11年度

４月29日 九州・沖縄サミット首脳会合の

場として決定

６月３日 会議棟はじめ関連工事を発注

６月14日 工事安全祈願祭

７月21日 名称を公募により万国津梁館に

決定

３月30日 竣工　土木建築部から観光リゾ

ート局へ引渡し

平成12年度

５月14日 落成式

サミット会場として、整備するにあたっては、当

初の計画を若干修正する必要があった。具体的には、

警察庁の要望により駐車スペースを可能な限り広く

確保する必要があったこと、また、プレス取材のた

めの距離の確保と広いスペースが必要なことから、

駐車場内の植樹帯設置、回廊の１部の整備を後年度

とする等、それぞれ変更した。その他建物の仕上げ

等を変更した。
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１　基盤整備関係

建設中の万国津梁館
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万国津梁館が位置する部瀬名岬は、三方海に囲ま

れた地形である。設計はその特性を活かし、パノラ

マ的な眺望を確保しつつ、自然に配慮し、併せてリ

ゾート地域にふさわしい交流の場の具現化を図るこ

ととした。

会議棟、ラウンジ棟、レセプション棟の主要な３

つの建物は機能、動線の明確化を図り、ヒューマン

な空間を演出した。

屋根については３棟とも県産の赤瓦を配して沖縄

らしさを強調した。また、内部には琉球石灰岩を多

用しシャンデリアに月桃紙（げっとうし）を使用す

る等沖縄らしさの演出に配慮した。

他方、外相、蔵相会合が行われた福岡県、宮崎県

の資材も使用することで、サミット成功に向けた３

県の一体感を演出した。貴賓室床に福岡県産の広川

石を貼り、同壁に宮崎県産のオビ杉を格子状に使用

した。

（ア）会議棟（2177㎡）

・構造　鉄筋コンクリート造一部鉄骨造

・階数　地下１階、地上２階

・主要諸室　会議室（432㎡）

舞台　91㎡

同時通訳室　４室（ＩＳＯ準拠）

・会議室主要な内部仕上げ

床　　大理石及びタイル貼り

壁　　琉球石灰岩貼り

天井　石膏ボード　木製化粧ルーバ貼り

完成した万国津梁館



（イ）ラウンジ棟（459㎡）

・構造　鉄筋コンクリート造

・階数　地下１階、地上１階

・主要諸室　ライブラリーラウンジ（180㎡）

・主要な内部仕上げ

床　　大理石貼り

壁　　琉球石灰岩貼り

天井　石膏ボード　木製化粧ルーバ貼り

（ウ）レセプション棟（436㎡）

・構造　鉄筋コンクリート造

・階数　地上１階

・主要諸室　レセプションホール（144㎡）

・主要な内部仕上げ

床　　大理石貼り及びフローリング

壁　　琉球石灰岩貼り

天井　石膏ボード　木製化粧ルーバ貼り

（エ）その他建物

貴賓室（40㎡）、事務室（36㎡）・厨房（54

㎡）及び建物周辺の回廊が整備されている。

（Ｐ50図面参照）
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会議棟会議室

ラウンジ棟ライブラリーラウンジ

レセプション棟レセプションホール
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（オ）国際会議対応設備

・同時通訳装置　　赤外線式（ただし有線兼用

型）常設の４ブース分

・音響設備

・舞台照明設備

・テレビ同時中継設備　ハイビジョン対応型

（カ）事業費

約30億円

2000年九州・沖縄サミットは我が国で初の地方開

催となったため、全てが未経験のなかでの準備が続

いた。とりわけ沖縄では会議場が建設中という異例

な状態であった。

万国津梁館では工事が始まった直後から視察希望

者が相次ぎ、その対応に苦慮した。外務省及びその

関係者、警察関係、海上保安庁等の警備関係者、各

省庁、各国大使館はもとより、県内関係者や他県か

らの視察者も相当数に達した。

しかし、安全管理上問題があること及び工事進捗

に支障が生じることから、現場外に見学台を設置し、

案内者を配置して対応を行った。

ちなみに、平成11年７月から翌年の２月までの視

察者は350団体3,600人であった。

３月以降は見学台そのものも撤去となったため、

全面的に視察を禁止した。完成後は業務に関係する

者のみの入場を原則とした。

万国津梁館の建設風景



（１）会議設営

サミットでは英仏独露伊日の６つの言語が使用さ

れるが、万国津梁館は同時通訳用の４ブースしか備

えていないため、あらたに３ブース（日→英、英→

日と別のブースを使うため）を仮設で準備する必要

があった。

東京サミットでは3.2ｍの円形テーブルを使用し

た。ところが、万国津梁館は会議場スペースが迎賓

館より１廻り大きいため、そのバランスを考慮し直

径を４ｍとした。テーブル面は琉球松を使用し、中

心部には漆、螺鈿、沈金でサミットロゴマークをあ

しらった。
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２　サミット会議場設営及び支援体制

座席配置図

米� 仏�

加�
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伊�
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ラウンジ棟のライブラリーラウンジは、最初に日

本の森首相が到着し、全首脳が到着するまでの待機

場所として位置づけられていた。したがって、それ

に支障があるものは撤去し、コーヒーをサービスす

るスペースを内部に確保した。

レセプションホールでの公式行事は、ワーキング

ディナーとワーキングランチがそれぞれ１回ずつで

あった。会議場と同じ直径４ｍの円形テーブルにテ

ーブルクロスをセットして会場とした。ワーキング

形態なので、当然同時通訳設備が必要であり、その

対応も行った。

（２）支援体制

万国津梁館で開催される最初の会議がサミットで

あったことから、設備の過不足、機器の初期不良や

運転者の不慣れが懸念された。このため、空調機器

等については、極力連続運転を行い、初期不良の排

除に努めた。

会議の支援体制を確立し、停電対策も沖縄電力と

連携を図り、訓練も実施した。停電対応については

合計３回行い、機器の異常の有無を確認し、さらに

復電後のシステムの立ち上がりの異常や状態の変化

を綿密にチェックした。

なお、支援業者のうち自家発、中央監視、自火報

等の電気関係担当者５人、空調設備の２人はブセナ

ホテル若しくは万国津梁館待機とし、律梁館自体の

電気主任技術者、清掃業者等も支援組織の一部とし

て組み入れた。
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ライブラリーラウンジでの電子システムデモンストレーション

ワーキング会場会議場
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万国津梁館平面図
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３　ライトアップ事業

海外プレスによる「現地レポート」がライブで、

万国津梁館を背景に行われることが予想された。時

差のため、夜間に現地レポートを行う海外プレスに

対応することと併せて光の演出による部瀬名岬の美

しい夜の景観を創造する新たな観光資源ととして県

観光リゾート局と連携して「ライトアップ事業」を

実施した。

（１）事業概要

「万国津梁館」及び「海中展望塔」に次の効果を

もつ照明設備を行った。

万国津梁館

・屋根照明　寄せ棟造りの沖縄独特の赤瓦

・柱照明　　柱を下部から照明

・軒先照明　建物外部の植栽照明

・外壁照明　琉球石灰岩外壁の照明

・通路照明　外周道路の照明

・海中展望塔

・桟橋、及び橋脚の照明

１億２千万円（沖縄特別振興対策調整費）
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４　国際メディアセンター

情報発信の中心である国際メディアセンター（Ｉ

ＭＣ）は、誘致時の提案では名護市民会館周辺の市

民体育館、屋内運動場等を活用する予定だった。し

かし、大きな空間が必要なプレスセンターとしては

不向きであるとの外務省の判断から、プレスセンタ

ー、アメニティセンター（サミット開催時の呼名は

カフェテリア）をサミット後現状回復することを条

件に仮設建築物として、外務省が新築することとな

った。既設建物も放送センター等で使用され、その

ための電気、空調設備も追加もしくは新たに設置さ

れた。また、市民会館に隣接する少年野球場も駐車

場やバス乗降場として整備された。

プレスセンター等設置工事は平成11年10月４日に

施工計画審査型として一般競争入札に付され、12月

着工、平成12年５月に完成し、７月19日のオープン

に備えた。

（１）プレスセンター概要

・構造・階数 鉄骨造２階建

・面積 約9000㎡

・諸室 ブリーフィングルーム

プレスワーキングルーム

ペン共用作業スペース

報道担当本部

文書印刷室

各国記者会見場

その他

（２）アメニティセンター（カフェテリア）概要

・構造・階数 木造、一部鉄骨造１階建

・面積 約1500㎡

プレスセンター カフェテリア



関連事業概要 53

国際メディアセンター
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MEDIA  HAND  Book（外務省）から引用

（１）場所

◯国際メディアセンター（ＩＭＣ）は、首脳会

合会場となる万国津梁館から車で約15分の距

離にある名護市「21世紀の森公園」内に位置

します。

◯ＩＭＣは名護湾を臨む位置にあり、国道58号

線を挟んで海側（南側）ゾーンと陸側（北側）

ゾーンに分けられます。

◯ＩＭＣにおいては、サミットに際する情報発

信拠点の中心としてサミット情報に加えて、

日本、沖縄の各種情報を容易に入手すること

ができます。

◯各ゾーン毎に、入場口において、金属探知器、

Ｘ線検査及びシャッター・チェック等の保安

検査を行いますのでご協力をお願いします。

（２）開設期間

ＩＭＣは、７月19日9:00～24日正午までの間、

24時間体制で開設されます。

但し、カフェテリアについては、19日夕食か

ら24日朝食までとなります。

（３）主要施設

国際メディアセンター（ＩＭＣ）は、国道58

号線を挟んで海側（南側）及び陸側（北側）の

２つの区域から構成されています。それぞれの

区域の主要施設は次の通りです。

◯海側（南側）施設

報道担当本部

電話番号：0980-45-7777

共用ワーキングスペース（ＩＭＣ本館１F）

送稿作業用の共用スペース（約500席）であり、

記者証を有している全ての記者の利用が可能です。

送稿作業に必要となる通信回線については、Ｒ

Ｊ11ジャックを備えたＰＩＮ（暗証番号）入力方

式の電話とプリペイドカード又はクレジットカー

ド方式の公衆電話が設置されます。ＰＩＮ入力方

式の電話の使用には、ＩＭＣ内テレコムカウンタ

ーでクレジットカードを登録し、ＰＩＮ（暗証番

号）入手して下さい。数桁のＰＩＮ入力後に相手

の電話番号をダイヤルすることにより通話ができ、

料金はクレジットカード会社に請求されます。

ＦＡＸについてもＰＩＮ方式と公衆電話の２種

類があります。インターネット環境（無料でイン

ターネットへアクセス可能）も整っており、テレ

コム・カウンターにおいては携帯電話の貸出し等

も行っています。国際メディアセンター（ＩＭＣ）見取り図
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各国記者会見場

ＩＭＣ本館の２階には、各国の記者会見場及び

報道担当官連絡室が設置されます。

国際メディアセンター（ＩＭＣ）見取り図

ＩＭＣ本館２階見取図
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議長記者会見場

議長（日本国総理大臣）の記者会見が行われま

す。

カフェテリア

カフェテリアでは、以下の期間において食事が

提供（無料）されると共に、サミットＴＶ、サミ

ット文字情報モニターが視聴可能です。

開設期間：19日夕食～24日朝食まで（予定）

朝食（06：30～09：30）

昼食（11：30～15：00）

夕食（17：30～23：00）

夜食（23：00～02：00）

サービス・展示スクエア（ＳＥＳ）

サービス・展示スクエアは議長記者会見場に隣

接し、次の４つの部分に分かれています。

・Ａゾーン：名護市企画写真展、国内・国際宅

配便

・Ｂゾーン：沖縄紹介展、郵便局、旅行支援デ

スク、クリーニング

・Ｃゾーン：プレスキット配布デスク、アミュ

ーズメントコーナー

・Ｄゾーン：ＩＴ（情報技術）展示コーナー

議長会見場、カフェテリア、
サービス・展示スクウエ（SES）見取図
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◯陸側（北側）地区

国際放送センター（ＩＢＣ）

海外のテレビ、ラジオ等放送局に対する映像及

び音声の伝達を支援するため国際放送センター

（ＩＢＣ）が設置されます。

ＩＢＣには、ホストブロードキャスター関連施

設、共用スタジオ、共用ＴＶ編集設備、インフォ

メーション・デスク、ＩＢＣブッキングオフィス、

各社ブース、スナック・ドリンクコーナー、共用

コピー、放送関係の設置スペース等があります。

・連絡先：0980-46-5060/5061

ＩＭＣ別館

各国のテレビ局、通信社、新聞社からの事前の

要望に応じて、個別ブースが有料で設置されてい

ます。

国際放送センター（ＩＢＣ）見取り図

ＩＭＣ別館見取り図
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（４）主要サービスと位置

◯インフォメーション・デスク

サミット関連情報全般及び沖縄県等サミット

開催地の情報を総合的にご案内します。

設置場所：ＩＭＣ本館東エントランス入って

正面ＩＢＣ及びＩＭＣ別館の入口

にもインフォメーション・デスク

があります。

◯プレスキット配布デスク

記者証の発給を受けた報道関係者については、

プレスキットを次の場所で配布しております。

なお、プレスバッグ受け取りの際には記者証を

係員にご提示下さい。

設置場所：サービス・展示スクエアＣゾーン

◯テレコムカウンター

通信関係の照会に応じます。

設置場所：ＩＭＣ本館インフォメーション・

デスクに隣接

◯サミット文字情報（ＣＡＰＩＳ）

モニターを各所に設置しており、会合の進

行や、日程等の変更、取材写真、記者会見バ

スの運行等の情報を提供します。

◯インターネット（無料）

インターネットへのアクセスが容易にでき

るよう、次の６カ所にインターネット用パソ

コンが設置されますのでご利用下さい。

設置場所：

ＩＭＣ本館共用ワーキングスペース中央：24

台

ＩＭＣ本館１階東エントランス：３台

ＩＭＣ本館１階スナック・ドリンクコーナ

ー：７台

ＩＭＣ本館２階記者会見場（露）前：６台

ＩＭＣ本館２階スナック・ドリンクコーナ

ー：10台

ＩＭＣ別館エントランス：７台

◯資料配布コーナー

資料配付コーナーでは、サミットに関する

各種文書、資料を配付します。

設置場所：ＩＭＣ本館共用ワーキングスペー

ス

◯新聞・通信社端末

各種邦字紙及び英字紙の閲覧ができるほか、

共同通信、時事通信、ＡＦＰのニュース端末

モニターを設置します。

設置場所：ＩＭＣ本館インフォメーション・

デスク向かい

◯テレビモニター

ＩＭＣ内各所に設けられたテレビモニター

では、日本及び外国の放送が視聴できます。

◯日本情報案内

主に外国プレスを対象に、日本に関する配

布及び広報用ビデオの上映やインターネット

による検索が出来るスペース。日本関連情報

の照会にも応じます。

設置場所：ＩＭＣ本館共用ワーキングスペー

スの一角

◯スナック・ドリンクコーナー

次の７カ所においてスナック・ドリンクコ

ーナーが設置されており、24時間営業のセル

フサービスで無料のスナック、ドリンクが提

供されています。

設置場所：ＩＭＣ本館１階（２カ所）

２階（２カ所）
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ＩＢＣ（１カ所）

ＩＭＣ別館（２カ所）

◯シャワールーム

設置場所：

ＩＭＣ本館１階日本側ワーキングルーム奥

ＩＭＣ本館２階中央階段横

ＩＭＣ別館正面入口スナック・ドリンクコー

ナー隣

（タオルが必要な方については、各シャワー

ルームにて貸し出しています。サンセット

ビーチでご利用頂けるタオルについてはビ

ーチにて直接差し上げております。詳細は

係員にお問い合わせ下さい。）

◯救護室（無料。但し、病院移送後は通常の医

療費がかかります。）

設置場所：ＩＭＣ本館２階エレベーター近く

サービス内容：軽病の患者の診察、健康相談

◯カメラ修理（無料）

・ニコン

設置場所：ＩＭＣ本館２階エレベーター近

く

開設期間：19日　　　　12：00～21：00

20日～23日　８：00～21：00

24日　　　　８：00～12：00

・キャノン

設置場所：ＩＭＣ本館２階エレベーター近

く

設設期間：19日　　　　９：00～22：00

20、21日　　７：00～22：00

22、23日　　７：00～20：00

24日　　　　７：00～10：00

◯写真現像（無料）

受付場所：IMC本館共用ワーキングスペー

ス

開設期間：19日　　　　15：00～21：00

20日～23日　９：00～21：00

24日　　　　９：00～12：00

サービス内容：35｠フィルムの現像（プリ

ントは行いません）

◯外貨両替及びＡＴＭ

（ＩＭＣ内の使用通貨は日本円のみです。）

設置場所：ＩＭＣ本館東エントランス近く

開設期間：19日　　　　９：00～22：00

20日～23日　７：00～22：00

24日　　　　７：00～12：00

サービス内容：

－外貨（米、英、仏、独、加、伊及びオー

ストラリア、オーストリア、ベルギー、

デンマーク、香港、マレーシア、オラン

ダ、ニュー・ジーランド、ノールウェー、

シンガポール、スペイン、スウェーデン、

スイス、タイの通貨）の買取

－旅行小切手（日、米、英、仏、独、加、

スイス、オーストラリアの通貨及びユー

ロ建て）の買取

－外貨（米ドルのみ）の販売

－クレジットカード（ＶＩＳＡ、ＭＡＳＴ

ＥＲ、ＡＭＥＸ）（海外発行のものを含む）

による現金引き出し

*  クレジットカードによる現金引き出しは

ＩＭＣ内郵便局のＡＴＭでも取り扱いま

す。

－ＡＴＭ（琉球銀行及び提携民間金融機関

のキャッシュカードによる現金引き出し）
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利用時間：19日　　　　９：00～21：00

20日　　　　９：00～17：00

21日　　　　８：00～21：00

22、23日　　９：00～17：00

24日　　　　８：00～12：00

◯売店

設置場所：ＩＭＣ本館東エントランス近く

サービス内容：事務用品、洗面用品、電源

延長コード、電池、フィル

ム等の販売

◯郵便局及びＡＴＭ

開置場所：サービス・展示スクエアＢゾー

ン

開設期間：19日～23日　 9：00～20：00

24日　　　　９：00～12：00

サービス内容：

－国内及び国際郵便の引受

－沖縄県版ふるさと切手、通常切手、郵便

はがき等の販売

－記念押印

－郵便に関する案内

－ＡＴＭ

・郵便貯金及び提携民間金融機関の通

帳・キャッシュカードによる預払い

・海外発行のクレジットカード（ＶＩＳ

Ａ、ＭＡＳＴＥＲ、ＡＭＥＸ、ＤＩＮ

ＥＲＳ）及びキャッシュカード（ＰＬ

ＵＳ、ＣＩＲＲＵＳ参加金融機関）に

よる現金の引き出し

利用時間：19、21日　　　９：00～23：00

20、22、23日　９：00～19：00

24日　　　　　９：00～12：00

◯国内・国際宅配便

設置場所：サービス・展示スクエアＡゾー

ン

開設期間：19日～23日　９：00～21：00

24日　　　　９：00～12：00

サービス内容：国内、国際向けの小荷物の

発送

◯旅行支援デスク

設置場所：サービス・展示スクエアＢゾー

ン

開設期間：19日～23日　９：00～20：00

24日　　　　９：00～12：00

サービス内容：国内・国際航空便の予約・

照会・変更（発券は行いま

せん）、宿泊施設・レスト

ラン・レンタカーの予約、

その他の旅行案内

◯クリーニング

設置場所：サービス・展示スクエアＢゾー

ン

開設期間：19日　　　　９：00～20：00

20日～23日　８：00～20：00

24日　　　　８：00～12：00
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５　環境美化事業関連

（１）”美ら島　沖縄”2000年サミットクリーンア

ップ大作戦

本事業は、サミットの開催に向けて全県的な清掃

活動を実施することにより、本県のすばらしい自然

景観などの魅力をさらに向上させるとともに、多く

の県民が参加することでサミット歓迎の機運を盛り

上げることを目的に、沖縄県サミット推進県民会議

（環境美化部会）の主催で実施したものである。

全県的なゴミ拾い、空き缶拾い等の実施。

・主要道路

国道58号、国道331号、国道329号、国道332

号（空港通り）、国際通り、その他

・主要ビーチ

恩納村西海岸、波の上ビーチ、その他

・主要観光施設周辺等

首里城周辺、うえのドイツ文化村、平和祈念

公園、その他

・主要ポイント

那覇空港周辺等上記以外の主要なポイント

・その他

各市町村から自治会等を通して居住地域の清

掃活動の実施を依頼するとともに、一般県民

に対しては、新聞広告等により周知徹底を図

り、自宅周辺の清掃活動を促進した。

環境美化部会会員でもある県下53の全市町村の協

力を得て事業の準備を進めた。

まず、環境美化部会において、統一事業実施日を

決定するとともに、以下について確認した。

・事業実施箇所及び作業実施団体については各市

町村において決定する。

・ゴミの回収地点、回収方法については、各市町

村において清掃担当部局と調整のうえ決定す

る。

・刃物を使用した草刈りについては、第３回目に

集中的に取り組む。

・軍手、ゴミ袋、のぼり旗については、必要数を

事前に県民会議より各市町村に配布する。

・県民会議においてボランティア保険に加入す

る。

上記を踏まえ、各市町村において事業実施箇所、

作業団体等を決定し、これらを整理した「事業実

施要領」を提出してもらい、参加予定人員等全体

の事業概要について県民会議がとりまとめを行っ

た。

なお、事業実施当日は、県民会議主催の「出発

式」を行ったほか、各市町村単位でも出発式を行

い、盛り上がりの中で同事業は開催された。

クリーンアップ作戦
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サミット開催までに３回実施。

第１回　平成12年１月23日（日）

参加者数 30,454人

参加団体数 974団体

第２回　平成12年５月21日（日）

参加者数 50,698人

参加団体数 1,227団体

第３回　平成12年７月９日（日）

参加者数 17,700人

参加団体数 389団体

※第１回、第２回については、天候にも恵まれ予想を上
回る規模で実施できた。第３回は全県的に悪天候であ
ったため、中止する市町村もあったが、それでも雨の
中、２万人近い県民の方々に参加していただき、３回
の事業実施で、延べで約10万人の県民が本事業に参加
した。

（２）環境美化啓蒙事業（ゴミを捨てない運動）

県民に各国首脳やプレス関係者等を暖かく迎える

ための環境づくりを働きかけるとともに、サミット

後においても県外からの観光客等を暖かく迎えるた

めの「美ら島　沖縄」づくりの契機とし、今後の本

県の観光振興にも寄与するため、テレビＣＭ等の活

用を通して「ゴミを捨てない運動」を全県的に展開

した。

なお、本事業は、（財）沖縄観光コンベンション

ビューローと共同で実施した。

15秒ＣＭを２本制作し、サミットまでの間、テ

レビで放映した。

（ア）ＣＭ内容

・「どちらを見せる？」編

沖縄の自然景観の美しさと対比させる形でビ

ーチ等でのゴミの散乱状況、車からのタバコの

ポイ捨ての場面を写しだし、「世界へ見せるの

はどっち？」と問いかけている。

↓

豊かな自然と汚れた沖縄を対比させること

で、「沖縄の誇り」は何かを問いただした。

・「汚れた絨毯」編

飛行機のタラップから降りた人（首脳をイメ

ージしている）が敷かれている絨毯を歩こうと

するが、絨毯にはゴミが散乱し、飛行機に戻ろ

うとする。そこで「世界に見せるの？沖縄のポ

イ捨て！」と問いかける。

最後にその人は綺麗になった絨毯を歩いてい

く。

↓

沖縄の現状を、ＶＩＰが登場する赤い絨毯で

表現し、その汚れた様からポイ捨て防止を呼び

かけた。

（イ）放送期間　平成12年５月29日～７月20日

（ウ）放送回数　３民放局合計で141本放送した。

クリーンアップ大作戦での牧野副知事挨拶
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委託業者が民間からの協賛を得て、テレビ番組や

ラジオ、雑誌を活用し「ゴミを捨てない運動　募金

キャンペーン」を展開した。集まった募金は、県民

会議（環境美化事業へ）に寄付された。

（３）飾花・緑化事業

サミットの沖縄開催は、本県を世界に発信する最

高の舞台であり、本県の自然環境やすばらしい景観

や代表団やプレス関係者に印象付けることが、今後

の本県の「南の国際交流・貢献拠点」の形成に寄与

するものであり、また、本県観光の魅力を世界にア

ピールすることとなる。そのため、那覇空港から名

護市21世紀の森までの間を中心とした全県的な飾

花・緑化計画を策定し、当該計画に基づく花いっぱ

い事業を展開した。

（ア）飾花・緑化計画の策定

計画策定に当たっては、プランター等を設

置する場所を管理する各道路管理者、空港管

理者等及び警備上の留意点を踏まえる必要が

あることから、県警察本部等の関係機関で構

成する「飾花・緑化計画策定検討会」を設置

し、意見等を反映させて計画作りを進めた。

（計画概要）

・飾花箇所数

55箇所（176箇所について調査し、関係機関等の

意見を踏まえて絞り込みを行った。）

・飾花デザイン

各重要飾花箇所毎のデザイン、３パターンの飾花

デザイン及びプランターによる飾花について作成

した。

・花木等の選定

沖縄の気候・風土と沖縄の美しさを表現する花木

であり、かつ、開花時期を考慮に入れて選定した

結果、マニラヤシ、ハイビスカス、ブーゲンビレ

ア、百日草、マツバボタン、マリーゴールド、ケ

イトウ等24種類を決定した。

・施工方法

危険物等の検索の容易さ、台風対策等を考慮して、

ポット及びプランターの組み合わせによる臨時花

壇式を採用し、地植えは行わないこととした。

また、設置期間は、台風対策、警備上の問題、

景観上の管理徹底を考慮し、短期間の飾花とした。

・サミット終了後の管理方法と活用

サミット終了後は、公共施設等に提供して再活用

することで。関係機関と調整するとした。

（イ）事業の委託

事業を実施するに当たって

・本事業が全県的に大規模なものであること。

・「県民参加型サミット」を実施するために可

能な限り多くの県内業者に参加してもらう。

等を踏まえて検討した結果、沖縄県経済農業協同

組合連合会を中心として飾花事業に実績のある福祉

団体等を含む６つの団体に委託した。

（ウ）「沖縄県サミット飾花・緑化事業連絡協議会」

の設置

業務を円滑に進め、事業進捗の確認や各種

課題の検討・調整を行うため、委託業者等の

関係団体で構成する「沖縄県サミット飾花・

緑化事業連絡協議会」設置した。

（エ）作業スケジュール

３月　：生産用土の準備、生産施設の準備、生

産資材の発注、プランター、鉢等の調

査及び発注
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３月

～４月：飾花植物の植付及び管理、大型プラン

ターへの植付養生

４月　：草花類の種子発注等

４月

～５月：草花類の播種及び管理等

５月　：草花類のポット上げ及び管理、鉢植え

及び花壇植付け準備等

７月　：花壇植付け及び管理等

設営期間　平成12年7月10日～14日

飾花期間　平成12年7月15日～24日

撤去期間　平成12年7月25日～29日

（オ）飾花箇所

飾花・緑化計画においては、55箇所につい

て飾花することとなっていたが、事業実施段

階で検討した結果、28箇所について作業を進

めることとなった。

（飾花箇所）

１．本部町浦崎交差点残地

２．名護市中山交差点

３．名護市宮里交通島

４．名護市民会館前（プレスセンター前）

５．名護漁港前

６．名護市世冨慶入口

７．名護市許田入口

８．名護市許田インター国道58号導入路

９． 〃 部瀬名向け道路

10．部瀬名岬入口（５箇所）

11．恩納村希望ケ丘ペンション入口

12．屋嘉インター入口

13．屋嘉インター国道58号導入路

14．恩納村前兼久交差点

15．恩納村ルネッサンス前

16．読谷村伊良皆交差点

17．嘉手納ロータリー

18．那覇インター入口

19．上間交差点

20．那覇東バイパス

21．とよみ大橋

22．那覇市明治橋

23．国際通り

24．那覇市空港通り

25．那覇市空港鏡水交差点

26．那覇空港内（４箇所）

27．那覇空港内ウェルカムホール

28．那覇空港到着ロビー前

那覇空港到着ロビー前

那覇市明治橋



（カ）サミット終了後のプランター等の再利用

事前に、提供を希望する公共施設等の有無を

各部局に照会し、各部局から回答があった施設

について、提供できるプランターの数や当該施

設の場所等を勘案して提供先を決定した。

養護学校や少年自然の家等合計47の施設に提

供した。

サミットに関心を持ってもらうとともに、歓迎機

運を高めるため、県内のすべての小学生と希望する

一般の県民に対して、花の種子袋を配布し、花いっ

ぱい運動を展開した。

（小学生への配布）

花の種子寄贈式　平成12年４月28日

寄贈先…県教育委員会へ

※県教育委員会から各市町村の教育委員会を通

して各小学校（県内小学生：約10万６千８百

人）に配布した。

（一般県民への配布）

応募総数：約1,500

配布種子袋数：約8,000袋

関連事業概要 65

部瀬名岬入口

プレスセンター前

種子袋
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（４）住宅等施設景観美化事業

住宅等の建築物及びその周辺において、景観上好

ましくない箇所を所有者等に働きかけて良好な環境

に整備してもらうとともに、地域住民に対しては景

観美化の啓蒙運動を展開した。

（ア）名護市、恩納村、読谷村の区長に対する協力

依頼。

市村毎に区長参加による連絡会議を開催し、

景観美化に対する協力を依頼する。

↓

各区長は、地元区民に対して周知を図る。

（イ）事業経過

住宅等施設景観美化事業に係る区長連絡会議の

開催→区長及び区民に対しての協力依頼

・第１回区長連絡会議の開催

読谷村　平成12年１月17日

恩納村　平成12年１月28日

名護市　平成12年２月１日

２月22日：住宅等施設景観美化事業に係る

「バス停上屋の景観上の配慮」に

ついて各市町村長への協力依頼

（文書発送により）

３月７日：住宅等施設景観美化事業に係る

「バス停留所等の景観上の配慮」

について沖縄県バス協会長へ協

力依頼

・第２回区長連絡会議の開催

３市村において平成12年４月下旬に第２回区

長連絡会議を開催した。

→区長及び区民に対しての再度の協力依頼及

び日本塗装工業会沖縄県支部のペンキ塗り

替え事業についての説明した。

５月23日：日本塗装工業会沖縄県支部による

公共施設等を対象としたのボラ

ンティアによるペンキ塗り替え

事業の実施

（対象施設）読谷村：長浜海岸護岸、残波岬公

園トイレ

恩納村：バス停上屋10件

名護市：バス停上屋２件

（５）部瀬名岬入口環境整備事業

本事業は、首脳会合が行われる万国津梁館のある

部瀬名岬入口及びその周辺の環境整備事業であり、

事業の実施により、サミット開催時に各国首脳を温

かく迎えるための受け入れ環境を整備をするととも

に、サミット終了後も部瀬名地域の観光振興に寄与

するものとして整備した。

部瀬名岬入口及びその周辺について、以下の項

目の環境整備事業を実施した。

・ビロウの移植及び二脚鳥居組合

・芝張り

・アレカヤシの設置及び当該設置に係る飾花台の

製作、設置

・フクギの植栽

・臨時駐車場の防塵処理

日本塗装工業会沖縄県支部のペンキ塗り替え事業



関連事業概要 67

本事業は、当該地域の関係者や隣接するホテル側

との調整及び部瀬名岬のリゾート開発コンセプトと

の整合性等を勘案して進める必要があることから、

「ブセナリゾート株式会社」に委託して作業を進め

た。

平成12年６月中旬～７月末

（６）放置自動車対策事業

本事業は、環境美化と警備の観点から、各市町村

の協力を得て県民会議事業として取り組んだ。まず、

各市町村と放置車両措置についての協定書を締結

し、それに基づく要領にしたがって事業を行った。

放置自動車は本来、所有者が撤去するのが当然で

あることから、警告書による警告を行い、下記の条

件を満たした車両のみ撤去した。

結果は次のとおりである。

所有者による自主撤去 195  台

市町村等による撤去 97  台

県民会議による撤去 14  台

合　計 306  台

撤去が出来る条件

・事件事案等に関係しないこと。

・登録が抹消されていること。（登録の確認が不

可能）

・所有者の確認が不可能であること。

・放置箇所が市町村有地であること。

・再び車両として用いられることがないと認めら

れること。

・内部の物品が適正に処理されていること。

アレカヤシの設置、フクギの植栽等

ビロウ移植及び芝張り
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６　サミット関連事業（県関係部局による基盤整備）

県の管理する公共施設の大部分を所管する土木建

築部では、九州・沖縄サミット首脳会合の円滑な実

施を図るため、「土木建築部サミット推進委員会」

を設置した。部が管理する公共施設について、計画

的に施設の整備と維持・改善を図ることにより、サ

ミット期間中における交通の安全と円滑な流れを確

保するとともに、ハイジャックその他保安上の観点

から要請される事項に適切に対応した。

道路・公園・河川・海岸・港湾・空港などの公共

施設について、交通の安全確保や渋滞対策のための

施設整備、道路標識等の整備・改善並びに修景など

を計画的かつ重点的に推進した。サミット関連施設

（主会議場、宿泊施設、プレスセンター等）周辺の

河川・海岸・公園などの環境保全対策も実施した。

（１）事業対象地域

事業の実施に当たっては、事業対象地域を

１．サミット関連主要施設等が連担する地域（エ

リアA）

（ア）那覇空港等から主要ホテルが連担して立地

する本島西海岸の観光リゾートを含み、主

会場やプレスセンターのある名護市までの

エリア

（イ）本県を代表する名所、旧跡や観光施設等に

アクセスする地域（エリアＢ）

・平和祈念公園、首里城公園及び海洋博覧会

記念公園など本県を代表する観光コースが

含まれるエリア

（ウ）その他（エリアＣ）

・沖縄本島におけるその他の名所・旧跡や離

島における主要な観光地などの地域

以上の３地域に区分し、既決予算、公共事業等予

備費を活用した補正予算、特別調整費、県単補正予

算等の限られた予算の範囲内で、サミット首脳会合

までの短期間で重点的に効率的に実施できる事業計

画を立てて実施した。

（２）サミット関連事業の実績

（ア）主会場等整備事業

・サミット主会場である万国津梁館の建設

・沖縄コンベンションセンターの増設

（イ）道路事業

・県道那覇空港線、宜野湾北中城線ほか３路

線の改築事業と、名護本部線や奥武山米須

線、屋嘉恩納線などの29路線の維持・補修

事業及び修景・美化事業の推進

（ウ）海岸保全施設整備事業

・サミット主会場のある部瀬名海岸の整備

（エ）河川・砂防事業

・真謝川などサミット会場周辺の浚渫、除草、

土砂流出対策

（オ）公園事業

・平和祈念公園、首里城公園、名護中央公園

の整備

（カ）街路事業

・首里城線、城通り線、伊差川線の整備

（キ）空港施設維持・補修事業

・宮古空港、石垣空港、波照間空港、与那国

空港、久米島空港のフェンス設置等

（ク）港湾事業

・運天港、伊江港、渡久地港、本部港の係船

柱、防舷材の整備等
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（３）道路整備

沖縄総合事務局、沖縄県、日本道路公団において

は、2000年サミットの受け入れ体制に関し、一般国

道及び県道、沖縄自動車道の管理等について、関係

機関との必要な連絡・調整等を行うことを目的とし

て「2000年サミット道路連絡協議会」を設置し取り

組んだ。

サミット開催までの限られた時間内で、より効果的

な事業とするため、以下のような整備方針を定めて

事業の抽出を行い整備を実施した。

サミット主会場のある部瀬名海岸

修景・美化された県道
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渋滞の緩和などを図るため、事業実施中のバイパ

スなどで、工程を急ぐ等、供用が可能な事業につい

て、早急な整備を行う。

・国道329号那覇東バイパス、国道58号宜野湾バ

イパス、国道506号南風原道路、屋嘉ＩＣ仮設

ランプ等の全線開通、暫定供用

道路施設の点検などにより、抽出された危険箇所

の安全対策や、警備上の要望から、立ち入り防護策

やＩＴＶの設置を行う。

・国道58号部瀬名岬交差点改良、国道58号の宿泊

施設及びサミット会場、プレスセンター間の排

水性舗装や道路照明灯、防護柵等の交通安全施

設整備、沖縄自動車道の排水性舗装・ＩＴＶの

設置

サミットに来沖する関係者、記者等、沖縄に不慣

れな人のために、目的地への適切な誘導ができる案

内標識の設置やリアルタイムで渋滞や規制情報の提

供が可能なＶＩＣＳの整備を行う。

・国道58号、331号での主要施設の案内標識及び

道路情報板、ＶＩＣＳの整備

ホウオウボクなどの花木などを用いることによ

り、沖縄らしい道路植栽を充実させ、「花と緑にあ

ふれる美ら島沖縄」を世界に印象づける。

・サミット会場入り口交差点など、国道58号、

331号を中心にホウオウボク、ヤシ類などの新

たな植栽
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（１）業務内容

九州・沖縄サミット首脳会合の開催において、会

議場及びプレスセンターの施設整備と並び重要な役

割を担ったのが、各国代表団、プレス関係者の宿泊

受入である。

沖縄県サミット推進県民会議では、各国首脳及び

プレスの宿泊受入に万全を期すため、宿泊部会を設

置し、外務省やホテル等との宿泊に係る連絡調整・

調査、宿泊関係資料の作成、関係者の宿泊申込受付

等、そして料飲サービスに関する受入態勢の整備を

中心に業務を推進した。

なお、平成12年１月４日には、OCVB（沖縄観光

コンベンションビューロー）と旅行代理店４社の協

力を得て、宿泊予約センターを開設し、プレス関係

者等を中心に宿泊申込受付等の業務に取り組んだ。

また、国際メディアセンター内のレストラン（カ

フェテリア）における食事の提供についても、プレ

スの数が数千人と予想されたことから、外務省プレ

ス室と協議・調整の下、地元３ホテル及び6沖縄県

調理師会による共同受注体制を構築するとともに、

食品衛生管理に万全を期すため、東京のホテルオー

クラの技術指導を取り入れるなど、万全の取り組み

態勢でもってプレス関係者への食事提供に対処し

た。

（２）宿舎指定

各国首脳、代表団及びプレス関係者の宿舎につい

ては、県側から推薦した10ホテル（本島西海岸を中

心としたリゾートホテル）の中から７ホテルが国に

おいて首脳宿舎として選定され、各国大使館と各ホ

テルとの個別協議・調整を経て契約締結がなされ

た。

また、一部代表団と海外の一般プレスについては、

残り３ホテルを中心として配宿し、それらの配宿手

配は県民会議宿泊予約センターにおいて行った。

なお、首脳宿舎等については次のとおりである。

７　宿泊関係業務
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各国首脳、代表団及びプレスの宿舎�

日本�

ロシア�

アメリカ�

�

イギリス�

EU�

�

�

アメリカ代表団�

名護市�

恩納村�

恩納村�

恩納村�

恩納村�

読谷村�

読谷村�

名護市�

恩納村�

恩納村�

�

ホテル名�写　　真� 所在地� 一般プレス�首脳、代表団�
同行プレス�

アメリカ、イギリス�
一般プレス主体�

欧州一般プレス主体�

国内プレス主体�

ザ・ブセナテラス�
　　　　ビーチリゾート�

かりゆし�
　　ビーチリゾート恩納�
�

万座ビーチホテル�

リザンシーパーク�
　　　　ホテル谷茶ベイ�

ルネッサンスリゾート�
　　　　　　　オキナワ�

沖縄残波岬�
　　　　ロイヤルホテル�

ホテル日航　アリビラ�

サンマリーナホテル�
�

ホテルムーンビーチ�

カヌチャベイホテル�
　　　　　　＆ヴィラズ�

その他ホテル� 那覇市、名護市、本部町、�
今帰仁村�

フランス�

カナダ�

ドイツ�
イタリア�
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（３）宿舎の受入態勢

各国首脳をはじめとするサミット関係者の宿泊受

入にあたっては、ハード面の整備はもとより、ソフ

ト面における国際儀礼に則った接遇、通信環境の整

備等従前のリゾートタイプからコンベンションタイ

プへの一時的な切り替えが必要となった。

そのことを踏まえて、過去におけるサミット経験

実績を有するホテルオークラの協力を仰ぎ、１年弱

の短い期間で態勢を整備した。

首脳宿舎については、通信手段の確保に万全を期

す必要があることから、外務省の負担において臨時

的に光ファイバーケーブルの敷設と館内受信設備

（キャリアルーム）を設置した。

なお、館内回線については、各国大使館との調整

後、宿泊国の負担により配線設備が施された。

また、通信回線のバックアップ態勢として、

NTT西日本が通信衛星設備等の災害対策機器を首

脳宿舎に設置した。

なお、ＮＴＴでは残りの３ホテルについても７ホ

テルと同様に光ファイバーケーブルを敷設すると共

に、その他のプレス宿舎ホテルについてもＩＳＤＮ

公衆電話を設置するなどプレス関係者の通信環境の

整備に多大な協力を頂いた。

首脳宿舎となったホテルにおける電力供給につい

ては、既設送電ルートに加えて、新たに予備の送電

ルートを設けるなど非常時対応に備えた。

沖縄電力では、特に会場及び隣接ホテルについて、

予備送電ルートの他、ホテル構内にガスタービンの

発電機を設置するなど電力供給態勢に万全を期し

た。

過去においてサミット受入れの経験を有するホテ

ルオークラにおいて、平成11年12月と平成12年１月

の２回、２班に分けて10ホテル従業員30名の実地研

修を行なった。

なお、引き続きプロトコール（国際儀礼）等必要

な研修を県民会議主催で開催直前まで実施し、ソフ

ト面における受入態勢の確立に努めた。

ホテルにおける沖縄情報の発信及び照会に対応す

るため、代表団等宿舎　10ホテル及びプレス宿舎に

サミット期間中（19日～24日）にボランティア通訳

を配置した。

qＣＮＮ及びＢＢＣ放送受信態勢の整備

w英字新聞等の配布

eＮＨＫデジタルハイビジョン実験放送の実施

r移動郵便局及び国際宅配窓口の設置

いわゆる代表団等宿舎10ホテルでは、共通事項処

理の迅速性と、国、県、警備当局にまたがる課題解

決に向けて、総支配人会議を頂点に、ワーキンググ

ループ会議を平成12年２月から定期的（２週間に１

回の割合）に開催すると共に、総務部会、施設部会

等を設置し、詳細部分の整理にあたった。

（４）宿泊予約センターの設置

県内の宿泊供給に限りがあることから、県内観光

コンベンション団体の中核組織であるＯＣＶＢ（沖

縄観光コンベンションビューロー）と地元大手旅行

社の協力を得て「宿泊予約センター」を設置し、数
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千名といわれていたプレス関係者等の宿泊受入を円

滑に推進した。

（ア）構　成

センター長 ＪＴＢ沖縄

センター次長 近畿日本ツーリスト沖縄

センター課長 日本旅行沖縄

センター課長 東急観光

ＯＣＶＢからの支援５名

（イ）設置期間

2000年１月４日～９月30日

（ア）プレス等の当センターの存在告知方法

・外務省経由、外国特派員協会及び外務省記者

クラブへ告知。

・サミット推進県民会議のホームページ上の告

知。外務省のホームページからもリンク。ホ

ームページについては英文も作成。

（イ）申込・受付方法

・外務省で集約し、当センターへ申込。

・ホームページ上での申込

・直接電話にて申し込み

（ウ）受付にあたっての基本的な考え方

・ホテルの配宿はその需給状況に鑑み、希望ホ

テルのアンケートは取らず外務省と相談のう

えセンターから割り当てた。

・割り当てたホテルが料金等の問題で希望にそ

ぐわないものであった場合は、可能な限り希

望に添うものを配宿するよう努力した。

・海外プレスは優先的にカヌチャベイホテル＆

ヴィラズおよびムーンビーチホテルに割り振

った。

・予約を確実なものに近づけるために予約金制

度を採用した。

・間際の大幅なキャンセルや変更を回避するた

めに、２週間前からの取消料を設定した。

・海外からの予約金支払を銀行振込で処理しよ

うとすると大きな手間とコストが発生するた

め、カードでの決済環境を整えた。

（エ）ホテルとの連帯

指定10ホテルとは２週間に１回のワーキング

グループでの会合の場で共通認識を持つように

した。

それ以外の名護周辺13ホテル、那覇市内９ホ

テルについては全体会合としては３回、個々の

ホテルとは頻繁に打ち合わせを行った。特に名

護周辺13ホテルについては海外からの宿泊受け

入れ経験や、多数のプレス関係者を一時に受け

入れる経験がこれまで少なかったため、念入り

な打ち合わせを行った。

（ア）詳細実績

取扱い人数 約2,250人

取扱い延べ人数約14,000人泊

（イ）ジャンル毎の取扱い人数

一般プレス 約 950人

同行プレス 約 150人

支援業者 約1,000人

官公庁 約 150人

合　計　 約2,250人

同行プレスについては各国それぞれの事情が

あり、当センター扱いはドイツとイタリアの全

部及びアメリカ・イギリス・フランスの一部に

とどまった。
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（ウ）プレスの各国別人数

日本を含めて23カ国約1,100人となった。

（エ）宿泊日毎の宿泊人数

9月21日をピークに、22日、20日、23日、19日の

順となり、25日にはプレスはほとんどが離沖した。

（ア）取消

取消料発生を宿泊日の２週間前としていたた

め、その前後にかなりの取消が集中した。サミ

ット開始３週間前の６月30日と２週間前の７月

７日時点の予約数を比較すると、延べ人数で

1,265人泊、全体の9.4％の減少となった。

これをプレス宿泊の多いカヌチャとムーンビ

ーチに限ると、988人泊、21.2％もの減少にな

り、間際の取消であった場合はリカバリーが効

かなくなるところであった。

（イ）当日キャンセル・予約不履行

当日キャンセル、予約不履行合わせて10件ほ

ど発生したが運営上は特別な問題はなかった。

（ウ）カード支払い

予約金受取額3,500万円のうち59件約500万円

がカード支払いであった。59件の内訳は42件が

海外プレスからのもので、利便性供与の観点か

らも大いに寄与した。

（エ）IMC（国際メディアセンター）内旅行支援デスク

外務省の要請を受け、日本航空と全日空の協

力も得て７月19日から24日まで設置した。利用

状況は航空便の変更を中心とした日本航空と全

日空宛のものが約150件。ホテルの手配を中心

とした宿泊予定センター宛のものが10件にとど

まった。

利用者サイドからは外務省のインフォメーショ

ンデスク、県の「沖縄じょうほう館」との間でど

こに行ったらどの情報が得られるのかが不明瞭と

の声があった。

１月４日の立ち上げ以来、外務省の九州・沖縄サ

ミット準備事務局とサミットプレス室などと入念な

打ち合わせを行った。お互いの共通認識を持った上

でまずはホテルとの仕入交渉に入り、引き続いて条

件等の打ち合わせに入った。

一方で会議運営会社のICS企画から宿泊予約シス

テムのリースを受け、宿泊申込が出来るシステムを

県民会議のホームページ上に設けた。またクレジッ

ト会社５社によるカード支払いの環境も整えた。

５月８日から海外プレスのホテル配宿を始め、そ

の２週間後から国内プレスを始めた。前記のように、

海外プレスはカヌチャベイホテルとムーンビーチホ

テルに優先的に割り付けた。一部プレスからは料金

が高いという反応があったが、q沖縄においては７

月の連休にかかるトップシーズンにあたっているこ

と、w沖縄のリゾートホテルは部屋の造りが４人～

６人仕様になっていて、シングルで利用するとどう

しても割高になること、の２点を中心に説明し了解

を頂いた。それでも料金が安いホテルを希望された

場合は、上記２ホテル以外のホテルを案内した。一

方、各ホテルに対しては概ね２週間前に室数調整を

行い、空室が出ないように配慮した。

上記のような流れで業務を進めてきた結果、本番

時にはさしたるトラブルもなく順調に遂行すること

が出来た。

なお、サミット関係者の中でも独自の手配による

宿泊等により、当センターが取扱いしなかった来県

者も相当数にのぼっていた。
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（５）首脳会合開催中の関係者への弁当（サミット

弁当）について

九州・沖縄サミットに従事した関係者の中で、業

務上勤務地を離れることができず、近くに食事をす

る所がない要員に対して、食品衛生上安全な弁当の

提供のため、県福祉保健部薬務衛生課、保健所、6

沖縄県食品衛生協会と連携を取り、統一したメニュ

ー、同じ弁当箱の弁当の提供に努めた。

メニューは９種類（朝食３種類、昼食３種類、夕

食３種類の計９種類）の統一メニューで対応した。

（お茶パック付きで、弁当箱も統一）

料　金

朝食弁当600円、昼食弁当1,000円、夕食弁当800

円（消費税込み）

（ア）弁当配布の対象者

九州・沖縄サミットに従事した関係者のう

ち、消防要員、医療要員、ボランティア、県実

施本部職員（動員職員含む）、各行事出演者等

（首脳歓迎レセプション演舞者、沖縄じょうほ

う館工芸展実演者等）、シャトルバス乗務員、

国際メディアセンター内勤務の外務省プレス室

職員及び業者への弁当必要数を沖縄県サミット

推進事務局にてとりまとめて、統一メニュー弁

当の調達に努めた。調達数は約２万４千食に達

した。

（イ）弁当の調達期間

サミット期間中とその前後の間（７月18日～

26日）に朝食、昼食、夕食の１日３回の調達を

行った。

（ウ）弁当の配布場所

調達場所は、各要員、ボランティアの勤務地

である空港、平和祈念公園、国際メディアセン

ター等39箇所への配布を弁当業者が行った。

（エ）調達業務手順と役割

ａ　弁当必要数の提示

弁当配布対象者のそれぞれの担当者から、日

毎、場所毎の弁当必要数をそれぞれ県サミッ

ト推進事務局へ提示した。

ｂ　弁当必要数の発注

サミット推進事務局にて上記の必要数をとり

まとめ、沖縄県福祉保健部薬務衛生課へ提示

し、薬務衛生課が6沖縄県食品衛生協会へ発

注を行った。

ｃ　受注、配送

6沖縄県食品衛生協会が、県薬務衛生課や保

健所の指導のもと選定した弁当業者を配布地

域（各要員の勤務場所）ごとに割り振った。

（配布場所39箇所が沖縄本島全域にまたがる

ため、各地域を７つに分け、７業者の担当を

おいた。）

選定弁当業者は、各自の担当の配布地域の分の

弁当を調製し、配送を行った。

＜弁当のメニュー＞
朝食３種類
qさわらの照り焼き、魚の白身フライ等
w鯖の塩焼き、牛肉と野菜炒め等
e三色野菜の寄せ揚げ、鮭、カニコロッケ等
昼食３種類
q薬膳ハンバーグ、ポテト、エビチリ等
wシチュー肉、スパゲッティー等
eうなぎの蒲焼き、肉じゃが等
夕食３種類
q白身魚フライ、照り焼きチキン等
w酢豚、エビフライ、白菜キムチ等
e豚ヒレカツ、ナポリタン、ハンバーグ等
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弁当の受け取り（引渡し）

各弁当配布場所で勤務している要員の中から、

事前に弁当引き取り要員を指定し、業者から弁

当を受け取り、引換証を交わした。

精　算

上記の引換証をもとに、6沖縄県食品衛生協会

が各発注者へ請求額を提示し、それぞれ精算を

行った。

※なお、警備要員、海上保安庁職員の弁当（別メニ

ュー）については、沖縄県警察本部、海上保安庁

が6沖縄県食品衛生協会を通して別途調達した。

ちなみに警備要員（6/16～7/31）は延べ約68万

食の弁当を調達、海上保安庁（7/12～24）は延

べ約１万食の弁当を調達した。

弁当のサンプル
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我が国における初の地方開催となった今回のサミ

ットでは、主催者である国と開催地である地元との

役割分担や相互の連携が重要な課題の一つであっ

た。

輸送業務についても、同様であり、慢性化する交

通渋滞、サミット関係者へ提供する一部車両に不足

が予想されるなど厳しい状況があったことから国と

の連携を密にしながら調整を行い、サミット関係者

の円滑な移動及び会議の進行に資した。

サミット時の輸送は、本県の交通事情等から困難

が予想された。

すなわち

・空港、ホテル、会議場、プレスセンター等拠点

施設が分散していること。

・鉄軌道がなく、定時性、高速性、大量性といっ

た交通機関がないこと。

・道路は、沖縄本島の地理的特性もあり幹線道路

が少なく、中央部を基地が占めているため、こ

れら道路間のアクセス道路が少ないこと。

このような交通状況を踏まえて、サミット関係者

の円滑な移動を確保し、サミットの成功に資する観

点から輸送事業の調整をおこなった。

（１）役割分担

ア　国の役割

（ア）首脳をはじめとする代表団の輸送及び宿舎～

ＩＭＣ間のプレス関係者を対象とする輸送

（イ）輸送に伴う駐車場及びヘリポート等の施設の

確保に関すること。

（ウ）各国代表団の使用するバス、トラック、乗用

車等の提供。

イ　県（県民会議）の役割

（ア）プレス等を対象にした空港←－→宿舎、ボラン

ティア・動員県職員等スタッフの配置先への

輸送

（イ）上記国事業及び県実施の医療・消防等応援要

員の計画輸送への協力

（２）県の取り組み

サミット成功のためには、地元の情報提供や、実

施に向けての手続き面等で国への協力・支援等が不

可欠との認識から可能な限りの対応を行った。

（ア）車両の調査・調達

各国代表団、日本政府関係者、プレス、支援

業者等のサミット関係者の移動及び業務の推進

のためには、バス、タクシー・ハイヤー、レン

タカー、トラック等の車両が相当数見込まれた

ことから車両状況を調査し、報告を行った。そ

の結果、概ね県内車両で対応できることが確認

され、積極的に地元車両が使用された。

但し、ハイヤーについては、高規格な車両が

求められたことや県内車両の台数が少ないこと

から十分な対応が出来ず、国は県外からの持ち

込みも併せて対応した。なお、ハイヤーの不足

に対応する措置として、タクシーのハイヤー仕

様が特例措置として認められた。

車両の調達、運行等については、各輸送事業

者の関係団体である6沖縄県バス協会、6沖縄

県トラック協会等に協力をお願いし、円滑に実

施された。

（イ）駐車場・ヘリポート等用地の調査・確保

駐車場

ａ代表団ホテル

各ホテルの現状を国へ調査報告し、駐車スペ

ースの不足する首脳会合会場隣接ホテルにつ

いては、代替用地の確保に協力した。

ｂＩＭＣ駐車場整備

８　輸送関係業務
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県サミット推進事務局で関係機関の会議を招

集し、調整に努めた。

ｃプレスシャトルバス駐車場

宿舎～ＩＭＣ間のシャトルバス、取材バス等

の駐車場を名護漁港に確保し、施設整備も行

った。

ｄヘリポート

首脳・要人のヘリ移動によりヘリポートの確

保が必要となったことから、調査報告を行う

と共に新たな施設整備が生じたことから手続

き面で協力を行った。

また、ヘリ訓練の実施に際し、周辺住民の協

力が不可欠であることから事前周知を行っ

た。

平成12年４月17日にタクシー６団体は、ハイヤ

ー・タクシー予約センターを設置し、サミット関係

者からの借り上げ車両の需要に対応した。

当該センターの設置は窓口を一本化し利便性を高

める観点から県がタクシー団体に働きかけ、実現し

たものである。

当センターでは、主に外務省をはじめとする日本

政府関係者、各国政府関係者等に対する車両を提供

した。

なお、サミットホームページにおいて、同センタ

ーの業務紹介、車両の概要、予約状況等の情報を提

供した。

※提供実績（貸切）

ハイヤー（中型） 10台

ジャンボハイヤー 10台

個人（中型） 58台

ジャンボ個人 21台

法人（小型） ５台

計 104台

ボランテｲア等関係者の効率的な移動及び交通量

総量抑制へ協力する観点からパーク＆ライドによる

計画輸送を実施した。

（ア）プレスを対象とした輸送

ａ空港～宿舎

本県の交通事情を勘案し、空港～宿舎間にお

いて送迎の計画輸送をバスにより実施した。

実施期間：７月19日～25日

（但し、21日午後から23日午前の首脳会

合開催期間中は需要が見込めないことか

ら省いた。）

延べ台数：170台

ｂプレスツアー

本県の歴史、文化、自然等に触れてもらい、

本県の情報を国・内外に発信してもらうための

プレスツアーに係るバス輸送を実施した。

実施期間：７月19日～24日

延べ台数：69台

ｃバス車内におけるサービス

来県するプレス関係者に快適な滞在と本県

への理解を深めてもらうため、バス車内では、

プレスシャトルバス発着場
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バスガイドと通訳ボランティアを配置したほ

か、本県の歴史、文化、自然等の概要を紹介

したビデオの放映、沖縄音楽のＢＧＭ放送、

飲物、菓子、おしぼりの提供等のサービスを

行った。

なお、飲み物、お菓子は、多くの県内企業

のご好意により物品提供の協力を頂いた。

（イ）通訳等ボランティア、県職員等応援要員及び

各行事参加者等に係る輸送

原則としてパーク＆ライド方式を採用し、集

合拠点となる駐車場と配置先間についてはバス

及び一部タクシーによる計画輸送とした。

実施期間：７月19日～25日

延べ台数：213台（バス）

指定駐車場：奥武山運動公園、コザ運動公園、

名護漁港

なお、プレスやボランティァ等関係者の輸送

に係るバスの延べ使用台数は452台となった。
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プレス関係輸送経路図
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Ｇ８各国を含む世界の各地から来県するサミット

関係者を温かく迎えるとともに、サミットに関連し

た各種業務に多くの県民が参加してもらうことによ

り「県民参加型」のサミットの実現を図ることを目

的にボランティアを募集した。県民会議にボランテ

ィア部会を設置し、動員計画や、活動計画を決定す

るとともに、通訳、接遇、環境美化、及び一般の４

部門についてボランティアを募集し、県外を含む多

くの方々に活動していただいた。

（１）通訳ボランティア

（ア）各国代表団関係者や世界各国から来県する多

くの方を温かくお迎えし、市民レベルでの交

流を深めることもサミット成功に向けての大

きな要素である。

（イ）多くの通訳ボランティアの対応により、沖縄

の良さや現状をアピールするとともに、県民

参加型のサミットとする。

（ウ）同時に、沖縄県が目指す国際的観光リゾート

の拠点及び平和・国際交流拠点の形成に必要

な人材の育成を図る。

募集期間：平成11年11月5日～11月25日

募集人員：500人

応 募 者：1,639人

平成12年３月まで応募者全員を対象に研修を実施

した後、４月上旬に選考をして611人に絞った。な

お、選考はqボランティアとしての参加可能な日程

w意欲や積極性e語学力r研修への出席率t地域の

バランスy年代のバランスu男女のバランスi人材

育成などの各要素を総合的に勘案して行った。

ボランティアに対し、３月初旬に活動場所を提示

し、希望場所及び参加可能な日程や時間帯等のアン

ケート調査を実施した。

この結果をふまえ、語学力、年代のバランス、男

女のバランス等を考慮して配置場所を決定し、６月

３日に開催した合同研修会において各ボランティア

に通知した。活動場所及び配置人員は下表のとおり。

なお、通訳ボランティアには、別紙の活動以外に、

子供フェスティバル（５月）、小中学生サミット

（５月）、ヤングリーダーズサミット（６月）にも参

加していただいた。

９　接遇関係

通訳ボランティア講習受講者
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インフォメーション関係�

通訳ボランティア配置表�

場　　所�

1.�

2.�

3.�

4.�

5.�

6.�

7.�

8.�

9.�

10.�

11.�

12.�

13.�

14.�

15.�

16.�

17.�

18.�

19.�

20.�

�

21.�

�

22.

プレスセンター�

ホテル日航アリビラ�

残波岬ロイヤルホテル�

ルネッサンスリゾート�

ムーンビーチ�

サンマリーナホテル�

リザンシーパークホテル�

万座ビーチホテル�

かりゆしビーチリゾート�

カヌチャベイ＆ヴィラス�

オンザビーチルー�

本部グリーンピークホテル�

都ホテル�

空港（国内線）ターミナル�

空港（国際線）ターミナル�

パレット久茂地情報ブース�

平和の礎ガイド�

平和祈念資料館ガイド�

宿泊予約センター�

トラベルデスク�

（名護市民会館中ホール内）�

沖縄物産展紹介�

（名護市民会館中ホール内）�

プレスツアーデスク�

（名護市民会館中ホール内）�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

7/19～24�

�

7/19～24�

�

7/19～24

8:30～21:30（3交代）�

7:00～23:00（3交代）�

7:00～23:00（3交代）�

7:00～23:00（3交代）�

7:00～23:00（3交代）�

7:00～23:00（3交代）�

7:00～23:00（3交代）�

7:00～23:00（3交代）�

7:00～23:00（3交代）�

7:00～23:00（3交代）�

7:00～21:00（3交代）�

7:00～21:00（3交代）�

7:00～21:00（3交代）�

7:00～23:00（3交代）�

7:00～20:30（2交代）�

8:30～19:30（2交代）�

9:00～18:00（2交代）�

9:00～18:00（2交代）�

8:00～24:00（3交代）�

8:30～22:00（2交代）�

�

8:30～21:30（3交代）�

�

8:30～21:30（3交代）�

2人�

3人�

3人�

3人�

3人�

3人�

3人�

3人�

3人�

3人�

2人�

2人�

2人�

4人�

2人�

2人�

6人�

6人�

4人�

2人�

�

7人�

�

2人�

12人�

18人�

18人�

18人�

18人�

18人�

18人�

18人�

18人�

18人�

8人�

8人�

8人�

24人�

8人�

8人�

24人�

24人�

20人�

8人�

�

42人�

�

12人�

期　日� 時　　　間� 常時配置人員� 人員（実数）�

1.�

2.�

3.�

4.�

5.�

6.

シャトルバス関係�
場　　所�

空港←→ホテル�

代表団シャトル�

国内線ロビー�

国際線ロビー�

国内線バス乗り場�

プレスセンター乗り場�

7/19～25�

7/19～23�

7/19～21�

7/19～21�

7/19～21�

7/19～24

9:00～�

6:30～22:00�

8:00～24:00（3交代）�

8:00～22:00（3交代）�

8:00～24:00（3交代）�

8:00～24:00（3交代）�

55人�

12人�

4人�

2人�

5人�

2人�

55人�

12人�

24人�

6人�

15人�

12人�

期　日� 時　　　間� 常時配置人員� 人員（実数）�
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1.�

2.�

�

3.�

4.�

5.�

�

6.�

7.�

�

8.

その他�
場　　所�

ボランティアセンター（県庁）�

ボランティア名護総括センター�

（県北部合同庁舎）�

消防・救急関係�

病院・救急関係通訳�

警備関係通訳�

（首脳宿泊ホテル警備詰め所）�

国内線ターミナル呈茶コーナー�

沖縄物産展呈茶コーナー�

（名護市民会館中ホール内）�

国別個別日程対応�

7/19～24�

7/19～24�

�

7/21～23�

7/19～24�

7/21～23�

�

7/19～24�

7/19～24�

�

7/21.23.24

8:00～24:00（3交代）�

8:00～22:00（3交代）�

�

9:00～21:00（3交代）�

8:30～19:30�

7:00～13:00�

18:00～23:00�

9:00～18:00�

8:30～18:00

3人�

3人�

�

1人�

3人�

�

�

2人�

2人�

18人�

18人�

�

6人�

6人�

18人�

�

4人�

4人�

�

16人�

期　日� 時　　　間� 常時配置人員� 人員（実数）�

1.

イベント関係�
場　　所�

交流セレプション� 7/21 16:00～21:00 1日30人� 30人�

期　日� 時　　　間� 常時配置人員� 人員（実数）�

1.�

2.�

3.�

4.�

5.

プレスツアー関係　＊プレスセンター発着�
場　　所�

米軍基地視察ツアー�

平和施設視察ツアー�

観光関連ツアー�

県内企業視察ツアー�

観光関連ツアー（シャトル）�

7/19～24�

7/19～24�

7/20.24�

7/19～24�

7/21～23

� 1日1本（2人）�

1日1本（2人）�

1日3本（6人）�

1日1本（2人）�

21～23は1日5本（5人）�

総計（実績）�

6人�

6人�

6人�

6人�

5人�

611人�

期　日� 時　　　間� 常時配置人員� 人員（実数）�
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通訳ボランティア研修内容

研修は平成12年１月から７月までの間に延べ14回

実施した。研修は通訳・翻訳の専門業者に委託して

実施した。

なお、研修内容は次表のとおり。

〔平成11年度（１月～３月）〕
・合同研修（ボランティア全員を１ヶ所又は地区ごとに参加してもらって実施）
合同研修1「最近のサミット事例と参加国事情」（平成12年１月23日）
合同研修2「沖縄の歴史・文化」（平成12年２月６日、２月12日）
合同研修3「接遇」マナーなどについての研修（平成12年３月11日）
合同研修4「国際儀礼」外国の人達と接する時に知っておきたいマナーについての研修（平成12年３月26日）

・語学研修（英語、フランス語、イタリア語、ドイツ語、ロシア語について２月５日から３月30日の間に
1,639名を31クラスに分けて各４回実施）

第１回「各種情報案内1」
送迎・受付・館内の案内・観光バスツアー・タクシー・電話･テレフォンカード・両替
第２回「各種情報案内2」
天気情報・交通情報・沖縄の交通事情・交通標識・緊急時
第３回「沖縄の概要」
位置・気候・自然・観光名所案内・芸能・祭り・食
第４回「沖縄の過去と現在」
沖縄の歴史・今日の沖縄

[平成12年度（４月～７月）]
・合同研修（選考後のボランティア全員を対象に実施）
合同研修1「通訳者の心得」（平成12年４月23日）
合同研修2「通訳・ガイドのポイント」（平成12年６月３日）
・語学研修
第１回「通訳について」（５月14日から５月25日の間に、20クラスに分けて実施）
通訳とは、通訳技術と訓練方法の紹介・レセプション等に必要な表現
第２回「配置先別シュミレーション」（６月24日、25日の両日、配置先別に22クラスに分けて実施）
配置先別研修・丁寧な表現
・リーダー研修（平成12年７月８日）
ホテル、シャトルバス等配置場所別のリーダーに対して、現場での研修を実施（動員職員も同行した）
・最終説明会及び結団式（平成12年７月15日）７月15日に最終の説明会と結団式を実施
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ボランティアが活動する上の基礎知識や沖縄に関

する情報をコンパクトにまとめ配布した。

通訳ボランティア全員に県のＩＤを発給した。ま

た、警備上重要ポイントとなる代表団宿泊ホテルや

国際メディアセンター内に設置した沖縄じょうほう

館に配置されたボランティアには外務省のＩＤカー

ドが別途発給された。

通訳ボランティア全員にかりゆしウェアを支給し

た。柄やデザイン等作成に当っては、県商工労働部

工業・工芸振興課の協力を得た。

ボランティアの活動場所への移動については、南

部地区（奥武山公園）、中部地区（コザ運動公園）、

北部地区（名護漁港）ごとにそれぞれ集合し、そこ

からバスによる計画輸送をした。なお、早朝及び深

夜の勤務体制となったホテルインフォメーション配

置のボランティアは、配置グループごとにタクシー

を利用してもらった。

バス協会加盟の４つのバス会社（琉球バス、那覇

交通、沖縄バス、東陽バス）には、サミット期間中

の交通混雑の緩和及びボランティア活動に対するご

理解を賜り、ボランティアの自宅から集合場所（そ

の逆を含めて）のバス利用を無料にしていただいた。

ボランティアには、１月から７月まで10数回に及

ぶ研修の際の交通費も支給せず、またサミット期間

中の活動時間も早朝勤務や深夜勤務の時間もあり、

無報酬の中でサミット成功のため協力していただい

た。このようなことを考慮して、通訳ボランティア

には８月10日に開催したサミット後夜祭において、

感謝状と記念品（ミンサー織りのオリジナルペンケ

ース）を贈呈した。

ハンドブック

感謝状

ペンケース
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沖縄じょうほう館、ホテルインフォメーションに

ついては、本来の通訳業務についてある程度の活動

機会があり、ほとんどのボランティアが満足してい

た。空港からホテル間のシャトルバスやプレスツア

ー等配置場所によっては、活動の機会が少なかった

が、少ないなりに中味の濃い活動ができたとの声が

多かった。

ボランティアから寄せられた感想を見ると、全体

として、「６ヶ月の研修及びサミットを体験したこ

とは、有意義であった。また、語学力の大切さはも

とより沖縄を知る良い機会となった。これからの沖

縄の国際化や国際会議などで協力したい」との声が

大部分であった。

なお、県では、これらボランティアを引き続き登

録し、今後の国際会議などに活動していただく予定

にしている。

（２）接遇、環境美化、一般ボランティア

（ア）接遇ボランティアのサービスとして沖縄伝統

のブクブク茶と日本古来の茶の湯による呈茶

サービス及び生け花の展示サービスを実施し

た。生け花については、国際メディアセンタ

ー（IMC）、那覇空港及び首脳宿泊ホテルの

うち希望のある７つのホテルにおいて展示し

た。呈茶サービスは、沖縄じょうほう館（名

護市民会館中ホール）ではブクブク茶を那覇

空港（ウェルカムホール）では茶の場による

呈茶サービスを実施した。

（イ）環境美化ボランティアは、環境美化部会のも

とで活動した。なお、１月からサミットまで

の間、３回のクリーンアップ大作戦を展開す

る予定であったが、１回目（１月23日）の参

加者が30,454人、２回目（５月14日）の参加

者が50,698人となり盛り上がりをみせた。し

かし、最終の３回目は７月９日（日）を予定

していたが雨天のため中止をした団体が多か

ったが、それでも17,700人の方に参加してい

ただいた。（詳細は環境美化事業関連の項目

を参照）

（ウ）一般ボランティアは、名護市の21世紀の森で

開催したオープニングフェスティバル（７月

21日）の場内整理に30人程度活動していただ

いた。

空港での茶の湯サービス

地域安全県民協力会による交通整理
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サミットは、その開催に当たり各国首脳の警護の

ため、厳重な警備体制や交通規制が行われ、県民生

活や経済活動が少なからず制約を受けることになる

ことから、サミットの成功のためには県民の理解と

協力が不可欠であった。他方、サミットの開催は、

世界中の目が沖縄に集中することから、沖縄の情報

を世界に発信する絶好の機会となった。

このため、サミットの広報は県民の理解と協力を

求める「県民広報」と沖縄を世界にアピールする

「情報発信」の二つの体系で進めた。

県民広報事業では、サミット開催の概要や意義を

主に県民を対象に広報誌の発行、ポスター、パンフ

レットの配布、メディア告知、ＰＲキャンペーンを

実施するなどの広報活動を行い、情報発信事業では、

ホームページの開設、沖縄紹介パンフレット、Ｃ

Ｄ－ＲOＭの作成、海外新聞広告などにより沖縄の

情報を世界に向けて発信した。

また、内外の報道関係者の取材に対応し、情報提

供や便宜供与などの支援活動を行うとともに、サミ

ット期間中は、空港、ホテルなど各所へのインフォ

メーションデスクの設置、国際メディアセンターで

の沖縄情報の発信、プレスへの各種サービスを行っ

た。

10 広報関係

サミットの広報について�

１　沖縄サミット成功�
　　に向けた広報目標�

（県民広報事業）�

（情報発信事業）�

２　目標達成に向けた�
　　広報戦略�

３　広報項目・ポイント� ４　広報方法�

県民の理解と協力
を得る�

県民への情報提供�

沖縄を世界にアピ
ールする� 沖縄情報の発信�

歓迎ムードの盛り
上げ�

・サミット開催意義の啓発�
・警備に関する情報提供及び
協力依頼�
・会議開催状況の情報提供�
・参加国（Ｇ８）の情報提供�

・サミットの沖縄開催をアピ
ール�
・平和、基地問題を発信�
・美しい自然、独特の歴史、
文化を発信�
・優れた投資環境を発信�
・観光リゾート地、国際コン
ベンション都市としての優
位性を発信�

・サミット開催の周知�
・サミット開催のイメージア
ップ�
・サミット歓迎気運の盛り上
げ�

・パブリシティ�
・パンフレット、広報誌の作成�
・インターネットを活用した発信�

・県外、海外プレスへの広報�
・開催前プレスツアーの実施�
・県外、海外向けポスター、パン
フレット、CD-ROM等の作成�
・国内外新聞への記事広告�
・県外、海外向けインターネット
を活用した発信�
・その他�

・シンボルマーク、ロゴ、標語の
作成�
・ポスターの作成�
・歓迎バナー（横断幕、懸垂幕、
ノボリ等）の作成�
・歓迎グッズの作成�
・広告出稿（テレビ、新聞、その
他）�
・キャンペーンの実施�
・その他�
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（１）県民広報事業

県民広報事業では、標語、ポスターの一般公募に

より県民の参加意識を高めるとともに、広報誌の全

世帯配布や新聞、テレビ、ラジオの活用により、サ

ミットの概要、サミットが沖縄で開催される意義や

メリットを県民にわかりやすく伝えるとともに、警

備の情報なども正確にきめ細かく伝え、できるだけ

県民生活への支障が生じないよう努めた。

あわせて、様々な広報グッズを作成し、歓迎気運

の醸成を図った。

九州・沖縄サミット首脳会合の広報啓発活動を

展開するに当たり、「県民参加型サミット」を目

指す観点から標語、ポスターを一般公募した。

喜名朝駿さん（那覇市）

黒島幸恵さん（あげな中学校）

池間由貴さん（那覇高校）

東濱萌さん（小禄中学校）

瑞慶覧章子さん（南風原中学校）



関連事業概要90

（ア）標語の公募・選定

・募集期間　平成11年8月16日～9月10日

・応募総数　1,320点

大人の部 706点、子供の部614点

・入選作品決定　平成11年９月21日

・入選作品

以上２点の作品に加え、サミット誘致の際から使

用している標語「世界の目を沖縄へ　沖縄の心を世

界へ」の３点をサミット標語として広報活動に活用

した。

（イ）ポスターの公募・選定

サミット標語を決定後、それを使用したポス

ターを一般公募した。

・募集期間　平成11年９月27日～10月29日

・応募作品　228点

・入選作品決定　平成11年11月16日

・最優秀作品

（ア）サミット通信の発行

サミットの概要、開催の意義、関係団体の取

り組み状況などサミットに関する情報を総合的

に紹介する「サミット通信」を平成11年12月か

ら開催直前まで６回にわたって発行した。

県民にサミットの概要やサミット開催の意義

などについて周知を図り、サミット開催に対す

る県民の理解と協力を得るためには、広報誌を

各家庭に配布することが最も効果的な広報手段

であるとの認識から、市町村の協力を得て県内

44万世帯に配布した。

ａ掲載内容

・県内の各分野で活躍する若手著名人のイン

タビュー

・サミット開催に関する情報

・市町村の取り組み状況の紹介

・サミット参加国の紹介

・サミットＱ＆Ａ

・事務局からのお知らせ

ｂ発行状況

・規　　格　Ａ４版６ページ

・発行部数　445,000部

・発行回数　６回

第１号　平成11年12月24日発行

第２号　平成12年１月24日発行

第３号　平成12年２月24日発行

第４号　平成12年４月24日発行

第５号　平成12年５月24日発行

第６号　平成12年６月24日発行

ｃ配布状況

・配布先　県内全世帯（443,338世帯）

・配布方法

市町村の協力を得て配布した。各市町村

（大人の部）

「ひろげよう　サミット迎える　笑顔の輪」

福岡県北九州市　江島昭雄（72歳）

（子供の部）

「サミットを　世界平和の　かけはしに」

糸満市立光洋小学校６年　三浦貴志（12歳）

「ひろげよう　サミット迎える　笑顔の輪」

瑞慶覧章子 14歳 南風原中学校（南風原町）

池間　由貴 16歳 那覇高等学校（那覇市）

「サミットを　世界平和の　かけはしに」

黒島幸恵 14歳 あげな中学校（具志川市）

「世界の目を沖縄へ　沖縄の心を世界へ」

東濱　萌 15歳 小禄中学校（那覇市）

喜名朝駿 48歳（那覇市）
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では自治会等を通じて当該市町村の広報誌

への折り込みなどの方法で配布してもらっ

た。

（イ）ポスター・パンフレット類の作成

サミットの概要や意義を県民へ周知を図るた

め、各種ポスター、パンフレットなどの印刷物

を作成し、配布した。

教材用ポスターは、県教育委員会の協力を得

て学校現場でのサミットの教材として作成・配

布した。

（ウ）ビデオの作成

サミットの概要や地元の役割などを「サミッ

ト博士と助手」の会話を通して、わかりやすく

説明するビデオを制作し、県下の小中学校に配

布した。

種　　　別� 数　量� 作成時期�内　　　　　　容�
ポスター�
q教材用ポスター�
�
�
�
�
wサミットポスター�
e交通規制ポスター�
�
パンフレットver１�
パンフレットver２�
�
リーフレット�

�
11,400枚�

�
�
�
�

5,500枚�
1,000枚�

�
13,000部�
14,000部�

�
50,000部�

�
2,150枚�
2,350枚�
2,350枚�
2,400枚�
2,150枚�

�
幼稚園用�
小学校低学年用�
小学校高学年用�
中学生用�
高校生用�
５種類（公募）�
�
�
サミットの概要、意義、県民会議の取り組み�
ver１の改訂版�
�
一般県民向け普及版�

�
11年10月�
�
�
�
�
11年12月�
12年６月�
�
11年８月�
12年３月�
�
11年12月�

種　　　類� 数　量� 作成時期�内　　　　　　容�
県民広報ビデオ� 15分、600本� サミットの概要、小中学生向け� 12年３月�

サミット通信

パンフレット

リーフレット 広報ビデオ
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テレビ、ラジオ、新聞などのメディアを活用して

広報活動を行った。

（ア）テレビ

平成12年１月から３月まで、県内の各界で活

躍する若手の方々にサミット開催の意義につい

て語ってもらうインタビュー形式の番組「サミ

ットもりあげ隊」を毎週製作し放送した。

４月以降は、県内民放３局にそれぞれサミッ

ト広報の番組を企画してもらい放送した。

５月からは、サミット歓迎気運の醸成を図る

「サミット世界のマスコミ編」と「交通総量抑

制に御協力を編」の15秒スポットＣＭを作成し、

放送した。

種　　　別� 放送時期・回数・放送局�番組名� 放送時間�
サミットもりあげ隊
（毎週製作）�
�
�
�
サミットもりあげ隊
スペシャル��
チャンプルな感じ�
サミットコーナー��
ランチョンサミット�
��
サミット子供�
フェスティバル��
サミット特集番組�
（万国津梁新時代）��
2編�

５分�
�
�
�
�

60分�
�
�

３分�
�
�

30分��
30分�
��

110分�
��

15秒�

12年1月～3月�
　毎週月曜から金曜��
12年1月～3月�
　毎週金曜日��
12年3月25日�
��
12年4月～7月�
　毎週木曜日　19:00～19:45��
12年4月～7月�
　月2回　日曜日12:30～12:55��
12年5月4日�
��
12年7月17日～23日�
16:00～17:50��
12年5月～7月�
琉球放送�
沖縄テレビ�
琉球朝日放送�

琉球放送�
��
沖縄テレビ�
��
琉球放送�
��
琉球放送�
��
琉球朝日放送�
��
沖縄テレビ�
��
琉球放送�

64回��
13回�
��

1回�
��

17回�
��

8回�
��

1回�
��

7回�
��
�

105回�
90回�
75回�

委託番組�

放送提供�

スポットCM

種　　　別� 放送時期・回数・放送局�番組名� 放送時間�
サミットもりあげ隊
（毎週製作）��
サミットもりあげ隊�
特別番組��
サミット特集�
THE SUMMIT WEEK

５分�
��

３時間�
��
�

20秒�

12年1月～3月�
　毎週月曜から金曜��
12年3月17日�
��
12年7月10日～20日�

琉球放送�
ラジオ沖縄��
琉球放送�
��
琉球放送�
ラジオ沖縄�

64回��
1回�
��

27回�

委託番組�

放送提供�

（イ）ラジオ

平成11年１月から３月までは、テレビと同じ

内容の番組を放送した。４月からは20秒のサミ

ットラジオスポット（テレビスポットのラジオ

版）と毎週日曜日のプロ野球ナイター中継番組

で20秒のスポット情報を放送した。サミット直

前の７月からは放送局製作のサミット情報番組

「THE SUMMIT WEEK」を放送した。
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（ウ）新聞

沖縄タイムス、琉球新報の県内２紙に月１回、

サミット関連の広告「サミットかわら版」を同

時掲載した。

平成11年12月から平成12年３月までの４回

は、テレビ、ラジオとのメディアミックスで県

内の各界で活躍する若手の方々にサミット開催

の意義について語ってもらうインタビュー形式

の内容とした。平成12年4月からの3回は、プレ

イベントの開催状況などをはじめ、サミット開

催にかかる様々な情報を県民に知らせる内容と

した。

（エ）マルチビジョン（大型街頭スクリーン）

マルチビジョンでスポットCMを放送しサミ

ットに対する県民の理解と協力を訴えた。

種　　　別� 掲　載　紙�掲載日、数量�
広告掲載� 沖縄タイムス、琉球新報�11年12月30日　朝刊　９段　フルカラー�

12年１月30日　朝刊　12段　モノクロ�
12年２月29日　朝刊　12段　モノクロ�
12年３月31日　朝刊　12段　モノクロ�
12年５月14日　朝刊　９段　フルカラー�
12年６月11日　朝刊　９段　フルカラー�
12年７月20日　朝刊　９段　フルカラー�

種　　　別� 放送時期・回数� 備　　考�番組名� 放送時間�
サミットもりあげ隊
　オリジナルCM��
テレビCM ２編�

60秒�
��

15秒�

12年1月～3月�
　　　　3,177回��
12年5月～7月�
　　　　6,415回�

マルチビジョン�
　パレット前�
　空港ホール�

スポットCM

（エ）街頭テレビ（マルチビジョン）�

種　　　別� 放送時期・回数・放送局�番組名� 放送時間�
サミットラジオスポ
ットCM（2編）�
�
��
ROKゴールデンナ
イターCM

20秒�
�
�
��

20秒�

12年4月～7月�
琉球放送�
ラジオ沖縄�
エフエム沖縄��
12年4月～7月�
　毎週日曜日�

�
�
�
��
ラジオ沖縄�

240回�
240回�
240回��
10回�

スポットCM
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（ア）ＰＲキャンペーン

サミット開催の意義の周知と歓迎気運の醸成

を図るため、節目節目にＰＲキャンペーンを行

った。

種　　　別� 内　　　　　容�

1年前イベント�

期　　日� 場　　　所�

11年7月21日� 県庁１Ｆ�
　県民ホール�

サミットバス�
出発式�

12年1月5日� 県庁正面玄関�

“美ら島 沖縄”�
サミットクリーンアップ�
大作戦出発式�
サミットPRキャンペーン�

12年1月23日� 那覇市�
パレット久茂地�
前広場�

100日前�
　イベント�

12年4月12日� 那覇市�
パレット久茂地�
前広場�

サミットを１年後に控え、県民挙げて準備に本格
的に取り組んで行くことをアピールするため、残
暦板点灯式を挙行し、本番までのカウントダウン
を開始した�

サミット開催の年を迎え、サミットの周知を図り
サミットに対する県民の理解と協力を得ることを
目的に路線バスの車体を活用した広告媒体として
サミットバスを運行した。�
※サミットバス（那覇～名護線）�
　１台×４ヶ月�

サミット開催に向けた環境美化活動の一環として
全県的に実施された「クリーンアップ大作戦」の
出発式を行うとともに、サミット周知のためのＰ
Ｒキャンペーンを行った�

サミット100日前のイベントとして、カウントダ
ウンボード除幕式、ミニライブ、サミットパネル
展、ラジオ生中継リレーを行った�

サミット開催１年前（平成11年７月21日）残暦板点灯式

サミットバス出発式

100日前イベント～ネーネーズミニライブ
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（イ）国旗、歓迎バナー、広報グッズなど

サミット開催の歓迎気運の醸成を図るため、

数カ所に参加国の国旗を掲揚するとともに、那

覇空港から那覇市中心部の国道、県道に歓迎バ

ナーを設置した。

また、様々な広報グッズを作成し、各方面に

配布した。

サミットコーナー（於：産業まつり）

スタッフジャンパー

名刺台紙

卓上国旗ステッカー

記念バッジ

←シール

種　　類� 数　　量� 内　　　　　容� 時　　期�
参加国国旗設置�５ヶ所� 11年12月�

歓迎バナー� 県道38本�
国道108本� 12年6月�

卓上国旗� 200セット� 11年11月�

県庁、東町会館、糸満市、宮古空港、県八重山支庁����国道や県道沿いの街灯に設置���
サミット参加国卓上国旗�

種　　類� 数　　量� 内　　　　　容� 時　　期�
スタッフジャンパー� 400着� 12年1月�

名刺台紙� 6,000箱� 12年1月�

12年1月�

12年1月�

12年7月�

サミットシール� 5,000枚�

ステッカー� 24,000枚�

記念バッジ� 20,000個�

ロゴマーク入り��
ポスター図柄ほか10デザイン��
ロゴマーク、ポスター図柄　小中学生配布用��
タクシー等貼付用、３種類��
ロゴマークデザイン�
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（ウ）イメージソング

サミット推進県民会議の広報イメージソング

として、「語やびら」（作詞・作曲　知名定男、

唄・ネーネーズ）を使用した。同ソングはテレ

ビ、ラジオの広報番組、県民会議主催のイベン

ト、各種キャンペーンで積極的に活用された。

また、九州・沖縄サミット公式イメージソン

グとして「NEVER  END」（作詞・作曲　小室

哲哉、唄・安室奈美恵）が使用され、サミット

社交行事「歓迎レセプション」で披露された。

（エ）イベントタイアップ

大琉球まつり王国、沖縄の産業まつり等の県

内主要イベントにサミットコーナーを設置し、

サミットの告知と歓迎気運を盛り上げた。

（ア）制定

九州・沖縄サミット公式ロゴマークは、内閣

官房内閣広報官室において一般公募により制定

された。

ａ経過

・募集期間：平成11年８月６日～９月20日

・応募件数：5,570件

ｂ採用作品

（イ）使用承認

公式ロゴマークの使用承認は、外務省九州・

沖縄サミット準備事務局が行った。

公式ロゴマークは、九州・沖縄サミットに対

する理解と協力を高めるため、県内では多くの

団体が使用の承認を受け、それぞれの広報活動

に活用した。

本人コメント

明るさ、優しさ、おおらかさ、親しみ
やすさなど九州・沖縄のイメージをコン
セプトとし、太陽をモチーフとして表現
した。中央のブルーは海をイメージして
いる。まわりの赤い円は、参加国の情熱
である。

・作　　品：図
・作者氏名：知念秀幸
・都道府県：沖縄県
・年　　齢：46歳
・職　　業：グラフィック

デザイナー

種　　類� 数　　量� 内　　　　　容� 時　期�
イメージソング�
ＣＤ購入�

広報イメージ�
　　ソング製作�

ＣＤ�
　 　1,500枚��
カセットテープ�
　　　200本�
ＣＤ　500本�

12年7月�

12年3月�

公式イメージソング�
　　　「NEVER  END」��
オリジナル曲「語やびら」�

NEVER  END

語やびら
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（２）情報発信事業

サミット開催は、世界中に沖縄をアピールする絶

好の機会であることから、沖縄の米軍基地の現状や

県民の平和を愛する心、美しい自然、独特の歴史・

文化、優れた投資環境などを知って頂くための沖縄

情報発信事業を積極的に展開した。

事前広報として以下の事業を実施するとともに、

サミット期間中は、「沖縄じょうほう館」の設置に

よる沖縄紹介や、米軍基地視察コースなどからなる

「プレスツアー」を実施し沖縄のＰＲにつとめた。

平成11年11月に開設したサミットホームページで

は、サミット開催に向けての取り組み状況や、沖縄

の歴史、自然、文化などを幅広く取り上げた。概ね

月２回の更新を行い、最新情報の提供につとめた。

具体的な内容としては、沖縄の海、首里城、沖縄

の祝宴、沖縄の長寿と食、ホエールウォッチング、

エコツアー、スポーツアイランド沖縄、沖縄ミュー

ジック、空手、沖縄観光新世紀、沖縄の色と形（漆

器、ガラス、陶器、染物）、ぐすく（城）紀行など

の特集を計15回発信した。なお、発信に当たっては

動画と写真を多用した。

また、県外出身者や沖縄在住の外国人の沖縄の印

象や、サミットに対する意見なども紹介した。

サミット情報としては、サミット会場や関連施設

紹介、参加国紹介、サミットＱ＆Ａ、関連イベント

情報などを紹介した。

平成12年７月19日から24日までは、毎日県内の状

況や各国首脳の動き、サミット関連イベントなどの

日々の最新情報を発信した。

開設以来国内外から多くのアクセスがあり、サミ

ット終了時点で約95万件を記録した。

沖縄を紹介するパンフレットでは、沖縄の米軍基

地の状況や平和に関する取り組み、独特の歴史や美

しい自然などについて分かりやすく紹介した。

同パンフレットはプレスツアー参加者への配布、

各国政府機関、報道機関への事前配布などに積極的

に活用した。

このほか沖縄県庁各部局において沖縄の自然、伝

統文化、県産品ガイドブック、観光ガイドブック、

沖縄紹介パンフレット

サミットホームページ



歴史と文化といった様々な観点からのパンフレット

を作成し、沖縄への理解を深めるための資料として

活用した。

さらに、民間企業や団体からも資料やパンフレッ

トの提供があり、報道関係者への配布資料として活

用した。

沖縄紹介ＣＤ－ＲＯＭでは、沖縄の歴史、自然、

文化について、映像と音声、データベース、ＷＥＢ

サイトといった異なる媒体を体系的に結合させ、沖

縄に関するデータを主体的に引き出せるようにし

た。

沖縄の与那国島近海で発見された海底巨石群をテ

ーマにしたフィクションのドラマ内にポイントを設

け、ドラマの内容に応じて沖縄の情報を配置した。

動画データベースとして、沖縄の歴史、自然、文化

情報を始め、各分野における県内における専門家の

インタビューを収納した。

なお、各ポイントから沖縄を紹介するその他のＷ

ＥＢサイトへリンクを張り、より多くの沖縄情報の

提供につとめた。

海外新聞やテレビ、雑誌を活用した沖縄ＰＲにも

力を入れた。世界中に配信されているインターナシ

ョナル・ヘラルド・トリビューン紙（ＩＨＴ）、ニ

ューズウイーク誌、タイム誌における沖縄特集記事

やＣＮＮでの沖縄紹介広告などを実施した。また、

国内における英字紙ジャパンタイムズでも特集記事

を掲載した。

ＩＨＴでは、沖縄の歴史、自然、文化、基地問題

等について紙面１面を使いアピールした。ニューズ

ウイーク誌では、特に沖縄の観光地としての魅力を

中心にした構成を組んだ。タイム誌ではサミット直

前と期間中の２回に渡って、沖縄を様々な角度から

紹介した。特に、サミット期間中に発行された７月

24日号は、「基地・平和」および「経済」について

特集し、国際メディアセンター内で各国の報道関係

者に配布するとともに、各国政府代表団が宿泊する

ホテル他で配布した。

ジャパンタイムズ紙では、慰霊の日（6月23日）

の「沖縄全戦没者追悼式」における「平和宣言」英

訳文を掲載し沖縄の平和を求める姿勢をアピールす

るとともに、サミット直前の７月20日号では、沖縄

が目指す「メディア・アイランド」、「エコ・アイラ

ンド」、「ウェルネス・アイランド」産業の活性化を

アピールした。

国内新聞を活用した沖縄情報発信を積極的に展開

した。全国紙における沖縄特集記事の掲載や、国内

各メディアからの取材にも積極的に応じ沖縄をアピ

ールした。
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沖縄紹介CD-ROM
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インターナショナル
ヘラルドトリビューン紙

ニューズウィーク誌
（別刷版）

ジャパンタイムズ紙

タイム誌（7月10日号）タイム誌（7月10日号）

タイム誌（7月24日号）

朝日新聞（3月31日号）

西日本新聞（3月30日号）

毎日新聞（3月23日号）

読売新聞（1月1日号）

タ
イ
ム
誌
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海外における沖縄の知名度を高めるとともに将来

の観光誘客に効果をもたらすことを目的に、Ｂ２サ

イズのカラーポスターを作成し、各国報道関係機関

や日本大使館などに送付した。

また、海外観光客誘致先として期待の高いアジア

地域に、沖縄の観光地としての魅力とサミットが開

催される沖縄を紹介した（15秒間）。

アジア地域における沖縄観光ＰＲを目的に沖縄に

離発着便がある航空会社と香港、シンガポールの航

空会社を対象に、沖縄の自然と文化をアピールする

広告を掲載した。

海外向け向けポスター

国際線機内誌での広告



関連事業概要 101

○情報発信事業実施一覧�

項　　　目� 内　　　容� 数　量　等� 時　　期�
ホームページ�

ＣＤ－ＲＯＭ�

沖縄紹介パンフレット�

沖縄紹介ビデオ�

新聞・雑誌広告�

q読売新聞�

w毎日新聞�

e西日本新聞�

r朝日新聞�

tINTERNATIONAL�

　　HERALD  TRIBUNE�

yNEWSWEEK�

uJAPAN  TIMES�

iTIME

ポスター�

海外テレビ�

機内誌広告�

サミットに向けての取り組み�

沖縄全般紹介�

日・英�

沖縄の歴史、自然、文化�

日・英�

沖縄全般紹介�

日・英�

沖縄全般紹介�

全国版・特集記事�

全国版・特集記事�

西日本版・特集記事�

全国版・特集記事�

特集記事�

�

特集記事�

特集記事�

特集記事�

�

qAsiana  Airline�

wChina  Airline�

eCarhay  Pacific  Airline�

rSingapore  Airline�

tJapan  Airline

沖縄紹介カラー広告� １頁（16万部）�

〃　（６万部）�

〃　（27万部）�

〃　（24万部）�

〃　（32万部）�

沖縄紹介ポスター�

（Ｂ２サイズ）�

ＣＮＮコマーシャル�

（アジア向け）�

アクセス数�

約95万件�

月２回更新�

日・５千枚�

英・８千枚�

日・４千部�

英・４千部�

英・独�

５段�

８段�

５段�

２段1/2カラー�

１頁�

�

４頁�

１頁×２回�

２頁×２回�

500枚�

30秒・16回�

平成11年11月26日�

開設�

※7月19日～24日は�

　毎日更新�

平成12年３月�

平成12年３月�

平成12年６月更新�

平成11年７月�

平成12年３月�

平成11年�

1月1日�

3月24日�

3月30日�

3月31日�

3月17日�

�

3月13日�

6月24日、7月20日�

7月10日、24日�

平成12年６月�

平成12年�

　7月11～24日�

平成12年3月29～31日�

プレスブレーフィング�

　　　　　　　＆沖縄ナイト�

東京外国特派員協会� 約300名参加� 平成12年3月24日�

沖縄じょうほう館� 国際メディアセンターでの沖縄全般紹介� 約４千人参加� 平成12年7月19～24日�

７月号�

　〃�

　〃�

　〃�

　〃�

2000年�

プレスツアー�

q事前ツアー�

wサミット期間中ツアー�

在日海外特派員�

サミット取材国内外記者�

25名参加�

179名参加� 平成12年7月19～24日�

平成12年�



（３）プレス対応

九州・沖縄サミットは、我が国初の地方開催とな

ったこともあり、沖縄の置かれた状況や開催の準備

状況などに関して国内外から多くの報道関係者が事

前の取材に訪れた。サミット推進県民会議では情報

提供や便宜供与などの取材対応を行った。

（ア）県内・国内報道関係者取材対応

県内・国内の報道関係者に対して、沖縄県に

おけるサミット準備状況の説明、万国津梁館の

空撮写真など関係資料の提供、取材に関する情

報提供や便宜供与などの支援を行った。

（イ）海外報道関係者取材支援

ａ　海外マスコミ沖縄取材支援

外務省が実施した招聘事業で沖縄を訪問し

た海外マスコミの沖縄での取材を支援した。

サミット終了時までの間、20カ国、35件の取

材を支援した。

ｂ　プレスブリーフィング及び沖縄ナイト

平成12年３月24日に東京外国特派員協会

で、知事の講演および沖縄文化紹介を兼ねた

沖縄ナイトを開催した。約200名が参加して

行われた講演では、サミット開催に向けての

準備状況や、沖縄の米軍基地を巡る状況、沖

縄の歴史、沖縄の将来構想などについて紹介

した。

また、同日夜に開催された沖縄ナイトでは、

琉球舞踊の披露や琉球料理を紹介し、沖縄の

独特な文化を外国人記者にアピールした。
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日本外国特派員協会で講演する稲嶺知事

琉装姿で沖縄をＰＲ
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ｃ　在日外国人記者沖縄プレスツアー

３月29日から31日までの間、フォーリンプ

レスセンターの協力を得て、在日海外メディ

ア記者25名による沖縄プレスツアーを実施

し、サミット準備状況や米軍基地視察、平和

の礎などの平和関連施設の視察や県知事との

インタビューなどを実施した。

ｄ　G8及びEU文化ジャーナリスト沖縄ツアー

平成12年６月20日から24日まので間に国際

交流基金が主催したＧ８及びＥＵの文化ジャ

ーナリスト24名による沖縄ツアーを支援し

た。

期間中、沖縄の歴史や文化についての講演

や、県立芸術大学訪問、サミット関連施設の

視察などを実施した。また、県内文化関係者

との交流レセプションも開催された。

（ア）対応体制

サミットは、国が主催する国際会議であるこ

とから、サミットの公式日程に係る報道対応は、

外務省サミットプレス室が担当した。

公式日程以外の各国首脳等の個別日程（米国

大統領の平和の礎訪問をはじめ各国首脳と市町

村との交流行事など）については、県、各国報

道担当及び関係市町村が連携、協力して報道対

応に当たった。

組織体制としてサミットの実施体制である沖

縄県サミット協力本部の中に報道班を設置し、

県広報課を中心に25名体制で対応した。

・報道班　班長、副班長

報道総括担当 ４名

アメリカ担当 ５名

フランス担当 ２名

ロシア担当 ２名

カナダ担当 ２名

英国担当 ２名

ドイツ担当 ２名

イタリア担当 ２名

ＥＵ係 ２名

プレスツアーの知事会見

平和の礎などの平和関連施設の取材状況
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（イ）期間中の活動

ａ　インフォメーションデスクの設置

国内外から訪れるサミット関係者や報道関

係者などに沖縄に関する情報を提供するとと

もに、県民に向けてサミットに関する情報を

提供する窓口として沖縄インフォメーション

デスクを設置した。

・設置期間：７月19日（水）～24日（月）

・設置場所：

q那覇空港国内線ターミナル、国際線ター

ミナル

wパレット久茂地

e代表団・海外プレス宿泊ホテル（12ヶ所）

r国際メディアセンター（IMC）

t沖縄じょうほう館

yサミット体験館

ｂ　サミットコール

サミット直前及び期間中は、サミットに関

する県民等からの問い合わせが殺到する一

方、実施本部においても関係者との業務連絡

等に忙殺されることが予想された。

そのため、一般からの問い合わせ等に答え

るテレホンサービスとして、民間の情報サー

ビス提供事業者に委託して、「サミットコー

ル」を開設した。

サミットコールにおける情報提供は、qサ

ミットに対する一般的な情報、w期間中の行

事に関する情報などに限定しており、交通規

制などに関する問い合わせについては県警察

本部の交通情報センターの問い合わせダイヤ

ル案内し、関係者からの照会についてはサミ

ット実施本部へ転送した。

サミットコールの開設により期間中の電話

連絡の混雑の解消が出来た。

・開設期間　７月19日（水）～24日（月）

・開設時間　９：00～19：00

・設 置 数　６席

・問い合わせ件数　1,123件

パレット久茂地前インフォメーションデスク

代表団ホテル内インフォメーション
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ｃ　沖縄じょうほう館

７月19日から24日までの間、国際メディア

センター内に設置された沖縄じょうほう館で

は、インフォメーション、伝統工芸品実演・

展示コーナー、県産品販売コーナー、沖縄観

光コーナーの４コーナーを設置し、報道関係

者に沖縄をアピールした。

・インフォメーション

プレスキットや沖縄に関する様々な資料

の配付を行うと同時に、記念品として県内

のデザイナーのデザインによる「かりゆし

ウエア」の配布や県内企業から提供のあっ

た泡盛や健康食品などを配布した。

（イ）伝統工芸品実演・展示

紅型、首里織、壷屋焼、琉球漆器、喜如嘉の

芭蕉布、琉球絣の実演を行うとともに、「国指

定重要無形文化財（工芸技術の部）保持者」

（人間国宝）の作品展示を行った。

ａ　紅　　　　型 －－ 玉那覇有公氏

ｂ　首里花倉織 －－ 宮平初子氏

ｃ　読谷山花織 －－ 輿那嶺貞氏

ｄ　喜如嘉芭蕉布 －－ 平良敏子氏

ｅ　琉 球 陶 器 －－ 金城次郎氏

・県産品販売コーナー

1沖縄県物産公社による「わしたショッ

プ」を開店し、泡盛、ビール、黒糖製品、

沖縄じょうほう館全館

インフォメーションカウンター

人間国宝各氏の作品展示

芭蕉布（喜如嘉）の実演
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うこん茶などの健康食品、民芸品など約

500品目を販売した。

・沖縄観光コーナー

観光パネルの掲示やパンフレットの配布

を行うと同時にインターネットを活用した

観光情報発信を行った。

・プレスツアー

７月19日から24日までの間、国内外の報

道関係者に、沖縄の米軍基地の状況や平和

を求める心を知って頂くと同時に、沖縄の

素晴らしい観光施設、優れた投資環境をア

ピールするためプレスツアーを実施した。

期間中の参加者は次のとおり。

《米軍基地コース》

視察場所　普天間基地、嘉手納基地（いず

れも外部より）

参加者数　国内95名、海外19名　計114名

《平和施設コース》

視察場所　平和の礎、沖縄県平和記念資料

館

参加者数　国内11名、海外１名　計12名

《観光関連コース》

視察箇所　沖縄本島中南部主要観光施設

参加者数　国内16名、海外28名　計44名

《産業視察コース》

視察箇所　沖縄特別自由貿易地域

参加者数　国内７名、海外１名　計8名

合　計　国内129名、海外49名　計178名

普天間飛行場を視察するプレス関係者

プレスツアーバス発着所
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・プレスキット

国内外の報道関係者に沖縄を知って頂く

ために、プレスキットを配布した。

内容は以下の通り。

沖縄紹介パンフレット

沖縄紹介ＣＤ－ＲＯＭ

沖縄観光ガイドブック

沖縄の統計

プレスツアー案内書

記念バッジ

かりゆしウエア等記念品引換券

名護市ガイドブック

その他

沖縄情報満載の
プレスキット
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サミット開催に伴い、多くの県内企業から物品や

サービスの提供を受けた。

提供のあった物品は国際メディアセンター内のカ

フェテリヤや、沖縄じょうほう館などで使用された。

¡プレス提供記念品�
会社・団体名�

南都ワールド1

�
沖縄県酒造組合連合会�
1琉球バイオリソース開発�
2熱帯資源植物研究所�
�
北部製糖1

物品・サービス名�
リキュール酒�
「玉泉洞王国村」�
泡盛�
醗酵ウコン粒�
清涼飲料水�
ＥＭ－Ｘ（200cc）�
西表黒糖�

提供数量�
60本�
�

4,000本�
4,000個�
4,000本�

�
990袋�

¡カフェテリア活用品�
会社・団体名�

1沖縄ポッカ�
　　コーポレーション�
1仲善�
オリオンビール1�
1ホクガン�

物品・サービス名�
ソフトドリンク�
さんぴん茶�
うっちんドリンク�
茶願寿190g缶�
アルガイアドリンク�

提供数量�
800本�

�
1,000本�
500本�
2,000本�

¡沖縄じょうほう館での活用品�

会社・団体名�
2水耕八重岳�
沖縄県酒造組合連合会�
1琉球バイオリソース開発�
大塚ベバレッジ�
�
紅濱�
1ホクガン�

物品・サービス名�
ハイサイゴーヤー茶�
泡盛�
醗酵ウコンティーパック�
クリスタルガイザー�
リフレビィ（340ml）�
唐芙蓉�
アルガイヤドリンク�

提供数量�
7,000個�
100本�
1,000包�
720本�
360本�
1,000個�
1,000本�
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¡プレス輸送バス活用品�
会社・団体名�

1沖縄ポッカ�
コーポレーション�
1仲善�
オリオンビール1�
1ホクガン�
�
1沖縄コカ・コーラ�
　ボトリング�
1沖縄ペプシビジレッジ�
�
ぜいたく屋�
2まるひら製菓工場�
1オキコ�
2ファッション�
　キャンディー�
1沖縄コカ・コーラ�
　ボトリング�

物品・サービス名�
さんぴん茶�
�
うっちんドリンク�
茶願寿190ｇ缶�
アルガイヤドリンク�
冷蔵庫設置�
コカコーラ�
缶コーヒー�
ペプシコーラ�
缶コーヒー�
ちんすこう�
ちんすこう�
ミニ源氏紅いもパイ�
紅芋パイ饅頭�
�
冷蔵庫設置�
�

1,608本�
�

1,980本�
990本�
3,000本�
1台�

計2000本�
�

計2000本�
�

2,500袋�
2,500袋�
1,350個�
2,000個�

�
2台�

提供数量�



サミット関連事業については、サミット開催前、

期間中、開催後の事業に大別される。

事業の実施に際しては、県民が自然体でサミット

を迎えられるよう事業展開を図った。

サミット開催前においては、サミットへの気運盛

り上げやサミットに対する県民の理解と協力を得る

べく県民向けのフォーラムやＧ８各国の物産・文化

等を県民に紹介する「Ｇ８サミット文化フェスタ」

を開催するとともに、県外主要都市での「沖縄サミ

ットプレキャンペーン」の開催、さらに２１世紀を

担う小中高校生・ヤングリーダーを対象に、サミッ

ト開催という機会を活かしサミットに対する理解と

国際理解を深めてもらうために「子どもフェスティ

バル」、「小中学生サミット IN  OKINAWA」、「ヤン

グリーダーズ・サミット2000  IN  沖縄」、「G８高校

生サミット」及び「児童生徒文化作品展」等の関連

事業を行った。

また、全国で活躍している県出身アーティストに

よる音楽祭を開催し、多くの観客に感動と希望を与

えた。

サミット期間中においては、政府関係者やプレス

関係者を対象に前夜祭を開催し、沖縄の伝統芸能等

の多様な文化を鑑賞してもらうとともに、各国首脳

の空港、宿舎到着時の歓迎行事（出発時の見送り）、

首脳歓迎レセプションにおいてホスピタリティ溢れ

る歓迎をするとともに、各国首脳と県民代表の方々

との「ふれあい」の機会が実現できた。

また、首脳社交夕食会場において、紅型製作の実

演をはじめ、旗頭、古式行列、琉球舞踊を各国首脳

に披露し、沖縄の優れた伝統文化を鑑賞していただ

いた。

サミット最終日には、県内外の子供代表にＧ８議

長記者会見を傍聴してもらい、サミット公式行事の

雰囲気を実体験してもらうことにより、国際感覚の

涵養を図った。

サミット開催後は、「サミット後夜祭」を開催し、

文化行事や歓迎レセプションの際に演じられた伝統

文化芸能公演を再現し、一般県民やボランティア、

観光客等に披露した。

九州・沖縄サミットに関連して、市町村、関係機

関・団体および民間団体などで実施される各種事業

に対し「事業の共催等に関する取扱い要領」により

共催、後援した。
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11 事業関係



a サミット開催前の事業
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九州・沖縄サミット首脳会合関連事業一覧

事　　業　　名� 時　　期　　等� 場　　　　　所�

平成12年２月12日（第１回）�
　　　　３月19日（第２回）�
　　　　５月20日（第３回）�
　　　　６月17日（第４回）�
　　　　７月20日（第５回）�

九州・沖縄サミット�
　　　フォーラム（県内）�

1

2

3

4�

5�

6�

7�

8�

9�

10

パシフィックホテル沖縄�
沖縄県女性総合センター�
沖縄コンベンションセンター�
沖縄タイムスホール�
パシフィックホテル沖縄�

平成12年２月25日～27日（カナダ）�
　　　　３月３日～５日（イタリア）�
　　　　３月24日～26日（フランス）�
　　　　４月７日～９日（ドイツ）�
　　　　５月13日～14日（イギリス）�
　　　　５月26日～28日（アメリカ）�
　　　　７月１日　　　（ロシア）�

G８サミット・文化フェスタ�

南　風　原　町�
宜　野　座　村�
石　　垣　　市�
上　　野　　村�
北　　谷　　町�
沖　　縄　　市�
沖縄コンベンションセンター�

平成12年３月10日～12日�
　　　　４月27日～５月７日�
　　　　６月８日～14日�
　　　　６月14日～20日�

平成12年７月12日～16日�

　　　　６月20日～26日�

　　　　５月13日～15日�

　　　　５月４日～５日�

　　　　６月11日～15日�

　　　　６月４日�
�
平成12年４月３日�
平成12年３月１日～31日（第１陣）�
　　　　６月３日～24日（第２陣）�
　　　　６月26日～７月８日（第３陣）�
平成12年５月３日～４日�

沖縄サミット�
　プレキャンペーン（県外）�

サミット記念児童生徒文化作品展�

G８高校生サミット�

小中学生サミット in OKINAWA�

サミット子どもフェスティバル�

ヤングリーダーズサミット2000 in 沖縄�

サミットミュージックフェスト�

その他事業�
（1）G８教育大臣会合・フォーラム�
（2）沖縄芸能団海外公演�
�
�
（3）博多どんたく港まつり�

札　　　　　幌�
東　　　　　京�
大　　　　　阪�
福　　　　　岡�

沖縄コンベンションセンター�

　　　　　〃　　　　　　他�

県立武道館　他�

県総合運動公園�

沖縄コンベンションセンター他�

宜野湾海浜公園多目的広場　�

�
沖縄コンベンションセンター�
アメリカ・カナダ�
ロシア・フランス・イタリア�
イギリス・ドイツ�
福　　　　　岡�
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s サミット期間中の歓迎・交流事業

事　　業　　名� 時　　期　　等� 場　　　　　所�

サミットオープニングフェスティバル�
政府代表団・プレス歓迎レセプション�

4

1�

2�

3

平成12年７月21日�

平成12年７月20日～21日�

　　　　　〃�

平成12年７月22日�

空港歓迎�

宿舎到着時歓迎�

記念植樹�

21世紀の森公園�
（名　護　市）�

那覇空港�

首脳宿泊各宿舎�

万国津梁館芝生広場�

5�

6�

7�

8�

9�

10�

11�

12�

13

平成12年７月22日�

　　　　〃�

平成12年７月23日�

　　　　〃�

　　　　〃�

平成12年７月21日�

平成12年７月21日～23日�

�

中　　止�

首脳歓迎レセプション�

総理主催社交夕食会�

G８議長記者会見傍聴�

宿舎見送り�

空港見送り�

アメリカ・クリントン大統領「平和の礎」訪問�

市町村招へい事業�

記念品�

夫人プログラム�

ホテル日航那覇グランドキャッスル�

首里城（北殿）�

名護市民会館�

首脳宿泊各宿舎�

那覇空港・嘉手納基地�

糸満市摩文仁�

各市町村�

d サミット開催後の事業

事　　業　　名� 時　　期　　等� 場　　　　　所�

1 平成12年８月10日～11日�サミット後夜祭� 沖縄コンベンションセンター�
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（１）サミット開催前の事業

（ア）開催趣旨

九州・沖縄サミット首脳会合の沖縄開催に際

し、サミットにおいて、県民が何をすればよいか、

沖縄から発信すべきものは何か等について考えて

もらおうと「九州・沖縄サミットフォーラム」を

開催した。

フォーラムは、平成１２年２月から７月にかけ

て５回開催した。

（イ）事業概要

ａ　第１回九州・沖縄サミットフォーラム

・テーマ

平和沖縄の発信

・日　時

平成12年２月12日（土）

午後１時30分～４時

・場　所

パシフィックホテル沖縄

・主　催

沖縄県サミット推進県民会議

・共　催

琉球新報社、沖縄テレビ放送、ラジオ沖縄

・内　容

◯基調講演：アグネス・チャン（タレント）

「みんな地球に生きるひと」

◯パネルディスカッション

テーマ「平和沖縄の発信」

パネリスト

・牧野浩隆（沖縄県副知事）

・比嘉悦子（沖縄ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ館長）

・江上能義（琉球大学教授）

・高嶺朝一（琉球新報社編集局長）

コーディネーター

・前原信一（沖縄テレビキャスター）

フォーラムには約７００人が参加し、県民の

関心も高かった。講演者、パネリストからは、

国際情勢の解説を、サミット開催を機に沖縄か

らの平和発信の在り方についての提言があっ

た。

ｂ　第２回九州・沖縄サミットフォーラム

・テーマ

明日への飛翔

・日　時

平成12年３月19日（日）

午後２時～５時30分

・場　所

沖縄県女性総合センター「てぃるる」

・主　催

沖縄県サミット推進県民会議、沖縄タイムス

社

・後　援

沖縄県､福岡県､宮崎県､(社)沖縄県婦人連合

会

・内　容

◯基調講演：ジェームス・三木（脚本家）

「君の人生は輝いているか」

平和沖縄の発信（第１回サミットフォーラム）
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◯パネルディスカッション

テーマ「新･ミレニアムは男女共生の時代」

パネリスト

・稗田慶子（福岡県副知事）

・安室肇（沖縄県人材育成財団理事長）

・島仲ルミ子

（ｷｬﾘｱ･ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ･Ｇ主宰）

・山口俊郎（宮崎日日新聞社文化部次長）

コーディネーター

・見城美枝子

（エッセイスト･青森大学教授）

フォーラムには約５００人が参加。沖縄県・

福岡県・宮崎県のパネリストがそれぞれの地域

特性も踏まえつつ、２１世紀の男女共生の在り

方について提言があった。

ｃ　第３回九州・沖縄サミットフォーラム

・テーマ

沖縄からの発信～ｻﾐｯﾄとｼﾞｬｰﾅﾘｽﾞﾑ～

・日　時

平成12年５月20日（土）

午後１時30分～４時30分

・場　所

沖縄コンベンションセンター大会議棟

・主　催

沖縄県サミット推進県民会議

・共　催

琉球新報社、沖縄テレビ放送

・内　容

◯基調講演：田勢康弘

（日本経済新聞社論説副主幹）

「サミットと沖縄報道」

◯パネルディスカッション

テーマ

「沖縄からの発信～ｻﾐｯﾄとｼﾞｬｰﾅﾘｽﾞﾑ」

パネリスト

・ダグラス･Ｗ･ストラック

（ワシントンポスト東京支局長）

・Ｖ･ゴロヴニン

（イタル･タス通信社東京支局長）

・王大軍（新華社通信東京支社長）

・田勢康弘（日本経済新聞社論説副主幹）

・野里洋（琉球新報社論説委員長）

コーディネーター

・桂敬一

（東京情報大学経営情報学部教授）

フォーラムには約７００人が参加。講師、パ

ネリストからは、サミットを契機に沖縄から世

界に情報が発信されることは大きなメリットで

あるとの認識に立って、報道の在り方について

助言、提言がなされた。
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ｄ　第４回九州・沖縄サミットフォーラム

・テーマ

“万国津梁”が奏でる世界の平和

～沖縄発－アジアと信頼への架け橋～

・日　時

平成12年６月17日（土）

午後１時30分～４時15分

・場　所

沖縄タイムスホール

・主　催

沖縄県サミット推進県民会議、沖縄タイムス

社

・後　援

沖縄県、福岡県、宮崎県

・内　容

基調講演：嶌信彦（ジャーナリスト）

「九州・沖縄サミットでどう変わるのか

～世界・アジア・日本そして沖縄～」

トークショー

テーマ「人をステキと思う瞬間（とき）

～異文化交流を通して平和を考える～」

講演者：マリ・クリスティーヌ

（異文化コミュニケーター）

聞き手：小濱哲（名桜大学教授）

フォーラムには約４００名が参加。基調講演

では、沖縄の持っている場の力、包容力をもっ

と内外にアピールすべきだと主張。また、トー

クショーでは、国内外からたくさんの人に来て

もらえるように、航空路線や便数を増やすなど

の努力が必要等とのアドバイスがあった。

ｅ　第５回九州・沖縄サミットフォーラム

・テーマ

世界のてんぷすをめざせ！

～若者が考える沖縄の未来～

・日　時

平成12年７月20日（木）

午後１時～３時

・場　所

パシフィックホテル沖縄

・主　催

沖縄県サミット推進県民会議、沖縄タイムス

社

・共　催

沖縄県青年団協議会

・特別講演

講師：嶌信彦（ジャーナリスト）

「沖縄サミットから大好機時代へ」

・内　容

フォーラムには、約６００名が参加。講演の

あと講師とフロアとのディスカッションを行っ

た。講師からはサミットは九州・沖縄がアジア

の中心となる好機である、今後長い構想力をも

って行動していくことが重要との提言があっ

た。

嶌信彦氏の講演（第４回サミットフォーラム）
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サミット参加国の自然・文化・芸能等を県民に紹

介することにより、サミット参加国に対する理解を

深めてもらうことを目的に「G８サミット・文化フ

ェスタ」を開催した。

「G８サミット文化フェスタ」は、平成12年の２

月から７月にかけて、日本を除く７カ国の文化フェ

スタを開催した。英国展に英国王室のケント公爵が

出席、また、アメリカンフェスティバルにはフォー

リー駐日アメリカ大使が出席されるなど、各国政

府・大使館には全面的に協力をしていただき、充実

した内容となった。

フェスタには多くの県民が参加し、G８各国の物

産や伝統工芸、それに伝統芸能を楽しみながら、G

８各国に対する理解を深めることが出来た。

（ア）カナダ展

ａ　日　程

平成12年２月25日（金）～27日（日）

午前10時～午後６時

ｂ　会　場

南風原町中央公民館

ｃ　主　催

沖縄県サミット推進県民会議

ｄ　共　催

南風原町、琉球新報社

ｅ　後　援

カナダ大使館

ｆ　内　容

・物産コーナー

イヌイットやネイティブインディアンの伝

統的装飾品や生活用品、メイプルシロップ、

カナディアンウイスキー、サーモン等、カナ

ダ特産の食品を展示即売したほか、NHL

（アイスホッケー）オフィシャルグッズを展

示紹介した。

・観光コーナー

カナディアンロッキーやナイアガラの滝等

の観光地・名所旧跡の写真パネルやビデオを

紹介した。

・映画コーナー

「赤毛のアン」「木を植えた男」を上映した。

・講演会

県内在住のカナダ出身の方にカナダに関す

る講演をしてもらった。

qテーマ

「もっと知りたい！感動の大陸カナダ」

講演者：ダロ・リー・ドジャース氏

ハマウラ・シンシア氏

wテーマ

「カナダ人技術者から見た沖縄の長寿」

講演者：クレイグ・ウイルコックス氏

・サミットコーナー

サミットの概要を紹介するパネルやパンフ

レット、Ｇ８国旗等を展示した。

子どもたちに声をかけるマクドナルド駐日カナダ公使
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（イ）イタリア展

ａ　日　程

平成12年３月３日（金）～５日（日）

午前10時～午後６時

ｂ　会　場

宜野座村立中央公民館

ｃ　主　催

沖縄県サミット推進県民会議

ｄ　共　催

宜野座村、琉球新報社

ｅ　後　援

イタリア大使館

ｆ　内　容

・物産コーナー

ベネチアグラス、革製品等の伝統工芸品や

ワイン、パスタ、オリーブ油等のイタリア特

産の食品を展示即売した。

・観光コーナー

「真実の口」のレプリカを展示したほか、

ローマ、ナポリ、フィレンツェ等の観光地や

名所旧跡を、写真パネルやビデオで紹介した。

・映画コーナー

「ベニスに死す」を上映した。

・講演会

県内在住のイタリア出身の方にイタリアに

関する講演をしてもらった。

テーマ：

「もっと知りたい！感動の大陸カナダ」

講演者：ダロ・リー・ドジャース氏

・芸能紹介

県内音楽家（嵩原奈月氏、前田留美氏、高

江洲章氏）によるイタリア音楽演奏会「カン

ターレ・イタリアーノ（イタリアの歌）」を

催した。

・サミットコーナー

サミットの概要を紹介するパネルやパンフ

レット、Ｇ８国旗等を展示した。

（ウ）フランス展

ａ　日　程

平成12年３月24日（金）～26日（日）

午前10時～午後６時

ｂ　会　場

石垣市民会館

ｃ　主　催

沖縄県サミット推進県民会議

ｄ　共　催

石垣市、琉球新報社

ｅ　後　援

フランス大使館

ｆ　内　容

・物産コーナー

香水、ブランドネクタイやフランスパン、

マドレーヌ、ワイン等のフランス製品を展示

即売した。

・観光コーナー

会場内に高さ４メートルのエッフェル塔の

模型を展示したほか、会場入り口には凱旋門

のかたどったアーチを設置して雰囲気を盛り

上げた。また、フランス各地の観光地や名所

宜野座村で行われたイタリア展
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ークダンスを披露した。

・サミットコーナー

サミットの概要を紹介するパネルやパンフ

レット、Ｇ８国旗等を展示した。

（オ）英国展

ａ　日　程

平成12年５月13日（土）～14日（日）

午前10時～午後６時

ｂ　会　場

北谷町屋内運動場

ｃ　主　催

沖縄県サミット推進県民会議

ｄ　共　催

北谷町、沖縄サミット北谷町企画推進会議、

琉球新報社

ｅ　後　援

英国大使館

ｆ　内　容

・物産コーナー

スコッチウイスキー、ハロッズの紅茶、ジ

ャム、クッキー等の英国特産の食料品、英国

製の紳士服、婦人服、王室御用達食器、ガー

デニング用品、それにローバー等英国車を展

示即売した。

・観光コーナー

バッキンガム宮殿等の観光地や名所旧跡

を、写真パネルやビデオで紹介した。

・芸能紹介

県内在住の英国人のグループがミニミュー

ジカル（「キャッツ」「007」「ジョセフ」）や

スコティッシュダンスを紹介した。

・サミットコーナー

サミットの概要を紹介するパネルやパンフ

レット、Ｇ８国旗等を展示した。

ドイツの古城を模した上野村ドイツ村での
開催は、シュレーダー首相を招聘する大き
な力となった

県内音楽家による「ドイツ音楽の夕べ」

英国展テープカット（北谷町）

ケント公爵をお迎えして、北谷町で開かれた英国展
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（カ）アメリカンフェスティバル

ａ　日　程

平成12年５月26日（金）～28日（日）

午前10時～午後8時（26日は正午～午後8時）

ｂ　会　場

沖縄市民会館、コリンザ、中央ﾊﾟｰｸｱﾍﾞﾆｭｰ

ｃ　主　催

沖縄県サミット推進県民会議

ｄ　共　催

沖縄市、沖縄市サミット推進市民会議、ア

メリカ総領事館、アメリカ歓迎準備委員会、

琉球新報社

ｅ　後　援

アメリカ大使館

ｆ　内　容

・物産コーナー

アメリカ製電化製品、コーラ、アイスクリ

ーム、ビール、菓子等の食料品、キッチンバ

ス用品、アウトドア用品を展示即売したほか、

リンカーン、キャデラック等の米国車を展示

紹介した。

・観光コーナー

各州の観光地や名所旧跡を、写真パネルや

ビデオで紹介したほか、NASAの協力による

宇宙展を催した。

・映画コーナー

アカデミー短編ドキュメンタリー賞受賞作

「パーソナルズ」を上映し、監督の伊比恵子

氏に講演をしてもらった。

・講演会及び演奏会

ＮＡＳＡ元宇宙飛行士チャールズ・F・ボ

ールデンJr氏の特別講演会を催した。また、

講演会と同時にアメリカ海兵隊ブラスバンド

「MEFバンド」の演奏会を行った。

また、沖縄県ロック協会と沖縄ＪＡＺＺ協

会による「ＪＡＺＺ＆ロックコンサート」を

催したほか、沖縄市内の子ども達による「子

ども芸能フェスティバル」を催した。

・芸能紹介

米国人小学校ボブ・ホープ小学校合唱団に

よる合唱、県内在の米国人によるハワイアン

ダンス、ラインダンスを紹介した。

・サミットコーナー

サミットの全容を紹介するパネルやパンフ

レット、Ｇ８国旗等を展示した。

沖縄市で開催されたアメリカンフェスティバル

フォーリー駐日アメリカ大使をお招きしての記念撮影（アメリカ
ンフェスティバル）
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（キ）ロシア民族芸能公演

ａ　日　程

平成12年７月１日（土）

午後２時、６時30分の２回公演

ｂ　会　場

沖縄コンベンションセンター劇場

ｃ　主　催

沖縄県サミット推進県民会議、琉球新報社

ｄ　共　催

具志川市、本部町

ｅ　後　援

ロシア大使館

ｆ　内　容

・ロシア民族芸能公演

ウラジオストックのロシア民族芸能団「ロ

シア民族アンサンブル・オリジナル」を招聘

し、ロシア民族芸能の舞踊、演奏公演を催し

た。

〈演目〉

トロイカ、ヴォルガの舟歌、赤いサラファ

ン、アムール河の波、他

・物産コーナー

ロシアの伝統工芸品のマトリョーシカ（人

形）プラトーク（布）等やロシア民族音楽の

CD等を展示即売した。

・サミットコーナー

サミットの概要を紹介するパネルやパンフ

レット、Ｇ８国旗等を展示した。

沖縄コンベンションセンター劇場ではロシア民族芸能団の公演
が多くの聴衆を魅了した
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九州・沖縄サミット首脳会合の沖縄開催について

全国主要都市で広くアピールするとともに、サミッ

トを機会に沖縄から世界に発信される沖縄独特の文

化や美しい自然等について、写真パネル・工芸品等

の展示や伝統芸能の披露等を通して県外の人々に紹

介した。

プレキャンペーンは、札幌、東京、大阪、福岡の

４都市で実施した。

（ア）「沖縄文化フェスタ２０００」札幌

ａ　日　時

（ａ）パネル展

平成12年３月３日（金）～７日（火）

（ｂ）沖縄文化フェスタ２０００

平成12年３月10日（金）～12日（日）

ｂ　会　場

（ａ）パネル展

札幌市大通地下街オーロラタウン特設会

場

（ｂ）沖縄文化フェスタ２０００

サッポロファクトリー・アトリウム広場

ｃ　主　催

沖縄県サミット推進県民会議

ｄ　後　援

外務省、北海道、札幌

ｅ　内　容

九州・沖縄サミットへの理解を深めて頂く

とともに首脳会合の開かれる沖縄県に関心を

寄せて頂くため物産、工芸品、伝統芸能、観

光パネル展を実施した。

また、地元のテレビ、新聞も取り上げるな

ど大盛況であった。

（イ）「沖縄の自然と文化へのいざない」東京

ａ　日　時

平成12年４月27日（木）

～５月７日（日）

午前10時～午後５時

ｂ　場　所

ＮＨＫスタジオパーク「パークギャラリー」

（ＮＨＫ放送センター）

ｃ　主　催

沖縄県サミット推進県民会議、ＮＨＫ沖縄

放送局

ｄ　後　援

那覇市

ｅ　内　容

大塚勝久氏の写真による沖縄の美しい自然

の紹介や歴史紹介のパネル、人間国宝の工芸

品の展示を主に行った。

海老沢NHK会長や稲嶺知事などによるテープカット
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また、同時期にＮＨＫ主催の「ＢＳデジタ

ル博覧会」の会場において、沖縄の物産紹介

コーナーを設置するとともにステージでは、

琉球舞踊、エイサーを披露した。

また、ＮＨＫのご好意により当日の模様を

全国放送で取り上げて頂き首脳会合の沖縄開

催の意義を発信した。

開催期間中は、７万１千人余の来場があり、

首脳会合の沖縄開催の意義を十分発揮するこ

とできた。

（ウ）「沖縄文化フェスタ２０００」大阪

ａ　日　時

平成12年６月８日（木）～14日（水）

午前10時～午後８時

（14日は午後5時まで）

ｂ　会　場

阪神百貨店（大阪市北区）

ｃ　主　催

沖縄県サミット推進県民会議

ｄ　内　容

当該フェスタは、沖縄県と（株）沖縄県物

産公社の主催事業「めんそーれ沖縄味と技展」

とタイアップして実施した。会場は連日多く

の人であふれ、沖縄の伝統文化を楽しんでも

らうとともに、サミットへの関心と理解の促

進に大きな効果があった。

・サミットコーナー

サミットを紹介するパネルやＧ８国旗等の

サミット関連品の展示やサミット関連のパン

フレットを配布し、Ｇ８サミット首脳会合の

沖縄開催をアピールした。

・芸能紹介コーナー

百貨店の１階ホールで琉球舞踊の実演や三

線ライブを行ったほか、夜は屋上のビアガー

デンで三線ミニライブとエイサーの実演を行

い、沖縄の伝統芸能を生で楽しんでもらった。

・沖縄の物産展示即売コーナー

黒糖菓子・海産物・農産物・健康食品・泡

盛等、沖縄の特産品や染織物・陶器・琉球ガ

ラス等の伝統工芸品の展示即売を行った。

・観光コーナー

ポスター、ビデオ、パンフレットなどで沖

縄の美しい自然や文化を紹介した。

・実演コーナー

本マグロの解体ショーや沖縄の食材を使っ

た料理の実演を行い試食をしてもらった。

（エ）「沖縄文化フェスタ２０００」福岡

ａ　日　時

平成12年６月14日（水）～20日（火）

午前10時～午後８時

（20日は午後5時まで）
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ｂ　会　場

博多井筒屋（福岡市博多区）

ｃ　主　催

沖縄県サミット推進県民会議

ｄ　内　容

沖縄県と（株）沖縄県物産公社の主催事業

である、沖縄の物産を紹介する「めんそーれ

沖縄味と技展」とタイアップして実施した。

初日はミス沖縄による記念品の配布を行い、

また、百貨店内の美術画廊で人間国宝の作品

の展示等を実施し、沖縄文化への関心を持っ

てもらうとともに、Ｇ８サミット首脳会合の

沖縄開催への関心と理解を深めてもらった。

・サミットコーナー

サミットを紹介するパネルやＧ８国旗等の

サミット関連品の展示やパンフレットを配布

し、Ｇ８サミット首脳会合の沖縄開催をアピ

ールした。

・芸能紹介コーナー

初日に博多駅のコンコースで琉球舞踊の実

演や三線ライブを行ったほか、翌日からは百

貨店の催事場で三線ミニライブとエイサーの

実演を行い、沖縄の伝統芸能を生で楽しんで

もらった。

・沖縄の物産展示即売コーナー

黒糖菓子・海産物・農産物・健康食品・泡

盛等、沖縄の特産品や染織物・陶器・琉球ガ

ラス等の伝統工芸品の展示即売を行った。

・観光コーナー

ポスター、ビデオ、パンフレットなどで沖

縄の美しい自然や文化を紹介した。

・実演コーナー

沖縄の食材を使った料理の実演を行い試食

をしてもらった。
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本県の児童生徒の文化作品展をとおして、世界に

平和と友好のメッセージを発信するとともに、学校

における国際理解教育や文化活動の活性化を図る。

また、特設授業をとおして、サミットの意義や参加

国の時事問題、歴史、文化等に対する理解を深めさ

せ、学習の成果を「文化作品展」で発表した。

（ア）経過と成果

県高等学校文化連盟を中心に、県中学校文化

連盟、県造形教育連盟、県内小学校文化活動関

係者及び県教育庁文化課職員で実行委員会を組

織し、各地区教育事務所、市町村教育委員会等

の協力を得て、県内の全校種、全学校に書写・

書道、図画・美術、作文、写真（高校のみ）作

品を募集し学校内での審査を経て14,481点の作

品が寄せられた。

実行委員では各部門毎に中央審査会を行い、

文部大臣賞をはじめとする上位入賞作品65点、

優秀賞520点、奨励賞997点、入選5,098点が選

考された。その内上位入賞作品65点に関しては、

最終選考会へ推薦された。最終選考会ではこれ

らを承認するとともに、参加国首脳に贈呈され

る「サミット特別賞」の審査を行い、贈呈作品

９点とそれぞれの作品の贈呈国を決定した。

作品展では「児童画沖縄特別企画展」実行委

員会の協力による世界の児童画300点及び県内

のアメリカンスクール生徒作品93点を一堂に展

示し、県内の児童生徒は、それぞれの国の色彩

感覚や観点の違いを比較し、鑑賞することがで

きた。

このような全校種にまたがる展示会は県内で

は過去に例が無く、今後の小、中、高、特殊学

校の連携に貢献するとともに学校における文化

活動の向上・発展に示唆を与えた。

（イ）オープニングセレモニー

吹奏楽演奏とダンス、放送部の司会進行など

学校における文化活動をできるだけ多く活用

し、展示会という動きのないイベントを、オー

プニングセレモニーをとおして児童生徒を全面

に出し、アトラクションを効果的に取り入れる

ことなどで、動きのある式典にすることができ

た。

小禄高等学校吹奏楽部による演奏とダンスで

セレモニーをもりあげた。

日英両語で司会進行。その隣りでは手話によ

る通訳が行われ、サミットに相応しい幕開けと

なった。司会はアメリカンスクール　クリステ

ィンハックさんと那覇国際高校の安次富貴子さ

ん。

日英両語での司会進行、手話による通訳も付いた

児童生徒が中心のオープニングセレモニー
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小学生代表による開催宣言、中学生代表による

開会宣言を行い、また、テープカットでは中央

に県内の小中高特殊学校代表の児童生徒及びア

メリカンスクール代表児童を配置するという通

常とは異なる方法をとり、児童生徒が中心の手

作りのセレモニーにすることができた。

オープニングセレモニーには約1,120名の児

童生徒及び来賓の方々が参加し、色々な文化活

動の場面を見ることができた。

（ウ）表彰式

儀式進行の方法、言葉使い、授与及び参加の

マナー等を学ぶ機会とするため、受賞者以外に

各学校の児童生徒会の代表者にも参加を呼びか

け実施した。

（エ）展示会

展示作品総数1,979点、入場者数は５日間で

9,512人。作品鑑賞をとおしてサミットに対す

る考え方や沖縄の文化を多くの人に伝えること

ができた。また、学校団体見学に伴う貸切バス

（延べ74台）をフル活用し、多くの児童生徒が

各校種、発達段階に応じた特徴や技術、観点の

違いを知る機会となり、今後の文化活動の活性

化に貢献できたものと考える。

（オ）参加国首脳への作品贈呈

平成12年７月22日那覇市内において開催され

た沖縄県サミット推進県民会議主催「九州・沖

縄サミット首脳国会合歓迎レセプション」にお

いてサミット特別賞受賞児童生徒が首脳を会場

で迎え、一人ひとりが作品（作品写真額）を手

渡した。児童生徒にとってこの体験は大切な思

い出となり、今後の大きな自信につながるもの

と思う。

展示作品を鑑賞する稲嶺知事
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平成12年６月20日から26日までの７日間の日程

で、宜野湾市の沖縄コンベンションセンターにおい

て「G8高校生サミット」（同サミット実行委員会主

催、総理府、外務省、沖縄県など後援）が「21世紀

の共生をめざして」をテーマに開催された。

（ア）目的

沖縄の豊かな自然の中でG8各国の高校生が交

流を通して、国際理解、国際平和友情と連帯を深

めながら、「平和」「環境」「経済」のそれぞれの

角度から意見交換を行い、若者ならではの純粋な

視点で、21世紀の世界像を展望する。

会議の内容は提言としてまとめ、G8サミット

の首脳に伝えるとともに、この事業や広報活動を

通じて、世界の幅広い層の人々に「九州・沖縄サ

ミット」についての知識や関心を高めさせる。

（イ）日程

・全体日程　平成12年６月20日（火）～27日（火）

・６月20日（火）歓迎レセプション

・６月21日（水）～23日（金）交流プログラム

・６月24日（土）分科会（平和、環境、経済）

・６月25日（日）本会議

（ウ）参加高校生

国内　沖縄、宮崎、福岡の３県３名ずつ　　

９名

海外　各国３名ずつ　　　　　　　　　21名

沖縄県内高校生　各高校３名ずつ　　 192名

在住外国人高校生　２高校３名ずつ　　６名

合計　228名

ａ　交流プログラム及び分科会・本会議

G8高校生サミットでは、会議だけでなく、高校

生同士のさまざまな触れ合いや交流が行われた。

（ａ）交流プログラム

G8サミット高校生代表団は、６月20日東京での

歓迎レセプションの後、翌日21日に沖縄入りしまし

た。

24日と25日の会議に先立ち、県内高校生の案内に

よって那覇市内の散策や高校を訪ねたり、座間味島

での自然体験を行うなど県内の高校生との交流を深

めた。

23日の「慰霊の日」は、平和祈念公園を訪ね、沖

縄全戦没者追悼式にも参加するとともに、平和祈念

堂、平和祈念資料館や首里城では、県内高校生の説

明のもと、沖縄特有の歴史と文化を学んだ。

（ｂ）会議（分科会・本会議）

討議参加代表者が勢ぞろい

活発な討議風景
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6月24日は分科会が、25日には本会議が行われ、

若者ならではの白熱した論議が交わされました。

6月24日の分科会は、日本国代表の沖縄、宮崎、

福岡と７カ国の代表計30人は「平和」「環境」「経済」

分科会に10人ずつに分かれ、各自のアイディアを発

表、討論した。

分科会のテーマは、次のとおり。

○平和分科会　「平和と紛争－私たちにできるこ

と」

○環境分科会　「環境破壊から地球をどう守る

か－私たちにできること」

○経済分科会　「豊かな暮らしをめざして－先進

国の役割と責任」

６月25日の本会議は、各分科会が取りまとめた提

案を基に、30人全員がいろいろな角度から意見を交

わした。また、本会議では、県内の高校生約200人

も参加し、フロアから活発な発言があるなど、会場

が一体となって論議が交わされた。

会議の様子は、テレビや新聞、インターネット等

を通じて、世界に発信された。

ｂ　提言

分科会と本会議で討議された内容は、次の提言文

としてまとめられ、森総理大臣を通して本番のサミ

ットに参加する各国首脳に伝えられた。

G8高校生サミットで、私たちは、実行可能

で効果が期待できる具体的な提言を世界に向け

て発信します。

私たちは望みます

１　「高校生グリーンデー」の創設を提言しま

す。

２　世界の高校生の交流を活発にします。これ

には各国政府の理解と支援を求めます。

私たちは求めます

３　世界規模の環境税の実施を求めます。

４　国連に平和パネル（紛争解決のための平和

助言者委員会）の創設を求めます。

５　発展途上国援助のための監視・評価システ

ムの創設を求めます。

21世紀は、私たち若者が主役です。私た

ちは、平和で明るく豊かな未来を創り上げ

るために、世代を越えて世界中の人々と手

を取り合い行動することを決意します。

（詳細は省略）

ｃ　事業の成果

（ａ）G8高校生サミットの取り組みや広報活動によ

って幅広い層の人々に高校生サミットだけでな

く、「九州・沖縄サミット」に対する理解と関

心を高めさせることができた。

（ｂ）本県で開催され、本県の多くの高校生が参加

する機会を得た。特に、パネリストや運営委員

として直接会議や運営に携わり、ホスピタリの

精神を培った。生徒にとって貴重な経験となっ

た。

アドバイザーを務めた有識者
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（ｃ）G8の高校生が相互に交流し、理解を深め合う

ことができ、これからの国際社会の中で生きて

いくための自信と誇りを高めることができた。

牧志公設市場見学

沖縄全戦没者追悼式へ参加

平和祈念資料館を見学
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（ア）目的（趣旨）

全国の小中学生の代表が一堂に会し、21世紀の

地球環境をテーマに討論を行い、環境問題に関す

る意識の高揚及び相互理解を図る。また、九州・

沖縄サミットについて理解を深め、その機運の醸

成を図る。

（イ）日程

第１部　５月13日（土）

「参加者の交流、体験活動」

第２部　５月14日（日）

「小中学生サミット IN  OKINAWA」

～21世紀の地球環境を考える～

第３部　５月15日（月）

「沖縄の自然・歴史・文化に触れる・

考える」～日本復帰28年間の沖縄～

（ウ）内容

ａ　第１部「体験・交流活動」……（５月13日）

・万国津梁館の見学

・国頭地区の児童生徒によるガイドのもと、慶

佐次川のマングローブを見学

・嘉陽小学校においてウミガメの放流活動と地

元児童生徒との交流の実施

ｂ　第２部「小中学生サミット in OKINAWA」

（５月14日）〔総人数3,500名〕

・基調提案・・・平良市立鏡原中学校３年生

下里佳苗

・各地からの報告

北海道、千葉県、滋賀県、広島県、福岡県、

宮崎県、沖縄県（名護市立東江小学校６年米

須清真君が自分や家族の実践を発表）

・討論

県内全ての市町村（251校）からのフロア

参加の児童生徒も参加

・サミット宣言

・総理大臣へのサミット宣言の手渡し

ｃ　第３部「沖縄の自然・歴史・文化等の見学」

（５月15日）

・平和祈念公園での糸満市の小中学生との交

流、平和の礎や平和祈念資料館の見学

・玉泉洞王国村でのエイサー、紅型、焼物、藍

染め等の体験学習、首里城の見学

・本島南部一円の自然観察

（エ）成果

ａ　九州・沖縄サミットの機運の醸成

事前のアイディア募集、標語やポスターの

募集、当日の参加等、県内の全ての学校で取

組が展開された。また多くの学校で、11月に

配布された「教材ポスター」等を活用して全

体集会や学年集会、学級指導などを通して児

童生徒への啓発が行われ、多くの児童生徒一

人一人がサミットについて考えることがで

基調講演を行う下里佳苗さん
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き、「九州・沖縄サミット」の機運の醸成に

つながった。

ｂ　環境問題に対する意識の高揚

環境問題についても多くの学校で、取組が

行われた。特設授業や集会、また学校内外の

美化活動を通して、意識の高揚を図ることが

できた。本番でも県内全地区の48校が、「パ

ネル発表」をした。この取組を通して、県内

児童生徒の環境問題についての意識の高揚が

図られ、教育的な効果があった。

ｃ　全国の児童生徒との相互交流が図れた。

手作りの名刺を活用して相互交流をした

り、歓迎レセプション、お別れバーベキュー

会などを通して、相互交流が図れた。また、

マングローブ見学やウミガメ放流を通して、

国頭地区中学生と、平和祈念公園では糸満市

の小中学生と交流をした。

ｄ　諸機関との連携

文部省や全国の都道府県教育委員会、県内

各市町村教育委員会、県内各小中学校との連

携ができ、短い取組期間ではあったが、発表

内容の質の高さや活発な討議であったと考え

る。

実際の植物を使って報告説明をする代表者

サミット宣言を森首相に手渡す谷、伊佐両君

会場参加者からも熱心な質疑がなされた
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（ア）目的（趣旨）

本県の子ども達に、外国の子ども達との交流や

外国の文化などに触れる機会を与え、国際人とし

ての夢と可能性を広げる場を演出することによ

り、サミットに対する理解の促進と機運の醸成を

図る。

（イ）内容

ａ開催期間

平成12年５月４日（木）・５日（金）

ｂ主　催

サミット子どもフェスティバル実行委員会

ｃ共　催

（財）沖縄県公園・スポーツ振興協会

ｄ後　援

文部省・外務省

ｅ内　容

aオープニング・舞台発表（ステージ広場）

特設ステージにおける伝統芸能やアメリカン

スクールの出演など

s展示発表（陸上競技場入り口）

沖縄文化の紹介や団体活動などをパネルによ

り紹介。

d体験コーナー（陸上競技場、郷土館、海の散

歩道、ユイ池）

各種のクラフトやアウトドアレジャー体験。

fスポーツの祭典（陸上競技場、レクドーム、

テニスコート、多目的広場）

ニューレクスポーツやレクリエーション。

gコンピュータ体験（県立教育センター）

サミット参加国とのインターネット交流体

験、コンピュータゲームなど。

hマーチングバンド（陸上競技場）

県内学校のマーチングバンドの演奏。

jサミット広場（陸上競技場前）

サミット紹介。国際色豊かな物産展示即売

kスペシャルプログラム

q有馬朗人前文部大臣「科学のふしぎ」

５月４・５日

世界的な科学者である有馬前文部大臣の実

験と講演をとおして、科学のふしぎに触れ科

学の楽しさを体験。

w伊達公子「チビっこテニス」

５月５日

午前・午後合わせて240人の子ども達が参

加してのテニス教室。ラケット片手にボール

を追いかけのびのびプレー。

子どもとともに「科学の実験」をする有馬前文部大臣

伊達公子さんのテニス教室
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e小谷実可子トークショー「海との出会い」

５月４日

イルカやマッコウ鯨と一緒に泳ぐ小谷さん

の映像を見ながらの楽しいトークショー。

イルカそして地球の環境全て大切なことを

学ぶ。

r東関親方（元関脇高見山）「相撲教室」

５月４日

日米の小学生から、高校生まで約230人が

参加し、四股（しこ）や鉄ぽう、すり足等の

基本練習やぶつかり稽古などを東席親方の手

ほどきで体験。

（ウ）成果

・実験教室「科学のふしぎ」などスペシャルプロ

グラムに文部省、国立博物館の支援・協力で大

変盛り上がった。

・米人学校の舞台発表やスポーツなどで深い交流

ができた。

・琉球大学、放送学習センター、国立科学博物館

九州国立青少年教育施設等の参加があり、連携

協力が得られた。

・社会教育関係団体や関係機関との連携協力によ

り、運営がスムーズであった。

・両日で105,000人の観客動員ができ盛り上がっ

た。

（エ）オープニングセレモニー

テープカットと同時に、西原高校のマーチングバ

ンドによるファンファーレが青空に向かって高らか

に響く。

左から東関親方、大城盛俊沖縄県公園・スポーツ

振興協会理事長、砂川朝信県教育委員会委員長

Steven  R.  Bloom 大平洋地域米国防省学校群沖縄地

区教育長、稲嶺惠一沖縄県知事（代理）、有馬朗人

前文部大臣、樋口修資文部省生涯学習局生涯学習振

興課長、翁長良盛県教育委員会教育長、小谷実可子

氏

東関親方からサインをもらうちびっこ関取り

有馬前文部大臣、東関親方、小谷実可子さんたちを迎えてテー
プカット

保育園、幼稚園の児童による、オープニングダンス
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Ｇ８サミット参加国及びアジア諸国の将来を担う

若者達が、相互理解と交流を深めるとともに、現実

の国際問題に関して討論等を通して相互理解と交流

を図ることを目的として開催され、県内外から33人

の若手指導者達が参加した。

（ア）開催日程

平成12年６月11日（日）～15日（木）

（イ）主催

沖縄県サミット推進県民会議、外務省、国際

交流基金

（ウ）開催場所

沖縄コンベンションセンター

（エ）会議テーマ

q全体テーマ「沖縄からの提言－平和と共生

の２１世紀の構築のために－」

w分科会テーマ

政治関連：「紛争解決に向けたＧ８，各地域的

枠組み及び国際連合の取り組み」

「平和な国際社会実現に向けた市民

社会の役割」

経済関連：「経済のグローバリゼーションの功

罪」

「２１世紀の地球環境問題と共生」

（オ）参加者（33名）

Ｇ８サミット参加国　８カ国×２名＝１６名

EU諸国７名　　アジア諸国５名　沖縄県５名

（カ）実施内容

ａ　プレディスカション

参加者は非公開のホームページ上で、参加者同

士のプレディスカッションを本番に先駆けて実施

した。

ｂ　県内視察（６月11，12日）

参加者は、１１日に糸満市の平和祈念公園、１

２日に首里城を視察した。

ｃ　ホームステイ（６月11日）

海外参加者は、県内の民間家庭に一泊二日でホ

ームステイをした。各参加者はそれぞれのホスト

ファミリー宅で歓迎を受け、沖縄の食文化等を体

験した。

ｄ　交流プログラム（６月12日）

全参加者は、沖縄県内の５大学・短期大学にお

いて実施された交流プログラムに参加した。

県内の各大学は「琉球語と文化の多様性」（沖縄

大学）などのテーマで独自のプログラムを実施し、

参加者は沖縄文化や歴史の受講や、琉球舞踊の鑑

賞を行った他、県内学生との親睦を深めた。

平和の礎の視察





関連事業概要136

（ア）開催趣旨

沖縄は、日本本土や中国大陸及び東南アジア諸

国との長い交流の歴史の中、独特の文化、生活様

式を育み特に音楽においては独自のものを創り上

げ、今日へと引き継いできた。このような伝統的

芸能文化により培われてきた県民の音楽に対する

感性や表現力には極めてユニークなものがあり、

それは今日の現代音楽においても遺憾なく発揮さ

れている。今、日本のミュージックシーンで活躍

するアーティストには多くの県出身者が含まれて

おり、中でも十代の若手アーティストの活躍は特

筆すべきものがある。

このように全国で活躍する多くの県出身アーテ

ィストにより沖縄から新しい文化創造のメッセー

ジを発信していくことは、若い世代を中心とした

沖縄県民に夢や希望を与えるものである。

この音楽祭は、若者を中心とした沖縄の人々が、

音楽を通じて日本と世界を結ぶ国際親善の架け橋

となりサミットを契機にして、沖縄が２１世紀に

向けて新たなる「万国津梁」として、文化交流の

拠点になっていくことを祈念して開催された。

（イ）事業概要

主　　催 沖縄県サミット推進県民会議

共　　催 宜野湾市サミット推進市民会議

後　　援 宜野湾市観光振興協会

琉球放送1

ＮＨＫ沖縄放送局

企画協力　1ライジングプロダクション

1ライジング沖縄

特別協力　日本航空

日本トランスオーシャン航空

協　　力　ＮＴＴドコモ沖縄

沖縄コカコーラボトリング

ＴＳＵＴＡＹＡ

琉球ダイハツ販売

ブルボン

開 催 日　平成12年６月４日（日）

開催時間　午後６時～午後９時

開催場所　宜野湾海浜公園内特設ステージ

入 場 料　無料（応募抽選方式）

入場客数　１２,０００人
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（ウ）開催結果

沖縄出身であり「沖縄サミットに協力できるの

であれば」とのご好意により当日ボランティアで

出演していただいた各出演者に対し稲嶺知事より

感謝状を贈呈した。

入場希望者については、県内だけにとどまらず

県外からも予想以上に多数の応募があり、最終的

に県内外総数約３０,０００通の応募者数になっ

た。

入場観客数については、上記応募総数より抽選

にて １２,０００人の当選とし、当選通知を返送

した。 当日は、当選者以外にも「直に各アーテ

ィストの曲を聴きたい」と会場外にファンが約

４,０００人詰めかけ、会場内及び周辺を合計す

ると約１６,０００人の観客数となった。又、会

場内外の救護、警備状況については、宜野湾市の

消防、警察関係者及び医師会の全面協力を得て、

特にけが人や警備上の混乱等もなく順調に行事を

終了した。

今回、開催趣旨に賛同いただいた県出身アーテ

ィストのご好意により、８グループ（総勢２２人）

による夢の舞台を実現することができた。

若い世代から最も注目されているアーティストた

ちからの熱いメッセージを通して、県民参加型の

沖縄サミットの成功に向けた気運の醸成が図られ

た。

（エ）出演者

ＭＡＸ

ＤＡ　ＰＵＭＰ

Folder５

稲嶺知事より出演者全員へ感謝状を贈呈
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地元沖縄での開催にステージと観客が一体になる

上原多香子 Hiro

オリビア

知念里奈

Eriko
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（ア）G8教育大臣会合・フォーラム

平成12年４月１日（土）から３日（月）にかけ

て、東京及び沖縄において初のG8教育大臣会

合・フォーラムが開催された。同会合は、平成11

年６月のケルン・サミットにおいて主要テーマの

一つとして教育問題が取り上げられたことから、

そのフォローアップを目的として我が国が開催を

提唱し、実現したものである。Ｇ８各国の教育担

当大臣及びユネスコOECDの代表が初めて一堂に

会し、Ｇ８各国が共通して直面する教育問題を中

心とする教育政策の討論を行った。

ａ　沖縄フォーラムの概要

東京におけるＧ８教育大臣会合に続き、４月３

日（月）にはＧ８教育大臣フォーラムが、宜野湾

市の沖縄コンベンションセンターにおいて、「人

類の共生・知性の時代に向けての教育―異文化の

相互理解と発展、一層の国際理解・国際親善の方

途について―」をテーマに開催された。

これは、グローバル化が進む中で教育はどのよ

うな理念を有し、その責任を果たすべきかについ

て意見交換を行い、今後の各国の協力体制の強化

へつなげていく目的で開催したものである。

フォーラムは、モデレーターとして劇作家、大

阪大学名誉教授、東亜大学長の山崎正和氏を迎え、

G8各国、EU、OECD、ユネスコからの代表のほ

か、森山眞弓元文部大臣、森田猛進琉球大学長に

参加いただき、県民に公開（フロアに約100名の

県関係者等が参加）して行われた。

フォーラムの進行は、沖縄県稲嶺知事のあいさ

つ、中曽根文部大臣からのG8教育大臣会合の報

告の後、モデレーターの山崎氏の司会進行の下、

森山元文部大臣、英国のブラックストン教育雇用

閣外大臣、米国のライリー教育長官の３名がリー

ドオフを行った。これに引き続き各国、機関等か

らのコメントが出され、「心の教育」、情報化への

対応、外国語教育、異文化理解教育など、各国の

社会状況を踏まえた活発な論議がなされた。その

後、回収したフロアからの意見に基づく討議を行

い、最後にモデレーターのまとめがなされ、閉会

した。

ｂ　G８教育大臣会合、フォーラム出席者

カナダ

ライル・オーバーグ　アルバータ州教育大臣

フランソワ・ルゴー　ケベック州教育大臣

フランス

グルドー・モンタニュー駐日大使

ドイツ

ケストナー駐日大使

イタリア

ジョバンニ・ポリドーロ政務次官

ロシア

スハノフ在日大使館一等書記官

イギリス

バロネス・ブラックストン閣外大臣

アメリカ

リチャード・ライリー長官

欧州連合（EU）

ヴァヴァアン・レディング委員

OECD

ヴァリー・マクゴ教育局次長

UNESCO

アレクスサンダ・ドラクスラー部長

日本

中曽根弘文文部大臣
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山崎正和　東亜大学学長（モデレーター）

森山眞弓　元文部大臣（リードオフ）

森田猛進　琉球大学学長

ｃ　生徒たちによる歓迎行事

フォーラム前日の４月２日（日）の晩、宜野湾

市のラグナガーデンホテルで沖縄県知事主催レセ

プションが開催され県立南風原高校の郷土文化コ

ースの生徒23名による郷土芸能のアトラクション

が繰り広げられ、会場を熱気で満たした。

４月３日（月）フォーラム当日の朝、宜野湾市

のコンベンションホールの会場入り口において、

地元の宜野湾市立大山小学校生50名による郷土芸

能エイサー太鼓の出迎えの演舞が行われ、G8の

各教育大臣らを熱烈に歓迎した。

会場入り口の周辺には、大山小学校の先生方を

はじめ多くの父母や地域の方々も馳せ参じ、生徒

たちの歓迎行事を見守るとともに、G8の各大臣

らを大きな拍手で出迎え、会場を熱気に包んだ。

４月３日（月）フォーラム終了後、Ｇ８教育大臣

らは那覇市の国指定名勝識名園を訪れた。園内に

入ると、琉球王朝時代の仕来りで中国の冊封使を

歓迎した路次楽の演奏の響きの中で御殿の庭に案

内された。そして、庭園では、那覇市立石田中学

校、県立美里工業高校、県立浦添高校の生徒19名

が古式の琉装でブクブク茶を献じた。各国の大臣

らは、池の中の六角楼で奏でられる琉球古典音楽

の調べのなか、英語で解説するブクブク茶の由来

に耳を傾け、一人一人ブクブク茶のお手前を受け、

柔らかい日差しの中お茶を楽しんだ。

県立南風原高校の生徒による郷土芸能の演舞

G８教育担当大臣及びEU、OECD、ユネスコ代表による教育大
臣フォーラム（2000年４月３日）

大山小学校生の歓迎エイサー太鼓の中を会場へ向かうG８教育大
臣ら

識名園でブクブク茶のもてなしを受ける各国大臣ら
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英国ブラックストン大臣の感想：若い皆さん

の踊りや演奏はとてもすばらしかった。特に観

客の参加を積極的に呼びかけていたのが印象的

でした。

ｄ　成果

◯　G8教育大臣会合及びフォーラムが東京・沖

縄県で開催されたことは、時代の移行期にあた

って教育が決定的に重要な役割を果たすという

共通認識のうえに立って各国の教育の諸課題が

討議され、教育改革の重要性が強調される一方、

「議長サマリー」でまとめられ、九州・沖縄サ

ミットにその主旨が反映され、さらに世界に発

信されるなど歴史的な意義ある催しとなった。

◯ 「変容する社会における教育面での挑戦」「生

涯教育と遠隔教育」「教育改革と情報通信技術」

「学生等の国際交流の推進」などの討議の内容

は、今日の日本の教育の在り方や改革に大きな

示唆を与えた。

◯　沖縄県でのG8教育大臣フォーラムにおいて

は、多くの生徒たちによる郷土色豊かな歓迎行

事などが催され、各国の教育大臣らを終始和や

かに歓待するとともに、相互のふれ合いの中で

生徒らに大きな感動と夢を与えた。

◯　九州・沖縄サミットにさきがけG8教育大臣

会合・フォーラムが開催されたことは、７月の

サミットへ向けての気運を高める好機となっ

た。
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（イ）沖縄芸能団海外（北米・欧州）公演

サミットを契機に沖縄芸能団を海外に派遣し、

沖縄の独特な文化をサミット参加国の人々に紹介

することにより、日本文化の多様性を世界にアピ

ールするとともにサミットに対する理解を深めて

もらうため、国際交流基金と共催で沖縄芸能団の

海外公演を実施した。

ａ　北米巡回公演（第１陣）

・派遣期間：平成１２年３月１日～３１日

・公演地 ：アメリカ（ニューヨーク、ワシン

トンDC、ロスアンジェルス）カナダ（トロ

ント、オタワ）

・演目構成：古典舞踊、雑踊り、創作舞踊

ｂ　欧州巡回公演（第２陣）

・派遣期間：平成１２年６月３日～２３日

・公演地 ：ロシア（モスクワ）、フランス（パ

リ）、イタリア（ローマ）

・演目構成：前半は、伝統的な島唄と民衆の暮

らしを表現した創作舞踊、後半は、島唄をベ

ースに沖縄ポップスの「ネーネーズ」の音楽

とエイサー舞踊

ｃ　欧州巡回公演（第３陣）

・派遣期間：平成１２年６月２６日～７月８日

・公演地：イギリス（ロンドン）、ドイツ（ベ

ルリン）

・演目構成：前半は古典舞踊（老人踊り、かせ

かけ）、後半は、組踊「万歳敵討」

ｄ　成　　果

各地とも大変好評でアンコール曲に合わせて舞

台に上がって踊る姿も多数見られた。格調高い古

典舞踊や現代音楽等沖縄の伝統芸能を披露するこ

とにより、日本文化の多様性を世界の方々に理解

して頂いた。
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（ウ）第39回「博多どんたく港まつり」サミット

どんたく隊

日本の祭りで最も伝統のある「博多どんたく港ま

つり」においてサミットの開催地である福岡県、宮

城県、沖縄県の三県で総勢350人規模で「サミット

どんたく隊」を編成し開催ムードを盛り上げるため

のパレードを実施した。

◯　概　要

・日　時

平成12年５月３日（水）

・会　場

福岡市内（どんたくステージ、パレード会場）

・主　催

福岡市民の祭り振興会

・協　力

沖縄県サミット推進県民会議、福岡県、宮崎

県

・内　容

「サミットどんたく隊」の福岡隊はサミッ

ト参加八カ国の留学生らが「G８」とプリン

トされたTシャツ姿で自国の旗をふりながら

行進、宮崎隊は青島臼太鼓踊りで行進した。

沖縄隊は西日本工業大学、九州女子大・短

大の学生56人で編成する「エイサー隊」で会

場を盛り上げた。
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（２）サミット期間中の歓迎・交流事業

（ア）趣旨

九州・沖縄サミット首脳会合開催に伴って沖縄

県を訪れる各国首脳等を沖縄らしいホスピタリテ

ィで温かくお迎えするとともに、県民が各国首脳

と触れ合う機会をつくる。

また、沖縄を訪れた各国首脳等に感謝の意を表

するため空港見送りを行った。

（イ）空港歓迎

ａ　お迎えの方法

各国首脳の専用機が到着した際に沖縄県各界

の代表はじめエイサー演舞者、琉装の女性等に

よるお出迎えを行った。

ｂ　お出迎えの際の役割

知事他県代表者（約４名）

レシービングラインの最前列でお出迎えし

た。

県民の代表　　（30名）

レシービングラインの２列目以降で到着国

と日本国の小旗を振ってお出迎えした。（各

国毎に県民の代表を入れ替えるため、県立武

道館に集合しシャトルバスにて移動した。）

エイサー演舞者（20名）

最後方でエイサー演舞によるお出迎え。

琉装の女性　　（１名）

首脳が夫人を伴って到着した場合に最前列に

て花束を夫人に差し上げた。

ｃ　お出迎え日時（首脳到着時刻）

平成12年７月20日（木）

午前９時20分～午後11時30分

平成12年７月21日（金）

午前11時30分～午後４時

ｄ　お出迎えの場所

那覇空港旧ターミナルビル東側の空港制限区域

内（55～56番スポット）
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（ウ）空港お見送り

ａ　お見送りの方法

各国首脳は多忙であり、また個別日程等によ

り空港への到着時刻は刻々と変化するため、出

発に際しては、知事他県代表者及びサミット関

係者のみでのお見送りとなった。

ｂ　お見送りの際の役割

・知事他県代表者（約4名）

レシービングラインの最前列でお見送りを行

った。（空港制限区域内に設営されたＶＩＰル

ームで待機し、各国首脳が到着する直前にレシ

ービングラインに並ぶ。）

・その他サミット関係者

県代表者の後方に並び拍手でお見送りを行っ

た。

ｃ　お見送り日時（首脳出発時刻）

平成12年7月23日（日）

午後４時30分～午後７時30分

ｄ　お見送りの場所

那覇空港旧ターミナルビル東側の空港制限区

域内（55～56番スポット）

アメリカ・クリントン大統領

フランス・シラク大統領

イギリス・ブレア首相

EU・プローディ委員長
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歓迎行事及び見送り行事は、過密なスケジュール

のため、県民と交流を行う機会が少ない各国首脳と

県民が直接ふれあい、県民による歓迎と感謝の気持

ちを表すことを目的として計画された。

（ア）宿舎での歓迎

ａ　実施日時

7月20日・21日

歓迎行事は、首脳が宿舎に到着する時刻に実

施するため、昼過ぎから夕刻までに行われた。

ただ、20日深夜に宿舎へ到着した森首相への

歓迎は、少人数の大人のみにて、また、同様に

20日夜に到着したイギリスのブレア首相および

EUのブローデイ委員長へ対する歓迎は、先方

の申し入れにより翌21日朝、宿舎出発前に行わ

れた。

アメリカの場合は、日程の都合上宿舎での歓

迎行事は中止となった。

ｂ　実施場所

各国首脳の宿舎にて、車寄せ付近からロビー

周辺にて行われた。

ｃ　参加者

G8各国首脳を迎えるにあたり、全県レベル

で歓迎の意を表するため、沖縄県が中心となっ

て「サミット参加各国歓迎準備委員会」が設置

された。

今回の宿舎での歓迎行事は、それぞれの国に

対して先の歓迎準備委員会の構成市町村を中心

に行った。

市町村の首長をはじめ、幼稚園から中学まで

の児童生徒を主要メンバーに、その引率の先生

方、婦人会、老人会から幅広い参加があり、

600名を越える県民が盛大に各国首脳を歓迎し

た。

ｄ　実施内容

首脳が宿舎に到着してから、宿舎内部に入り、

エレベータに入るまでの動線を3つの区間に分

け、それぞれの区間で次の歓迎班を構成した。

（ａ）車寄せ区間

小中学生を中心とした30～60名の屋外歓迎班

が、日章旗と歓迎国国旗を持って車寄せ付近の

歩道に整列して、首脳車列到着から首脳が宿舎

内に入るまで国旗を振り歓迎した。

（ｂ）玄関前区間

玄関前に敷かれている赤絨毯に沿って4～10

名が整列、首脳が専用車から下車し、絨毯の上

を通過する際、通訳から一人ひとり簡単な紹介

と首脳との握手が交わされた。

沖縄県、参加市町村から各1名ずつ、宿舎代

表者1～3名、その他歓迎国にゆかりのある方々

などが参列した。
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（ｃ）ロビー区間

その後、首脳がエレベータへ向かう途中、ロ

ビー等の比較的広い空間を利用し、小中学生20

～40名がエイサーや獅子舞等の歓迎催し物を披

露した。

ｅ　実施結果

G8首脳会合出席のため、沖縄を訪れる各国

首脳一行が、サミット期間中滞在する各宿舎へ

到着する際、それぞれの宿舎で、小中学生を中

心とした県民の代表が歓迎を行った。

暑い沖縄の夏にも負けない元気で、さわやか

なこどもたちのエイサーや獅子舞の歓迎に、各

国首脳も足を止め、にこやかにご覧になり、歓

迎終了後、こどもたち全員と握手をする首脳や、

お礼のキッスをする首脳も現れるなど、各宿舎

でなごやかな雰囲気のもとに、歓迎がおこなわ

れた。

こどもたちと世界の主要国首脳がふれあう機

会を設け、将来への大きな財産としてもらえる

よう、できるだけ多く参加してもらった。

当日は天候にも恵まれたこと、各国メディア

が多数参加したことにより、歓迎行事自体がた

いへん盛り上がりを見せた。

（イ）宿舎での見送り

ａ　実施日時

7月23日

見送り行事の実施時刻は、最終日の会合へ出

席する前に、宿舎をチェックアウトする首脳と、

会合終了後、いったん宿舎へ戻りその後にチェ

ックアウトする首脳がいらっしゃり、前者はイ

ギリスのプレア首相、ドイツのシュレーダー首

相で、それぞれ午前８時45分、午前９時20分に

実施された。また、後者は昼過ぎから始まり、

最終カナダは午後６時30分に終了した。

ｂ　実施場所

見送り行事は各宿舎車寄せ周辺にて、各国首

脳が宿舎玄関から出られて、専用車両に乗り込

む間に行われた。

ｃ　参加者

歓迎行事同様市町村の首長はじめ、幼稚園か

ら中学までの児童生徒を主要メンバーに、その

引率の先生方、婦人会、老人会から幅広い参加

があり、700名を越える県民が盛大に各国首脳

のお見送りを行った。

ｄ　実施内容

歓迎行事とは異なり、見送り行事は、首脳一

行が慌ただしく宿舎を出発するため、エイサー

などの催し物は一切行わず、手旗振りによる見

送りのみを実施した。

小中学生が中心となる60～90名の見送りメン

バーが、日章旗と歓迎国国旗を持って車寄せ付

近の歩道に整列して、首脳専用車両が出発する

まで国旗を振りお見送りした。

一方、アメリカの場合は、宿舎内にて300名
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規模の見送り式典が事前に計画されていた。

しかし、サミット期間中一時中断となっていた

中東和平交渉へクリントン大統領が再度出席す

るため、見送り式典は残念ながら急きょ中止と

なった。

しかしながら、宿舎での見送りに代わり、ク

リントン大統領が沖縄を出発する際、その出発

地であるアメリカ空軍嘉手納基地へ見送り式典

の参加予定者が招待された。

そこで、エイサーを演舞し、手旗を旗ってク

リントン大統領の離沖をお見送りした。

ｅ　実施結果

見送り行事に参加した県民全員が各国首脳を

直接目にし、お見送りをする機会を得ることが

できた。

また、すべての首脳が見送り行事参加者との

握手に応じ、こども達へ笑顔で言葉を掛けてく

れる首脳もおられた。

当日は天候にも恵まれたこと、各国メディア

が多数参加したことにより、見送り行事自体が

たいへん盛り上がりを見せた。

子どもたちの見送りを受けるクリントン大統領
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西暦2000年という節目の年に、G8主要国首脳会

合が沖縄県で開催されたことを記念して、その会場

となった万国津梁館において沖縄県の県木であるリ

ュウキュウマツが、稲嶺知事による案内のもと、各

国首脳たちの手により記念植樹された。

（ア）概要

・実施日時

７月22日　９時30分～９時40分

２日目の会合が開催される前の時間を利用

し、記念植樹が執り行われた。

・実施場所

万国津梁館中庭

・実施内容

記念植樹が開催された７月22日は、天候に

恵まれ、また、万国津梁館における数少ない

取材の機会とあって、各国メディアが多数参

加し、写真撮影のみならず、テレビによる生

中継も行われた。

その生中継の模様は、記念植樹開始前から

始まり、終始和やかな雰囲気の中、稲嶺県知

事のあいさつ、そして、各国首脳が交代しな

がら次々と植樹木へ土をかける様子の後、植

樹終了後の記念撮影までと余すことなく放映

された。

今回、各国首脳全員の手によって、リュウ

キュウマツの記念植樹が行われたことは、末

長く県民の思いでとなり、2000年サミットが

沖縄の地で開催されたことのモニュメントと

して県民に対する未来の大きな財産となっ

た。

午前９時00分

森首相の到着後、約３分おきに各国首相

が次々と万国津梁館へ到着し、ラウンジ棟

にて待機。

９時29分

首脳全員がラウンジ棟から植樹位置まで

移動。

９時30分

稲嶺県知事によるあいさつの後、森首相、

クリントン大統領の後、首脳全員が順々に

スコップを手に取り、盛り土の土を植樹木

の根元へかけた。

その後、植樹木を中心に、各国首相が一

列に整列し、記念撮影を行った。

９時40分

記念植樹が終り、各国首脳は、次の集合

写真撮影のため会議棟前へ移動。

（イ）作業経緯

初の地方開催となる九州・沖縄サミット首脳

会合が本県で開催されることを記念し、各国首

脳による植樹を万国津梁館にて県民会議主催に

より実施した。

なお、記念植樹の実施にあたっては、（社）

沖縄県造園建設業協会が、植樹木と植樹用スコ

ップの提供、植樹の準備及び事後の作業等の協

力を無償で行った。
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植樹者　　Ｇ８各国首脳及びＥＣ委員長、稲嶺

県知事

植樹木　　リュウキュウマツ

（高さ：１．８ｍ、枝張り：１．３ｍ）

（ウ）植樹木の選定

記念植樹に使用する樹種の選定は、本番当

日の５ヶ月前の４月初旬から開始された。

まず始めに、沖縄県を象徴する樹木８種を

選定、次に植樹木としての諸条件を勘案し、

それらを点数化した結果、最高得点を獲得し

たリュウキュウマツが植樹木として決定され

た。

そのほか、リュウキュウマツが昭和47年10

月にも沖縄県県木と告示されていることも評

価の対象となった。

（エ）市町村配布用苗木について

今回のサミットでは、多くの市町村が各国

首脳を招聘して県民と直接交流を図る様々な

ふれあい事業が各地で行われ、おおいな盛り

上がりをみせた。

その一環として、いくつかの市町村で記念

植樹が計画されていたが、首脳の日程上、い

ずれもその実施が危ぶまれていた。

そのため沖縄県は、市町村からの要望が多

かった記念植樹を万国津梁館において実施

し、その場に配置しておいた苗木を各市町村

に配布、そしてサミットが終了した後に、各

市町村が独自に記念植樹を行うことを提案し

た。

実際、万国津梁館で記念植樹が実施された

後、次の苗木が各市町村に配布された。

リュウキュウマツ：沖縄市、南部圏域

クロキ：名護市、恩納村

フクギ：本部町

ツツジ：宜野座村

「記念植樹」知事あいさつ

皆様ようこそ沖縄へおいで下さいました。

ただ今、ご紹介頂いた沖縄県知事の稲嶺でご

ざいます。

わたしたち沖縄県民は、皆様においで頂き、

サミットが沖縄で開催されたことを大きな誇り

と考えております。

このことを記念し、末永く県民の思い出とす

るために、皆様に県を代表する樹木であるリュ

ウキュウマツを植えていただきたいと存じま

す。

わたしたちは、この木が未来への財産として、

大きく成長するよう大切に育ててまいります。

よろしくお願いします。
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記念植樹位置図
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２０００年というミレニアムの年に日本初の地方

開催となる「九州・沖縄サミット首脳会合」の沖縄

開催は、世界の目が沖縄に集中し、沖縄文化の多様

性を世界に発信する絶好の機会である。

沖縄県サミット推進県民会議では、各国の首脳だ

けでなく多くの政府代表団やプレス関係者に歓迎の

意を表するとともに沖縄県民の温かい心を伝えるた

め、一般の方々も参加できる歓迎交流イベントを実

施した。

（ア）実施日時

平成12年７月21日（日）

・「サミット・オープニング御万人

カチャーシーフェスティバル」

第１部　午後５時～午後７時

第２部　午後７時20分～午後10時50分

・「政府代表団・プレス関係者歓迎レセプ

ション」

午後７時～午後９時

（イ）実施場所

２１世紀の森公園（名護市）

（ウ）主催：沖縄県サミット推進県民会議

共催：名護サミット推進市民会議

（エ）実施内容

ａ　「サミット・オープニング

御万人カチャーシーフェスティバル」

各国政府代表団及びプレス関係者をご招待

し、海岸沿いにライトアップした特設ステージ

で琉球舞踊、エイサー、県内外のアーティスト

のショー等を鑑賞して頂くとともに一般参加の

県民とも交流して頂いた。

なお、イベントの企画・演出については、映

画「ナビィの恋」の中江祐司監督の協力により

実施された。

会場：21世紀の森公園（参考　別紙ゾーニング）

出演団体

司会　玉城デニー、冨田めぐみ

qオープニング「かぎやで風」

名護市文化協会　

w琉球古典芸能「四つ竹」

e「マミドーマ」

美少女舞踊集団　花やから

r「稲しり節」

tオペラ「カルメン」 麗アンサンブル・

yオペラ「セビ・ジャーナス」

富原千智フラメンコスクール

会場でしばしのくつろぎに笑顔がこぼれる知事夫妻と石川副知事

海に迫り出した舞台がエネルギーのるつぼとなる



関連事業概要154

u合唱「上を向いて歩こう」

名護市少年少女合唱団・シルバー女声コ

ーラス白ゆり

i沖縄メドレー　沖縄ジャズ協会

o「ジャンピング　アット　ザ　ウッドサ

イド」

!0「娘じんとよー」 我如古よりこ

!1「生きかえり節」 照屋林助

!2「国頭サバクイ」 東村川田区成人会

!3「鳩間節」 勤王流祥吉乃会

!4「クイチャー」

国吉源次と新城クイチャー相好会

!5空手・古武道演武

沖縄伝統空手古武道保存会文武館

（社）全沖縄古武道連盟

玉城流翔節皓涼会

沖縄空手道連盟

!6９カ国対抗ハーリー競技

qオープニング「世乞い」

渡嘉敷三男・吉田妙子・宮城能葵琉舞研

修所

南風原小学校の子供たち

w獅子舞

具志川獅子舞保存会・兼箇段獅子舞保存

会・江洲獅子舞保存会・伊礼獅子舞保存

会・小那覇獅子舞保存会・中城村津波伝

統芸能保存会

e棒術　今帰仁村今泊棒術獅子舞保存会

r「シニーグ」

本部町具志堅シニーグ保存会

t組踊り「執心鐘入り」

親泊本流・親扇会

yライブ

「月の真昼間」 大島保克

「イラヨイ月夜浜」

「ぼくらのクラブ」

白百合クラブ＆大島保克

「サンフランシスコのチャイナタウン」

uライブ

「サマータイム」

与世山澄子＆香村英史トリオ

「ホワット　ア　リトル　ムーンライト

キャンドル」

iエイサー　沖縄市園田青年会

勝連町平敷屋青年会

oトーク

早坂好恵・川満聡・肥後克広

!0ライブ

「ロックンロール・メドレー」

カッちゃん＆ジャックナスティ

「ロックオンベイビー」

!1奄美の民謡メドレー　坪山豊

!2沖縄民謡「白雲節」 大城美佐子

!3宮古民謡「トーガニーアヤグ」

国吉源次

!4八重山民謡「野トウバラーマ」

山里勇吉

!5沖縄民謡「沖縄をかえせ」

山里勇吉

!6「サミット音頭」 河内家菊水丸

!7ライブ　　　　　　上々颱風

!8トーク　　　　　　平良トミ、平良進

!9御万人カチャーシー（サミットどーい）

登川誠仁と琉球民謡登川流研究保存会
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ｂ　「政府代表団・プレス関係者歓迎レセプショ

ン」

同会場を一部制限し、沖縄県サミット推進県

民会議の会員等約800名を招待し政府代表団・

プレス関係者の歓迎レセプションを実施した。

なお、県内各団体から寄贈して頂いた沖縄の

特産品をアレンジしたメニューでおもてなしを

した。

会場：野外ステージ（21世紀の森公園内）

時間：午後７時～午後９時

ｃ　輸送手段

（ａ）「サミット・オープニング御万人カチャー

シーフェスティバル」

会場である21世紀の森は、プレスセンターに

近接しているため、一般来場者に対して自家用

車でのご来場を遠慮して頂いた。

ただし、宜野湾市の宜野湾港埋立地（コンベ

ンションセンター斜め向かい）と沖縄市の総合

運動公園から会場付近までバスによる送迎を実

施した。

・宜野湾港埋立地～会場付近

バス40台による送迎

・総合運動公園～会場付近

バス20台による送迎

（ｂ）「政府代表団・プレス関係者歓迎レセプシ

ョン」

特別招待者については、混乱をきたさないよ

うに一般招待者とは別に発着場を設置し、宜野

湾港埋立地から会場付近までバスによる送迎を

実施した。

・宜野湾港埋立地～会場付近　バス10台

（ｃ）「出演団体の輸送」

出演団体も同様に、当日、自家用車での来場

をお断りし、宜野湾港埋立地から名桜大学まで

直接又は県民会議の用意するバスにて集合して

頂いた。名桜大学からは、一定の人数が集まり

次第会場付近まで送迎した。

（ｄ）「会場でのバス発着場」

会場が、国際メディアセンターに隣接してい

るため、周辺には送迎バスの駐停車スペースの

確保が厳しかったが、民間の営業所等からサミ

ットの成功にと敷地の一部を駐停車場所として

提供して頂いた。

ｄ　救護体制

出演者並びに来場者が多数予想されたことか

ら、サミットの救急体制とは別に医療等の救急

体制を手配した。

当日は、会場内に救護施設を設け、沖縄県医

師会から派遣された医師２人、看護婦２人を配

大民謡デレゲーション

沖縄の味で歓待
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置し、後方支援として名護消防署に協力の依頼

をした。

ｅ　告知の方法

事業の周知を図るべく、直前に県庁記者会見

室で一部の出演者による記者会見を行った。

また、県民への告知として県の広報番組など

マスメディアを利用したほかチラシ及びポスタ

ーを作成して広報活動を行った。

政府代表団やプレス関係者に対してはホテル

のインフォメーションコーナー並びにプレスセ

ンター等で日本語と英語によるチラシで周知し

た。

ｆ　ボランティアの活用

（ａ）一般ボランティア

一般ボランティアは、宜野湾市から会場まで

の輸送業務及び会場の整理や進行係の補助業務

を行って頂いた。

（ｂ）通訳ボランティア

通訳ボランティアは、「政府代表団・プレス

関係者歓迎レセプション」の会場を一部制限し

ている関係もあり、制限区域境界線での入退場

の際における入場許可証（記者証の確認等）の

確認作業や会場内で通訳業務を行って頂いた。

（オ）実施結果

県外からもサミットホームページを見て参加

して頂く方がいるなど、１万５千人余の来場者

があった。

フィナーレでは会場内の全ての人で「サミッ

トの成功を願い」カチャーシーを舞い大盛況の

うちに無事終了した。

また、イベントの模様は、マスメディアを通

じて全国中継された。
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会場レイアウト図
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首脳会合第２日目の夜、沖縄県サミット推進県民

会議主催の歓迎レセプションを開催した。

このレセプションは、九州・沖縄サミット首脳会

合の開催にあたり本県を訪れる各国首脳を温かくも

てなし歓迎の意を表するとともに県民の代表との交

流の場を持っていただくこと、及び各国首脳に沖縄

の伝統文化を堪能していただくことを目的として開

催した。

これまで我が国で開催されたサミットにおいて、

このような住民との交流行事は例がなかったが、首

里城での社交夕食会の前に各国首脳にレセプション

会場へ「立ち寄っていただく」という形をとること

により、社交行事の一環として位置づけられ実現し

た。

（ア）実施日時

平成12年７月22日（土）

午後６時45分～午後８時30分

（イ）実施場所

ホテル日航那覇グランドキャッスル「首里の間」

（那覇市首里山川町）

（ウ）主催

沖縄県サミット推進県民会議

（エ）招待者

381名

（オ）実施内容

ａ　琉装でのお出迎え

各国首脳が順次到着する際、沖縄らしい雰囲

気を演出するため、知事とともに琉装の男女が

会場の車寄せ付近で出迎えた。

琉装の男女については、県教育委員会から県

内の高校生の男女を推薦していただいた。

ｂ　古典音楽の演奏（ロビー）

車寄せから「首里の間」入り口までのロビー

に仮設ステージを設営し、厳かな雰囲気の古典

音楽の演奏で各国首脳をお迎えした。

ロビーでの演奏は、会場内のスピーカーに接

続し、会場のBGMとして放送した。

ｃ　サイン

会場内の入り口付近にステージ及びサイン台

を設置し、各国首脳に記念のサインをして頂い

た。

クリントン大統領を迎える稲嶺知事

シラク大統領と握手をかわす稲嶺知事
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ｄ　記念品・花束の贈呈

サインの後、県内の小中高校生を対象に実施

した「サミット記念児童生徒文化作品展」の美

術作品部門の優秀作品を、制作者本人から各国

首脳へ贈呈した。また、作文部門で入賞した生

徒が、花束を贈呈した。

なお、森総理大臣夫妻の入場後、各国首脳が

到着する前に、小渕前総理夫人が特別ゲストと

して入場した。小渕前総理夫人には、森総理か

ら2000円札が贈呈された。

小渕前総理夫人への二千円日本銀行券

贈呈の際の総理御発言

e 県民との交流

全首脳が到着するまでの間、会場後方の懇談

スペースにて、各国首脳と県民の代表の方々と

の懇談が行なわれた。

ｆ　歓迎の挨拶

全首脳が到着し、会場前方の着席位置へ移動

した後、稲嶺知事が歓迎の挨拶を行った。

なお、挨拶は日本語で行い、各国首脳の同行

通訳が同時通訳した。

主要国首脳歓迎レセプション・主催者挨拶
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ｇ　泡盛での乾杯

歓迎挨拶の後、伊良皆県議会議長の発声によ

り、泡盛で乾杯を行った。

乾杯の音頭

ｈ　古典舞踊の披露

沖縄の格調高い古典舞踊を披露した。

（演目：「かせかけ」「貫花」）
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ｉ　サミットイメージソングの披露

小室哲哉氏、安室奈美恵さんらによるサミッ

トイメージソング「Never End」が披露された。

ｊ　空手演武の披露

県内各流派、会派が空手演武５手を披露した。

ｋ　お見送り

ロビーでは、知事夫妻とともに琉装の高校生

と文化作品及び花束を贈呈した子供たちが整列

し、各国首脳をお見送りした。

（カ）実施までの取組み

ａ　招待者の選定

・県内招待者の選考にあたっては、沖縄県の政

界、財界の代表のほか、青年会、婦人会、老

人クラブ等、老若男女の代表及び教育、福祉

等の分野で地域社会に貢献している方々の代

表も含め、県民各層の代表をバランスよく招

待する。

・県外からの招待者については、会場のキャパ

シティーを考慮し人数を最小限におさえる。

・サミットの開催に特に貢献して頂いた方々を

特別招待する。（誘致の際に尽力された政・

財界の有力者や高額寄付者等）

ｂ　演目・出演者の選定

各国首脳に披露する伝統芸能及び空手の演

目・出演者の選定にあたっては、県民会議のも

とに「伝統文化行事等検討委員会」を設置し作

業を進めた。特に空手については、同検討委員

会のもとに「空手部会」を設置した。

項　　　　目�

首脳会合歓迎レセプション招待者一覧�

招待者数�

県選出国会議員（夫妻）�

市町村長�

県議会議員�

市町村議会議長�

サミット推進県民会議役員�

県三役等�

国会議員、知事、県議会議長経験者等�

有識者�

マスコミ�

サミット協力団体・個人・企業�

高額寄付者�

外国領事館�

その他�

　　　　　　　　計�

１５�

５３�

４８�

５３�

２１�

１７�

２１�

３１�

８�

７５�

１６�

１�

２２�

３８１�熱唱する安室奈美恵
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宮　良　康　正�

宮　良　実　義�

玉代勢　泰　興�

前　川　朝　文�

知　花　清　秀�

島　袋　英　治�

喜舎場　盛　勝�

小波本　直　俊�

又　吉　真　也�

赤　嶺　弘　子�

上　地　尚　子�

金　城　美枝子�

宮　城　早　苗�

平　良　昌　代�

大　城　一　乃�

宮　城　裕　子�

宮　城　雅　子�

照喜名　朝　一�

金　城　武　信�

玉　城　正　治�

金　城　清　雄�

宇　保　英　明�

銘　苅　春　政�

安慶名　久美子�

宇　座　嘉　憲�

平　良　慶　孝�

比　嘉　　　稔�

津　波　　　清�

八　木　明　達�

知　念　真　三�

神　村　武　之�

新　城　清　秀�

新　城　成　博�

新　城　秀　一�

佐久本　嗣　男�

豊見城　あづさ�

与那嶺　香　織�

嘉手納　由　絵�

八重山民謡保存会�

　　〃�

　　〃�

野村流保存会�

　　〃�

　　〃�

　　〃�

　　〃�

　　〃�

箏曲保存会�

　　〃�

伝統舞踊保存会�

�

�

伝統舞踊保存会�

�

�

�

�

�

安冨祖流保存会�

�

�

�

�

�

首里手系�

�

�

那覇手系�

�

�

上地流系�

�

その他流派�

�

�

�

�

�

ロ　ビ　ー�

�

�

�

�

�

首里の間舞台�

�

�

首里の間舞台�

�

�

�

�

�

首里の間舞台�

�

�

�

�

�

首里の間舞台�

�

�

首里の間舞台�

�

�

首里の間舞台�

�

首里の間舞台�

�

首里の間舞台�

�

�

�

�

�

古典音楽演奏�

�

�

�

�

�

琉球舞踊１�

�

　�

琉球舞踊２�

�

�

�

�

�

地　　謡�

�

�

�

�

�

空手（パッサイ大）�

�

�

空手（テンショウ）�

�

�

空手（サンチン）�

�

空手（安南）�

�

空手（女子型）�

11�

三線６�

琴　２�

太鼓１�

胡弓１�

笛　１�

�

�

�

�

�

１�

�

�

５�

�

�

８�

三線４�

琴　１�

太鼓１�

胡弓１�

笛　１�

�

�

�

３�

�

�

３�

�

�

３�

�

１�

�

３�

出　演　内　容� 出　演　場　所� 人　　数� 団　　体　　名� 氏　　　名�

歓迎レセプション伝統芸能及び空手出演者�
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ｃ　関係機関との事前調整

薬務衛生課、福祉保健政策課等の県関係各課

や外務省、警察庁、県警、委託業者、ホテル等

関係機関との連絡を密にするため、「九州・沖

縄サミット首脳会合歓迎レセプション関係機関

連絡会議」を適宜開催した。

また、会場内の電力供給等技術的な問題につ

いては、個別に沖縄電力との協議も行った。

ｄ　運営体制の確立

当日へ向けて、実施本部班員（県庁職員）の

ほか、運営委託業者のスタッフ、通訳会社スタ

ッフ等総勢100名以上のスタッフを確保した。

これらの人員の役割等はすべてマニュアル化

し、事前の説明会を実施した後、リハーサルで

それぞれの役割を確認させるなど、成功へ向け

て万全を期した。

ｅ　識別証・通行証の発行

（ａ）識別証

伝統芸能関係者、一般招待客については、県

が識別証を発行した。

外務省職員、委託業者については、外務省が

識別証を発行した。

（ｂ）通行証

シャトルバス、県側連絡車両、委託業者の車

両は、県が通行証を発行した。

外務省車両、首脳車列の通行証は、外務省が

発行した。

（キ）当日の対応

ａ　一般招待客の受付・輸送

会場周辺の交通規制のために、招待客は全員、

県庁1階ロビーでの受付の後、シャトルバスで

会場まで案内した。

その際、招待客の皆様に交通規制や会場での

制約等の特殊事情を丁寧に説明するために、案

内状に説明書きを同封し、ご理解とご協力を求

めた。

また、車で県庁まで来られる方々のために、

県庁地下駐車場180台、県民駐車場50台の駐車

スペースを確保した。

ｂ　伝統芸能出演者の受付・輸送

県庁での受付を一般招待客より早めにすませ

た後、会場までシャトルバスで案内した。

なお、楽器類については、前前日のリハーサ

ルの際に、大きめの楽器類は会場の適切な場所

に保管していただいた。

ｃ　セキュリティーチェック

セキュリティーチェックは、ホテル正面玄関

入り口付近に1カ所、会場へ向かう廊下の1カ所

で行われた。

ｄ　駐車場・配車

会場における関係者用駐車スペースが限られ

ており、事前に割り当てがあったが、結局当日

はスペースが不足し、混雑した。

帰路のシャトルバス配車については、各国首

脳車列がすべて出発してからでないと会場に乗

り入れが不可能であったため、交通規制の行わ

れている道路の近辺で待機させ、規制解除とと

もに速やかに配車できるよう工夫した。
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露　大統領夫妻　ご到着�

　記帳～絵画・花束贈呈～歓談�

仏　大統領夫妻　ご到着�

　記帳～絵画・花束贈呈～歓談�

米　大統領夫妻　ご到着�

　記帳～絵画・花束贈呈～歓談�

米　大統領夫妻が歓迎エリアご到着�

歓談終了～首脳　鑑賞席移動�

司会　レセプション開始のコメント�

歓迎挨拶（沖縄県知事：稲嶺　恵一）�

乾杯（沖縄県議会議長：伊良皆高吉）�

歓迎パフォーマンス�

歓迎パフォーマンス�

　・琉球舞踊（８分）�

　・小室哲哉サミットイメージソング（８分）�
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歓迎パフォーマンス終了�

日　総理夫妻　ご退場�

空手演技－１～５（20：11まで）�

EU　委員長夫妻　ご退場�

伊　首相夫妻　ご退場�

独　首相夫妻　ご退場�

英　首相夫妻　ご退場�

加　首相夫妻　ご退場�

露　大統領夫妻　ご退場�
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スタッフ到着～準備�

　※沖縄県実施本部員�

出演者受付�

出演者県庁出発�

�

出演者ホテル到着～受付～控室�

�

�

�

リハーサル（想定）�

�

�

プレス入場�

一般招待者受付～出発（県庁１Fロビー）�

一般招待者B（知事・議会議長他）出発�

一般招待者受付～入場スタンバイ�

�

�

開場：一般招待者受付～入場�

首脳到着スタンバイ�

�

�

司会登場～迎賓スタンバイ�

日　総理夫妻　ご到着�

　記帳～文化作品・花束贈呈～歓談�

EU　委員長夫妻　ご到着�

　記帳～絵画・花束贈呈～歓談�

伊　首相夫妻　ご到着�

　記帳～絵画・花束贈呈～歓談�

独　首相夫妻　ご到着�

　記帳～絵画・花束贈呈～歓談�

英　首相夫妻　ご到着�

　記帳～絵画・花束贈呈～歓談�

加　首相夫妻　ご到着�

　記帳～絵画・花束贈呈～歓談�

時間� 項　　　目�LAP時間� 項　　　目�

歓迎レセプションスケジュール�

LAP
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九州・沖縄サミット首脳会合の国の公式行事とし

て、首里城北殿において首脳社交夕食会が行われた。

この機会に本県のすばらしい伝統文化を世界へ発

信するとともに各国首脳に歓迎の意を表すべく、首

里城において伝統芸能等を披露した。

（ア）実施日時

平成12年７月22日（土）

午後８時30分～午後10時

（イ）実施場所

首里城「系図座・用物座」、「下之御庭」、

「御庭」

（ウ）主催

沖縄県サミット推進県民会議

那　覇　市

（エ）実施内容

歓迎レセプション終了後、最初に森総理が

首里城へ到着し、その後各国首脳は、車列に

て順次到着した。

到着した首脳は、まず、「系図座・用物座」

において全首脳が到着する間、人間国宝玉那

覇有公氏による伝統工芸「紅型」の実演や展

示を鑑賞した。

全首脳集合後「下之御庭」へ移動した。

「下之御庭」においては、「御尊顔拝なび

ら各国首脳首里地区実行委員会」と「那覇大

綱挽き保存会」総勢130名による旗頭２基・

獅子舞・古式行列で首脳等を歓迎した。

各国首脳は、「奉神門」を通過し、「御庭」

へ移動。

「御庭」では、「県立芸術大学生及び卒業

生」48名による琉球古典芸能「四つ竹」の集

団演舞を披露した。

引き続き、各国首脳は「正殿」をバックに

写真撮影を行った後、「北殿」へ移動した。

「北殿」で夕食。

夕食後、「御庭」、「奉神門」、「下之御庭」

を通り、「系図座・用物座」へ移動した。途

中、「下之御庭」において、芸能出演者全員

によりお見送りを行った。
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九州・沖縄サミット首脳会合のしめくくりとして

行われる「G８議長記者会見」を、沖縄県と九州各

県の子ども達約100人に傍聴見学させ、サミットの

雰囲気を実際に体験することにより21世紀の国際化

時代を担う資質を涵養する機会とした。

（ア）主催

沖縄県サミット推進県民会議

文部省

（イ）開催日程

平成12年７月23日（日）午後１時～１時40分

（ウ）開催場所

名護市民会館大ホール（国際メディアセンター

内）

（エ）参加者（111名）

小・中学生　92名（沖縄県74名、九州18名）

高校生　　　５名（沖縄県）

引率者　　　14名

（オ）実施内容

G８議長記者会見傍聴・総理との記念撮影

（カ）作業経過

平成12年

６月　沖縄県内全市町村の教育委員会に、児

童・生徒の参加者推薦を依頼。同時に九州

各県の教育委員会へも同様に依頼。

７月上旬　沖縄県、及び九州各県から合計97名

の参加者が決定。

７月中旬　事務局職員・県内教育事務所職員

（引率者）・外務省職員により、本番

当日のシュミレーションを実施。

（備考）

県内生徒及び引率者の旅費は県民会議で負担。

九州各県の生徒及び引率者の旅費は文部省で負

担。
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平成12年７月21日午前沖縄に到着されたクリント

ン米国大統領が首脳会合を前に「平和の礎」を訪問

された。

記念式典では、沖縄戦等で犠牲になった戦没者２

３万人余の名前を刻銘した「平和の礎」の訪問を通

して、沖縄県民の平和を希求する心を感じ取ってい

ただいた。

また、大統領から沖縄県民に対してメッセージを

述べてもらうとともに、参加した県民の代表と直に

ふれあっていただいた。

（ア）経　緯

県では、サミット開催に当たり、サミットで

来県する各国首脳や政府関係者及び報道関係者

にぜひ平和を希求する県民の願いの象徴である

「平和の礎」を訪問してもらいたいと、いろい

ろな機会を捉えて要請をしてきた。その結果、

クリントン米国大統領が厳しい日程の合間を縫

って「平和の礎」を訪問し、県民との直接のふ

れあいが実現した。

（イ）式典の概要

ａ　日　時

平成１２年７月２１日（金）

午前１０時１５分～１１時２５分

ｂ　式次第

・大統領「平和祈念公園」到着

・知事、大統領に「平和の礎」を説明

・沖縄側遺族、米国側元兵士との交流

・知事、大統領に「平和の火」を説明

・知事、歓迎の挨拶

・川満町華（県立宮古高校生）のスピーチと

花の贈呈

・大統領のスピーチ

・大統領、参加者と交流

・大統領「平和祈念公園」出発

ｃ　参加者

主な参加者は、沖縄県遺族連合会、沖縄県傷

痍軍人会、沖縄アメリカ協会、ガリオアフルブ

ライト同窓会、沖縄ハワイ協会、南部市町村会、

会場近郊の小中高生及び米国政府から推薦のあ

った在沖米国人など約７００名。

（ウ）挨　拶

知事の挨拶

ウィリアム　ジェファーソン　クリントン・

アメリカ大統領閣下、厳しい日程の中、ここ

「平和の礎」を訪れていただき、心から感謝申

し上げます。

閣下のご来県に際し、この場所を訪れていた

だくことが、多くの沖縄県民の願いでありまし

た。その願いが叶い、私はいま、感無量の思い

であります。

紺碧に輝く海と緑豊かな台地が広がるこの一

帯が、55年前、日米両軍の最後の激戦地でした。

この間の戦闘で沖縄は焦土と化し、一般住民を

含む20万人余のかけがえのない生命と多くの貴

重な財産を失いました。

この「平和の礎」には、沖縄戦で亡くなられ

たすべての人々の氏名が刻まれております。一

人ひとりが、国籍や軍人、民間人の区別なく追

悼されているのです。

私たちは、すべての御霊を慰めるとともに、

平和の尊さを再確認し、世界の恒久平和を祈念

してこれを建立いたしました。

私たちは、このアジア大平洋地域においても、



平和の安定に向けての動きが一層進展すること

を願うとともに、沖縄の米軍基地が整理縮小さ

れることを心から望んでいます。私たちは、閣

下が、そうした方向に向けて第一歩を踏み出さ

れたことを承知しております。

私たちは、真の平和は、国際社会の安定と繁

栄を通じて実現されていくものと考えており、

今回の首脳会合開催を機に、世界の人々と連帯

しながら、様々な課題の解決に取り組んでいく

決意であります。

そして、この場所から、世界の恒久平和と一

層の繁栄に向けて、閣下の力強い決意が示され

ることを心から願っております。

クリントン米国大統領のスピーチ

稲嶺県知事、フォーリー大使、議員の皆様、

退役軍人の皆様、ご来賓の皆様。

過去40年間でアメリカ大統領として初めて来

沖できたことを光栄に思います。今週、我々の

パートナーであるG８諸国が、沖縄に集う会合

は、私にとって八度目で、最後の会合であり、

将来について多く語られるでしょう。この地を

G８諸国のほかのだれよりも早く訪れ、力強く

語ることが重要であります。

我々は将来の世代が戦争体験を強いられるこ

となく、また彼らの犠牲を繰り返すことがない

ようにという、彼らの最後の望みを大変誇りに

思います。

このたいへん美しい地において、空は暗く、

煙で包まれ、兵士が見込みがない最後の戦闘で

も、生き残るために、戦わざるをえない状況で

あったり、平和を愛する人たちが、捕虜になっ

たりしたことは、想像しがたいものです。

沖縄戦は80日以上も続きました。戦争を生き

延びた人たち、人生が永久に変わった人たちに

とって、戦争の傷あとは、まさに今日まで感じ

られます。沖縄戦では10万人以上の日本兵と１

万人以上の米国兵がなくなりました。戦火が消

えたとき、この島の三分の一以上の人たちはな

くなっていました。しかし、最大の悲劇は、沖

縄県民に降りかかったのです。生存者の90％以

上の人たちは、帰る家もなかったです。戦争の

すべての犠牲者には、家族、友人、恋人もいた

でしょう。将来の希望や夢、そしてよりよい世

界が約束されていたはずです。

沖縄戦は、もっとも悲劇的なものの一つでし

た。多くの記念碑が、どちらか一方の追悼の碑

であるのに対して、この平和の礎は敵味方区別

なく、沖縄戦でなくなったすべての人の名が刻

まれています。この碑は単なる記念碑でなく、

戦争を繰り返してはならない共同の責任を思い

返させるものです。

50年以上にわたり、我々米日は、この碑の精

神で責任を持ちつづけてきました。我々の同盟

の友好関係の深さが、20世紀の偉大な話題の一

つです。アジアで平和が保たれているのも、こ

のような碑が二度とつくられることがないよう

に、我々同盟が、この地域で平和が維持される

自信を通して保たれているからです。このため

に同盟があり、耐えなければなりません。

沖縄は重要で死活的な役割を果たしてきまし

た。沖縄の人々は、日本国土の１％以下の沖縄

に日本にある米軍基地の50％以上の基地を背負

うという、望まなかった役割を果たしています。

知事が数分前におっしゃっていたが、私は県

民の関心を理解しようと努力してきました。５

年前に我々はここ沖縄で、基地の整理縮小に向
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けてのプロセスをスタートさせました。併せて

我々は、27のステップを踏むことに合意しまし

た。我々はすでに、半分以上を終え、一つ一つ

の事項が遂行できる確認をしていきたいと思い

ます。我々はこの島に残した足跡を、軽減して

いくための努力を続けていきます。よき隣人と

しての責任を果たします。責任を果たさないこ

とは許されません。

一方、われわれが一緒にできることは、平和

と繁栄の利益を沖縄にもたらすことです。世界

の人たちに、沖縄が戦地であっただけでなく、

万国津梁の土地であり、国家間の懸け橋である

ことを知ってほしいと思います。

500年ほど前、尚家が琉球王国を統治し、栄

えた時代に、この土地はアジアの交流や貿易の

交差点としての役割を果たしました。これから

の情報化時代である21世紀には、沖縄が日本と

世界の玄関口の役割を果たすと信じています。

過去に米国のトップ500企業のうち三企業が、

日本の20の情報技術企業とともに、沖縄での業

務を始めたことは喜ばしいことです。ニュース

で沖縄を目にする米国、欧州、そして世界のす

べての国に、この土地が、いかに素晴らしい土

地かを伝えたいです。ここに来て沖縄の未来を

築くための手伝いをしてほしいと思います。

また創設50周年を迎えた琉球大学の創設に、

米国がかかわっていたこと、そして多くの沖縄

の学生が、ガリオアやフルブライトの奨学金を

通して米国で学んだことをうれしく思います。

その素晴らしい伝統の下、これから米国と日本

が、ハワイの東西センターを通じて学生のため

の新しい奨学金計画を創設することを発表した

いと思います。私はこの計画を、良き友人であ

った故小渕恵三前総理にささげたい。日米間の

相互の友情と理解を深めるため、計画に向け全

力で努力していきたいと思います。

今週、森総理は世界の富める国と貧しい国の

間のギャップを埋める新しい方法を見つけるた

め、G８首脳を沖縄に招待し、会談を開きます。

この美しい平和の礎から実現される、希望と

和解のメッセージと、米国と日本が築いてきた

素晴らしい友情は、いまだに生きる喜びを、得

ることのできない多くの人々が抱える問題と、

すべての人間が持つべき生存権との間に、懸け

橋を渡そうとするわれわれに、希望を与えてく

れることでしょう。

1879年、琉球王朝最後の王の尚泰王が首里城

を出る時、最後に将来への希望を託した詩を読

みました。今日、彼の言葉は時代を超えて、わ

れわれに語り掛けます。「戦争の時代は終わり、

平和は遠からずやって来る。絶望するなかれ。

生きていることそのものが宝である。」尚泰王

の言葉は、今後も続いていくわれわれの友情と

共同作業を導いていくでしょう。最後に、この

平和の礎に名前の記されたすべての戦没者に最

大の賛辞を贈ります。
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沖縄サミットにおいて、特徴的であったのは各国

首脳が県内の市町村を訪問し、地元住民との交流を

行ったことであった。

当該事業は市町村が首脳との交流を図りたいとし

て、各国に要望を行い、実現出来たものである。各

市町村とも初めてのことであり、試行錯誤であった

が、沖縄県も稲嶺知事が各国大使館を訪問し、首脳

の市町村への訪問を要請する等、これを側面から支

援した。

（ア）各国首脳招へい活動

サミットの沖縄開催決定と同時に各国首脳等

を招へいする様々な企画が各市町村を始め各種

機関・団体から多数提案された。

各市町村からの各国首脳等招へい要請の内容

は次の６事業に大別された。

○住民との交流

○記念事業

○講演

○芸能鑑賞

○自然・文化等紹介

○特産品紹介

ａ　各国大使館等への要請

県内各市町村からの各国首脳等招へい事業に

ついて、県としても実現できるよう知事が各国

大使館を訪問し、要請するとともに外務省本省

及び外務省沖縄事務所を訪問し、その実現方を

要請した。

ｂ　歓迎委員会の設置

各国の首脳等を招へいしている市町村と会場

や宿舎、空港所在市町村で、各国ごとの歓迎委

員会を設置し、各国首脳・同夫人及び代表団の

歓迎行事、県民との交流事業等への各市町村の

参画方法等について検討・調整した。

（イ）交流の内容

ａ　日本

７月23日森総理及び智恵子夫人が名護市内の

「がじゅまる緑地」で開催された「森喜朗総理歓

迎レセプション」に出席され、市民とのふれあい

の機会を持たれた。

カナダ歓迎準備委員会�

サミット参加各国歓迎準備委員会�

委員長：サミット推進県民会議事務局長�
委　員：南風原町、東風平町、那覇市、恩納村、名護市�

フランス歓迎準備委員会�

委員長：サミット推進県民会議事務局長�
委　員：石垣市、那覇市、名護市、恩納村�

ドイツ歓迎準備委員会�

委員長：サミット推進県民会議事務局長�
委　員：平良市、城辺町、上野村、伊良部町、多良間村、�
　　　　那覇市、読谷村、名護市�

イタリア歓迎準備委員会�

委員長：サミット推進県民会議事務局長�
委　員：宜野座村、那覇市、読谷村、名護市�

ロシア歓迎準備委員会�

委員長：サミット推進県民会議事務局長�
委　員：具志川市、那覇市、恩納村、名護市�

イギリス歓迎準備委員会�

委員長：サミット推進県民会議事務局長�
委　員：北谷町、本部町、那覇市、恩納村、名護市�

アメリカ歓迎準備委員会�

委員長：サミット推進県民会議事務局長�
委　員：宜野湾市、沖縄市、金武町、伊江村、嘉手納町、�
　　　　豊見城村、糸満市、国頭村、中城村�
　　　　那覇市、恩納村、名護市�

EU歓迎準備委員会�

委員長：サミット推進県民会議事務局長�
委　員：読谷村、那覇市、名護市�
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ｂ　アメリカ

７月２１日にクリントン大統領が平和祈念公園

内の「平和の礎」を訪問した。

また、大統領訪問が実現しなかった市町村につ

いては、フォーリー駐日大使が以下のとおり各市

町村を訪れ、交流が行われた。

・アーニー・パイル生誕100周年記念式典

伊江村　７月22日

・記念碑除幕式、記念植樹

沖縄市　７月22日

・ジョン万次郎杯・日米親善少年野球大会

豊見城村　７月23日

ｃ　フランス

日程の都合によりシラク大統領の訪問は実現し

なかったが、７月２２日に屋我地（やがじ）島の

オランダ墓（約１５０年前に同地で死亡したフラ

ンス人が葬られている）における記念式典（フラ

ンス・沖縄友好の１日）にモンターニュ駐日大使

が参加し、住民との交流が行われた。

ｄ　ロシア

７月２３日にプーチン大統領が具志川市民芸術

劇場と具志川市総合体育館を訪問した。市民芸術

劇場前で予定されていた記念モニュメント除幕式

は雨天のため中止となったが、劇場の屋内にて会

場に集まった市民と交流が行われた。一方、総合

体育館の少年柔道錬成大会では、大統領が県内の

４００名余の小中学生と柔道をとおして交流を行

い、大統領自らが志喜屋周君（具志川中３年）に

投げられる一幕もあった。

ｅ　カナダ

７月２１日にクレティエン首相が南風原町役場

にて、石碑の除幕式に参加し、その後町内のスケ

ートリンクにおいて地元南風原町とカナダの小学

生とのアイスホッケーの交流試合が行われたが、

首相自らホッケーを楽しむという場面があった。

ｆ　イギリス

７月２１日にブレア首相が北谷（ちゃたん）小

学校を訪問し、学校新聞のインタビューを受けた

り、地元北谷町民や小中学生から歓迎を受けた。

ｇ　ドイツ

７月２１日に上野村のドイツ文化村においてシ

ュレーダー首相が歓迎行事（歓迎セレモニー、記

念式典、記念植樹）に出席するとともに、博愛記

念館を視察した。会場では多くの宮古地域住民が

首相を温かく迎え、行事の様子は地元ケーブルテ

レビにより生中継された。

また、ケストナー駐日大使が２２日に名護市愛

楽園（ドイツ出身の医師、スコアブランド博士が

終戦直後、同園の復興に尽力した）での「希望と

自信の鐘感謝祭」に参加され、交流を深められた。

ｈ　イタリア

アマート首相が７月２１日に宜野座村内の特産

品加工直売センターにおける「真実の口」のレブ

リカの除幕式に参加した。また、地元住民による

琉球舞踊等が披露され、沖縄の伝統芸能をとおし

て交流が行われた。

ｉ　ＥＵ

プローディ委員長は読谷村在の宿泊先ホテル

で、地元住民から獅子舞による歓迎を受けた。ま

た、同夫人は同村の「やちむんの里」等を訪問し、

沖縄の伝統文化にふれた。

また今帰仁村で行われた沖縄サミットチャリテ

ィサッカーイベントにユールヨーゲンセン代表が

参加した。
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九州・沖縄サミット首脳会合開催に伴って沖縄県

を訪れる各国首脳及びその関係者に歓迎の意を表す

るとともに、末永く沖縄県の思い出をとどめていた

だけるよう、沖縄県サミット推進県民会議から記念

品を贈呈した。

（ア）記念品の選定方法

県関係課及び関係団体からなる検討委員会に

てq 沖縄県らしいものであること。w 海外

から来られる方々にも喜ばれる物であること。

を基本的な考えのもとに記念品を選定した。

（イ）贈呈場所

q首脳、首脳夫人、シェルパ、高級随員、政府

代表団については、各国宿泊ホテルに配置さ

れた外務省担当職員と連絡を取り合い、同ホ

テルにて贈呈した。

wプレス（報道関係者）については、プレスセ

ンターに隣接した「沖縄じょうほう館」にて

引換券方式で贈呈した。

（ウ）贈呈品

首　脳　用　　漆器の沈金の飾り鉢

（製作者　金城唯喜）

首脳夫人用　　黒真珠のペンダント

シェルパ用　　三線（合成皮革）

高級随員用　　漆器の螺鈿のペン皿

かりゆしウェア

政府代表団用　抱瓶（だちびん）、紅型か織

物のテーブルセンターの内１

点

プレス用　　　かりゆしウェア
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サミット推進県民会議では、サミット開催に伴っ

て来沖する首脳夫人の方々を、沖縄県民の温かいホ

スピタリティーで歓迎するとともに、沖縄の名所等

に案内し、沖縄の美しい自然や歴史・文化に触れて

いただくことを目的に夫人プログラム（案）を作成

し、国（外務省）に提出した。

国においては、q 夫人プログラムは「沖縄らし

さ」を世界に発信する重要な機会であり、また沖縄

県民と各国首脳夫人との「ふれあい」を提供する場

ともなる。w 過密なスケジュールをさけ、ゆった

りとしたプログラムとする。との基本方針とともに

沖縄のきびしい暑さ対策を考慮しながら夫人プログ

ラムの策定に当たった。

しかしながら、各国夫人の来沖日程の都合がつか

ず同プログラムは中止となった。

なお、来県されたプローディ欧州委員長夫人は、

７月22日稲嶺知事夫人と外務省沖縄事務所野村大使

夫人の案内で「平和の礎」を訪問した。

（３）サミット開催後の事業

サミットに関わった多くの方々に感謝の意を表す

るとともに、サミット後の観光客誘致の呼び水にす

べくサミット後夜祭を開催した。

サミット開催前の関連イベントをはじめ首脳の動

きを中心とするサミットの状況及び県民の活動状況

等をステージ及び展示物により可能な限り再現し

た。

また、ボランティアの方々に感謝状等を贈呈する

とともに関係者を招いての懇親会を実施した。

（ア）実 施 日：平成12年８月10日及び11日

（イ）実施時間

展示イベント　　　午前10時～午後９時

ステージイベント

10日／午後５時～午後６時30分

11日／午後７時～午後９時

懇親会　10日／午後６時30分～午後８時15分

（ウ）実施場所

沖縄コンベンションセンター

（エ）実施内容

〈ステージイベント〉

・お出迎え

開場の際、琉装による首脳歓迎レセプシ

ョンでの出迎えを再現

・映像紹介

記録映像により各国首脳の動きや県民の

活動状況をダイジェストで紹介



関連事業概要174

・主催者あいさつ

沖縄県サミット推進県民会議会長

沖縄県知事　稲嶺恵一

・感謝状贈呈

沖縄県知事より通訳ボランティアを代表

して１名及び接遇ボランティアを代表し

て２名に感謝状と記念品を贈呈

・芸能公演

首脳歓迎レセプション及び首脳社交夕食

会の模様を映像で回想し、アトラクショ

ン出演者による琉球舞踊及び空手等の演

舞・武を披露

〈展示イベント〉

・各国首脳横顔コーナー

各国首脳の様子（動き）を写真パネルで

紹介

・みんなのサミットコーナー

サミット関連事業や県民の活動状況を写

真パネルで紹介

・万国津梁館コーナー

実際に使用された万国津梁館の会議用テ

ーブル、椅子、サイン色紙を展示すると

ともに会議や歓談の模様を写真パネルで

紹介

・首脳社交夕食会再現コーナー

実際に社交夕食会で使用されたテーブ

ル、椅子、食器類等を展示するとともに

社交夕食会の模様や出品料理を写真パネ

ルで紹介

・サミット記念品コーナー

各国首脳や政府関係者、報道関係者に提

供したお土産の実物を展示するとともに

写真パネルで紹介
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（１）目　的

九州・沖縄サミット首脳会合開催期間中における

消防・救急体制を整備し、各国首脳の安全確保に万

全を期す。

（２）サミット開催までの消防の取組

サミットは、主要国の首脳、マスコミ関係者等が

多数集まる国際行事で、消防としても首脳等の安全

確保のため、消防・救急体制の万全を期す必要があ

った。

消防については、消防組織法第６条で市町村がそ

の管内の消防責任を果たすことになっている。今回

のサミットは、東京以外で開催される初めての地方

開催であること、県内の消防体制は小規模消防本部

がほとんどでサミットに参加する首脳等の消防安全

を確保するには不十分であること、首脳等の移動範

囲が広く多くの市町村にまたがること、市町村が首

脳等を招待しての社交行事が計画されていること等

から、県内市町村がサミットにおける消防責任を十

分に果たせるよう県で指導・助言等を行う必要があ

った。

平成11年６月９日に県文化環境部長、県消防長会

長、名護、読谷、金武地区消防本部の消防長等が自

治省消防庁に対し、県内の消防事情を説明するとと

もに、現地調査を実施しての指導・助言等を要請し

た。それを受けて、平成11年６月28日から30日の間、

自治省消防庁、東京消防庁、日本消防設備安全セン

ターから７名が来沖し、サミット関連施設の防火管

理体制、消防設備の設置状況、消防水利の状況、消

防無線の整備状況等について、詳細に調査を行った。

平成11年８月には、県知事が自治大臣及び消防庁

長官に対し、九州・沖縄サミット消防特別警戒に必

要な人的、財政的な支援を要請した。

平成11年８月には、県文化環境部消防防災課にサミ

ット消防警備対策班を設置した。同対策班は、県職

員２名と那覇市消防本部２名、沖縄市消防本部１名、

浦添市消防本部１名の職員を派遣してもらい６名体

制でサミット消防特別警戒に必要な準備作業を行う

こととした。

平成11年10月６日から８日には、自治省消防庁、

東京消防庁による予防対策の樹立のために事前調査

等が行われた。

平成11年10月には、自治省消防庁内に消防庁次長

を委員長とする「九州・沖縄サミット消防・救急対

策委員会」が設置され、応援体制、応援経費等につ

いて協議がなされ、東京消防庁始め各政令指定都市

の消防本部から684名の県外応援消防職員を受け入

れることが確認された。

この委員会には、予防部会と警防部会が設置され、

予防部会においては、サミット関係施設の予防対策

を、警防部会においては警防対策を行うこととなっ

た。

平成11年10月28日には、予防部会幹事会、11月22

日には、予防部会が開催され、サミットにおける査

察マニュアル、訓練指導マニュアル、自主管理マニ

ュアル、予防警戒マニュアル等を作成した。

平成11年11月８日から10日には警防計画等作成の

ために県外応援消防本部職員によるサミット関係施

設の現地調査が行われた。

平成11年11月18日から平成12年２月15日にかけ

て、県文化環境部長が県外応援予定消防局長及び市

長等に対し九州・沖縄サミット消防特別警戒のため

消防職員等の派遣について協力方をお願いした。

平成11年12月７日には、警防部会、平成12年１月

25日には、予防支援職員現地説明会等を行った。

平成12年２月１日には、全国的な応援体制整備の

ため、県内の23消防本部の管理者と県外応援消防本

部管理者との間で「九州・沖縄サミット消防・救急

12 サミット消防特別警戒
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体制整備に関する応援協定」が締結された。

このように準備は着々と進められ、平成12年２月

９日からは、サミット関係施設の予防査察が、防火

管理体制、消防用設備等の維持管理状況、避難設備

等の維持管理状況、火気及び火気使用設備の状況等

について県外消防職員の応援を得て行われた。同日

には、鈴木消防庁長官もサミット関係施設及び予防

査察実施状況視察のため来沖し、消防職員の激励等

を行った。予防査察は、サミットまでに各々の施設

について３回行った。

平成12年２月28日には、第２回の警防部会が開催

され、地元消防隊、応援消防隊の配置、体制等がま

とまり、平成12年３月16日の第２回消防・救急対策

委員会において、予防・警防対策が決定した。

４月からは、各施設毎に火災等災害発生時におけ

る従業員等の初動対応要領（通報、初期消火、避難

誘導及び消防用設備等の取扱等）について実地指導

訓練を各３回行った。

平成12年６月５日から７日にかけて県外消防職員

90名余を受け入れて、九州・沖縄サミット事前訓練

として、無線運用訓練、災害発生時の対応訓練、現

地実地調査等を行い本番に備えた。

平成12年７月14日には、県外応援車両が横浜を出

発し、７月17日には、東京消防庁及び大阪市消防局

のヘリコプターが到着し、飛行訓練を実施した。

平成12年７月19日には、応援車両の到着にあわせ

札幌市から北九州市までの全国から消防職員が続々

到着した。

消防職員は、半数がサミット消防特別警戒に当た

るためそれぞれの配置場所に向かうとともに、残り

半数は、消防学校において行われる結団式に臨んだ。

結団式終了後、結団式参加者で当日から勤務する職

員は勤務地に向かい18時から消防特別警戒が開始さ

れた。

（３）県内消防職員の訓練

県では、サミット時の災害発生に迅速・的確に対

応できるよう県内消防職員に対し次のような訓練等

を実施した。

サミット関係施設の予防査察が適切に実施できる

よう東京消防庁へ消防職員８名を派遣し、ホテル等

の予防査察方法等について実習した。

県内救急救命士20名を東京消防庁及び大阪市消防

局に派遣し、要人等の救急活動方法、ヘリコプター

との連携方法、多数傷病者発生時の救急活動方法等

について研修を行った。

県内消防職員76名を東京消防庁及び大阪市消防局

に派遣し、高層ビル火災防御訓練、化学災害対応訓

練、多数傷病者発生対応訓練等を行った。

県内消防職員４名を茨城県の安全運転中央研修所

に派遣し、消防車両の緊急走行方法等について実践

的な訓練を行った。

県内においてもサミット消防特別警戒に関する講

演会、指揮訓練、無線運用訓練、航空機火災防御訓

練、災害発生時対応訓練、ホテル等の自衛消防隊員

訓練等様々な訓練を計画的に実施した。
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（４）サミット消防特別警戒

九州・沖縄サミット首脳会合では、次のような消

防特別警戒を実施した。

消防特別警戒は、平成12年７月19日から７月26日

の間実施した。

首脳等が７月23日にすべて離沖したので、７月24

日９時からは規模を縮小した。

消防・救急体制としては、消防車両87台、ヘリコ

プター２機、消防救急隊員954名で対応した。

警戒は、万国津梁館、首脳等の宿泊ホテル、国際

メディアセンター、社交夕食会場（首里城）、ホテ

ル日航那覇グランドキャッスル、那覇空港、沖縄自

動車道、国道58号線、首脳等の訪問先等多岐にわた

った。

（ア）統括警戒本部

名護市消防本部２階にサミット消防特別警戒を

統括する総括警戒本部を設置し、統括警戒本部

長には、那覇市消防本部消防長を充てた。統括

警戒本部に警戒支援隊を置き支援隊長に東京消

防庁警防参事、警戒支援副隊長に県外応援部隊

長等を充てた。また、統括警戒本部に総括官、

調整官を置き、統括官には自治省消防庁消防課

長、調整官には、沖縄県文化環境部長を充てた。

（イ）地区警戒本部

統括警戒本部の下に名護、金武、読谷、那覇、

東部、沖縄の６地区警戒本部を置き、地区警戒

本部長には、所轄消防長（那覇については、那

覇市消防本部指令課長）を充てた。

（ウ）現地警戒本部　

地区警戒本部の下にサミット関係施設毎に13の

現地警戒本部を置いた。主会場、ブセナ及びか

りゆし現地警戒本部は、近接している群星荘

（沖縄総合事務局研修施設）に置き警戒に当たっ

た。現地警戒本部長には、あらかじめ指名した

指揮隊長があたり、指揮隊、ポンプ隊、救急隊

等を配置し、火災等災害が発生した際に迅速・

的確に対応できる体制をとった。

（エ）救急対策本部

サミット時の救急事案に対応するため救急対策

本部を群星荘に置き、ヘリコプター２機を配置

した。ここには消防庁、厚生省、警察庁、防衛

庁で救急医療合同対策本部も置かれた。首脳等

の救急事案が発生した際には、この合同対策本

部において搬送先病院、搬送方法等を判断し、

指示する体制がとられた。

（オ）予防対策

サミット時の予防警戒として、予防警戒員66名

を関係施設内の防災センター等に配置し、災害

の未然防止、消防用設備等の誤作動に対応する

とともに災害事象発生に備えた。

サミット消防特別警戒期間中に警戒部隊が対応し

た災害は、救急事案が１件、関係施設に配置した医

師や救急隊員による応急処置により、救急隊による

搬送に至らない事案が３件発生した。

予防警戒の実施結果としては、ガス漏れ警報機の

作動、自動火災報知設備の火災表示事象等が５件発

生したがいずれも誤作動が原因であった。予防警戒

員が現場確認し、適切に対応したことから混乱はな
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かった。

（５）まとめ

阪神・淡路大震災等の大規模災害時に実施された

広域消防応援を除けば、消防特別警戒に係る大規模

な応援体制は、今回が初めての事例となった。今後、

国際会議等が地方で開催される際のモデルケースに

なるものと思われる。

また、今回の消防特別警戒を実施するにあたって

は、自治省消防庁、東京消防庁等の協力を戴き、事

前にあらゆる災害を想定して各種の訓練が実施され

た。これらの訓練及び県外消防職員との合同での消

防特別警戒の経験は、今後、県内消防の技術・意識

の向上に大いに役立つものと思われる。

総括警戒本部掲揚（平成12年7月19日　名護市消防本部）

県外応援車両の到着（2000年７月19日　安謝新港）

那覇空港での特別警戒状況

九州・沖縄サミット消防特別警戒部隊結団式（2000年7月19日）
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ポンプ隊�
救急隊�
救助隊�
化学隊�
特殊化学隊�

指揮隊�
情報員�

東京�
名護�

指揮隊�
情報員�

東京�
名護�

指揮隊�
情報員�

札幌�
金武�

指揮隊�
情報員�

大阪�
金武�

指揮隊�
情報員�

横浜�
金武�

指揮隊�
情報員�

神戸�
金武�

指揮隊�
情報員�

京都�
読谷�

指揮隊�
情報員�

名古屋�
読谷�

指揮隊�
情報員�
情報員�

東京�
沖縄�
沖縄�

指揮隊�
情報員�
情報員�

東京�
島尻�
島尻�

指揮隊�
�

東京�
�

那覇空港�
現地警戒本部�

道路２�
現地警戒本部�

道路１�
現地警戒本部�

琉大病院�
現地警戒本部�

日航アリビラ�
現地警戒本部�

残波岬ロイヤル�
現地警戒本部�

ルネッサンスリゾート�
現地警戒本部�

リザンシーパーク�
現地警戒本部�

万座ビーチホテル�
現地警戒本部�

ブセナリゾート�
現地警戒本部�

主会場�
現地警戒本部�

プレスセンター�
現地警戒本部�

名護市�
消防本部�

警戒�
本部長�

名護市�

統括警戒本部�

警戒系統図�

警戒支援�
隊長�
警戒支援�
副隊長�
調整�
本部員�
本部�
直轄隊�

救急対策�
本部�
本部�
直轄隊�

東京�

群星荘�

統括官�

調整官�

消防庁消防課長�

東京�

整備工作隊�

東京�
大阪�ヘリコプター隊�

東京、名古屋、北九州�

東京、横浜、名古屋、�
京都、大阪�

東京消防庁�
警防参事�

那覇市消防長�

沖縄県�
文化環境部長�

名護地区�
警戒本部�

金武地区�
消防本部�
金武地区�
警戒本部�

（恩納分遣所）�

（西署）�

読谷村�
消防本部�
読谷地区�
警戒本部�

東部組合�
消防本部�
東部地区�
警戒本部�

沖縄市�
消防本部�
沖縄地区�
警戒本部�

那覇市�
消防本部�
那覇地区�
警戒本部�

かりゆしビーチリゾート�
現地警戒本部�

東京、本今�
東京、名護、宜野湾�
東京�
東京�
横浜�

ポンプ隊�
救急隊�
はしご隊�
救助隊�
化学隊�
特殊化学隊�
特殊救急隊�

東京、名護、豊見城�
東京、川崎、金武�
川崎�
東京、川崎�
東京、札幌�
東京�
東京�

ポンプ隊�
救急隊�
はしご隊�
救助隊�
化学隊�

大阪、沖縄�
大阪�
大阪�
大阪�
大阪�

ポンプ隊�
救急隊�
はしご隊�
救助隊�
化学隊�

横浜、宜野湾�
横浜�
横浜�
横浜�
横浜�

ポンプ隊�
救急隊�
はしご隊�
救助隊�
化学隊�

神戸、島尻�
広島�
神戸�
神戸�
広島�

ポンプ隊�
救急隊�
はしご隊�
救助隊�
化学隊�

京都、読谷�
京都�
京都�
京都�
京都�

ポンプ隊�
救急隊�
はしご隊�
救助隊�
化学隊�

名古屋、嘉手納�
名古屋�
名古屋�
名古屋�
名古屋�

ポンプ隊�
救急隊�
救助隊�
化学隊�

東京、沖縄�
東京、石川�
東京�
東京�

ポンプ隊�
救急隊�
救助隊�
化学隊�

東京、浦添�
千葉、中北�
千葉�
与勝　�

ポンプ隊�
救急隊�
救助隊�
化学隊�

那覇、那覇�
那覇、那覇、浦添�
東京、那覇�
東京、仙台�

ポンプ隊�
救急隊�
化学隊�

東部�
東部�
東部�

日�

露�

米�

仏�
加�

独�
伊�

英�

EU



関連事業概要180

県内消防本部�

那　覇�

石　川�

宜野湾�

浦　添�

名　護�

糸　満�

沖　縄�

読　谷�

嘉手納�

北　谷�

豊見城�

本・今�

与　勝�

島　尻�

東　部�

中　北�

金　武�

国　頭�

18本部�

職員数�

54�

6�

18�

19�

24�

6�

27�

16�

5�

5�

5�

5�

11�

14�

27�

6�

17�

5�

270�

�

消防車両�

3�

�

1�

1�

1�

�

2�

1�

1�

�

1�

1�

1�

1�

2�

�

�

�

16

救急車両�

2�

1�

1�

1�

1�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

1�

1�

1�

�

9

県外消防本部�

札　幌�

仙　台�

千　葉�

東　京�

川　崎�

横　浜�

名古屋�

京　都�

大　阪�

神　戸�

広　島�

北九州�

12本部�

�

�

職員数�

20�

14�

19�

255�

30�

68�

62�

58�

68�

41�

19�

30�

684�

�

�

�

消防車両�

2�

1�

1�

19�

2�

6�

5�

5�

5�

4�

1�

�

51

救急車両�

�

�

1�

4�

1�

1�

1�

1�

1�

�

1�

�

11

全車両�

　消防車両�

　救急車両�

ヘリコプター�

全人員�

　予防警戒員�

　警防人員�

87�

67�

20�

2�

954�

66�

888

25�

16�

9�

�

270�

23�

247

62�

51�

11�

2�

684�

43�

641

合　計�

※ヘリコプターは、東京消防庁、大阪市消防局�

県　内� 県　外�

警戒体制（配置）�
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（設　　置）
第１条　九州・沖縄サミット（以下「サミット」という。）消

防警備対策に関する事務を円滑に処理するため、沖縄
県行政組織規則（昭和49年沖縄県規則第18号。以下
「組織　規則」という。）第10条の規定に基づき、消防
防災課内に沖縄県サミット消防警備対策　班（以下
「対策班」という。）を置く。

（所掌事務）
第２条　対策班の所掌事務は、次のとおりとする。

a サミット消防警備に係る連絡調整に関すること。
s サミット消防警備対策に係る各種消防警備計画に関す
ること。
d 多数傷病者の救急出場計画に関すること。
f 無線通信システムの構築に関すること。
g 県外派遣部隊の受援計画に関すること。
h 計画に基づく部隊の配置に関すること。
j 計画に基づく各種訓練の実施（ホテル等の訓練も含む）
に関すること。
k その他サミット消防警備対策に関すること。

附　則
この要綱は、平成11年８月３日から施行する。

沖縄県サミット消防警備対策班設置要綱

（平成11年８月３日　文化環境部長決裁）
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（１）実施体制及び準備状況等

県福祉保健部では当初、保健医療対策については

救急医療、感染症食品衛生等の対策と、それぞれ独

自に準備をすすめて来た。

これらの連携等のため特別対策本部の設置が必要

となり、サミット保健医療対策に係る連絡調整及び

サミット実施本部との連絡調整等を図るため「沖縄

県保健医療対策特別本部（本部長：沖縄県福祉保健

部長）」が設置された。

特別本部は、その傘下に「救急医療対策本部」、

感染症対策と各種衛生対策等を実施する「健康危機

管理対策本部」を設け、各救急医療機関、各保健所

及び衛生環境研究所等との連携を図った。

＜沖縄県サミット救急医療対策本部＞

国、県、救急病院等関係機関との情報連絡体制

を構築し、有事に救急医療体制が適切に機能する

ことを目的として救急医療対策本部が設置され

た。

q 保健所長会議、救急病院長会議等を開催し、

サミット救急医療体制への協力を要請するとと

もに、対策を検討した。

w 「沖縄県サミット救急医療計画」を策定し、

医師会、歯科医師会、救急病院等関係機関に具

体的な対策を示し協力を要請した。

e 沖縄県サミット救急医療対策本部員の業務を

円滑に行うため「沖縄県サミット救急医療計画

対応マニュアル」を作成した。

r 各保健所、各救急病院が集団災害対応マニュ

アル等を整備した。

＜沖縄県健康危機管理対策本部（感染症対策班）＞

平成11年度から施行された感染症新法に基づく

第二種感染症指定医療機関として、県立北部病院

等に感染症病床を整備した。また、患者搬送のた

めの専用車１台を北部保健所に配備するととも

に、集団発生に備えて県立病院からの救急車の出

動について協力体制を敷き、患者搬送講習会を実

施した。

＜沖縄県健康危機管理対策本部（保健衛生対策班）＞

各種の対策要綱、要領等を策定し、保健所、市

町村及び関係団体と連絡会議を設け、諸準備を推

進した。

q 食品衛生対策として、警備陣・消防防災陣・

救急医療陣及び関連ボランティア陣の約72万食

の弁当及びホテル等の食品衛生管理の確立を図

った。

特に、弁当の衛生対策については、(社)沖縄

県食品衛生協会でサミット弁当部会を設置し、

メニュー選定、食材一括発注、製造業者選定を

行った。保健所等では弁当の製造過程衛生管理

マニュアルを作成し、製造業者への衛生指導を

行い、衛生講習会を実施し、製造した弁当の衛

生検査を実施した。

w 水道のライフライン確保については、県企業

局及び各水道事業体が管理マニュアルを作成

し、事故発生時のシミュレーションも実施し、

万全を期した。

e 毒物・劇物については、取扱所等の立入調査

を実施し、保管状況及び書類確認を行った。

r ハブ・ハブクラゲ等の対策についても、ホテ

ル・各市町村の協力を得て、掲示板の設置、侵

入防止ネット等の設置、捕獲器具及び食酢の設

置並びにハブ咬傷抗血清の配備を行った。

t ホテル等の環境衛生対策は、貯水タンクの衛

生管理及び空調施設・噴水塔のレジオネラ菌の

汚染調査を実施するなど、衛生管理の徹底を図

13 救急医療・感染症・保健衛生等対策
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った。

y 血液対策についても沖縄県赤十字血液センタ

ーと連携を図るなど所要の措置を講じた。

（２）本番時の対応等

保健医療対策本部では、各国首脳の沖縄入りが始

まる一日前の７月19日から全体体制を敷き、20日か

ら23日まで各関係課及び保健所で夜間待機職員を配

置し、健康危機管理体制を敷いた。

また、本部事務局（福祉保健総務課）では、午前

９時及び午後５時に定時報告を受け、同情報を各保

健所等に還元し、緊急体制の維持管理に努めた。

＜沖縄県サミット救急医療対策本部＞

①　７/19～23まで24時間体制で本部（福祉保健

政策課）を設置し、夜間は待機要員２名を配置

した。

②　救急病院からの空床情報を定時に受け、国の

救急医療合同対策本部等関係機関に提供した。

③　国の救急医療合同対策本部に連絡要員２名を

配置するとともに、首脳来沖・離沖時に備え、

那覇空港に連絡要員１名を配置した。

＜沖縄県健康危機管理対策本部（感染症対策班）＞　

本庁健康増進課では、サミット首脳会合の期間

中、24時間体制で保健所等からの連絡に備え、保

健所では感染症担当者が午後９時まで所内待機し

た。また夜間は、健康危機管理要員として所内に

職員１名が待機し、感染症を含めた緊急時の連絡

対応に備えた。なお、厚生省から国立感染症情報

センター（実地疫学専門家養成コース）医師２名

が北部保健所で待機した。

＜沖縄県健康危機管理対策本部（保健衛生対策班）＞

薬務衛生課に保健衛生対策班を置き、24時間体

制で緊急対応ができる体制を敷いた。

市町村・保健所・衛生環境研究所及び食品衛生

協会からは通常業務連絡、定時連絡並びに健康危

機管理健康被害発生情報連絡体制で情報収集を行

った。

また、サミット主会場を所轄している北部保健

所に課長補佐が常駐し、薬務衛生課に厚生省食品

保健課の課長補佐と水道整備課の課長補佐が待機

した。情報報告の中には、

q 開催前日19日に糸満市座波地区の簡易水道水

源地の死魚報告をパトロール中の警官から受

け、糸満市水道課及び南部保健所が、給水停止

措置を行い死魚及び水源水の検査を実施した

が、有害物質は認められなかった。

w 22日に嘉手納町水道課から通報があり、21日

10時頃から３回にわたり同一人物から、嘉手納

町陸上競技場管理事務所に「水は飲んだか」な

どの不審電話があったため、パトロールの強化

と水質等を検査したが、異常は認められなかっ

た。

救急医療合同対策本部の情景
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（３）事業の成果、反省点等

保健医療対策特別本部に報告のあった定時報告事

案は、感染症関係２件、飲料水関係２件、その他

（食品、牛乳、ハブクラゲ等）７件で、重大な事案

の発生はなかった。

保健医療対策特別本部としては、サミット本番直

前まで各国首脳の日程等が確定せず、サミット推進

事務局等との連携がスムーズでなかった。

しかし、保健・医療・衛生分野それぞれが情報を

本部に集約し、部全体の取り組みとしての意識が高

まったものと思料する。

＜沖縄県サミット救急医療対策本部＞

特に救急医療が必要な状況は生じなかったが、

関係機関の協力体制構築や災害対応マニュアルの

整備は、本県の危機管理対策のモデルとなり、救

急医療体制の充実強化に繋がっていると思料す

る。

＜沖縄県健康危機管理対策本部（感染症対策班）＞

感染症関係要綱等の制定の遅れから、輸入感染

症や集団発生等を想定した関係機関によるシミュ

レーションを行うことができず、本番対応には一

抹の不安があったが、サミット首脳会合の期間中

は、患者搬送車及び感染症病床を必要とする事案

はなかった。

＜沖縄県健康危機管理対策本部（保健衛生対策班）＞

保健衛生対策関連で健康被害を伴うような、事

件事故は発生しなかった。特に、警備、消防、医

療及びボランティア等の約72万食に及ぶ弁当製造

において事故がなく、国や関係各位から高く評価

を受けた。これを契機に沖縄県の食品衛生思想の

向上かつ食品衛生施設整備の底上げを図ることが

でき、今後の食品衛生行政に大いに役立つものと

自負している。このことは、本県観光産業にとっ

て大きな財産になると思われる。

また、ライフラインの一つ水道に関して、各市

町村水道事業体が積極的に対策マニュアルを策定

し、シミュレーションを行うなど、危機管理思想

の高揚ができたことは評価すべきである。

反省点としては、連絡体制が充分でなかったこ

と、外務省及び沖縄県サミット推進事務局との食

品衛生対策に対する意思の疎通が充分でなかった

ため、食品衛生に対する対策が後手に回り対応に

苦慮した。事務局等に関係職員を送り込む必要が

あったと思われる。

弁当盛りつけの情景



関連事業概要 185

（設　置）

第１条　沖縄県実施本部設置要綱第２条第２項に基づき、九州・沖縄

保健医療対策特別本部（以下「特別本部」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条　本部は、次の事務を所掌する。

a サミット保健医療対策に係る連絡調整に関すること。

s 九州・沖縄サミット首脳会合沖縄県実施本部との連絡調整に関

すること。

d その他サミットの目的達成に必要な事項に関すること。

（組　織）

第３条　特別本部は、本部長、副本部長及び委員で構成する。

２　本部長は福祉保健部長を、副本部長は病院管理局長をもって充て

る。

３　委員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。

（本部長及び副本部長）

第４条　本部長は、特別本部の事務を総理し、指揮監督する。

２　副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本

部長が欠けたときは、その職務を代理する。

３　本部長は、サミット保健医療対策を推進するうえで、重要かつ特

殊な事案等が起こった場合は、九州・沖縄サミット首脳会合沖縄県

実施本部に報告するとともに、対応等について指示を仰ぐものとす

る。

（会　議）

第５条　特別本部の会議は、本部長が必要と認めたときに招集し、本

部長が議長となる。

２　本部長は、必要に応じ、委員以外の者の出席を求め、その意見を

聞くことができる。

（庶　務）

第６条　特別本部の庶務は、福祉保健総務課において処理する。

（補　則）

第７条　この要綱に定めるもののほか、特別本部の運営に必要な事項

は、本部長が別に定める。

九州・沖縄サミット保健医療対策特別本部設置要綱

（平成12年7月5日　部長決裁）
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九州・沖縄サミット保健医療対策特別実施体制�

九州・沖縄サミット首脳会合沖縄県実施本部�

本  部  長（知　　事）�

副本部長（副知事、出納長）�

沖 縄 県 サ ミ ッ ト 推 進 事 務 局 �

消 防 警 備 対 策 特 別 本 部 �

保 健 医 療 対 策 特 別 本 部 �

特別本部の構成（委員）�

特別本部の総理及び指揮監督�

特別本部長の補佐�

特別副本部長の補佐�

　　　同上�

　　　同上�

本部長、副本部長の日程調整�
沖縄県健康危機管理対策本部の総括�
沖縄県サミット推進事務局との連絡調整�

沖縄県サミット救急医療対策本部の総括�

関係福祉施設のサミット関連の対応�

関係福祉施設のサミット関連の対応�

関係福祉施設のサミット関連の対応�

沖縄県健康危機管理対策委員会の総括�
感染症対策班の総括�

国立沖縄戦没者墓苑、�
慰霊塔・碑参拝関連の対応�

保健衛生対策班（食品衛生対策、水道対策、毒劇�
物対策、血液対策、ハブ・ハブクラゲ対策）の総括�

病院管理局長の日程調整�
沖縄県サミット救急医療対策本部との連絡調整�

救急医療体制への対応�
（県立病院施設及びスタッフの提供を含む）�

q

w

e

r

t

y

u

i

o

!0

!1

!2

!3

!4

!5

福 祉 保 健 部 長 �

病 院 管 理 局 長 �

福祉保健部次長�

福祉保健部参事�

病院管理局次長�

�

福祉保健総務課長�

�

福祉保健政策課長�

�

健 康 増 進 課 長 �

�

長寿社会対策室長�

�

児 童 家 庭 課 長 �

�

障害保健福祉課長�

�

国保・援護課長�

�

薬 務 衛 生 課 長 �

�

管 理 課 長 �

�

経 営 課 長 �

福祉保健総務課�

福祉保健政策課�

健 康 増 進 課 �

長寿社会対策室�

児 童 家 庭 課 �

障害保健福祉課�

国 保 ・ 援 護 課 �

薬 務 衛 生 課 �

管 理 課 �

経 営 課 �
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九州・沖縄サミット保健医療対策特別実施体制�

九州・沖縄サミット首脳会合沖縄県実施本部（本部長：沖縄県知事）�

救急�
医療�

w　沖縄県サミット救急医療対策本部�
　　　　　　　（本部長：福祉保健部長）�

○　サミット期間中の保健医療対策の総括�

○　サミット期間中の�
　　救急医療対策�

○　サミット期間中の健康被害に対する迅速�
　　かつ適切な即応体制の確保�

○サミット期間中の感染症対策�

拠点病院（北部病院、中部病院）�

後方支援施設（那覇病院、南部病院）�

感染症対策班（健康増進課長）�

部長：098－866－2161（部長室）�
事務：098－866－2164（福祉保健総務課）�

部長：098－866－2161（部長室）�
事務：098－866－2209（健康増進課）�

事務：098－866－2209�
（健康増進課）�

部長：098－866－2161（部長室）�
事務：098－866－2164（福祉保健総務課）�

連携・共同�

連携・共同�

危機�
管理�

国立�
墓苑�

現地�
対策�

感染�
症�

e　沖縄県健康危機管理対策本部�
　　（本部長：福祉保健部長）�

国保・援護課（国保・援護課長）�

○サミット期間中の食品衛生対策�

食品衛生対策（薬務衛生課長）� 事務：098－866－2215�
（薬務衛生課）�

○サミット期間中の水道対策�

水道対策（薬務衛生課長）� 事務：098－866－2215�
（薬務衛生課）�

○サミット期間中の毒劇物中毒対策�

毒劇物対策（薬務衛生課長）� 事務：098－866－2215�
（薬務衛生課）�

○サミット期間中の血液対策�

血液対策（薬務衛生課長）� 事務：098－866－2215�
（薬務衛生課）�

○サミット期間中のハブ・ハブクラゲ対策�

○サミット期間中の国立墓苑参拝対策�

福祉保健部サミット協力委員会現地対策本部（福祉保健部次長）�

○サミット期間中の現地対応総括本部（次長）�
　（事案の起こった所管保健所に設置－－医療、感染症、衛生、薬務部門を総括）�

ハブ・ハブクラゲ対策（薬務衛生課長）� 事務：098－866－2215�
（薬務衛生課）�

事務：098－866－2177�
（国保・援護課）�

サミット�

医療対策�

本　　部�

（  国  ）�

VIP対策�

保
　
　
衛
　
　
生
　
　
対
　
　
策
　
　
班�

各
保
健
所�

各
保
健
所
　
―
　
連
絡
網
は
別
紙�

沖縄サミ�
ットライ�
フライン�
対策連絡�
協議会�

食品�
衛生�

水道�

毒�
劇物�

血液�

ハブ・ハ�
ブクラゲ�

q　保健医療対策特別本部（本部長：福祉保健部長）�
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サミット受入準備については、市町村においても

その役割に応じて様々な取組みが行われた。

全市町村でサミットの担当課が特定され、会議開

催地となる名護市をはじめ、住民参加組織が設置さ

れるなど、全県的に市町村推進体制の整備が図られ

た。

プレ事業としては、殆どの市町村でサミットに向

け環境美化運動が実施された。

県民会議主催のクリーンアップ大作戦や花いっぱ

い運動への参加のほか、独自の環境美化運動の取組

を行う市町村も多かった。

会場地の名護市では、サミット開催前の節目節目

に記念イベントが打たれ気運醸成に務めたほか、ボ

ランティアの語学研修など各種研修も実施され、受

入に万全が期された。

他の市町村でも、首脳招聘の誘致に取り組む市町

村を中心に、県民会議とタイアップしてＧ８文化フ

ェスタが国別に実施されたほか、独自に、サミット

を冠した各種行事を実施している。

サミット期間中は、名護市では、21世紀の森公園

において、県民会議のサミットオープニングフェス

ティバルと連動して、「NAGO Summit Festival」

を開催したほか、国際メディアセンターなどでイン

フォメーションデスクを設置するなど、プレスをは

じめとするサミット関係者の歓迎と情報発信事業を

実施している。また、首脳の名代としてフランスと

ドイツの駐日大使の出席を得て交流事業を実施して

いる。

宜野座村、読谷村、具志川市、北谷町、南風原町、

上野村では、首脳招聘が実現し（読谷村ではEU委

員長夫人）、交流、ふれあい事業が実施された。そ

の他の市町村では首脳の名代で大使等が参加して実

施されたところもある。

そのほか、期間中の対応としては、殆どの市町村

が県民会議の首脳歓迎委員会に所属し、代表者によ

る空港や宿舎での歓迎、見送りの対応に当たった。

また、子ども達によるエイサーや獅子舞による歓迎

もあり、首脳達に喜ばれた。

また、期間中、プレスを招待しての独自事業を実

施し、情報発信事業に務めた市町村もあった。

その他、市町村は県民会議への協力も行っており、

負担金の拠出、県民会議発行「サミット通信」の全

戸配布、各種県民会議事業の協力のほか、各地区地

域安全協力会への協力がなされている。

１　総括
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焼物の説明を受けるEU・プローディ委員長夫人（22日・読谷村）

花束を贈られるイギリス・ブレア首相（21日・北谷町）

中学生との柔道交流で、一本取られるロシア・プーチン大統領
(23日・具志川市）
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２　各市町村取組実績

九州・沖縄サミット首脳会合に関する市町村取組実績一覧（調査とりまとめ結果）�

市町村名�

国頭村�

大宜見村�

殆どの市町�
村において�
共通実施�

１　各種クリーンアップ事業�
　　飾花・緑化事業�

推進体制　○行政担当課　△行政庁内協議機関�
　　　　　◎住民参加組織�

プレ期におけるサミット関連事業�圏
域�

北
　
　
部�

○総務課�

１　東村婦人会サミットアメリカ公演�
　　h12.6.17～22　ロスアンゼルス・リトル　　　　　

　　東京（日本劇場）�

１　サミットプレイベント「重陽の宴」�
　　h11.10.23　ひんぷんガジュマル緑地�
２　サミット200日前イベント�
　　h11.12.31　21世紀の森ビーチ�
３　サミット100日前イベント�
　　h12.4.16　名護大通り�
４　名護サミットプレイベント�
　　「友好・姉妹都市子どもサミットin名護」�
　　h12.6.20～23　名桜大学多目的ホール�
５　ボランティアツアーガイド養成講座�
　　h12.1.10～2.28　名桜大学�
６　名護サミット語学ボランティア研修�
　　h12.4.9～7.9�
　　名桜大学/名護国際交流会館�

１　Ｇ８サミット・文化フェスタイタリア展（共催）�
　　h12.3.3～5　村立中央公民館�
２　イタリア音楽の夕べ�
　　h12.2.10　村立中央公民館�
３　イタリア語、イタリア文化講座�
　　宜野座村立中央公民館�
　　h12.1.27～3.30、4.20～7.13�
４　イタリアカンツーネと琉球古典音楽舞踊の誘い�
　　h12.5.23　村総合体育館�
５　イタリア料理講習会�
　　h12.6.19、7.10　村立中央公民館�
６　小学校・中学校イタリア文化講習会�
　　h12.5.22、31　6.5、8　村内小中学校�
７　村特産品加工直売センター周辺草刈り花植え付け�
　　h12.7.18～19

○総務課　△村サミット推進本部（h11.9.16）�

東村� ○総務課　△村サミット推進本部（h11.10.1）�

今帰仁村� ○企画財政課�
◎今帰仁村環境美化推進協議会（h11.12.1）�

本部町� ○総務課　◎町サミット協力町民会議（h11.12）�

名護市� ○企画部サミット対策室�
△市サミット対策本部（h11.5.17）�
◎名護サミット市民会議（h11.6.9）�

恩納村� ○サミット対策室�
△村サミット対策本部（h11.7.1）�
◎沖縄サミット恩納村推進村民会議（h11.10.12）�

宜野座村� ○総務課�
◎沖縄サミット宜野座村民会議（h11.11.16）�
◎アマート・イタリア首相ご夫妻を宜野座村へ招聘する会�
　（h11.11.16）�

金武町� ○総務課、企画課�
◎沖縄サミット金武町推進委員会（h11.10.28）�

伊江村� ○企画調整課�
◎2000年サミット並びにアーニーパイル生誕100年記念特別慰霊祭
推進協議会（h11.9.14）�

伊平屋村� ○総務課�

伊是名村� ○総務課�
◎2000年沖縄サミット伊是名島推進会議（h11.11）�

１　首脳歓迎委員会所属市町村の代表者が担当国の�
　首脳への対応（空港歓迎・見送り、宿舎歓迎、見�
　送り、県主催歓迎レセプションでの対応）に当た�
　った。�

１　沖縄県サミット推進県民会議への協力�
　　・負担金拠出�
　　・県民会議発行「サミット通信」全戸配布�
　　・首脳歓迎委員会所属�
２　各地区地域安全協力会への協力�

サミット期間中の事業� その他�

１　村内児童が嘉手納基地からクリントン大統領を見送る�

１　首脳歓迎（ホテル内）イベント　h12.7.21�
　　ルネッサンスリゾートオキナワ、リザンシーパークホテル谷
茶ベイ、かりゆしビーチリゾート恩納�

　　村内のホテルに宿泊する首脳を村内の小中学生と嘉手納基地
内の小学生のエイサー、琉舞、三線で歓迎�

４　NAGO　Summit　Festival�
　　h12.7.15～23　21世紀の森公園�
５　プレス取材支援�
　　h12.7.15～24　国際メディアセンターほか５カ所�

１　友好チャリティーサッカーイベント�
　　h12.7.22　村運動公園�
　　EU・報道陣対地元シニアチーム戦�

１　広報誌への掲載�
２　首脳歓迎委員会（米大統領対応）�

１　首脳歓迎委員会（米、仏、露、加、英）�

１　村ピーアール用ビデオ制作（英語版）h12.7

１　サミット参加国国旗掲揚（h12.4.10）�

１　首脳歓迎委員会（英）�

１　名護市情報発信�
h11.6～h12.7�
・広報誌　12回�
・パンフレット�
・ポスター�
・パネル展�
・ホームページ�
・CDROM�
・市ガイドブック�
・市勢概要、市ガイドブック�
・記者懇談会　５回�
・名護市ＰＲ紅型風呂敷、Ｔシャツ配布�

２　首脳歓迎委員会（Ｇ８全て）�

１　パスタ通信�
　　４回発行�
２　懸垂幕・横断幕・のぼりの掲出、ステッカー貼り�
３　首脳歓迎委員会（伊）�

１　森総理歓迎事業�
　　ｈ12.7.23がじゅまる緑地広場�
　　森総理及び智恵子夫人出席�
�
２　フランス首脳招聘事業�
　　「フランス・沖縄友好の一日」�
　　7.22　屋我地島運天原オランダ墓�
　　シラク大統領名代モンターニュ駐日大使出席�
３　ドイツ首脳招聘事業�
　　「希望と自信の鐘感謝祭」�
　　h12.7.22　沖縄愛楽園�
　　ケストナー駐日大使出席�

１　アマート・イタリア首相ご夫妻歓迎行事�
　　h12.7.21　村特産品加工直売センター�
　　首相歓迎、真実の口除幕式等�

１　沖縄サミット並びにアーニーパイル生誕100年記念特別慰
霊祭�

　　h12.7.22　アーニーパイル記念碑広場�
　　　　　　　フォーリー駐日大使出席�

１　首脳歓迎委員会（米）�

１　首脳歓迎委員会（米）�

１　サミット参加国国旗掲揚�



市町村の取組み 195市町村の取組み194

中
　
　
部�

１　2000年サミット歓迎みほそまつり�
　　h12.6.17～18　市多目的広場�
　　日米親善少年野球大会�

１　ロシア民族アンサンブル公演�
　　h12.6.30　市民芸術劇場�
２　サミット記念　第15回全島獅子舞フェスティバル�
　　h12.7.1　安慶名闘牛場�
３　サミット記念　大闘牛大会�
　　h12.7.2　安慶名闘牛場�
４　サミット記念　物産展�
　　h12.7.1～2　安慶名闘牛場�

１　Ｇ８サミット・文化フェスタ　アメリカ展（共催）�
　　h12.5.26～28

具志川市� ○企画部企画課�
△市サミット推進本部（h11.9.14）�
△ロシア大統領招聘事業推進プロジェクトチーム�
　（h12.5.1）�
◎具志川市サミット推進市民会議（h12.6.1）�

石川市� ○企画推進室�

与那城町� ○総務課�

勝連町� ○総務課�

沖縄市� ○市サミット推進本部事務局�
△市サミット推進本部（h11.11.19）�
◎沖縄サミット推進市民会議（h12.2.8）�

読谷村� ○企画分権推進課�
△村サミット推進会議作業部会（h11.10.21）�
◎読谷村サミット推進会議（h11.10.21）�

１　国際平和子どもサミット�
　　h12.7.8～9�
　　宜野湾市中央公民館、宜野湾海浜公園�

１　うらそえ子ども美術展�
　　h12.6.24～7.23�
　　浦添美術館、市庁舎ホール、市内各店舗�

１　インディアンオーク号由来記念碑設置�
　　h12.4.28～8.30�
　　安良波公園、北谷小学校�
２　安良波公園内難破船周辺整備、インディアンオーク号塗装

塗り替え　h12.5.8～6.30�
３　英国教育大臣と中・高生代表との交流会�
　　h12.4.3　桑江中学校�
４　Ｇ８サミット・文化フェスタ　イギリス展（共催）�
　　h12.5.12～14　北谷町屋内運動場�

１　嘉手納町まちづくり子どもサミット�
　　h12.7.15　嘉手納町中央公民館�

北谷町�

嘉手納町�

○経済振興課�
◎サミット2000ブレア首相北谷町招聘歓迎実行委員会（h12.6.15）�

○総務課�

北中城村� ○総務課�

中城村� ○総務課外４課�

宜野湾市� ○企画調整課�
◎宜野湾市サミット推進市民会議（h11.11.2）�

西原町� ○総務課�

浦添市� ○商工産業課�

九州・沖縄サミット首脳会合に関する市町村取組実績一覧（調査とりまとめ結果）つづき１�

市町村名� 推進体制　○行政担当課　△行政庁内協議機関�
　　　　　◎住民参加組織�

プレ期におけるサミット関連事業�圏
域�

１　記念碑除幕式、記念植樹�
　　h12.7.22　フォーリー米駐日大使出席�

２　サミット記念村民劇場「大北」上演事業�
　　h12.7.22　読谷村文化センター�
３　サミット記念陶芸体験事業�
　　h12.7.21～22　沖縄残波岬ロイヤルホテル、ホテル日航アリビ
ラ�

４　読谷村探訪ツアー�
　　h12.7.21～23�
５　各国（ドイツ、イタリア、EU）首脳送迎事業�
　　h12.7.20、21、23�
　　沖縄残波岬ロイヤルホテル、ホテル日航アリビラ�

１　首脳歓迎委員会（米）�

１　サミット広報用ビデオ作成�
　　CDROM（日本語、英語版）�
�
２　首脳歓迎委員会（露）�

１　首脳歓迎委員会（独、伊、EU）�１　首脳招聘事業�
　　qEU委員長夫人絵付け体験事業�
　　　h12.7.22　やちむんの里�
　　wEU委員長夫人による歴史民俗館及び美術館�
　　　ご覧事業　　h12.7.22�
　　eEU委員長夫人を迎えての晩餐会事業�
　　　h12.7.22　村内�

１　ロシア・プーチン大統領招聘事業�
　　h12.7.23（日）�
　　歓迎少年柔道錬成大会（市総合体育館）�
　　来市記念モニュメント除幕式（市民芸術劇場広場）�

１　米軍基地視察プレスツアー�
　　h12.7.19～24　嘉手納町役場屋上�

１　プレスツアー受入�
　　普天間飛行場�

１　英国・ブレア首相来町記念事業�
　　h12.7.21　北谷小学校　ブレア首相メッセージ発信�

１　首脳歓迎委員会（英）�

１　首脳歓迎委員会（米）�

１　首脳歓迎委員会（米）�

１　サミット参加国国旗掲揚　市役所前�
２　Ｇ８大使館へ「ぎのわん平和宣言」送付�
３　消防への協力�
４　ミュージックフェスタへの協力�
５　首脳歓迎委員会（米）�

サミット期間中の事業� その他�
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南
　
　
部�

１　サミット記念西崎護岸壁面描画大会�
　　h12.7.2～9�
２　Ｇ８世界少年少女絵画特別企画展�
　　h12.7.4～10　西崎総合体育館�

１　沖縄サミット成功交通安全広告塔整備�
　　h12.7.18

１　首里城周辺クリーンアップ�
　　（h12.4.29、h12.7.16）�
２　Ｇ８教育担当大臣、識名園訪問（h12.4.3）�
３　首里城での首脳夕食会決定祝賀会及びサミット推
進大会（h12.4.12）�

４　ロシア駐日大使講演会（h12.7.3）�
５　花の１マイル国際通り（h12.7.11）�
６　識名園　積翠の大茶会（h12.7.15～20）�
７　那覇市・宇治市交流2000円札発行記念事業�
　　（h12.7.19）�

那 覇 市 � ○総務部総務課�
△市サミット推進本部（h11.6.10）�
◎サミット推進市民の会（h11.9.29）�

糸満市� ○企画部企画調整室�
△市サミット推進本部（h12.1.5）�
◎糸満市サミット推進市民会議（h12.3.29）�

豊見城村� ○企画調整室�
△村サミット対策協議会（h11.11）�
◎アメリカ大統領を招聘する会（h12.1）�

東風平町� ○企画財政課�

具志頭村� ○総務課�

玉城村� ○企画財政課�

知念村� ○企画財政課�

佐敷町� ○総務課�
△町サミット推進本部（h12.3）�
◎佐敷町サミット推進協議会（h12.3）�

１　Ｇ８サミット・文化フェスタ　カナダ展（共催）�
　　h12.2.25～27　南風原町中央公民館�
２　カナダ児童招待交流事業（h12.7.18）�

南風原町� ○総務課�
△沖縄サミット南風原町推進会議（h12.7）�
◎沖縄サミット南風原町民会議（h11.10.28）�

仲里村� ○企画課、商工観光課�

具志川村� ○総務課�

渡嘉敷村� ○総務課�

座間味村� ○総務課�

粟国村� ○総務課�
◎粟国村サミット推進会議�

渡名喜町� ○総務課�

南大東村� ○総務課�

北大東村� ○総務課�

与那原町� ○総務課�

大里村� ○総務課�

九州・沖縄サミット首脳会合に関する市町村取組実績一覧（調査とりまとめ結果）つづき２�

市町村名� 推進体制　○行政担当課　△行政庁内協議機関�
　　　　　◎住民参加組織�

プレ期におけるサミット関連事業�圏
域�

１　平和祈念百年古酒酒造式�
　　h12.7.22　平和の礎中央広場�

１　EU委員長夫人安謝複合施設訪問（h12.7.23）�

１　町内代表者17名が那覇空港にて歓迎�

１　首脳歓迎委員会（米）�

１　サミット参加国国旗掲揚市役所２ヶ所、パレット久茂地前県
道街灯�

１　首脳歓迎委員会（米）�

１　首脳歓迎委員会（加）�

各国首脳歓送時の沿道警備� １　サミット参加国等の国旗掲揚�
　　h12.6.1～7.22　町役場�

１　ジョン万次郎杯「日米親善少年野球交流大会」�
　　h12.7.23～26�
　　豊見城村総合グランド、瀬長島球場�
　　始球式　フォーリー米駐日大使出席�

１　カナダ・クレティエン首相招聘事業�
h12.7.1�
記念石碑の除幕式（南風原町役場）�
カナダ児童アイスホッケー交流試合始球式招待（スポーツ
ワルドサザンヒル）�

１　首脳歓迎委員会（加）�

１　村広報誌へのサミット関連記事掲載�

サミット期間中の事業� その他�
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八
重
山�

宮
　
古�

１　Ｇ８サミット・文化フェスタ　ドイツ展（共催）�
　　h12.4.7～9　うえのドイツ文化村�
２　沖縄日独協会設立総会�
　　h12.6.30　うえのドイツ文化村�

１　日独こども俳句サミット�
　　h12.6.24～25

１　2000年サミット炎の祭典IN石垣島（共催）�
　　h12.7.15　市立図書館、新栄公園、世界平和の鐘鐘
楼�

　　・平和サミットフォーラム、2000年サミット炎の祭典�
２　Ｇ８サミット・文化フェスタ　フランス展（共催）�
　　h12.3.24～26　石垣市民会館�

○企画調整課�
△ドイツ国首相宮古島招聘推進上野村対策室�
　（h11.9.1）�
◎ドイツ国首相宮古島招聘推進上野村推進協議会�
　（h11.11.8）�

平良市� ○総務部企画室�
△サミット平良市庁内推進会議（h11.12.1）�

城辺町� ○企画振興課�

下地町�

上野村�

○企画課�

伊良部町� ○総務課�

○総務課�多良間村�

竹富町� ○企画課�
◎沖縄サミットクリーンアップ町民運動実行委員会（h11.12.22）�

与那国町� ○企画室�

石垣市� ○企画室�
△沖縄サミット石垣市推進協議会（h11.7.30）�
◎サミット石垣市民会議（h11.8.19）�

九州・沖縄サミット首脳会合に関する市町村取組実績一覧（調査とりまとめ結果）つづき３�

市町村名� 推進体制　○行政担当課　△行政庁内協議機関�
　　　　　◎住民参加組織�

プレ期におけるサミット関連事業�圏
域�

（ドイツ国首脳宮古島招聘委員会（宮古市町村会）主催）�
�
�
�
�
�
（上野村主催）�
１　ダンケフェスト2000�
　　h12.7.22～23　うえのドイツ文化村�
２　2000年沖縄サミット開催に伴うドイツ国マスコミ関係者の宮
古招聘事業（h12.7.21～23）�

１　首脳歓迎委員会（独）�

１　首脳歓迎委員会（仏）�

１　サミット参加国国旗掲揚（h12.2.4～7.24）�
　　役場庁舎玄関上�

１　市広報誌サミット特集号発行�
２　首脳歓迎委員会（独）�

１　ドイツ国首相招聘残歴板設置（h12.1.5～7.23）�
２　首脳歓迎委員会（独）�

１　サミット参加国国旗掲揚�
２　首脳歓迎委員会（独）�

１　首脳歓迎委員会（独）�

　　ドイツ・シュレーダー首相招聘事業�
h12.7.21　上野村ドイツ村�
歓迎式典、記念植樹、ドイツ村視察�

サミット期間中の事業� その他�



（１）基本方針

2000年Ｇ８サミットのホストシティとして、参加

国首脳、政府関係者及び報道陣のために快適な国際

会議の「舞台」を提供することに務めた。特に、亜

熱帯のビーチを最大の目玉に、プレスのための歓

迎・交流イベントを行った。

（２）準備経過

平成11年６月の市民会議発足後、事務局に協賛企

業及び友好都市の派遣職員20名を含む59名の職員を

配置、国際メディアセンターの整備、まちの美化と

花いっぱいキャンペーン、ボランティアの募集及び

研修、首脳招聘企画、プレイベントとしての

「NAGO Welcome Parade」や友好・姉妹都市子ども

サミット開催、それにインターネット・ホームペー

ジ（サミット編）の開設、CD-ROMの制作、ポス

ター・パンフレット・ガイドブック（日英両語）等

を発行し、サミットに備えた。

（３）実施本部体制

市長を本部長とし、かつ各部を網羅したサミット

対策本部が、防災、上下水道、道路、公園、ビーチ

の整備・保守・管理等を担当、名護サミット推進市

民会議（会長：名護市長　構成団体133,個人90名）

は、市民ボランティアや事業所等の協力を得て、環

境美化をはじめ、会場の整備・提供、歓迎・交流事

業の実施及び広報活動・写真記録等を行った。

.

（４）サミットへの取組実績

ホストシティとして、サミット開催に必要な施設、

特に国際メディアセンター（各国のプレス関係者）

のために名護市民会館や21世紀の森体育館、屋内運

動場、少年野球場等の市民施設を提供したのをはじ

め、名護サミットフェスティバルを通して空手やエ

イサー等沖縄の伝統文化を海外プレスに紹介、さら

にフランス及びドイツと歴史的なつながりを持つ屋

我地島に両国大使ご一行を歓迎、地域の人々との交

流推進、及びホームページやCD-ROMを通して名

護市を広く海外にＰＲした。

事業名：サミットプレイベント「重陽の宴」

事業実施月日：平成11年10月23日

事業実施場所：がじゅまる緑地

事業概要：　名護市街地の一角にある国指定天然記

念物「ひんぷんガジュマル」。その傍ら

にある市民の憩いの場、がじゅまる緑地

を舞台にして、名護市を代表する琉球舞

踊の踊り手、二代目家元親泊久玄氏によ

る組踊り独演会を実施。

重陽の宴は、中国皇帝の使者（冊封使）

が冊封のため琉球を訪れた際、琉球国王

が歓迎の宴として行った「七宴」の中の

一つ。重陽の節句（旧暦９月９日）の頃、

首里城にて伝統芸能を盛大に披露したと

言われている。この由緒ある宴を2000年

サミットプレイベントとして位置づけ、

サミットの成功に向けて市民及び県民の

意識の高揚を図ることを目的に実施。

事業名：サミット200日前イベント

「Summit Countdown NAGO」

事業実施月日：平成11年12月31日

事業実施場所：21世紀の森ビーチ

事業概要：　サミット開催200日前を記念し、1999

年12月31日から2000年１月１日にかけ

て、ミレニアムカウントダウンイベント

を実施。NHK「ゆく年来る年」のＴＶ

市町村の取組み200

３　会場地名護市の取組



中継とタイアップし開催。市街地東江の

銭ヶ森斜面に21世紀への希望のかけ橋の

年を象徴する「希」の光文字を点灯した。

なお、カウントダウンイベントではレ

ーザーショーや名護市青年団やんばる船

のエイサーの披露、それに新生ネーネー

ズのライブが行われた。

事業名：サミット100日前イベント

「NAGO Welcome Parade」

事業実施月日：平成12年４月16日

事業実施場所：名護大通り

（北部合同庁舎～ひんぷんガジュマル）

事業概要：　サミット開催100日前を記念し、中心

商店街のある名護大通りでパレードを実

施。「21世紀に向け、名護から世界へ」

をキャッチフレーズに、県知事及び市長

を先頭に、市内を中心とした県内10団体

によるブラスバンドのパレード、それに

続く市内小学校、幼稚園、保育園及びス

ポーツクラブ等の子ども達による総勢

1,200人を超える大パレードを実施。

事業名：名護サミットプレイベント

「友好・姉妹都市子どもサミットin名護」

事業実施月日：平成12年６月20日～23日

事業実施場所：名桜大学多目的ホール

事業概要：　名護市の友好・姉妹都市である北海道

滝川市、岩手県松尾村、大阪府枚方市、

米国ハワイ州ハワイ郡、ブラジル国ロン

ドリーナ市、フィリピン・ダバオ市およ

び名護市の子ども達がサミットを機会に

一堂に会し、「人と環境、その望ましい

未来」をテーマにフォーラムを行い子ど

もサミット宣言を採択。約400名の児童

生徒が参加。歌手のジュディ・オングさ

んがコーディネーターを務めた。

事業名：ボランティアツアーガイド養成講座

事業実施月日：平成12年１月10日～２月28日

事業実施場所：名桜大学

事業概要：　2000年Ｇ８サミットで来県する世界の

報道関係者に、「やんばる」を紹介し、発

信してもらうため、英語の観光ツアーガ

イド、シャトルバスガイド及び各インフ

ォメーションセンターに配置するスタッ

フを養成するための講座。沖縄の地理、

歴史、政治、経済、基地問題、伝統芸能、

食文化など15回の講座を、名桜大学の専

任教授を主とした講師が全て英語で講義。

103名の受講者中、66名（64％）が終了。

事業名：名護サミット語学ボランティア研修

事業実施月日：平成12年４月９日～７月９日
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事業実施場所：名桜大学・名護国際交流会館

事業概要：　サミット時における取材協力、プレス

ツアー、翻訳、イベントスタッフ及びプ

レスセンター・おきなわ情報館・インフ

ォメーションセンター等での語学ボラン

ティア需要に応えるため、実践英語コミ

ュニケーションや英語インタビュー、国

際プロトコール、イベント業務ほか実用

英語等９回の研修を実施。100名余が受講。

最終的にサミットで163名（内35名は

外国人）の語学ボランティアが活躍。

事業名：花いっぱい・クリーンキャンペーン

事業実施月日：平成11年７月～平成12年７月

事業実施場所：名護市内

事業概要：　快適で花いっぱいの街にサミット関係

者を迎えようと、市民ボランティアによ

るクリーン、花いっぱいキャンペーンを

実施した。特に、サミット300日前花い

っぱい（H11.10.2）には約２千人のボラ

ンティアが4,500本、また55日前のGO！

GO！フラワーキャンペーン（H12.5.26

～28）には約８千人のボランティアが、

百日草や松葉ボタン、ケイトウなど14万

本の花の植えこみを行った。

事業名：「NAGO Summit Festival」

事業実施月日：平成12年７月15日～23日

事業実施場所：21世紀の森公園

事業概要：　21世紀の森公園を３つのエリアに分

け、各エリア別にそれぞれのサービスメ

ニューを実施。21世紀の森ビーチではリ

ラクゼーション空間として、ビーチパラ

ソル、サマーベッド等を設置、開放。隣

接するデイゴの森（緑地）では北部広域

の物産展示即売ほかサミットグッズ販

売、郵便サービスを実施。さらに、野外

ステージでは、名護市民による沖縄の伝

統芸能、琉球舞踊やエイサー、空手、古

武道等の公演のほか、名護市の友好姉妹

都市、北海道滝川市・岩手県松尾村・大

阪府枚方市、及び外相会議開催地宮崎県

の郷土芸能公演が行われた。なお、７月

21日には、県主催の「Summit Opening

Festival」（政府代表団・プレス関係者歓

迎レセプション）も開催され、多くの県

民とプレス関係者との交流が行われた。

事業名：プレス取材支援

事業実施月日：平成12年７月16日～23日

事業実施場所：名護市内

事業概要：　国内外報道関係者の取材活動を支援す

るため、車輌・運転手及び語学ボランテ

ィアを提供した。市庁舎構内に設置した

インフォメーションセンターで受付し、

プレスの希望する取材地へ車輌等を提

供。期間中、49名の記者が利用、もっと

も需要が高かったのはキャンプシュワー

ブ米海兵隊基地。市はキャンプシュワー
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ブゲートまでの送迎サービスを実施。

事業名：インフォメーションデスクの設置

事業実施月日：平成12年７月15日～24日

事業実施場所：国際メディアセンター（IMC）

はじめ７ヶ所

事業概要：　名護市に関する情報、歓迎・交流イベ

ント及びプレス支援サービスを広く国内

外報道陣にＰＲするため、IMCや「沖縄

じょうほう館」をはじめ、市役所西側駐

車場、市民会議事務所（名護十字路）、

市課観光協会および市役所窓口にインフ

ォメーションデスクを設置。それぞれの

デスクで、ガイドブックやタウンマップ、

名護市のCD-ROM等を配布。

事業名：森総理歓迎事業

（サミット市民ふれあいイベント）

事業実施月日：平成12年７月23日

事業実施場所：がじゅまる緑地広場

事業概要：　Ｇ８サミット最終日の午後、議長記者

会見を終えた森総理を名護のシンボルひ

んぷんガジュマル横のがじゅまる緑地に

招き、名護市商工会や市民会議を中心に、

市内の小学生やエイサー隊などで歓迎し

た。詰めかけた市民と共にサミットの成

功を祝い最後は会場の全員でカチャーシ

ーを踊り締めくくった。

事業名：フランス首脳招聘：「フランス・沖縄友好

の一日」

事業実施月日：平成12年７月22日

事業実施場所：屋我地島運天原オランダ墓

（名護市指定文化財）

事業概要：　1846年、運天港寄港中に亡くなった２

名のフランス水兵の眠るオランダ墓に、

シラク仏大統領を招聘し、150年近く墓

守をしてきた地元の人々と交流を図るこ

とを目的に企画。同大統領の名代として、

モンターニュ駐日仏大使ご一行がオラン

ダ墓を訪問、供花をしたあと、地元の屋

我地や今帰仁の人々と交流した。

なお、仏政府は平成12年12月４日に艦

船を屋我地に派遣し、再び交流を深めた。
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オランダ墓に献花するモンターニュ駐日フランス大使

森首相と市民のふれあい　７月23日がじゅまる緑地にて



事業名：ドイツ首脳招聘：「希望と自信の鐘感謝祭」

事業実施月日：平成12年７月22日

事業実施場所：国立療養所沖縄愛楽園（屋我地在）

事業概要：　1953年、ドイツのベルリン市民から愛

楽園へ贈られた「希望と自信の鐘」に関

し、シュレーダー独首相を招聘の上感謝

の気持ちを伝えようという目的で企画。

今回はケストナー駐日独大使ご一行が愛

楽園を訪問、鐘の贈呈にご尽力のあった

故スコアブランド博士（ドイツ生まれ米

国人医師）の功績を称えると共に、地元

や愛楽園入所者との交流を深めた。

事業名：名護市の情報発信

事業実施月日：平成11年６月～平成12年７月

事業実施場所：名護市内外

事業概要：　サミット開催について、広く市民の理

解を得、支援してもらいかつ名護市を県

内外にＰＲするため、市の広報紙特集号

（12回）をはじめ、市民向けパンフレッ

ト（27,000部）、ポスター（３回、15,000

部）等の発行、サミットパネル展の開催

（延べ27会場）、ホームページサミット編

（４カ国語）の開設、CD-ROMの制作

（5,000枚）、市ガイドブック（日英両語，

9,000部）、名護市勢概要（４カ国語，

9,000部）及び名護市ガイドマップ（日

英両語，10,000部）等の発行を行った。

また、サミット関連の記者懇談会を５回

実施したほか、サミット開催までに約80

社の取材に応じた。

このほかサミット期間中には、県内外

の報道陣（約3,000人）に対し、名護市

をＰＲする紅型風呂敷やＴシャツを配布

した。

（５）顧みての所感

首脳招聘事業や子どもサミットを通しての国際交

流、通訳・翻訳ボランティア活動を通しての人材育

成、市民ボランティアによる花いっぱいのまちづく

り、それに海外への情報発信など、ホストシティと

しての役割を十分に果たしたと考えている。
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9/12 沖縄県経済団体会議がサミット開催を含めた「沖縄の振興開発についての要望書」を政府に提出。

７/10 沖縄県議会が「主要国首脳会議（サミット）の沖縄開催に関する要請決議」を可決

10/24 2000年サミット誘致推進プロジェクト班（班長：知事公室参事）設置

12/15 沖縄県サミット誘致推進協議会（会長：知事）発足

4/10 沖縄県サミット誘致推進本部（本部長：副知事）、

サミット誘致推進班（班長：知事公室参事）設置

5/14 バーミンガム・サミット調査・視察（団長：県企画開発部長、～５／２３）

5/26 県が2000年サミット沖縄開催を政府に正式要請

9/16 サミット開催希望地調査団（団長：外務省経済局総務参事官）調査・視察

12/11 稲嶺知事が、官邸、外務省、沖縄開発庁などに対し、改めて誘致の要請を行う。

2/3 沖縄県サミット誘致推進プロジェクトチーム（班長：知事公室参事）発足

3/5 ウマンチュ署名開始

3/30 沖縄県サミット誘致県民会議結成総会

4/16 ウマンチュ署名20万人突破。

4/21 稲嶺知事、小渕総理・野中官房長官等関係機関に対し、サミット開催を要請。

4/29 主要国首脳会議（サミット）首脳会合沖縄開催決定

5/7 沖縄県サミット推進本部、沖縄県サミット推進室設置（７名体制）

5/13 サミット誘致推進協議会ホテル部会

5/14 沖縄県サミット推進室４名増員（11名体制）

5/24 九州・沖縄サミット開催３県知事会議開催（東京）

5/25 沖縄県サミット推進県民会議設立総会

西海岸地区リゾートホテル代表及びホテル団体代表者意見交換会

5/28 企画開発部サミット推進委員会設置

（以後６月28日までに全部局においてサミット推進委員会設置される）

6/9 沖縄県サミット推進事務局設置（４名増員、15人体制。県民会議事務局を兼ねる。）

第２回沖縄県サミット推進本部会議開催

6/14 国際友好会館（仮称）起工式

6/16 ケルン・サミット調査・視察（24日まで）

6/23 野中内閣官房長官会場等視察

7/1 沖縄県サミット推進事務局１名増員（16名体制）
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7/9 県民会議第１回宿泊部会開催

7/21 サミット１年前残歴板点灯式（県民ホール）

国際友好会館正式名称「万国津梁館」に決定

第１回九州・沖縄サミット３県連絡会議（事務レベル）開催

8/1 沖縄県サミット推進事務局20名増員（36名体制）

8/10 「九州・沖縄サミット」首脳会合の開催準備に関する要望書」を各省庁大臣に提出

(サミット開催支援準備経費の財政支援要請、11日まで）

8/16 「九州・沖縄サミット」標語の募集（９月11日まで）

ケルンサミット報告書公表

8/19 県民会議第１回事業・広報部会開催

サミット医療対策準備委員会の開催（厚生省）

8/20 県民会議第１回会場整備部会

8/31 衆議院運輸委員長へサミット関連公共施設整備に関する要望を提出

9/1 衆議院沖特委員長へサミット関連事業支援に関する要望を提出

9/2 県民会議第１回輸送交通部会開催

9/14 サミット開催準備に係る市町村担当課長会議

9/17 県民会議第２回事業・広報部会

9/20 県民会議第１回役員会

9/21 県民会議第１回環境美化部会

第３回沖縄県サミット推進本部会議

9/27 標語決定（３通り）

サミットポスター公募開始（Ｈ12/10/29まで）

10/18 沖縄県サミット推進事務局1名増員（37名体制、民間企業からの受入）

10/20 同１名増員（38名体制、民間企業からの受入）

10/22 青木官房長官及び河野外相にサミット関連事業支援に関する要望を提出

10/26 県民会議事業・広報部会分科会

11/1 沖縄県サミット推進事務局１名増員（39名体制、県警からの受入）

11/4 県民会議第１回ボランティア部会

11/5 警察庁長官へサミット警備対策支援に関する要望を提出

11/15 第２回環境美化部会

11/18 県民会議第１回幹事会

11/19 第２回会場整備部会

11/25 沖縄県サミット推進事務局１名増員（40名体制、民間からの受入）

11/26 第２回宿泊部会

サミットホームページ開設

12/1 県民会議協力募金募集開始（Ｈ12.7.31まで）

12/6 ホテル職員ホテルオークラ研修（11日まで）
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12/15 サミット標語、ポスター表彰式

12/24 伝統文化行事検討委員会設置

12/27 記念品及び物産展示等検討委員会設置

1/4 宿泊予約センター設立

沖縄県サミット推進事務局４名増員（44名体制、民間からの受入）

1/5 サミット広告バス出発式

1/6 伝統文化行事検討委員会内に空手・古武道演武部会を設置

1/13 衆議院外務委員長へサミット関連事業支援の要望を提出

1/14 プレスセンター工事安全祈願祭

1/17 沖縄県サミット推進事務局１名増員（45名体制、民間からの受入）

衆議院地方行政委員長へサミット関連事業支援の要望を提出

1/19 第３回環境美化部会

1/23 “第１回美ら島沖縄”2000年サミットクリーンアップ大作戦、半年前街頭キャンペーン開催

通訳ボランティア研修開講式

1/24 ホテル職員ホテルオークラ研修（29日まで）

1/25 九州・沖縄サミット３県連絡会議（宮崎市）

2/2 小室哲哉氏が稲嶺知事を表敬

2/12 第１回サミットフォーラム開催（パシフィックホテル沖縄）

2/14 小渕総理夫人がサミット関連視察のため来県（15日まで）

2/17 県内市町村長とのサミット関連行事連絡会議（18日まで）

「ヤング・リーダーズ・サミット2000in沖縄」実行委員会発足（県庁）

2/21 代表団等宿泊予定ホテル職員研修開始

2/25 Ｇ８サミット文化フェスタ・カナダ展（27日まで、南風原町）

3/1 沖縄芸能団北米巡回公演（アメリカ、カナダ、31日まで）

3/3 Ｇ８サミット文化フェスタ・イタリア展（５日まで、宜野座村）

3/10 県外プレキャンペーン（21日まで、北海道）

3/14 第３回事業・広報部会

3/16 第２回幹事会

「ヤング・リーダーズ・サミット2000in沖縄」運営委員会発足

3/19 第２回サミットフォーラム（女性総合センターてぃるる）

3/22 英国、フランス、ＥＵ、米国先遣隊受け入れ（23日まで）

3/24 Ｇ８文化フェスタ・フランス展（26日まで、石垣市）

日本外国特派員協会プレスブリーフィング、沖縄ナイト（東京）

稲嶺知事がイタリア、ロシア大使館訪問

3/25 小渕総理がサミット関連施設視察のため来県（26日まで）
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3/26 通訳ボランティア合同研修

3/28 ロシア先遣隊受け入れ（30日まで）

3/29 海外プレスツアー受け入れ（31日まで）

3/31 万国津梁館竣工

4/1 沖縄県サミット推進事務局体制強化、10名増員（55人体制となる。）

4/3 Ｇ８教育大臣フォーラム

4/4 ドイツ先遣隊受け入れ（５日まで）

4/7 Ｇ８文化フェスタ・ドイツ展（９日まで、上野村）

4/11 イタリア先遣隊受け入れ（12日まで）

第２回輸送交通部会

4/12 第２回県民会議総会

サミット100日前イベント

4/13 稲嶺知事がイギリス､ドイツ､フランス､アメリカ､カナダ大使館を訪問

4/14 第４回環境美化部会

4/23 通訳ボランティア合同研修

4/25 音楽家小室哲哉氏「サミットイメージソング」作曲取材活動のため来県

4/27 沖縄サミットプレキャンペーン（５月７日まで、東京）

4/28 花の種子を県内全ての小学生に配布（県教育委員会へ）

5/2 サミット参加各国歓迎準備合同委員会

5/3 博多どんたく港まつり、舞踊団派遣（福岡市）

5/4 サミット子供フェスティバル（５日まで）

5/13 サミット文化フェスタ・英国展（14日まで、北谷町）

小中学生サミット in Okinawa（15日まで、那覇市など）

5/14 森総理がサミット関連施設視察のため来県

万国津梁館落成式

5/18 森総理夫人がサミット関連視察のため来県（19日まで）

5/19 九州・沖縄サミット３県連絡会議（福岡市）

5/20 第３回サミットフォーラム（沖縄コンベンションセンター）

5/21 第２回“美ら島沖縄”2000年サミット・クリーンアップ大作戦

5/26 サミット文化フェスタ・アメリカ展（28日まで、沖縄市）

5/29 「ゴミ捨てない運動」のテレビＣＭ始まる

6/3 沖縄芸能団欧州巡回公演（ロシア、フランス、イタリア、24日まで）

通訳ボランティア合同研修

6/4 サミットミュージックフェスト（宜野湾海浜公園多目的広場）、稲嶺知事より出演者へ感謝状贈呈

6/8 沖縄サミットプレキャンペーン（14日まで、大阪市）

6/11 ヤングリーダーズサミット2000 in OKINAWA (15日まで、沖縄コンベンションセンター）

6/14 沖縄サミットプレキャンペーン（20日まで、福岡市）
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6/17 第４回サミットフォーラム（沖縄タイムスホール）

6/20 Ｇ８高校生サミット（26日まで、沖縄コンベンションセンター）

Ｇ８・ＥＵ文化ジャーナリストプレスツアー実施（24日まで）

知事記者会見（サミット１ヶ月前）

6/21 歓迎バナー設置（県内各地）

6/26 沖縄芸能団欧州巡回公演（イギリス、ドイツ、７月８日まで）

国際シンポジウム「21世紀の展望：対決の世紀を超えて」開催

（主催：国際交流基金、27日まで、ロワジールホテル）

高円宮憲仁親王殿下お成り（国際シンポジウムご臨席、28日まで）

6/30 Ｇ８サミット文化フェスタ（ロシア民族アンサンブル、具志川市）

7/1 同　（コンベンションセンター）

7/9 第３回“美ら島沖縄”2000年サミット・クリーンアップ大作戦

7/10 飾花・緑化事業に係るプランター等の設営開始（14日まで）

7/12 サミット記念児童生徒文化作品展示会（16日まで、沖縄コンベンションセンター）

7/15 通訳ボランティア最終説明会及び結団式

7/19 サミット・コール開設

「インフォメーションデスク」、「沖縄じょうほう館」設置（24日まで）

プレスツアー開始（24日まで）

7/20 第５回サミットフォーラム（パシフィックホテル沖縄）

首脳歓迎レセプション総合リハーサル（ホテル日航那覇グランドキャッスル）

7/21 「九州・沖縄サミット」首脳会合開催(23日まで）

サミットオープニングフェスティバル、政府代表団・プレス歓迎レセプション

（名護21世紀の森公園）

アメリカ・クリントン大統領「平和の礎」訪問（糸満市摩文仁）

7/22 首脳歓迎レセプション（ホテル日航那覇グランドキャッスル）

総理主催社交夕食会（首里城北殿）

記念植樹（万国津梁館芝生広場）

7/23 九州・沖縄の子供達のＧ８議長記者会見傍聴（名護市民会館）

8/1 事務局規模縮小（34名減員、21名の残務体制）

8/10 サミット後夜祭（11日まで、沖縄コンベンションセンター）

8/28 森総理から県民会議会長（知事）へ感謝状授与（総理官邸）

10/1 事務局が規模縮小し、企画開発部サミット事務室へ改組（９名体制となる）

11/27 第３回県民会議総会（解散事項決定）

九州・沖縄サミット首脳会合沖縄開催記録誌－写真集－発刊

3 九州・沖縄サミット首脳会合沖縄開催記録誌発刊
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（名　称）

第１条　本会は、沖縄県サミット推進県民会議（以下「県民会議」という。）と称する。

（目　的）

第２条　県民会議は、西暦2000年に本県で開催される主要国首脳会議（以下「サミット」という。）・首脳

会合の成功を期するため、全県一体となった協力、支援及び受入れ体制を確立するとともに、今後の本県

の国際化及び振興開発に貢献する事業を展開することを目的とする。

（事　業）

第３条　県民会議は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

（１）サミット開催のための諸条件の整備

（２）サミット関連事業の企画及び実施

（３）サミット開催に関する広報・啓発事業

（４）その他県民会議の目的を達成するために必要な事業

（構成員）

第４条　県民会議は、サミット開催に関心を有し、県民会議への参加を希望するすべての団体及び個人をも

って構成する。

（役　員）

第５条　県民会議に会長１名、副会長若干名及び監事２名を置く。

２　会長は、沖縄県知事の職にある者をもって充てる。

３　会長は、県民会議を代表し、会務を総理する。

４　副会長は、沖縄県議会議長、沖縄県市長会会長及び沖縄県商工会議所連合会会長の職にある者をもって

充てる。

５　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

６　会長は、その職務を代理する者の順位をあらかじめ指定しておくものとする。

７　監事は、沖縄県出納事務局局長及び沖縄県商工会議所連合会事務局長をもって充てる。

８　監事は、会長から審査に付された決算書を監査する。

（顧　問）

第６条　県民会議に、顧問を置くことができる。

２　顧問は、沖縄県選出の国会議員とする。

３　顧問は、県民会議の運営に関し、幅広く意見を述べることができる。

（任　期）

第７条　役員、顧問及び監事の任期は、県民会議が解散されるまでとする。

（会　議）

第８条　県民会議の総会は、必要に応じて会長が召集する。

２　県民会議の議長は、会長をもって充てる。

２．沖縄県サミット推進県民会議規約
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３　会長は、必要があると認めるときは、関係者を県民会議に出席させ、意見を求めることができる。

（役員会）

第９条　県民会議に役員会を置く。

２　役員会の構成は、別表１のとおりとする。

３　役員会の議長は、県民会議の会長をもって充てる。

（幹事会）

第10条　県民会議に幹事会を置く。

２　幹事会は、役員会構成員の代理者、県民会議の事務局長及びそれぞれの部会長をもって構成する。

３　幹事会の議長は、県民会議の事務局長をもって充てる。

４　幹事会は、役員会の職務を代行することができるものとする。

（部　会）

第11条　県民会議に、会場整備部会、宿泊部会、事業・広報部会、輸送交通部会、環境美化部会及びボラン

ティア部会を置き、それぞれの部会に部会長を置く。

２　それぞれの部会の部会長は、別表２のとおりとする。

３　第１項に掲げる以外の部会は、必要に応じ、役員会の承認を得て置くことができる。

（権　限）

第12条　次の各号に掲げる組織は、それぞれ当該各号に定める事項を審議し決定する。

（１）総会

ア　規約の制定及び改廃に関すること。

イ　基本方針に関すること。

ウ　決算に関すること。

（２）役員会及び幹事会　予算、事業計画（予算の伴う事業）に関すること。

（３）部会　それぞれの部会の事業計画（予算の伴わない事業）に関すること。

（意思決定）

第13条　総会、役員会、幹事会及びそれぞれの部会の意思決定は、出席構成員の全会一致によるものとする

が、これによりがたい時は、それぞれの長の判断により多数決で決するものとし、可否同数のときは、そ

れぞれの長の決するところによる。

（会長の専決処分）

第14条　会長は、緊急の場合で、総会又は役員会を召集するいとまがないと認めるときは、総会及び役員会

の権限に属する事項を専決処分することができる。

２　会長は、前項の規定により専決処分したときは、これを次の総会又は役員会に報告し承認を得なければ

ならない。

３　前２項については、幹事会及び部会についても同様とする。

（財　務）
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第15条　県民会議の経費は、県及び市町村からの補助金（負担金）、民間からの寄附金及びその他の収入を

もって充てる。

２　県民会議の会計事務に関し必要な事項は、会長が定めるもののほか、沖縄県の会計事務処理の例による。

（事務局）

第16条　県民会議の事務を処理するため、事務局を沖縄県サミット推進事務局内に置く。

（解　散）

第17条　県民会議は事業の目的を達成したとき解散する。

（委　任）

第18条　この規約に定めるもののほか、県民会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。

（附　則）

この規約は、平成11年５月25日から施行する。

（附　則）

この規約は、平成11年９月20日から施行する。

（附　則）

この規約は、平成12年４月１日から施行する。

以後、平成12年10月１日に最終の改正あり。
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３．県民会議構成団体名簿

1 2015国際都市研究会

2 20代サミット実行委員会

3 21「元気な沖縄を創る」女性の会

4 B&Gマリンピアザオキナワ

5 JALプライベートリゾートオクマ

6 JOYCE TRAFTON

7 KDD株式会社沖縄支店

8 NHKエンタープライズ21（株）

9 ＮＨＫ沖縄放送局放送センター

10 NHK情報ネットワーク

11 NPRCN  International

12 NTTデータ九州支社沖縄営業所（株）

13 NTT九州移動通信網（株）沖縄支店

14 アートプリント(有)

15 アイオニクス沖縄（株）

16 アイレント（株）

17 アド・スタッフ（株）

18 アメリカン大学EXT沖縄校

19 アラテック(有)

20 アレックス（株）

21 アンテナ

22 イーストウエストセンター（ハワイ東西センター)

23 いけばなインターナショナル沖縄支部

24 いとまんコミュニティエフエム放送（株）

25 インタートラストマネージメント

26 インターナショナルファッションアカデミー学院

27 インディボンドネットワークス（株）

28 インブガーデン（有）

29 インブビーチ

30 エアーニッポン（株）沖縄支店

31 エグゼカティブリンク

32 エッカホテル沖縄

33 エマ・エンタープライズ（株）

34 エル・プランニング・インター（株）

35 エンターテイメントおきなわ（株）

36 オーシーオー（株）

37 オーシャンダイビング（有）

38 おきぎんジェーシービー（株）

39 おきぎんスタッフサービス（株）

40 おきぎんビジネスサービス（株）

41 おきぎんリース（株）

42 おきぎん総合管理（株）

43 おきぎん保証（株）

44 おびの会

45 オリオンビール（株）

46 ガールスカウト日本連盟沖縄県支部（社）

47 カイコーポレーション（有）

48 カヌチャベイホテルアンドヴィラズ

49 かりゆしアーバンリゾート那覇

50 かりゆしグループ

51 かりゆしビーチリゾート恩納

52 クイック（有）

53 クラヨシ（有）

54 クリエイツ（有）

55 ココガーデンリゾートオキナワ

56 ザ・ナハテラス

57 ザ・ブセナテラスビーチリゾートホテル

58 サザンプレス（株）

59 サン・エージェンシー（株）

60 サン･ホールディング（有）

61 サンコー(株)

62 サンプラザホテル

63 サンマリーナホテル

64 サン印刷（有）

65 ジーマックス（株）

66 ジェイ・ティ・ビィ沖縄（株）

67 ジャパンエンターテインメントシステム（株）

68 ジュンク（有）

69 スポーツ振興名護喜瀬ビーチホテル

70 セコム琉球株式会社

71 ゼネラル車輌（株）

72 ソテツ愛好会

73 ディスカバーオキナワプロジェクト

74 デジタルメディアファクトリー（株）

75 トモエ

76 トロピカルテクノセンター（株）

77 ニヌファの会

78 パシフィックホテル沖縄

79 パラダイス（株）

80 ヒスパニック文化センター

81 ファミリーマート名護幸喜店

82 フォーモーストブルーシール（株）

団体名 団体名
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83 ブセナリゾート（株）

84 プチホテルサザンドリーム

85 ブレーン沖縄（株）

86 ペナント（有）

87 ホットスパーいんぶビーチ前店

88 ホットスパー喜瀬ビーチ前店

89 ホテル21世紀

90 ホテルおおくら

91 ホテルオペレーションシステムズ（有）

92 ホテルサンパレス

93 ホテルみゆきビーチ

94 ホテルムーンビーチ

95 ホテルゆがふいんおきなわ

96 ホテルリゾネックス名護

97 ホテル西武オリオン

98 ホテル日航アリビラ

99 ホテル日航那覇グランドキャッスル

100 みんさー工芸館（有限会社あざみ屋）

101 モダン広告（有）

102 ヤマハ音楽振興会

103 ライオンズクラブサンリジョン事務局

104 ライオンズクラブ国際協会

105 ラグナガーデンホテル（株）

106 ラジオ沖縄放送センター（株）

107 リザンシーパークホテル谷茶ベイ

108 りゅうぎん国際化振興財団

109 りゅうせきビジネスネットサービス

110 りゅうせん

111 ルネッサンスリゾートオキナワ

112 レストランコロンバン

113 ロイヤルビューホテル

114 ローソン恩納いんぶビーチ前店

115 ロバート仲宗根

116 ロワジールホテルズオキナワ（株）

117 ワールドトレードセンターオキナワ

118 ワールド広告社（有）

119 ワイド（株）

120 ワオ商事（有）

121 旭堂（株）

122 粟国村

123 安謝橋電気（資）

124 伊江村

125 伊江村観光協会

126 伊江村商工会

127 伊是名村

128 伊平屋村

129 伊平屋村商工会

130 伊良部町

131 茨城沖縄県人会

132 浦添市

133 浦添市国際交流協会

134 浦添商工会議所

135 永山組（株）

136 塩川園(合)

137 翁長洋子

138 沖電開発（株）

139 沖電気工業株式会社沖縄支店

140 沖縄インターナショナルクリーンビーチクラブ

141 沖縄エアカーゴサービス（株）

142 沖縄エジソン（株）

143 沖縄クリエイティブセンター（株）

144 沖縄コカ･コーラボトリング（株）

145 沖縄コンベンションセンター

146 沖縄コンベンション事業組合

147 沖縄コンベンション事業組合/NHKプロモーション

148 沖縄サンコーストホテル

149 沖縄サンコーストホテル（有）

150 沖縄ジャズ協会

151 沖縄スポーツウォーキング協会

152 沖縄セルラー電話(株）

153 沖縄ゾンタクラブ

154 沖縄ダイケン（株）

155 沖縄タイムス（株）

156 沖縄ツーリスト（株）

157 沖縄テレビ放送（株）

158 沖縄トロンボーンアンサンブル

159 沖縄ハーバービューホテル

160 沖縄ハイ・タク事業協同組合

161 沖縄パイロットクラブ

162 沖縄ビルメンテナンス

163 沖縄ファンクラブ

164 沖縄フィリピン協会

団体名 団体名
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165 沖縄フランス協会

166 沖縄ペルー協会

167 沖縄ホテル

168 沖縄ボリビア協会

169 沖縄マリンジェット観光（株）

170 沖縄マレーシア友好協会

171 沖縄メキシコ協会

172 沖縄華道文化研究会

173 沖縄海邦銀行（株）

174 沖縄開発庁沖縄総合事務局

175 沖縄観光コンベンションビューロー（財）

176 沖縄協会（財）

177 沖縄銀行（株）

178 沖縄経済同友会

179 沖縄芸能協会

180 沖縄県

181 沖縄県「女性の翼」の会

182 沖縄県ＰＴＡ連合会（社）

183 沖縄県イベントプロデュース協会

184 沖縄県かしこい消費者の会

185 沖縄県コンベンション事業協同組合

186 沖縄県タクシー協会（社）

187 沖縄県トラック協会（社）

188 沖縄県パイル・ヒューム管協同組合

189 沖縄県バス協会

190 沖縄県ビルメンテナンス協会（社）

191 沖縄県ファッションデザイナーの会

192 沖縄県プレハブ建設業協会

193 沖縄県ホテル旅館業環境衛生同業組合

194 沖縄県ボランティア通訳友の会

195 沖縄県ユースホステル協会

196 沖縄県ユネスコ協会

197 沖縄県レンタカー協会（社）

198 沖縄県ロック協会

199 沖縄県遺族連合会（財）

200 沖縄県医師会

201 沖縄県飲食業環境衛生同業組合

202 沖縄県栄養士会（社）

203 沖縄県沿岸漁業振興開発促進協会

204 沖縄県花卉園芸農業協同組合

205 沖縄県華道連盟

206 沖縄県環境衛生営業指導センター（財）

207 沖縄県環境衛生同業組合連合会（社）

208 沖縄県環境整備協会（社）

209 沖縄県管工事業協同組合連合会

210 沖縄県議会

211 沖縄県漁業協同組合連合会

212 沖縄県漁港協会（社）

213 沖縄県銀行協会（社）

214 沖縄県空手道連合会

215 沖縄県軍用地等地主会連合会（社）

216 沖縄県経営者協会（社）

217 沖縄県経済農業協同組合連合会

218 沖縄県建設機械器具リース業協会

219 沖縄県建設業協会（社）

220 沖縄県建設業協会浦添支部(社）

221 沖縄県建設業協会那覇支部（社）

222 沖縄県建設業協会南部支部（社）

223 沖縄県建設業協会八重山支部

224 沖縄県建設産業団体連合会（社）

225 沖縄県建築士事務所協会（社）

226 沖縄県建築設計監理共同組合

227 沖縄県交通遺児育成会（財）

228 沖縄県工業連合会（社）

229 沖縄県広告美術共同組合

230 沖縄県行政書士会

231 沖縄県高圧ガス保安協会（社）

232 沖縄県高等学校国際教育研究協議会

233 沖縄県高等学校長協会

234 沖縄県国際交流･人材育成財団（財）

235 沖縄県産業振興公社（財）

236 沖縄県産業廃棄物協会（社）

237 沖縄県子供会育成連絡協議会

238 沖縄県市議会議長会

239 沖縄県市町村教育委員会連合会

240 沖縄県市町村教育長協会

241 沖縄県市長会

242 沖縄県歯科医師会（社）

243 沖縄県自然保護協会（社）

244 沖縄県社会福祉協議会

245 沖縄県社会福祉事業団

246 沖縄県社交飲食業環境衛生同業組合

団体名 団体名
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247 沖縄県手をつなぐ育成会

248 沖縄県種苗センター（株）

249 沖縄県酒造組合連合会

250 沖縄県商工会議所連合会

251 沖縄県商工会青年部連合会

252 沖縄県商工会婦人部連合会

253 沖縄県商工会連合会

254 沖縄県商店街振興組合連合会

255 沖縄県小学校長会

256 沖縄県食品衛生協会（社）

257 沖縄県食品産業協議会

258 沖縄県信用保証協会

259 沖縄県新芸能家協会

260 沖縄県生コンクリート工業組合

261 沖縄県精神障害者福祉会連合会（社）

262 沖縄県青少年育成県民会議

263 沖縄県青色申告会

264 沖縄県青年海外協力協会

265 沖縄県煎茶道協会

266 沖縄県倉庫協会（社）

267 沖縄県造園建設業協会（社）

268 沖縄県体育協会（財）

269 沖縄県宅地建物取引業協会（社）

270 沖縄県畜産会（社）

271 沖縄県中央卸売市場花き部連絡協議会

272 沖縄県中学校長会

273 沖縄県中小企業団体中央会

274 沖縄県町村会

275 沖縄県町村議会議長会

276 沖縄県調理師会

277 沖縄県鉄構工業会（協）

278 沖縄県電気管工事業協会（社）

279 沖縄県電気工事業工業組合

280 沖縄県土地改良事業団体連合会

281 沖縄県糖業振興協会（社）

282 沖縄県年金福祉協会（社）

283 沖縄県農業開発公社（財）

284 沖縄県農業共済組合連合会

285 沖縄県農業共同組合中央会

286 沖縄県農業士会

287 沖縄県農業青年クラブ連絡協議会

288 沖縄県農山漁村生活研究会

289 沖縄県配合飼料価格安定基金協会（社）

290 沖縄県八重山建設産業団体連合会

291 沖縄県美術家連盟

292 沖縄県美容家事業共同組合

293 沖縄県美容業環境衛生同業組合

294 沖縄県婦人団体連絡協議会

295（社）沖縄県婦人連合会

296 沖縄県文化振興会（財）

297 沖縄県米穀種子協会

298 沖縄県母子寡婦福祉連合会（社）

299 沖縄県法人会連合会（社）

300 沖縄県貿易協会（社）

301 沖縄県木材協会（社）

302 沖縄県薬剤師会（社）

303 沖縄県旅行業協会

304 沖縄県猟友会（社）

305 沖縄県緑の少年団連盟

306 沖縄県緑の少年団連盟

307 沖縄県緑化推進委員会

308 沖縄県冷蔵庫協会

309 沖縄県老人クラブ連合会（財）

310 沖縄交響楽団

311 沖縄広告（株）

312 沖縄国際センター

313 沖縄国際マングローブ協会（社）

314 沖縄国際音楽祭実行委員会

315 沖縄産業振興センター（株）

316 沖縄四季の会

317 沖縄市

318 沖縄市観光協会

319 沖縄市国際交流協会

320 沖縄市商工会議所

321 沖縄市文化協会

322 沖縄写真連盟

323 沖縄社会研究所（有）

324 沖縄社会大衆党

325 沖縄信用金庫

326 沖縄振興開発機構

327 沖縄振興開発金融公庫

328 沖縄新エネ開発（株）

団体名 団体名
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329 沖縄綜合警備保障（株）

330 沖縄通信ネットワーク（株）

331 沖縄伝統ブクブク茶保存会

332 沖縄電気工業（株）

333 沖縄電力（株）

334 沖縄都ホテル

335 沖縄特電（株）

336 沖縄日本舞踊協会

337 沖縄不二ホテル

338 沖縄北部タクシー協会

339 沖縄旅客船協会（社）

340 恩納村

341 恩納村恩納区

342 恩納村山田区

343 恩納村瀬良垣区

344 恩納村前兼久区

345 恩納村太田区

346 恩納村谷茶区

347 恩納村仲泊区

348 恩納村南恩納区

349 恩納村冨着区

350 恩納村名嘉真区

351 下地町

352 嘉手納町

353 花工場(有)

354 華道池坊

355 外務省沖縄事務所

356 閣文社（株）

357 関東名護会

358 丸正印刷（協）

359 丸石設備

360 喜瀬ビーチホテル

361 喜納工務店（資）

362 宜野座村

363 宜野湾市

364 宜野湾市観光振興協会

365 久手堅憲仁

366 久米建設工業（株）

367 久米電装（株）

368 久米島観光協会

369 宮古観光協会

370 協同組合沖縄フリートレードゾーン

371 協同組合沖縄産業計画

372 鏡原組(株）

373 極東建設（株）

374 玉城村

375 玉城流華豊の会金城豊子琉舞道場

376 玉城流康舞会金城康子琉舞道場

377 玉城流扇寿妙の会

378 玉城流翔節会

379 玉城琉玉扇会

380 玉城琉扇寿会谷田嘉子琉舞道場

381 近畿日本ツーリスト沖縄（株）

382 近代美術（株）

383 金秀商事（株）恩納マリンビューパレス

384 金城キク開発（株）

385 金武町

386 金武町商工会

387 具志川市

388 具志川村

389 具志川村商工会

390 具志頭村

391 具志頭村商工会

392 啓扇会

393 結の会

394 兼城建設（株）

395 県民の会

396 古波蔵組（株）

397 呉屋組

398 光文堂印刷（株）

399 公明党沖縄県本部

400 航空貨物運送協会沖縄地方部会(社)

401 高知沖縄県人会

402 国建（株）

403 国際ソサエティブ沖縄

404 国際ソロプチミスト沖縄

405 国際ソロプチミスト石垣

406 国際マングローブ生態系協会（財）

407 国際ロータリークラブ（名護）

408 国際観光振興会

409 国際協力事業団沖縄国際センター

410 国際教育事業団シアトル大学東アジア校

団体名 団体名
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411 国際親善通訳ガイドの会

412 国場組（株）

413 国頭村

414 国頭地区ＰＴＡ連合会

415 国和システムデジタル事業部(株)

416 今帰仁村

417 佐敷町

418 佐敷町商工会

419 佐敷町商工会青年部

420 嵯峨美商事

421 砂辺松福テント(株)

422 座間味村

423 在沖宮古民謡協会

424 在沖米国商工会議所

425 三井物産（株）

426 三井物産那覇支店（株）

427 三栄工業（株）

428 三菱商事

429 山内産業（株）

430 糸満市

431 糸満市商工会

432 糸満市商工会青年部

433 自由民主党沖縄県支部連合会

434 社会民主党沖縄県連合

435 女性企業家の会

436 勝連町

437 商工組合中央金庫那覇支店

438 尚生堂（株）

439 松含流比嘉澄子琉舞研究所

440 上野村

441 城辺町

442 情報科学研究所

443 新栄通り商店街振興組合

444 新潟沖縄県人会

445 新共電気工業（株）

446 新進沖縄県連合会

447 真境名本流

448 真踊流

449 真踊流真竹会

450 世舞会

451 正広（株）

452 清水建設（株）

453 西原町

454 石垣市

455 石垣市観光協会

456 石垣市自治公民館連絡協議会

457 石川市

458 石川善一、喜友名政光

459 先嶋建設（株）

460 全沖縄花木生産組合

461 全沖縄個人タクシー協会

462 全国共済農業協同組合連合会沖縄県支部

463 全日本きものコンサルタント協会沖縄支部（社）

464 全日本漁港建設協会沖縄県支部

465 全日本空輸（株）沖縄支店

466 創研システムサイン事業部(株)

467 総合企画ＫＥＮＪIＲＯ

468 総和システムサイン事業部

469 多良間村

470 大井學

471 大栄コンサルタント（有）

472 大栄空輸（株）

473 大寛組（株）

474 大宜味村

475 大広沖縄支局(株)

476 大成設備工業（株）

477 大里村

478 大和リゾート（株）沖縄残波岬ロイヤルホテル

479 第15回｢世界テレビ映像祭｣実行委員会

480 第一総業（株）

481 拓商（有）

482 知念村

483 地域づくり団体沖縄県協議会

484 竹富町

485 竹富町観光協会

486 竹富町商工会

487 茶道裏千家淡交会沖縄支部（社）

488 中城村

489 中城村教育委員会

490 中部ユティリティ（株）

491 中部沖縄タクシー協会（社）

492 中部市町村会

団体名 団体名
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493 中部振興会

494 仲里村

495 虫プロダクション（株）沖縄民謡の会

496 津波古組（株）

497 壷屋発サミット協力会

498 田幸技建コンサルタント（株）

499 田端建設（株）

500 田中剛之

501 電通沖縄(株）

502 渡嘉敷村

503 渡名喜村

504 唐真組（株）

505 島袋本流紫の会

506 島袋流千尋会琉舞練場

507 東急観光（株）沖縄仕入販売センター

508 東京プロジェクト（アイ・ジョージ)

509 東京南灯寮同窓会

510 東江めがね（株）

511 東村

512 東風平町

513 東洋電気工事（株）

514 桃原農園（株）

515 藤扇流沖縄支部藤裕会

516 読谷村

517 凸版印刷(株)沖縄営業所

518 那覇セントラルホテル

519 那覇空港ビルディング（株）

520 那覇個人タクシー事業協同組合

521 那覇鋼材(株）

522 那覇市

523 那覇市観光協会（社）

524 那覇市国際通り商店街振興組合連合会

525 那覇市伝統工芸事業協同組合連合会

526 那覇市文化協会

527 那覇伝統織物事業協同組合

528 那覇東急ホテル（株）

529 南西マイクロ（有）

530 南西観光ホテル

531 南大東村

532 南部市町村会

533 南部振興会

534 南風原町

535 南風原町区長会

536 南風原町商工会

537 南洋群島帰還者会

538 日章電気工事（株）

539 日宣エージェンシー（有）

540 日仏文化センター

541 日本アイ・ビー・エム（株）

542 日本エアシステム沖縄支店（株）

543 日本きものコンサルタント協会沖縄支部

544 日本たばこ産業沖縄支店

545 日本トランスオーシャン航空（株）

546 日本バーテンダー協会東京本部沖縄支部（社）

547 日本フラワーデザイナー協会沖縄県支部(社)

548 日本ボーイスカウト沖縄県連盟（財）

549 日本ホールサービス（株）

550 日本ホテル協会沖縄支部（社）

551 日本経済新聞社

552 日本航空（株）沖縄支店

553 日本国際協力センター沖縄支所

554 日本助産婦会沖縄県支部

555 日本水道協会沖縄県支部

556 日本青年会議所沖縄ブロック協議会（社）

557 日本青年会議所沖縄地区協議会（社）

558 日本赤十字社沖縄県支部

559 日本総合研究所（株）

560 日本電信電話（株）沖縄支店

561 日本分蜜糖工業会

562 日本放送協会　沖縄放送局

563 日本旅行沖縄（株）

564 日本旅行業協会沖縄支部（社）

565 日本労働組合総連合会沖縄県連合会

566 日立製作所九州支社沖縄支店（株）

567 日立電子九州支社(株)

568 博報堂那覇支社（株）

569 八重山建築設計監理協会

570 八重山地区医師会

571 八木アンテナ沖縄営業所（株）

572 表千家同門会沖縄県支部

573 楓の会

574 平山印刷（有）

団体名 団体名
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575 平良市

576 豊見城村

577 豊見城村商工会

578 豊見城村商工会青年部

579 豊見城村商工会婦人部

580 北大東村

581 北谷町

582 北中城村

583 北中城村商工会

584 北部産業振興促進協議会

585 北部振興会

586 本部青年会議所

587 本部町

588 本部町観光協会

589 万座ビーチホテル

590 民主党沖縄県総支部連合会

591 民宿喜瀬

592 名護サザンヒル開発（株）

593 名護国際観光（株）

594 名護市

595 名護市観光ホテル組合

596 名護市観光協会（財）

597 名護市議会

598 名護市宮里区

599 名護市港区

600 名護市字喜瀬区

601 名護市字許田区

602 名護市字幸喜区

603 名護市字世冨慶区

604 名護市商工会

605 名護市城区

606 名護市数久田区

607 名護市大南区

608 名護市東江区

609 明広エージェンシー（有）

610 野村流音楽協会

611 野村流古典音楽保存会

612 野村流伝統音楽協会

613 与那原町

614 与那原町商工会

615 与那国町

616 与那国町観光協会

617 与那国町商工会

618 与那城町

619 琉球エアーコミューター（株）

620 琉球おもろ流華道会

621 琉球サンロイヤルホテル

622 琉球びんがた事業協同組合

623 琉球ブクブク茶道あけしのの会

624 琉球音楽太鼓護鼓の会

625 琉球銀行（株）

626 琉球古典音楽野村流松村統絃会

627 琉球広報（株）

628 琉球漆器事業協同組合

629 琉球新報

630 琉球総合開発（株）

631 琉球中央倉庫（株）

632 琉球朝日放送（株）

633 琉球伝統筝曲保存会

634 琉球伝統筝曲琉紘会

635 琉球放送（株）

636 琉球民謡協会

637 琉球民謡保存会

638 琉球筝曲興陽会

639 琉仁カスタマーサービス

640 琉舞寿乃会

641 國幸興發（株）

団体名 団体名
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第１章　総　則

（趣　旨）

第１条　この規程は、沖縄県サミット推進県民会議規約第18条の規定に基づき、沖縄県サミット推進県民会

議事務局（以下「事務局」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

第２章　事務局

（事務局）

第２条　事務局は、沖縄県サミット推進事務局内に置く。

（業　務）

第３条　事務局は、沖縄県サミット推進県民会議に関する一切の事務を処理する。

（組織及び所掌事務）

第４条　事務局に別表第１に掲げる班を置き、それぞれ同表に掲げる事務を分掌する。

（職　員）

第５条　事務局に次の職員を置く。

（１）事務局長

（２）事務局次長

（３）班長

（４）班員

２　前項の職員は、別表第２に掲げるとおりとし、同表のかっこ内に掲げる職員をもって充てる。

３　会長は、前項に定めるもののほか、特に必要があると認めるときは、職員を任命又は委嘱することがで

きる。

（職　務）

第６条　事務局長は、会長の命を受け事務を総括し、職員を指揮監督する。

２　事務局次長は、事務局長を補佐し、事務局長に事故あるときは、あらかじめ事務局長の指定した事務局

次長がその職務を代理する。

３　班長は、上司の命を受け班の事務を総括する。

４　班員は、上司の命を受け事務に従事する。

第３章　事務の決裁

（専　決）

第７条　事務局長及び班長は、別表第３に掲げる事項を専決することができる。

４．沖縄県サミット推進県民会議事務局規程
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（代理決裁）

第８条　会長が不在のときは、あらかじめ会長が指定した副会長が、会長及び副会長がともに不在のときは、

事務局長がその事務を代理決裁する。

２　事務局長が不在のときは、事務局次長がその職務を代理決裁する。ただし、別表第４に掲げる事項につ

いては、在、不在に拘わらず、事務局次長がその職務を代理決裁する。

３　代理決裁した事項については、あらかじめ後閲又は報告を要しない旨の指示を受けた事項を除き、専決

すべき者に速やかに後閲を受け、又は報告しなければならない。

（重要事項の専決保留）

第９条　専決者は、この規定の定めるところにより、専決できる事項であっても、事案の内容が特に重要で

あるもの、異例のもの、疑義のあるもの、重大な紛争を生ずるおそれのあるもの等は、上司の決裁を受け

なければならない。

第４章　文　書

（収受及び発送）

第10条　事務局に到着した文書及び物品は、総務企画班で収受し、配布するものとする。

２　事務局から発送する文書及び物品の事務は、各班において行うものとする。

（記号及び番号）

第11条　文書には、「サ県会」の記号を付し、総務企画班備え付けの文書処理簿による会計年度ごとの一連

番号を付けなければならない。ただし、簡易な文書については、これを省略することができる。

（発信者名）

第12条　文書の発信者は、会長名を用いるものとする。ただし、事案の軽易な文書にあっては事務局長名を

用いることができる。

（合　議）

第13条　他の班に関係があると認められる起案文書については、当該班に合議しなければならない。

（文書の保存）

第14条　文書の処理を完結したものは、各班において編さんし、事務局長が指示する日まで保存しなければ

ならない。

第５章　公　印

（公　印）

第15条　公印の種類は、別表第５のとおりとする。

２　前項に定める公印の管理者は、総務企画班長とする。
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第６章　服　務

（服　務）

第16条　職員の服務については、沖縄県職員の例による。

第７章　財　務　

（予算案の作成）

第17条　事務局長は、毎年度予算案を作成し、会長の決裁を受けなければならない。予算の補正についても

同様とする。

（出納員の設置）

第18条　事務局に出納員を置く。

２　出納員は、総務企画班長をもって充てる。

３　出納員の職務は、次のとおりとする。

（１）現金（証券を含む）の出納及び保管に関すること。

（２）物品の出納及び管理に関すること。

（３）前各号に付随する会計事務に関すること。

（出納閉鎖）

第19条　出納は、翌年の４月30日に閉鎖する。

２　前項の出納閉鎖期日は、会長がやむを得ないと認めるときは、その期日を変更することができる。

（金融機関の指定）

第20条　現金の出納は、事務局長が指定する金融機関を通して取り扱うものとする。

（決　算）

第21条　出納員は、出納閉鎖後30日以内に収入支出決算書を事務局長を経由して、会長に提出しなければな

らない。

第８章　補　則

第22条　この規定に定めるもののほか、事務局の運営に関しては、沖縄県の諸規則等の例による。

附　則

この規定は、平成11年６月９日から施行する。
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１　総合企画に関すること。�

２　諸規定の制定及び改廃に関すること。�

３　組織及び人事に関すること。�

４　予算の編成、執行に関すること。�

５　財務、募金に関すること。�

６　出納事務に関すること。�

７　国、市町村、関係団体等との総合連絡調整に関すること。�

８　総会、役員会及び幹事会に関すること。�

９　その他、他班に属しない事項。�

１　広報に関すること。�

２　マスコミ対応に関すること。�

３　記録映画の作成等に関すること。�

４　イベントに関すること。�

５　各種支援、交流事業に関すること。�

６　県民運動に関すること。�

７　レセプションに関すること。�

８　ボランティアに関すること。�

９　事業・広報部会に関すること。�

１　警備に関すること。�

２　宿泊に関すること。�

３　輸送・交通計画に関すること。�

４　医療救護に関すること。�

５　食品衛生に関すること。�

６　消防・防災に関すること。�

７　通訳・ガイドに関すること。�

８　宿泊部会及び運輸・通信・インフラ部会に関すること。�

１　会場施設整備に関すること。�

２　関連施設の整備に関すること。�

３　通信に関すること。�

４　環境美化に関すること。�

５　会場整備部会及び運輸・通信・インフラ部会に関すること。 

別表第１  （第４条関係）�

班　名�

総務企画班�

事業・広報班�

宿泊・輸送・接遇班�

基盤整備班�

所　掌　事　務�
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サミット推進事務局職員

等（左の職員を除く。）�

総務企画班長�

（サミット推進事務局

副参事）�

�

事業・広報班長�

（サミット推進事務局

副参事）�

�

宿泊・輸送・接遇班長

（サミット推進事務局

副参事）�

基盤整備班長�

（サミット推進事務局

副参事）�

別表第２　（第５条関係）�

事務局長� 事務局次長�

（サミット推進事務局長）�（サミット推進事務局次長）�

班長� 班員�

別表第３　（第７条関係）

１　事務局長専決事項

（１）班長、班員の任命及び事務分担

（２）事務局長、事務局次長、班長及び班員の旅行命令及び復命の受理(事務局長の県外旅行３日以上を除く。）

（３）職員以外の者の旅行依頼及び報告の受理

（４）国、市町村及び関係機関との協議

（５）重要な通達、申請、進達、副申、通知、照会、回答又は報告

（６）シンボルマークの使用許可及び協賛の付与

（７）総会、役員会及び幹事会の庶務

（８）予算の配当、流用及び収入金の調停並びに徴収

（９）支出負担行為の決定及び支出命令

（10）前各号に掲げるもののほか沖縄県事務決裁規程（昭和４８年訓令第８９条）に定める部長の例による。

２　班長専決事項

（１）軽易な通達、申請、進達、副申、通知、照会、回答又は報告

（２）部会の庶務
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別表第４（第８条第２項関係）

１次長の代理決裁事項

（１）所属班員の旅行命令及び復命の受理

（２）職員以外の者（班員相当級のみ）の旅行依頼及び報告の受理

（３）班員の事務分担

（４）予算の配当、流用及び収入金の調定並びに徴収　（総務企画班を担当する次長のみ）

（５）支出負担行為の決定及び支出命令（総務企画班長を担当する次長のみ）

（６）前各号に掲げるもののほか沖縄県事務決裁規程に定める課長の例による。

沖縄県サミット推進県民会議会長印�

�

沖縄県サミット推進県民会議会長印�

�

沖縄県サミット推進県民会議会印�

�

沖縄県サミット推進県民会議部会長印�

�

沖縄県サミット推進県民会議事務局長印�

�

沖縄県サミット推進県民会議班長印�

�

沖縄県サミット推進県民会議出納員印�

別表第５　（第１５条関係）�

公印の種類� ひ  な  型� 寸  法 

会  長  印�

(一般文書用）�

会  長  印�

（委嘱状用）�

県 民 会 議 印 �

�

部 会 長 印 �

�

事 務 局 長 印 �

�

班  長  印�

�

出 納 員 印 �

30ミリメートル平方�

れい書 �

30ミリメートル平方�

てん書 �

30ミリメートル平方  �

てん書�

27ミリメートル平方 �

れい書�

27ミリメートル平方 �

れい書�

24ミリメートル平方�

れい書�

24ミリメートル平方�

れい書�
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１　趣旨
九州・沖縄サミット首脳会合（以下、「サミット」という。）が本県で開催されるに当たり、全県一体と
なった協力、支援、受入体制の確立を図り、今後の本県の国際化や振興開発に貢献する事業を行うため、
沖縄県サミット推進県民会議が設置されている。この県民会議の活動を支援するため、募金を実施し、サ
ミットの成功を期する。

２　募金の名称
「沖縄県サミット推進県民会議協力募金」という。

３　募金の実施
募金の推進及び実施は沖縄県サミット推進県民会議（以下「県民会議」という。）が行う。

４　募金の目標額
３億円以上とする。

５　募金の期間
平成11年12月１日から平成12年７月31日までとする。

６　募金の使途
サミットの開催に係る県民会議事業に要する経費に充当するため、沖縄県に寄付する。

７　募金の対象
県内外の法人及び団体並びに個人を対象とする。

８　募金の方法
募金は、県民会議の発行する寄付申込書により応募し、納付は県民会議が指定する金融機関に払い込む
か、現金又は小切手によるものとする。なお、応募者の希望により、分割による納入も差し支えないもの
とする。

９　税法上の特別措置
募金は、法人税、法人事業税及び法人県市町村民税の取扱いにおいては、寄付金の全額が所得の計算上
損金の額に算入され、また、所得税においても寄付金額に応じ、所得控除の特別措置が講ぜられるように
する。

10 その他
この要項に定めるもののほか、募金の実施及び現物給付の受取について必要な事項は別に定める。

附　則
この要項は、平成11年12月１日から施行する。

５．沖縄県サミット推進県民会議協力募金要項 （平成11年11月18日決定）
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「九州・沖縄サミット」首脳会合が、２０００年７月２１日から２３日の間、本県において開催されます。

御承知のように、サミットは主要８か国とＥＵ（欧州連合）の首脳が一堂に会し、世界経済の運営や時々の

世界が直面している重要な問題について話し合うために開催されるものであり、各国の代表団やマスコミ関係

者まで含めれば、数千人が参集する国際会議であります。

特に、今回のサミットは、我が国で初めての地方開催であり、地理的、歴史的にアジア・太平洋地域との関

係が深い、九州・沖縄での開催であることから、この地域の平和と持続的発展への積極的な貢献の機会である

とともに、世界に日本の歴史や文化の多様性を理解していただく絶好の機会でもあります。

本県がその一翼を担えることは大変光栄なことであり、特に首脳会合が開催されることは、県民にとって大き

な夢と希望を与えるものであるとともに、本県の振興開発に弾みを与えるものであります。

世界の目が沖縄に注目するこの機会に、県民の平和を愛する心やホスピタリティ、沖縄の独特の文化や歴史、

美しい自然などを世界に広くアピールするなど、本県開催の意義を最大限に生かしていくことが求められてい

ます。

また、世界的なリゾート・コンベンション地や投資適地として、さらには、我が国の南における交流拠点及び

情報発信拠点として、本県の発展の契機としなければなりません。

このことから、このサミットの開催を是非とも成功させる必要があります。

サミットは国の行事であり、国の責任で開催運営されますが、地元側としては、開催に必要な基盤整備や受

入体制を整備し、会議運営の円滑な実施を支援していくことが求められています。また、地域の振興につなが

る情報発信に努めることも重要であります。

このため、県や関係市町村において受入体制の整備が進められているほか、県民一体となった協力、支援及

び受入体制を確立するため、県内各界各層の各位を構成員とする沖縄県サミット推進県民会議が設置され、受

入体制の万全に努めているところであります。

すなわち、当県民会議では、「サミットを世界平和のかけはしに」、「広げよう　サミット迎える笑顔の輪」及

び「世界の目を沖縄へ　沖縄の心を世界へ」をモットーに、サミットの開催気運の盛り上げのための広報活動

や関連イベント、環境美化の実施、サミット期間中の歓迎行事や各国首脳との交流事業の企画のほか、地元情

報の効果的な発信に取り組んでいます。

さて、これらサミット開催に向け実施する県民会議事業の財源については、県や市町村の負担金に加えて、県

民総参加の一端として、一般の皆様からの募金を仰ぎ、その経費の一部に活用することができれば極めて意義

深いものと存ずる次第であります。

この趣旨から、県内外の各種業界、団体、個人の方々から積極的なご支援を頂き、その志を取りまとめたうえ、

当県民会議事業に資するため、県に寄付することを計画致しました。

ついては、経済情勢がなお厳しい今日ではありますが、平素から本県の発展に深い関心と御協力をお寄せい

ただいている貴台の御芳情を賜りたく、甚だ勝手ながらここにお願い申し上げる次第であります。

出費御多端の折、誠に恐縮に存じますが、何とぞこの趣旨に御賛同下さいまして格別の御協力を賜りますよ

う重ねてお願い申し上げます。

沖縄県サミット推進県民会議　

会長　　稲　嶺　惠　一

６．沖縄県サミット推進県民会議協力募金趣意書
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１　募金の方法
募金は、当県民会議の発行する別添「寄付申込書」により応募していただきます。
納付の方法は、当県民会議が指定する金融機関に払い込むか、現金又は小切手のいずれでも結構です。
なお、分割による納入方法もございます。
寄付申込み後、金融機関払い込みによる場合は、別添「振込用紙」により、下記のいずれかの口座へ振
り込み下さい。
（税法上の特別措置）
当該口座納入金については、仮領収金として、一旦、県民会議で保管し、後日、沖縄県へ寄付金として
支出します。
従って、頂いた寄付金は、法人税、法人事業税及び法人県市町村民税上、全額損金算入され、所得税に
おいても寄付金控除の適用が認められています。
申告の際には、県から領収書が必要となりますが、収納確認後、後日改めて送付させて頂きます。

２　募金の期間
平成11年23月１日から平成12年７月31日までとなっています。

３　募金の目標
全体の募金額は３億円以上を目標としています。

４　募金の使途
当県民会議が行う事業（別紙　事業計画参照）に資する。具体的には、沖縄県が行う当県民会議への財
政支援的支出金に充当するため、沖縄県に寄付します。

５　その他
募金を頂いた企業、団体、個人の皆様については、県民会議発行の広報誌やサミット記念誌等で御芳名
を掲載させて頂く外、場合により贈呈式を予定しています。
その他、当県民会議では、寄付金の外、現物給付や県民会議が行うイベント等事業への協賛を募ってい
ますので、御協力お願い致します。

（問合せ先） 〒900-8570 沖縄県那覇市泉崎１－２－２
沖縄県サミット推進県民会議事務局（沖縄県サミット推進事務局）
tel  098-866-2200       fax 098-866-2944

¡沖縄県サミット推進県民会議協力募金について

＊県民会議指定 金融機関口座振込先
名義人 沖縄県サミット推進県民会議会長　稲嶺惠一

□琉球銀行 県庁支店 普通預金 ３６８９５
□沖縄銀行 県庁支店 普通預金 １２３８１４１
□沖縄海邦銀行県庁内出張所 普通預金 ００５２１６４

＊上記口座に振り込む際の手数料は免除されています。
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１　事業計画
「九州・沖縄サミット」首脳会合の成功を期するため、全県一体となった協力、支援、受入体制を確立す
るとともに、今後の本県の国際化及び振興開発に貢献する事業を展開するため、以下の事業を行う。

（１）サミット開催のための諸条件の整備
○宿泊・輸送・接遇対策
・通訳ボランティア研修、ホテル・飲食店・タクシー・観光施設等従業員研修、プレス輸送、
プレスツアー、県産食材ＰＲ、宿泊予約センター運営、等
○環境美化
・クリーンアップ事業、飾花・緑化事業、ゴミ箱設置事業、等

(２）サミット関連事業の企画及び実施
（事業部会案）
○気運盛り上げのためのイベント
・県内サミットフォーラム、Ｇ８サミット・文化フェスタ、沖縄サミットプレキャンペーン、
青年模擬サミット、サミットコンサート、サミット記念文化芸能公演、等
○歓迎行事や各国首脳との交流事業
・前夜祭、歓迎レセプション、Ｇ８首脳とのふれあい事業、首脳夫人との交流会、等

（３）サミット開催に関する広報、啓発活動
○県民広報　　
・メディア告知、印刷物、ＰＲキャンペーン、歓迎バナー等工作物、サミット情報提供、報告書
○地元情報発信事業
・ポスター、パンフレット、ビデオ、ＣＤ-ＲＯＭ、インターネットホームページ、ニュースレター、等

¡サミット推進県民会議事業及び収支計画

県負担金   １２３，８８３ ３２６，１１７ ４５０，０００�

市町村負担金  ３３，５５０ ６６，４５０ １００，０００�

民間寄付金 １２１，３７７ ２２８，６２３ ３５０，０００�

雑入・繰越金 ３４ ３６，９０５  ＊           ３４�

　合　計 ２７８，８４４ ６５８，０９５  ＊ ９００，０３４�

   ＊繰越金除く�

事務局運営費 ２６，７０６ ２４，３５５ ５１，０６１�

事業費 ３４，３５３ ２３７，０００ ２７１，３５３�

広報費  １２７，８９５ ２１１，７４０ ３３９，６３６�

宿泊・輸送・接遇 １８，９１３ ８５，０００ １０３，９１３�

基盤整備費 ３４，０７２ １００，０００ １３４，０７２�

　合　計 ２４１，９３９ ６５８，０９５ ９００，０３４�

　　収支差 ３６，９０５ ０ ０�

２  収支計画�

（平成１2年4月現在）�

単位：　千円�

平成１１年度決算� 平成１２年度予算�

収
　
　
入�

支
　
　
出�

合　　計�
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¡民間協力概念図

企　業  ・　個　人�

上部団体�

申し込み�

沖縄県サミット推進�
県 民 会 議 �

募金・協賛依頼�

協賛物品・サービス�

 寄　付�

 寄　付�

 県支出金 

 負担金�

県� 市町村�

 （県負担金　＋　寄付金分）  

  (県民会議 仮領収）�
○関連ｲﾍﾞﾝﾄ  �
○広報    �
○宿泊・輸送・接遇  �
○環境美化 

↑�
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（１）企業・団体

那覇市

(株)アド・スタッフ 105,000

沖縄県学校給食会 50,000

沖縄県金融協会 10,000,000

(社)沖縄県法人会連合会 700,000

沖縄県舗装業協会 3,000,000

グシケン商事 100,000

久高木材(株) 10,000

國和会 3,000,000

ＪＡグループ 5,030,000

全日空グループ 1,000,000

大栄空輸(株) 30,000

大扇会 1,500,000

大丸重機(株) 20,000

(株)唐真組 100,000

(株)渡嘉敷組 50,000

那覇地域貨物運送協同組合 10,000

三菱電機(株)沖縄支店 300,000

(医)葦の会 10,000

いけばなインターナショナル沖縄支部 100,000

石川電気工事(株) 10,000

(株)泉建築設計事務所 50,000

(資)糸嶺商会 200,000

(株)稲福建設 10,000

永技研(株) 30,000

エッカホテル 100,000

(株)オークス 400,000

(株)オー・シー・オー 100,000

(株)オカノ 30,000

(株)沖航燃 50,000

沖阪産業(株) 50,000

(株)沖創工 100,000

沖電水工事(株) 20,000

沖縄味の素(株) 100,000

沖縄エアカーゴサービス(株) 150,000

沖縄曳台船協業組合 10,000

沖縄瓦斯(株) 300,000

沖縄経済同友会 100,000

沖縄芸能協会 30,000

沖縄県青色申告会連合会 500,000

沖縄県かしこい消費者の会 100,000

沖縄県歌謡連盟 50,000

沖縄県管工事業協同組合連合会 155,000

沖縄県漁業協同組合連合会 100,000

(社)沖縄県軍用地等地主会連合会 100,000

沖縄県建築設計監理協同組合 100,000

(社)沖縄県高圧ガス保安協会 300,000

沖縄県コンベンション事業協同組合 100,000

沖縄県司法書士会 50,000

沖縄県商工会女性部連合会 102,000

沖縄県商工会青年部連合会 200,000

(社)沖縄県消防設備保守協会 200,000

沖縄県食肉事業協同組合連合会 20,000

沖縄県女性の翼の会 50,000

沖縄県書店商業組合 10,000

沖縄県製パン事業協同組合 50,000

沖縄県生命保険協会 230,000

(社)沖縄県倉庫協会 20,000

(社)沖縄県測量設計業協会 50,000

沖縄県ダイアナ・サミット女性支援の会 1,500,000

(社)沖縄県宅地建物取引業協会 500,000

(社)沖縄県電気管工事業協会 500,000

沖縄県電設資材卸業協同組合 10,000

(社)沖縄県トラック協会 20,000

沖縄県生コンクリート協同組合 300,000

(社)沖縄県ビルメンテナンス協会 2,000,000

沖縄県婦人連合会 100,000

沖縄県ホテル旅館環境衛生同業組合 1,000,000

(社)沖縄県レンタカー協会 100,000

沖縄県労働金庫 500,000

(社)沖縄港運協会 300,000

７．募金及び物品提供等協力者名簿

１．募金

寄　　付　　者 寄付額（円） 寄　　付　　者 寄付額（円）



沖縄サントリー(株) 100,000

沖縄三和シヤッター(株) 10,000

(資)沖縄実業 100,000

沖縄砂利採取事業協同組合 30,000

沖縄証券(株) 200,000

沖縄食肉輸入事業協同組合 30,000

沖縄製粉(株) 100,000

沖縄税理士会 100,000

沖縄セルラー電話(株) 5,600,000

(株)沖縄テック 10,000

(株)沖縄テレメッセージ 500,000

(株)沖縄特電 50,000

沖縄ナショナル特機(株) 5,000,000

沖縄生麺協同組合 50,000

(株)沖縄日立 30,000

(株)沖縄不動産 500,000

(株)沖縄ポッカコーポレーション 50,000

(株)沖縄メディコ 100,000

沖縄森永乳業(株) 10,000

(資)沖橋エンジニヤリング 10,000

(有)賀数建設 10,000

かりゆしグループ 500,000

(株)環境アセスメントセンター 100,000

技研工業(株) 10,000

(資)共栄ミート 100,000

桐和空調設備(株) 50,000

(株)金城組 50,000

金城電気工事(株) 30,000

金城電気商会 30,000

(株)久米土木設計 30,000

(株)ゲンキジムキ 10,000

興建産業(株) 10,000

航空貨物運送協会沖縄地方部会 50,000

(株)広宣 207,000

(株)国際システム 10,000

国際ロータリー第2580地区 3,000,000

國和設備工業(株) 50,000

(株)古波蔵組 500,000

(株)ざまみ 100,000

三栄工業(株) 50,000

JASレインボー会 800,000

(株)新共電気工業 10,000

末広商事(株) 100,000

(株)スズキ自販沖縄 20,000

(株)善太郎組 1,000,000

(社)全日本きものコンサルタント協会沖縄支部 52,000

第一食糧(株) 20,000

大鏡建設(株) 50,000

ダイキンオーキッドバウンティ募金 5,000,000

大晋建設(株) 30,000

大和証券(株)那覇支店 50,000

(株)高橋土建 30,000

(株)匠エンジニアリング 30,000

(株)田幸技建コンサルタント 100,000

(株)朝勇組 100,000

(株)デジタルメディアファクトリー 10,000

(株)照正組 50,000

照屋電気工事(株) 50,000

(株)東芝沖縄支店 1,000,000

(株)トモエ 10,000

(株)トラベル翼 10,000

(株)名城 20,000

那覇空港ビルディング(株) 100,000

那覇空港旅客サービス(株) 10,000

(株)那覇タグサービス 10,000

那覇中央社交飲食業協会 489,943

那覇電気工事業協同組合 30,000

(株)南海土木 300,000

(資)南西観光ホテル 10,000

(財)南西地域産業活性化センター 100,000

南西電設(株) 30,000

南都ワールド(株) 1,000,000

南洋土建(株) 300,000

西里建設(株) 100,000
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日章電気工事(株) 50,000

日進電気(株) 30,000

日本航空(株)沖縄支店 500,000

(社)日本道路建設業協会沖縄支部 1,000,000

日本トランスオーシャン航空(株) 2,500,000

日本分蜜糖工業会 100,000

(社)日本ホテル協会沖縄支部 500,000

野村証券(株)那覇支店 50,000

(医)はごろも会 10,000

(株)東恩納組 50,000

(株)日國建設 50,000

(株)譜久里組 300,000

藤扇流沖縄支部藤裕会 20,000

(株)双葉測量設計 10,000

(株)ホクガン 50,000

北斗設計(株) 30,000

(株)ホテル西武オリオン 300,000

牧港自動車(株) 20,000

丸尾建設(株) 1,000,000

(株)丸元建設 1,000,000

丸紅(株)那覇支店 20,100

三井物産(株)那覇支店 10,000

琉球民謡保存会 30,000

明治製菓(株)沖縄支店 100,000

八重山興業(株) 100,000

(株)屋島組 50,000

(財)郵便貯金住宅等事業協会 10,000

(株)吉永組 200,000

琉球海運(株) 300,000

(株)琉球新報開発 30,000

琉球大洋(株) 50,000

琉球中央倉庫(株) 200,000

琉球通運(株) 10,000

琉球生コン(株) 50,000

琉球バス(株) 20,000

(株)琉球放送 502,300

琉球放送テレビ番組「ＮＥＸＴＶチャンプルな感じ」 20,000

(株)流通開発 10,000

ルートインジャパン(株) 500,000

(有)ワールド広告社 30,000

石川市

石川市商工会 10,000

ナカンヌ興業(株) 500,000

具志川市

(有)一心土木設計事務所 5,000

(株)沖縄環境保全研究所 100,000

沖縄県金属資源工業会 200,000

昭和製紙(株) 200,000

タイガー産業(株) 30,000

中部電気工事業協同組合 101,000

(有)熱帯資源植物研究所 10,000,000

(株)丸石建設 30,000

(株)丸高電気工事 30,000

宜野湾市

(株)イーエム研究機構 10,000,000

(株)沖産業 100,000

(社)沖縄県産業廃棄物協会 16,000

沖縄県磁気探査事業協同組合 100,000

沖縄県墓地調査移転整備協同組合 5,000

沖縄綜合警備保障(株) 10,000

楓の会 10,000

(株)機電工業 30,000

(株)サンエー 13,000,000

(株)拓本建設 50,000

(株)球建設 30,000

(有)富盛建設 50,000

南西ヤンマー(株) 10,000

日本ホールサービス(株) 50,000

東建設(株) 30,000

光南建設(株) 500,000

(株)富士建設 100,000

普天間宮 30,000

前田建設(株) 30,000

(株)ミサワセラミックホーム沖縄 50,000

寄　　付　　者 寄付額（円） 寄　　付　　者 寄付額（円）



(有)未来建設 30,000

(株)琉陽コンサルタント 10,000

平良市

(株)大成建設コンサルタント 10,000

(株)たけしょう 103,310

(有)羽生土木設計 10,000

宮古地区トラック事業協同組合 10,000

宮古地区生コンクリート協同組合 50,000

(株)八島建設コンサルタント 20,000

石垣市

南西観光開発(株) 10,000

(有)みね屋 100,000

浦添市

(有)明城建設 10,000

うらそえストアー 3,000

ＮＴＴ沖縄グループ 10,000,000

(有)沖縄小堀電気 10,000

沖縄薬業法人会 100,000

メイクマングループ 3,000,000

りゅうせきネットワーク会議 2,000,000

(株)アイリスエステサロン 20,000

(株)東江建設 100,000

(株)朝日建設コンサルタント 20,000

(株)アジア技研 50,000

(株)あすもり建設コンサルタント 10,000

(株)アメリカンフォートラボ 20,000

新垣誠榮税理士事務所 10,000

(株)岩下建技コンサルタント 10,000

上榮建設(株) 20,000

(有)内間建設工業 20,000

(株)内間土建 20,000

浦添ガス工業(株) 50,000

浦添宜野湾電気工事業協同組合 10,000

浦添地域トラック事業協同組合 10,000

(株)大城組 3,000,000

(株)大富建設コンサルタント 10,000

大平ガス(株) 10,000

(株)沖永開発 50,000

沖縄卸商業団地(株) 210,000

沖縄協同青果(株) 10,000

(社)沖縄県医師会 3,000,000

沖縄県卸商業団地協同組合 50,000

沖縄県学校給食パン協同組合 30,000

沖縄県行政書士会 10,000

沖縄建設技研(株) 50,000

(社)沖縄県建設業協会 5,000,000

(社)沖縄県建設産業団体連合会 1,000,000

沖縄県広告協同組合 50,000

沖縄県自動車整備振興会 50,000

沖縄県パイル・ヒューム管協同組合 100,000

沖縄コカ・コーラボトリング(株) 300,000

沖縄石油ガス(株) 10,000

(有)沖縄電気建設 50,000

沖縄トヨタ自動車(株) 20,000

沖縄日野自動車(株) 20,000

沖縄ふそう自動車(株) 20,000

沖縄ホンダ(株) 20,000

沖縄松下ライフエレクトロニクス(株) 300,000

オリオンビール(株) 30,000,000

(株)カナダ物産 10,000

(有)かりゆし建設 5,000

九州日産ディーゼル(株) 20,000

(株)協和建設コンサルタント 20,000

金城工作所 10,000

グローバル運輸(株) 10,000

建設業労働災害防止協会沖縄県支部 200,000

(株)国際ビル産業 50,000

(株)国際リゾート研究所 10,000

(資)幸商事 50,000

座波建設(株) 500,000

(有)サンバイオ 30,000

(株)尚生堂 20,000

新沖縄いすゞ自動車(株) 20,000
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シンコー沖縄(株) 10,000

(株)新洋 50,000

(有)シンリュウ石油 5,000

ゼネラル車輌(株) 10,000

(有)大栄コンサルタント 30,000

ダイケン商事(株) 30,000

(株)大門商事 10,000

(株)大洋土木コンサルタント 20,000

(株)タカダ 30,000

(株)隆盛コンサルタント 44,000

(資)武美 5,000

(株)中央建設コンサルタント 50,000

(株)デンソーサービス沖縄 20,000

(有)長浜建設 300,000

(株)南海建設 30,000

(社)南部地区歯科医師会 10,000

西日本建設業保証(株)沖縄支店 20,000

(株)日興建設コンサルタント 100,000

(株)バークレー・リアルティ沖縄 100,000

(有)ピザハウス 50,000

フォード沖縄(株) 10,000

フォーモストブルーシール(株) 100,000

福山商事(株) 1,000,000

(株)太名嘉組 200,000

(株)ブレンズ 600,000

北部製糖(株) 50,000

(株)丸石設備 10,000

(株)マルサン 10,000

(株)丸宮商会 10,000

(株)南伸 25,000

南洋群島帰還者会 200,000

百添会 35,000,000

(株)メイクマン 50,000

(資)明成建設 30,000

(株)ヤナセ沖縄 20,000

(株)与那嶺組 30,000

(有)リウゼン 10,000

(財)沖縄県陸運協力会 100,000

(株)琉信管材商事 10,000

琉球セメント(株) 3,000,000

琉球ダイハツ販売(株) 30,000

(株)琉信 10,000

(株)琉仁カスタマーサービス 50,000

(株)琉輝建設 120,000

(株)ワイケイケイエーピー沖縄 30,000

名護市

(株)阿波根組 20,000

(有)大城土木 10,000

(株)沖縄県種苗センター 10,000

沖縄北部タクシー協会 10,000

(株)カイコン 50,000

琉球製罐(株) 100,000

糸満市

(株)青い海 100,000

糸満市商工会 30,000

総合紙器(株) 50,000

(株)中村組 30,000

(株)西崎興業 50,000

沖縄市

(有)アロエース 1,000,000

沖縄県出店業事業協同組合 50,000

沖縄県中部トラック事業協同組合 10,000

沖縄市管工事協同組合 30,000

沖縄市銀天街商店街振興組合 10,000

沖縄商工会議所 1,000,000

沖縄ハイタク事業協同組合 30,000

(社)中部沖縄タクシー協会 50,000

(資)徳田土木設計事務所 20,000

(株)仲本工業 500,000

(株)諸建設 50,000

今帰仁村

北部港運(株) 20,000

恩納村

(資)恩納酒造所 10,000
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(資)平安名組 30,000

与那城町

沖縄ターミナル(株) 20,000

沖縄石油基地(株) 20,000

沖縄石油精製(株) 20,000

読谷村

沖縄ハム総合食品(株) 50,000

(有)大協建設 200,000

(資)森岡コーリー 10,000

(資)森岡産業 10,000

嘉手納町

(株)おきさん 380,000

北谷町

旭建設(株) 50,000

北中城村

沖縄総合建材協同組合 10,000

中城村

沖縄県鉄構工業会 300,000

(株)沖縄ホーメル 100,000

西原町

(社)全国道路標識・標示業協会沖縄支部 1,008,000

エム・ケイ物産(株) 200,000

オキコ(株) 200,000

(社)沖縄県造園建設業協会 2,800,000

金秀グループ 3,500,000

(財)国際マングローブ生態系協会 10,000

三善建設(株) 500,000

大成設備工業(株) 10,000

南西石油(株) 1,000,000

(協)丸正印刷 2,000,000

豊見城村

沖縄リコー(株) 200,000

共和技研(株) 10,000

忠孝酒造(株) 97,360

那覇鋼材(株) 50,000

平仲ボクシングスクールジム 50,000

東風平町

沖縄県南部トラック事業協同組合 30,000

与那原町

協栄海事土木(株) 1,000,000

大里村

(有)沖縄化製工業 10,000

沖縄畜産副産物加工協同組合 10,000

南風原町

(株)アシスト 300,000

沖縄印刷協同組合 20,000

(社)沖縄県看護協会 50,000

沖縄製本(株) 100,000

(株)近代美術 100,000

コマツ沖縄(株) 10,000

総合プロセス製版(株) 400,000

(有)大勇組 300,000

(株)タダシ建設 10,000

トーマ産業(株) 500,000

光文堂印刷(株) 1,200,000

琉球ジャスコ(株) 1,500,000

上野村

宮古地区アスファルト協同組合 30,000

竹富町

(有)由布島 200,000

東京都

沖縄ファンクラブ 30,000

関東沖縄経営者協会 30,000

(株)タカラ 1,000,000

(株)ＮＨＫエンタープライズ２１ 500,000

アサヒビール(株) 4,100,000

(社)日本女子プロゴルフ協会 107,500

神奈川県

第一パイプ工業(株) 100,000

奈良県

Ｙ．Ｓ建板 10,000

広島県

広島紺碧の会 50,000
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寄　　付　　者 寄付額（円） 寄　　付　　者 寄付額（円）



高知県

宮良スレート(有) 10,000

福岡県

ジェイフォン九州(株) 500,000

(財)養秀同窓会福岡支部 20,000

（２）個人

浅野　恵子 （福岡県） 10,000

伊規須　秀昭 （ 〃　） 2,000

石川　清治 （浦添市） 100,000

宇江城　猛 （ 〃　） 3,000

ウチダヒロユキ 8,000

オオツカカズヤ 8,300

翁長　武徳 （福岡県） 10,000

オノデラトシヒロ 8,400

嘉陽恭子、瑛子、安理、安尚 （那覇市） 4,000

嘉陽信子 （ 〃　） 5,000

嘉陽安昭 （ 〃　） 20,000

川満栄子 （宜野湾市） 10,000

キノシタマサオ 8,300

金城秀雄 （福岡県） 30,000

国吉　昇 （那覇市） 10,000

久場　長芳 （福岡県） 10,000

クリハラユウジ 10,000

佐藤　太圭子 （那覇市） 200,000

島　栄子 （ 〃　） 10,000

平良　和子 （ 〃　） 10,000

玉城　健三 （ 〃　） 10,000

照屋　寛孝 （ 〃　） 30,000

西谷　義徳 （大阪府） 2,000

マエシロトモアキ 20,000

宮城　光雄 （金武町） 25,000

ムカイヤマ　イクコ 5,000

ヤマシロタカシ 20,000

山副　洋治 （大阪府） 1,317

渡辺　新 （福岡県） 4,000

（３）職場募金

国出先機関

沖縄総合事務局 163,000

那覇防衛施設局 64,500

陸上自衛隊（９組織） 153,100

海上自衛隊（２組織） 115,700

航空自衛隊（10組織） 183,800

社会保険事務所（５組織） 42,673

県

総務部 162,600

企画開発部 174,399

福祉保健部 709,161

文化環境部 127,395

農林水産部 311,050

商工労働部 177,630

土木建築部 284,660

サミット推進事務局 72,000

企業局 96,847

各種委員会等 365,000

市町村

那覇市 166,186

石川市 117,000

具志川市 214,000

宜野湾市 313,370

平良市 68,000

石垣市 61,000

浦添市 96,859

名護市 259,529

糸満市 159,500

沖縄市 46,000

伊是名村 52,000

国頭村 55,000

大宜味村 30,500

東村 35,550

今帰仁村 62,000

恩納村 85,000

金武町 83,000
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寄　　付　　者 寄付額（円） 寄　　付　　者 寄付額（円）
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伊江村 95,500

勝連町 50,500

読谷村 102,900

嘉手納町 128,500

北谷町 114,000

北中城村 60,500

中城村 73,000

豊見城村 149,400

東風平町 75,600

具志頭村 58,000

玉城村 58,500

知念村 56,500

佐敷町 55,530

大里村 79,500

仲里村 50,000

具志川村 38,979

粟国村 31,000

伊平屋村 59,500

城辺町 85,500

下地町 68,500

上野村 84,205

伊良部町 97,500

多良間村 46,500

竹富町 66,000

与那国町 22,500

団体

公立学校共済組合沖縄支部 4,000

（財）亜熱帯総合研究所 3,500

（社）沖縄県糖業振興協会 2,000

（財）沖縄県国際交流・人材育成財団 11,500

（財）沖縄県保健医療福祉事業団 11,000

（財）産業振興公社 7,500

（財）沖縄県医療福祉センター 16,500

放送大学カウンセラー同好会 30,884

（４）その他（募金箱等） 115,216

寄　　付　　者 寄付額（円） 寄　　付　　者 寄付額（円）
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２．物品提供・貸与

①県民会議への提供・貸与

事務局（実施本部含む）運営への提供

団体名 所在地 提供・物品等

（有）アロエース 沖縄市 アロエ茶

ＮＴＴアドバンステクノロジ（株）東京都 雨傘

ＮＴＴドコモ九州（株）沖縄支店 那覇市 ネックストラップ

沖縄県レンタカー協会 那覇市 レンタカー6台の無償貸与

沖縄リコー（株） 豊見城村 複写機、ＦＡＸの無償貸与（宿泊予約センター）

県民会議主催イベント等への提供

団体名 所在地 提供・物品等

沖縄県黒砂糖工業会 那覇市 黒糖（サミットパッケージ）

（社）沖縄県造園建設業協会 西原町 リュウキュウマツ（記念植樹用）

沖縄県農水産物販売促進協議会 那覇市 沖縄県産和牛肉、野菜等

沖縄サントリー（株） 那覇市 ウイスキー（サミット記念ラベル）

笹一酒造（株） 山梨県 ウコンワイン、ゴーヤーワイン

（株）沖縄県物産公社 那覇市 〃

南都ワールド（株） 那覇市 リキュール

（株）パイロット 東京都 首脳サイン用万年筆

広報事業への提供

団体名 所在地 提供・物品等

ＮＴＴ番号情報（株） 東京都 「沖縄ハンドブック」

大塚ベバレジ（株） 那覇市 ミネラルウォータ、清涼飲料水

沖縄県酒造組合連合会 那覇市 泡盛

沖縄振興開発金融公庫 那覇市 「沖縄の経済（英語版）」

（有）水耕八重岳 名護市 ゴーヤー茶

（株）仲善 西原町 うっちんドリンク

（株）紅濱 浦添市 とうふよう

北部製糖（株） 浦添市 黒糖

（株）琉球バイオリソース開発 本部町 ウコン茶ティーバッグ、発酵ウコン

（財）りゅうぎん国際化振興財団 那覇市 「沖縄社会経済要覧」

プレス輸送事業等への提供

団体名 所在地 提供・物品等

オキコ（株） 西原町 菓子

沖縄コカ・コーラボトリング（株）浦添市 飲料用冷蔵設備の無償貸与

（株）沖縄ペプシビバレッジ 宜野湾市 清涼飲料水

（株）沖縄ポッカコーポレーション 那覇市 清涼飲料水

沖縄明治乳業（株） 浦添市 スタッフ弁当用保冷庫の無償貸与

ぜいたく屋 那覇市 ちんすこう
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（有）ファッションキャンディ 宜野湾市 ちんすこう

（株）ホクガン 那覇市 飲料用冷蔵設備の無償貸与

（有）まるひら製菓 具志川市 ちんすこう

飾花・緑化、環境美化事業への提供

団体名 所在地 提供・物品等

（財）海洋博覧会記念公園管理財団 本部町 蘭300鉢（万国津梁館飾花）

日本たばこ産業（株）沖縄支店 那覇市 携帯灰皿

②国際メディアセンターへの提供

団体名 所在地 提供・物品等

（株）東江メガネ店 那覇市 メガネふき

（有）あらかき商事 浦添市 トイレットペーパー

沖縄コカ・コーラボトリング（株）浦添市 清涼飲料水（缶）、ミネラルウォーター

沖縄電力（株） 浦添市 バスタオル

（株）沖縄ポッカコーポレーション 那覇市 ソフトドリンク

沖縄明星食品（株） 沖縄市 カップ沖縄そば

明星食品（株）沖縄営業所 那覇市 カップラーメン

オリオンビール（株） 浦添市 ビール（缶）

ビール（樽）

清涼飲料水

（有）水耕八重岳 名護市 ゴーヤー茶

（株）仲善 西原町 うっちんドリンク

南都ワールド（株） 那覇市 ハンドタオル

（有）ファッションキャンディ 宜野湾市 ちんすこう

フォーモストブルーシール（株） 浦添市 アイスクリーム

（株）ホクガン 那覇市 健康飲料

北部製糖（株） 浦添市 スティックシュガー
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（総則）

第１条　本要綱は、西暦2000年に沖縄県において開催される主要国首脳会議首脳会合（以下「サミット」と

いう。）の開催に伴い関連事業の企画及び　広報・啓発事業に関する事項を協議するため、沖縄県サミッ

ト推進県民会議　規約（以下「規約」という。）第11条の規定に基づき設置された事業・広報部会の事務

を円滑に行うことを目的として、次のとおり必要な事項を定める。

（部会の業務）

第２条　事業・広報部会は、前条の目的を達成するために次の業務を行う。

（１）各国首脳、夫人、プレス等サミット関係者関連行事の企画・実施に関すること。

（２）各種文化・スポーツ行事等のサミット関連事業の実施に関すること。

（３）サミット開催に関する広報・啓発事業の実施に関すること。

（４）その他事業・広報部会の目的を達成するために必要な事項。

（部会長）

第３条　事業・広報部会長は、規約第11条第２項の規定に基づき、沖縄県知事公室長の職にあるものをもっ

て充てる。

（分科会）

第４条　事業・広報部会の運営を円滑に行うため、必要に応じて分科会を設置することができる。

２　分科会に関する事項は、部会長が別に定める。

（召集）

第５条　部会及び分科会は必要に応じて開催し、部会長が召集する。

２　部会及び分科会の議長は、部会長又は部会長が指名するものをもって充てる。

３　部会長は、必要があると認めるときは、関係者を会議に出席させ、意見を求めることができる。

（庶務）

第６条　部会に関する庶務は、沖縄県サミット推進事務局において処理する。

（補則）

第７条　この要綱に定めるものの他、部会の運営に必要な事項は部会長が別に定める。

（附則）

この要綱は、平成11年８月19日から施行する。

８．沖縄県サミット推進県民会議事業・広報部会運営要綱
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（総　則）

第1条　本要綱は西暦２０００年に沖縄県において開催される主要国首脳会議首脳会合（以下「サ ミット」

という。）の開催に伴う関係者の宿泊に関する事項を協議するため、沖縄県サミット推進県民会議規約

（以下「規約」という。）第11条の規定に基づき設置された宿泊部会の事務を円滑に行うことを目的とし

て、次のとおり必要な事項を定める。

（部会の業務）

第2条　宿泊部会は、前条の目的を達成するため次の業務を行う。

（１）宿泊に係る連絡調整に関すること

（２）料飲サービスに関すること

（３）宿泊関係資料の作成に関すること

（４）その他宿泊部会の目的を達成するために必要な事項

（部会長）

第3条　宿泊部会長は規約第11条第2項の規定に基づき、財団法人沖縄観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰ（以下「OCVB」

という。）理事長の職にあるものをもって充てる。

（分科会）

第4条　宿泊部会の運営を円滑に行うため、必要に応じて分科会を設置することができる。

２　分科会に関する事項は部会長が別に定める。

（招　集）

第5条　部会及び分科会は必要に応じて開催し、部会長が招集する。

２．部会及び分科会の議長は部会長をもって充てる。

３．部会長は、必要があると認めるときは、関係者を会議に出席させ、意見を求めることができる。

（庶　務）

第6条　部会に関する庶務はOCVBサミット推進本部の協力を得て沖縄県サミット推進事務局が処理するも

のとする。

（補　則）

第7条　この要綱に定めるものの他、部会の運営に必要な事項は部会長が別に定める。

（附　則）

この要綱は、平成11年７月９日から施行する。

９．沖縄県サミット推進県民会議宿泊部会運営要綱
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（目　的）
第１条　この要領は沖縄県サミット推進県民会議事務局規程第４条別表第１に規定する宿泊予約センターの
円滑な運営に資することを目的とする。
（業　務）
第２条　宿泊予約センターにおいては、次の業務（以下「業務」という。）を処理するものとする。
（１）料金設定調整
（２）予約受付
（３）部屋割調整
（４）キャンセル取扱
（５）ホテル等への宿泊申込取次
（６）キャンセル状況の確認
（７）バウチャー券の発送　
（８）宿舎との調整
（９）宿泊者データ集計・整理
（10）旅行代理店への情報提供
（11）その他サミット関係者の宿泊に関すること
（設置の場所）
第３条　宿泊予約センターの設置場所は、沖縄県那覇市東町１番１号沖縄県那覇東町会館４階財団法人沖縄
観光コンベンションビューロー内とする。
（業務連携）
第４条　宿泊予約センターは、財団法人沖縄観光コンベンションビューローと連携して、業務を処理する。
（業務取扱期間）
第５条　宿泊予約センターの業務取扱期間は、平成１２年１月４日から平成１２年９月30日までとする。但
し、業務処理状況に応じて、当該期間を変更することができる
（指定エージェント）
第６条　宿泊予約センターの業務を円滑に実施するため、次の旅行業を営む者を宿泊予約センター指定エー
ジェント（以下「指定エージェント」という。）とする。
（１）ジェイティービー沖縄株式会社
（２）株式会社近畿日本ツーリスト沖縄
（３）株式会社日本旅行沖縄
（４）東急観光株式会社
２　指定エージェントと沖縄県サミット推進県民会議は別に協定を締結するものとする。
（運営経費）
第７条　宿泊予約センターの運営に必要な経費は、沖縄県サミット推進県民会議が予算を計上し、当該予算
の範囲内で負担する。
（その他）
第８条　その他宿泊予約センターの運営に関しては、沖縄県サミット推進県民会議事務局長が別に定める。
（附　則）
この要領は、平成１１年１２月１４日から施行する。

10．沖縄県サミット推進県民会議宿泊予約センター運営要領
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（総　則）

第１条　本要綱は、西暦２０００年に沖縄県において開催される主要国首脳会議首脳会合の開催に伴い、ボ

ランティアに関する事項を協議するため、沖縄県サミット推進県民会議規約第１１条第３項の規定に基

づき設置されたボランティア部会の事務を円滑に行うことを目的として、次のとおり必要な事項を定め

る。

（部会の業務）

第２条　ボランティア部会は、前条の目的を達成するために次の業務を行う。

（１）ボランティアの動員計画に関すること。

（２）ボランティアの動員に係る連絡調整に関すること。

（３）その他ボランティア部会の目的を達成するために必要な事項。

（部会長）

第３条　ボランティア部会長は、（財）沖縄県国際交流・人材育成財団理事長の職にある者をもって充てる。

（分科会）

第４条　ボランティア部会の運営を円滑に行うため、必要に応じて分科会を設置することができる。

２　分科会に関する事項は、部会長が別に定める。

（召　集）

第５条　部会及び分科会は必要に応じて開催し、部会長が召集する。

２　部会及び分科会の議長は、部会長又は部会長が指名するものをもって充てる｡ 部会長は、必要がある

と認めたときは、関係者を会議に出席させ、意見を求めることができる。

（庶　務）

第６条　部会に関する庶務は、沖縄県サミット推進事務局において処理する。

（補　則）

第７条　この要綱に定めるものの他、部会の運営に必要な事項は部会長が別に定める。

（附　則）

この要綱は、平成１１年１１月４日から施行する。

11．沖縄県サミット推進県民会議ボランティア部会運営要綱
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（総　則）

第１条　本要綱は、西暦２０００年に沖縄県において開催される主要国首脳会議首脳会合（以下「サミット」

という。）の開催に伴う関係者の輸送交通に関する事項を協議するため、沖縄県サミット推進県民会議規

約（以下「規約」という。）第１１条の規定に基づき設置する。

（業　務）

第２条　輸送交通部会は、前条の目的を達成するため次の業務を行う。

（１）輸送交通に係る連絡調整に関すること。

（２）輸送交通関係資料の作成に関すること。

（３）その他輸送交通部会の目的を達成するために必要な事項
（部会長）

第３条　部会長は、沖縄県企画開発部地域・離島振興局長をもって充てる。

２　部会長に事故あるとき、又は部会長が欠けたときは、その職務を代理する者として沖縄県企画開発部地

域・離島振興局次長をもって充てる。

（分科会）

第４条　部会の運営を円滑に行うため、必要に応じて分科会を設置することができる。

２　分科会に関する事項は、部会長が別に定める。

（招　集）

第５条　部会及び分科会の会議は、部会長が必要と認めたときに招集する。

２　部会及び分科会の議長は、部会長をもって充てる。

３　部会長は、必要があると認めるときは、関係者を会議に出席させ、意見を求めることができる。

（庶　務）

第６条　部会の庶務は、沖縄県サミット推進事務局において処理する。

（補　則）

第７条　この要綱に定めるものの他、部会の運営に必要な事項は、部会長が別に定める。

（附　則）

この要綱は、平成１１年９月２日から施行する。

12．沖縄県サミット推進県民会議輸送交通部会運営要綱
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（総　則）

第１条　本要綱は、沖縄県サミット推進県民会議規約（以下、「規約」という。）第１１条の規定に基づき設

置された会場整備部会において、西暦２０００年に本県で開催される主要国首脳会議首脳会合（以下

「サミット」という。）の主会場及びその周辺の整備に関する事項を協議するため、規約第１８条の規定

に基づき、次のとおり必要な事項を定める。

（部会の業務）

第２条　会場整備部会は、次の業務を行う。

（１）万国津梁館をサミット会場としてふさわしい施設とするための諸条件の整備に関すること。

（２）部瀬名岬及びその周辺の環境整備に関すること。

（３）その他会場整備部会の目的を達成するために必要な事項。

（構成員）

第３条　部会は、別紙１に掲げる者をもって構成する。

（幹事会）

第４条　会場整備部会に幹事会を置く。

２　幹事会は別紙２に掲げる者をもって構成する。

（招　集）

第５条　部会及び幹事会の開催は、必要に応じて部会長が招集する。

２　部会及び幹事会の議長は部会長をもって充てる。

３　部会長は、必要があると認めるときは、関係者を会議に出席させ、意見を求めることができる。

（庶　務）

第６条　部会に関する庶務は、沖縄県サミット推進事務局基盤整備班が処理するものとする。

（補　則）

第７条　この要綱に定めるものの他、部会の運営に必要な事項は部会長が別に定める。

（附　則）

この要綱は、平成１１年８月２０日から施行する。

13．沖縄県サミット推進県民会議会場整備部会運営要綱
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別紙１� 沖縄県サミット推進県民会議　会場整備部会　構成員�

組 織 ・ 会 社 名 等 � 代 　 表 　 者 �

沖縄総合事務局北部国道事務所�
沖縄県土木建築北部土木事務所�
名護サミット推進市民会議�
恩納村�
読谷村�
（財）沖縄観光コンベンションビューロー�
ブセナリゾート株式会社�
名護市区長会長�
恩納村区長会長�
読谷村区長会長�
名護国際観光株式会社�
名護サザンヒル開発株式会社�
かりゆしビーチリゾート恩納�
スポーツ振興名護喜瀬ビーチホテル�
（有）沖縄サンコーストホテル�
インブビーチ�
パラダイス株式会社�
レストランコロンバン�
株式会社山内産業�
有限会社オーシャンダイビング�
民宿喜瀬�
有限会社インブガーデン�
ホットスパーいんぶビーチ前店�
ローソン恩納いんぶビーチ前店�
ホットスパー喜瀬ビーチ前店�
ファミリーマート名護幸喜店�
（有）ワオ商事�
園芸センター正園�
沖縄県コンベンション事業協同組合�
（株）アンレント�
（株）国建�
（株）国場組�
（株）中部ユティリティ　�
（株）唐真組�
砂辺松福テント株式会社�
（社）沖縄県ビルメンテナンス協会�
鹿島建設株沖縄プロジェクト室�
沖縄県商工労働部観光リゾート局�

仲 　 村 　 時 　 男 �
屋 　 良 　 朝 　 廣 �
岸 　 本 　 建 　 男 �
大 　 城 　 英 　 喜 �
安 　 田 　 慶 　 造 �
饒 　 波 　 正 　 之 �
比 　 嘉 　 幹 　 郎 �
比 　 嘉 　 太 　 郎 �
仲 　 村 　 　 肇 �
山 　 内 　 敏 　 英 �
国 　 場 　 幸 一 郎 �
呉 　 屋 　 守 　 將 �
平 　 良 　 朝 　 敬 �
木 　 下 　 俊 　 男 �
照 　 屋 　 辰 　 弘 �
湖 　 城 　 秀 　 實 �
上 　 地 　 長 　 栄 �
宮 　 城 　 和 　 成 �
山 　 内 　 昌 　 宏 �
太 　 田 　 　 明 �
比 　 嘉 　 保 一 郎 �
普 天 間 　 直 　 松 �
新 　 川 　 正 　 直 �
平 　 良 　 和 　 雅 �
比 　 嘉 　 敬 　 太 �
下 　 地 　 唯 　 夫 �
比 　 嘉 　 和 　 男 �
比 　 嘉 　 正 　 徳 �
竹 　 井 　 才 　 治 �
中 　 島 　 聖 　 仁 �
新 　 城 　 安 　 雄 �
金 　 城 　 作 　 一 �
吉 　 里 　 重 　 行 �
唐 　 真 　 満 太 郎 �
砂 　 辺 　 松 　 福 �
新 　 垣 　 淑 　 哲 �
山 　 本 　 康 　 雄 �
大 　 城 　 栄 　 禄 �
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組 織 ・ 会 社 名 等 � 代 　 表 　 者 �

沖縄総合事務局北部国道事務所�
沖縄県土木建築部北部土木事務所�
名護市�
恩納村�
（財）沖縄観光コンベンションビューロー�
ブセナリゾート株式会社�
名護国際観光株式会社�
（社）沖縄県ビルメンテナンス協会�
沖縄県商工労働観光リゾート局�

仲 　 村 　 時 　 男 �
屋 　 良 　 朝 　 廣 �
岸 　 本 　 建 　 男 �
大 　 城 　 英 　 喜 �
饒 　 波 　 正 　 之 �
比 　 嘉 　 幹 　 郎 �
国 　 場 　 幸 一 郎 �
新 　 垣 　 淑 　 哲 �
山 　 本 　 康 　 雄 �

別紙２� 沖縄県サミット推進県民会議　会場整備部会　幹事会�
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（総　則）

第１条　本要綱は、西暦２０００年に主要国首脳会議首脳会合（以下「サミット」という。）が本県で開催

されるのに伴い、全県一体となった受け入れのための環境美化に関する事項を協議するために、沖縄県

サミット推進県民会議規約（以下「規約」という。）第１１条第３項の規定に基づき環境美化部会を設置

すると　ともに、部会の運営に必要な事項を定めるものとする。

（部会の業務）

第２条　環境美化部会は、全県下における次の業務を行う。

（１）クリーンアップ事業に関すること。

（２）緑化、飾花事業に関すること。

（３）その他環境美化部会の目的を達成するために必要な事項。

（部会長）

第３条　環境美化部会長は、沖縄県農林水産部長をもって充てる。

（構成員）

第４条　部会は、別紙１に掲げる者をもって構成する。

（分科会）

第５条　環境美化部会の運営を円滑に行うため、必要に応じて分科会を設置することができる。

２　分科会に関する事項は、部会長が別に定める。

（招　集）

第６条　部会及び分科会の開催は、必要に応じて部会長が招集する。

２　部会及び分科会の議長は部会長をもって充てる。

３　部会長は、必要があると認めるときは、関係者を会議に出席させ、意見を求めることができる。

（庶　務）

第７条　部会に関する庶務は、沖縄県サミット推進事務局基盤整備班が処理するものとする。

（補　則）

第８条　この要綱に定めるものの他、部会の運営に必要な事項は部会長が別に定める。

（附　則）

この要綱は、平成11年９月21日から施行する。

14．沖縄県サミット推進県民会議環境美化部会設置運営要綱
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別紙１�
団　　体　　名� 代　表　者�

沖縄経済同友会�
�
6沖縄県経営者協会 �
6沖縄県工業連合会�
7沖縄観光コンベンションビューロー�
沖縄県小学校長会�
沖縄県中学校長会�
沖縄県高等学校長会�
6沖縄県ＰＴＡ連合会�
6沖縄県婦人連合会�
7沖縄県老人クラブ連合会�
地域づくり団体沖縄県協議会�
沖縄県かしこい消費者の会�
沖縄県商工会議所連合会�
沖縄県商工会青年部連合会�
沖縄県商工会婦人部連合会�
沖縄県商工会連合会�
沖縄県商店街振興組合連合会�
那覇市国際通り商店街振興組合連合会�
沖縄県医師会�
6沖縄県歯科医師会�
7日本ボーイスカウト沖縄県連盟�
6ガールスカウト日本連盟沖縄県支部�
6日本青年会議所沖縄地区協議会�
6日本青年会議所沖縄ブロック協議会�
沖縄県飲食業環境衛生同業組合�
沖縄県社交飲食業環境衛生同業組合�
沖縄県酒造組合連合会�
沖縄県農業共済組合連合会�
沖縄県農業協同組合中央会�
沖縄県花卉園芸農業協同組合�
沖縄県共済農業協同組合連合会�
沖縄県漁業協同組合連合会�
沖縄県経済農業協同組合連合会�
6沖縄県環境衛生同業組合連合会�
6沖縄県環境整備協会�
6沖縄県タクシー協会�
沖縄県バス協会�
6沖縄県トラック協会�
沖縄県緑の少年団連盟�
沖縄県緑化推進委員会�
1沖縄県種苗センター�
6沖縄県漁港協会�
6沖縄県軍用地等地主会連合会�

１�
�
２�
３�
４�
５�
６�
７�
８�
９�
10�
11�
12�
13�
14�
15�
16�
17�
18�
19�
20�
21�
22�
23�
24�
25�
26�
27�
28�
29�
30�
31�
32�
33�
34�
35�
36�
37�
38�
39�
40�
41�
42�
43

仲井真　弘　多�
小 禄 邦 男 �
知　名　洋　二�
金　城　名　輝�
稲　嶺　恵　一�
宮 平 祐 吉 �
吉　田　　　進�
富 川 貞 良 �
源 　 武 二 �
赤　嶺　千　壽�
當　銘　利　光 �
山 川 一 郎 �
玉　城　幼　子�
崎　間　　　晃�
崎　濱　秀　昭�
仲　地　米　子�
津　波　保　光�
大 湾 宗 史 �
浦　崎　政　克�
比　嘉　国　郎 �
喜屋武　　　満�
安　部　　　猛�
照　屋　知　子�
大　浜　一　郎�
仲　田　一　郎�
當　山　政　順�
伊　添　一　成�
平　良　正　蔵�
伊志嶺　　　勲�
玉那覇　清　仁 �
上　間　良　廣�
玉那覇　清　仁�
照喜名　朝　進�
新　垣　兼　一�
伊　添　一　成�
真　謝　孝　正�
上　原　綱　正�
高江洲　義　之�
島　袋　用　康�
外　間　現　誠�
外　間　現　誠 �
上　間　良　廣�
上　原　　　博�
喜屋武　　　茂�
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団　　体　　名� 代　表　者�
6沖縄県建設業協会�
6沖縄県建設産業団体連合会�
6沖縄県建築士事務所協会�
6沖縄県産業廃棄物協会 �
6沖縄県自然保護協会 �
6沖縄県造園建設業協会�
沖縄県ホテル旅館業環境衛生同業組合�
6日本ホテル協会沖縄支部 �
6日本旅行業協会沖縄支部�
名護市観光ホテル組合 �
那覇市観光協会�
本部町観光協会�
伊江村観光協会�
名護市観光協会�
沖縄市観光協会�
宜野湾市観光振興協会�
久米島観光協会�
宮古観光協会�
石垣市観光協会 �
竹富町観光協会�
与那国町観光協会 �
南部振興会�
北部振興会�
21「元気な沖縄を創る」女性の会�
日本電信電話1沖縄支店 �
沖縄電力1�
オリオンビール1 �
KDD株式会社沖縄支店�
日本たばこ産業　沖縄支店�
沖縄振興開発金融公庫�
6沖縄県銀行協会�
1琉球銀行�
1沖縄銀行�
1沖縄海邦銀行�
沖縄信用金庫�
商工組合中央金庫那覇支店�
ライオンズクラブサンリジョン事務局�
沖縄インターナショナルクリーンビーチクラブ �
沖縄県中央卸売市場花き部 連絡協議会�
6沖縄県建築士会�
沖縄県住宅供給公社�
沖縄道路サービス株式会社 �
沖縄県農林水産部�
県内全市町村�

44�
45�
46�
47�
48�
49�
50�
51�
52�
53�
54�
55�
56�
57�
58�
59�
60�
61�
62�
63�
64�
65�
66�
67�
68�
69�
70�
71�
72�
73�
74�
75�
76�
77�
78�
79�
80�
81�
82�
83�
84�
85�
86�
87

國　場　幸一郎 �
國　場　幸一郎 �
神　村　盛　秀�
仲　間　保　夫�
金　城　栄　喜�
前　原　朝　信�
嘉味田　朝　計�
黒　江　浩　紹�
宮　里　政　欣�
玉　城　正　之�
有　村　　　喬�
岸　本　恵　光�
金　城　好　久�
岸　本　建　男�
玉　山　憲　栄�
松　谷　秀　夫�
宇江原　総　建�
藤　村　明　憲 �
大　浜　長　照�
西島本　　　進�
入　仲　誠　三 �
知　念　信　夫�
宮　城　　　茂�
饒　辺　享　子  �
玉　元　賢　次  �
仲井真　弘　多 �
金　城　名　輝�
美　馬　春　海�
緒 方 美 光 �
嘉　数　　　啓    �
松　本　行　雄�
松　本　行　雄 �
仲　吉　朝　信 �
湖　城　英　知 �
屋　良　朝　一 �
矢　野　周　二 �
新　里　勇　助�
エド・ハインリック・サンチェス  �
當　銘　由　孝 �
玉那覇　有　紀 �
上　原　幸　一�
西　銘　順　輝 �
小那覇　安　優�
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（目的及び設置）

第１条　九州・沖縄サミット首脳会合における各国首脳・同夫人及び代表団に係る歓迎行事等に関し、沖縄

県サミット推進県民会議規約第１８条の規定により、サミット参加各国歓迎準備委員会（以下「委員会」

という）を設置する。

（所　掌）

第２条　委員会は、各国首脳・同夫人及び代表団に係る次に掲げる事項について協議、検討する。

（１）歓迎行事

（２）県民との交流事業

（３）その他

（組　織）

第３条　委員会は、サミット参加各国（ＥＵを含む。）毎に設置する。

２ 委員会は、委員長及び委員でもって組織する。

３ 委員長は、沖縄県サミット推進県民会議事務局長をもって充てる。

４ 委員は、各国首脳等を招聘している市町村並びに会場、代表団宿舎及び空港所在市町村で参加を希望す

る市町村のサミット関連業務責任者で構成する。

５ 委員は、原則として一つの委員会にのみ参加できるものとする。ただし、会場、代表団宿舎及び空港所

在市町村については、この限りでない。

６ 委員会は、委員長が召集しこれを主宰する。

７ 委員長は、市町村以外の団体等を構成員として認めることができる。

（合同委員会）

第４条　委員会間の連絡調整を行うため、合同委員会を設置する。

２ 合同委員会は、合同委員長、副合同委員長及び合同委員でもって組織する。

３ 合同委員長は、沖縄県副知事をもって充てる。

４ 副合同委員長は、沖縄県サミット推進県民会議事務局長をもって充てる。

５ 合同委員は、各国首脳等を招聘している市町村並びに会場、代表団宿舎及び空港所在市町村で参加を希

望する市町村の助役で構成する。

６ 合同委員会は、合同委員長が召集しこれを主宰する。

（庶　務）

第５条　委員会の事務は、沖縄県サミット推進県民会議事務局で処理する。

（補　則）

第６条　この要綱に定めるほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。

（附　則）

この要綱は、平成１２年４月２６日から施行する。

15．九州・沖縄サミット首脳会合におけるサミット参加各国歓迎準備委員会設置要綱
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（目的及び設置）

第１条　九州・沖縄サミット首脳会合における伝統文化行事に関し、沖縄県サミット推進県民会議規約第１

８条の規定により、伝統文化行事検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（所　掌）

第２条　委員会は、次に掲げる事項について協議、検討の上、沖縄県サミット推進県民会議会長に提案する。

（１）伝統文化行事の演目

（２）伝統文化行事の出演者

（３）伝統文化行事の企画・演出

（４）その他伝統文化行事に関すること

（組　織）

第３条 委員会は、委員長及び委員でもって組織する。

２ 委員長は、沖縄県サミット推進県民会議事務局長をもって充てる。

３ 委員は、関係機関又は団体及び学識経験を有する者から、沖縄県サミット推進県民会議会長が依頼する。

（会　議）

第４条　委員会は、委員長が招集しこれを主宰する。

２　委員長は、必要に応じ、委員以外の出席を求め、その意見を聞くことができる。

（庶　務）

第５条　委員会の事務は、沖縄県サミット推進事務局で処理する。

（補　則）

第６条 この要綱に定めるほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。

（附　則)

この要綱は、平成１１年１２月２４日から施行する。

16．九州・沖縄サミット首脳会合における伝統文化行事検討委員会設置要綱
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（目的及び設置）

第１条　九州・沖縄サミット首脳会合における伝統文化の空手・古武道の演武に関し、九州・沖縄サミット

首脳会合における伝統文化行事検討委員会設置要綱第６条の規定により、空手・古武道演武部会（以下

「部会」という。）を設置する。

（所　掌）

第２条　部会は、次に掲げる事項について協議、検討の上、伝統文化行事検討委員会委員長に報告する。

（１）空手・古武道の演目

（２）空手・古武道の出演者

（３）その他空手・古武道演武に関すること

（組　織）

第３条　部会は、部会長及び会員でもって組織する。

２　部会長は、会員の互選により選出する。

３　会員は、次に掲げる者のうちから沖縄県サミット推進県民会議会長が依頼する。

（１）空手・古武道関係者　

（２）行政関係者

（会　議）

第４条　部会は、部会長が招集しこれを主宰する。

２　部会長は、必要に応じ、会員以外の出席を求め、その意見を聞くことができる。

（庶　務）

第５条　部会の事務は、沖縄県サミット推進事務局で処理する。

（補　則）

第６条　この要綱に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が別に定める。

（附　則）

この要綱は、平成１２年１月６日から施行する。

17．九州・沖縄サミット首脳会合における空手・古武道演武部会設置要綱
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（目的及び設置）

第１条　九州・沖縄サミット首脳会合における首脳、首脳夫人等に贈呈する記念品及びプレスセンター内に

おける物産展示等の検討を行うため、沖縄県サミット推進県民会議規約第１８条に基づき、記念品及び物

産展示等検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（所　掌）

第２条　委員会は、次の各号に掲げる事項について協議、検討の上、沖縄県サミット推進県民会議会長に提

案する。

（１）記念品の選定に関すること。

（２）展示品等の選定に関すること

（３）その他記念品等の選定に関すること。

（組　織）

第３条　委員会は委員長及び委員でもって組織する。

２　委員長は、沖縄県サミット推進県民会議事務局長をもって充てる。

３　委員は、関係課及び関係団体から沖縄県サミット推進県民会議会長が依頼する。

（会　議）

第４条　委員の会議は委員長が招集しこれを主宰する。

２　委員長は、必要に応じ、委員以外の者の出席を求め、その意見を聞くことができる。

（庶　務）

第５条　委員会の庶務は、サミット推進事務局において処理する。

（補　則）

第６条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長

が別に定める。

（附　則）

この要綱は、平成１１年１２月２７日から施行する。

18．九州･沖縄サミット首脳会合における記念品及び物産展示等検討委員会設置要綱
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（趣　旨）

第１条　この要領は、国の機関、地方公共団体及びその機関又はこれに準ずるもの並びに民間団体等が行

う事業に対する沖縄県サミット推進県民会議（以下「県民会議」という。）の共催又は後援（以下「共催

等」という。）の承認等について、必要な事項を定めるものとする。

（共催承認の基準）

第２条　県民会議は、九州・沖縄サミット首脳会合（以下「サミット」という。）と直接的に関連性があり、

サミットの成功に極めて貢献することが期待され、全県的又はこれに準ずる規模以上の事業について、

実施主体及び資金計画が明確で、事業の実施についての責任能力がある団体から共催の申請があった場

合には、共催を承認することができる。ただし、次号のいずれかに該当する事業については、この限り

でない。

（１）個人及び企業の売名行為を目的とした事業

（２）営利団体が行う営利のみを目的とした事業

（３）サミットの運営に支障を来すおそれのある事業

（４）国又は地方公共団体の施策及びその実施に反対する内容の事業

（５）政治的又は宗教的意図を持つ事業

（６）県民会議の品位を傷つけるおそれのある事業

（７）その他県民会議会長が不適当と認める事業

（後援承認の基準）

第３条　県民会議は、サミットと関連性があり、サミットの成功に貢献することが期待される事業につい

て、実施主体及び資金計画が明確で、事業の実施についての責任能力がある団体から後援の申請があっ

た場合には、後援を承認することができる。ただし、前条各号のいずれかに該当する事業については、

この限りでない。

（承認申請の手続き）

第４条　共催等の申請をしようとする者は、次の事項を示した申請書（第１号様式）を事業開催日の１ヶ

月前までに沖縄県サミット推進事務局（以下「事務局」という。）に提出しなければならない。

（１）事業名

（２）事業の趣旨及び内容

（３）主催者、共催者、後援者及び協賛者

（４）参加者及び参加方法

（５）日程及び場所

（６）事業収入及び支出見積書

（７）その他必要な事項

19．事業の共催等に関する取扱い要領
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（共催等承認の審査及び決定）

第５条　事務局は、前条の規定による申請を受理したときは、当該申請にかかる内容を審査し、承認する

かどうかを決定しなければならない。

２　前条の規定による審査にあたっては、事務局において関係者とあらかじめ密接な連絡を取り、必要に

応じて県民会議幹事会に諮るものとする。

（共催等の名義）

第６条　事業の共催等の名義は、「沖縄県サミット推進県民会議」とする。

（承認書の交付）

第７条　共催等の承認をしたときは、当該申請者に対して共催（後援）承認書（第２号様式）を交付する

ものとする。

（共催等の名義の取消し等）

第８条　前条の承認決定の後において承認基準に反する事項が生じた場合は、共催等名義の使用を取り消

し、以後その関係団体等が行う事業について共催等は行わないものとする。

（実施報告書の提出）

第９条　共催等の承認書の交付を受けた事業のうち必要があると認めるものについては、実施結果報告書

（第３号様式）の提出を求めることができる。

（附　則）

この要領は、平成11年11月18日から施行する。



資料編 261

第１号様式

平成　　年　　月　　日

沖縄県サミット推進県民会議

会　長　　　　　　　　あて

申 請 者 名 印　

沖縄県サミット推進県民会議共催（後援）名義使用申請書

このたび、九州・沖縄サミット関連事業を実施するにあたり、沖縄県サミット推進

県民会議の共催（後援）名義の使用を許可していただきたく、必要書類を添えて申請

いたします。

記

１　事業名

２　事業の趣旨及び内容（詳細資料添付のこと）

３　主催者、共催者、後援者及び協賛者（関係者名簿添付のこと）

４　参加者及び参加方法

５　事業収入及び支出見積書

６　その他
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第２号様式

サ県会第　　　　　　号

平成　　年　　月　　日

申 請 者 名 あて

沖縄県サミット推進県民会議

事務局長名　　　　　　　印

沖縄県サミット推進県民会議共催（後援）名義使用承認書

平成年月日付け　　　第　　　号で申請のあった標記の件については、事業

の共催等に関する取扱要領等　条に基づき、下記の条件を付して承認します。

記

１　事業名

２　名義使用の期間

３　実施結果報告の有無

４　特記事項　　　承認後、共催承認基準に反する事項が生じました場合は、共催名

義等の使用を取り消す場合はあります。

５　その他
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第３号様式

平成　　年　　月　　日

沖縄県サミット推進県民会議

事 務 局 長 あて

申 請 者 名 印　

九州・沖縄サミット関連事業の実施結果報告書

平成　年　月　日付け　　第　　号により県の共催（後援）の承認のあった事業の

結果について下記のとおり報告します。

記

１　事業名

２　事業結果の概要

３　参加者

４　日時及び場所

５　所見（事業の効果等を含む）

６　備考

〈収支決算〉

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　２　支出の部

計　　　　　　　　　　円　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　円
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外務省九州・沖縄サミット準備事務局

九州・沖縄サミットのロゴマークは、九州・沖縄サミットに対する理解と協力を高めるため使用して頂
くことにしております、ロゴマークを適切に使用して頂くため、使用についての手続き、使用方法等を
まとめましたので、この趣旨をご理解頂き、九州・沖縄サミットにご協力下さるようお願い致します。

１．使用にあたって
九州・沖縄サミットのロゴマークに関するいっさいの権利は外務省に属しておりますので、ロゴマーク
を使用される場合は、外務省の承認を受けて下さい。

２．使用承認申請について
ロゴマークを使用しようとする場合は、事前に「九州・沖縄サミットロゴマーク使用承認申請書」（別

紙１）を外務省に提出して頂きます。
申請書を提出する際は、ロゴマークの使用に関する企画書（広告等については広告媒体、広告費用等を明
記すること）及び参考となる資料（見本、使用者の経歴書など）を添付して下さい。

３．使用承認について
提出された申請書に基づき外務省で審査の上、使用を承認するものについては承認番号を付して「九州・
沖縄サミットロゴマーク使用承認書」（別紙２）及び「九州・沖縄サミットシンボルマーク使用ガイド」
をお渡し致します。なお、その際条件を付すことがありますが、その場合にはその条件に従ってロゴマ
ークを使用して下さい。

４．使用方法について
ロゴマークを使用するときは、次の事項を守って下さい。
（１）定められた規格に従って正しく使用して下さい、ロゴマークの一部分のみを使用し、又はロゴマー
クを変形し、もしくは他の図形や文字と重ねて使用しないで下さい。また指定外の配色はしないで下
さい。

（２）九州・沖縄サミットの意義・重要性が損なわれたり、推進に支障が生じることのないようにして下
さい。

（３）サミットの業務と直接関連のない営利目的の使用はできません。
（４）ロゴマークが使用されている状況、結果等は必ず確認できるようにしてください。

５．使用承認の取り消し
使用承認時に付した条件に違反してロゴマークを使用した場合、ロゴマークの使用承認申請の内容に虚偽
があることが判明した場合等の際は、使用条件の変更、使用承認の取り消し、又は使用物件の回収を求
めることがあります。

６．使用についてのお問い合わせ
ロゴマークの使用に関するお問い合わせやお申し込みは下記へご連絡下さい。

外務省　九州・沖縄サミット準備事務局
ロゴマーク担当

20．九州・沖縄サミットロゴマークの使用のご案内
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（別紙１）

九州・沖縄サミットロゴマーク使用承認申請書

平成　　年　　月　　日

外務省九州・沖縄サミット準備事務局

事 務 局 長 殿

（申請者）

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　印

九州・沖縄サミットロゴマークを下記により使用したいので申請します。

記

１　使用の目的

２　使用方法（媒体を使用する場合はその媒体名等を含む）

３　使用期間

４　連絡先

（注）ロゴマーク使用に関する企画書及び参考となる資料（見本、使用者の経歴など）を

添付して下さい。
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（別紙２）

平成　　年　　月　　日

外務省九州・沖縄サミット準備事務局長

九州・沖縄サミットロゴマーク使用承認書

貴方（貴社・貴団地亜）より申請のあった九州・沖縄サミットロゴマーク使用については、

これを許可します。使用の際は、下記の使用方法を遵守して下さい

使　用　者

承 認 番 号

使用承認期間

使用方法

１．定められた規格に従って正しく使用して下さい。ロゴマークの一部分のみを使用し、

又はマークを変形し、もしくは他の図形や文字と重ねて使用しないで下さい。また、指

定外の配所はしないで下さい。

２．ロゴマークを使用する場合は必ず承認番号を付して下さい。

３．使用条件に違反してロゴマークを使用した場合、ロゴマーク使用承認申請の内容に虚

為があることが判明した場合等の際は使用条件の変更、使用承認の取り消し、又は使用

物件の回収を求めることがあります。
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（設　置）

第１条　西暦2000年に本県で開催される主要国首脳会議（以下「サミット」という。）の円滑な実施を図る

ため、沖縄県サミット推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。

（所　掌）

第２条　推進本部は、次に掲げる事務を所掌する。

（１）サミットの円滑な実施を図るための総合調整に関すること。

（２）サミットの受入れ態勢を整備するための連絡調整に関すること。

（３）その他サミットの目的達成に必要な事項に関すること。

（組　織）

第３条　推進本部は、本部長、副本部長及び本部員で構成する。

２ 本部長は知事を、副本部長は両副知事をもって充てる。

３ 本部員は、別表に掲げる者をもって充てる。

（本部長及び副本部長）

第４条　本部長は、推進本部の事務を総理し、推進本部を代表する。

２　副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けたときは、その職務を代理

する。

（会　議）

第５条　推進本部の会議は、本部長が必要と認めたときに招集し、本部長が議長となる。

（部局推進委員会等）

第６条　本部員は、サミット推進体制を確立するため、各部局等にサミット推進委員会等を設置することが

できる。

（庶　務）

第７条 推進本部の庶務は、沖縄県サミット推進事務局において処理する。

（補　則）

第８条 この要綱に定めるもののほか、推進本部の運営に必要な事項は、本部長が別に定める。

（附　則）

この要綱は、平成11年5月7 日から施行する。

（附　則）

この要綱は、平成11年７月２９日から施行する。

21．沖縄県サミット推進本部設置要綱　　　　　　　　　　（平成11年５月７日 知事決裁）
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別表（第３条関係）

出納長

政策調整監

技　　監

企業局長

教育長

警察本部長

総務部長

企画開発部長

文化環境部長

福祉保健部長

農林水産部長

商工労働部長

土木建築部長

総務部知事公室長

企画開発部地域・離島振興局長

文化環境部文化国際局長

福祉保健部病院管理局長

商工労働部観光リゾート局長

サミット推進事務局長

総務部東京事務所長

企画開発部宮古支庁長

企画開発部八重山支庁長

沖縄県議会事務局長
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（設　置）

第１条　九州・沖縄サミット（以下「サミット」という。）の推進に関する事務を円滑に処理するため、沖

縄県行政組織規則（昭和４９年沖縄県規則第１８号。以下「組織規則」という。）第９条の規定に基づき、

知事の直属組織としてサミット推進事務局（以下「事務局」という。）を置く。

（所掌事務）

第２条　事務局の所掌事務は、次のとおりとする。

（１）サミットの推進に係る総合企画及び調整に関すること。

（２）サミットの推進に係る組織、予算、財務等に関すること。

（３）サミットの推進に係る国、市町村、関係団体等との調整に関すること。

（４）サミットの推進に係る広報に関すること。

（５）サミットの推進に係るイベント及び県民運動に関すること。

（６）サミットの推進に係る宿泊、輸送及び通信に関すること。

（７）サミットの推進に係る会場等施設整備に関すること。

（８）沖縄県サミットの推進本部の事務に関すること。

（９）沖縄県サミット推進県民会議の事務に関すること。

（10）その他サミットの推進に関すること。

（職　制）

第３条　事務局には、事務局長、事務局次長、副参事その他の職を置く。

（職　務）

第４条　事務局長は、事務局の事務を掌理し、所属職員を指揮監督する。

２　事務局次長は、事務局長の職務を補佐する。

３　副参事その他の職の職務については、組織規則第２４９条の規定を準用する。

（事務決裁）

第５条　事務局に係る事務の処理に関しては、沖縄県事務決裁規程（昭和４８年沖縄県訓令第８９号）。以

下「決裁規程」という。）の例による。ただし、「部長」とあるのは「事務局長」と、「次長」とあるのは

「事務局次長」とする。

（附　則）

この訓令は、平成１１年６月９日から施行する。

（附　則）

この訓令は、平成１１年８月13日から施行する。

22．サミット推進事務局設置規程　　　　　　　　　　　（平成１１年沖縄県訓令第２６号）
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（設　置）

第１条　九州・沖縄サミット首脳会合に関する協力業務及び県所管業務を円滑に処理するため、九州・沖縄

サミット首脳会合沖縄県実施本部（以下「実施本部」という。）を設置する。

（組　織）

第２条　実施本部に別表第１の左欄に掲げる部を置き、部にそれぞれ同表の右欄に掲げる班を置く。

２　実施本部に消防警備対策特別本部及び保健医療対策特別本部を置く。

（所掌事務）

第３条　部及び班の所掌事務は、別表第２の左欄に掲げる部の同表の中欄に掲げる班の区分に応じ、それぞ

れ同表の右欄に掲げるとおりとする。

（本部長、副本部長、本部員、統括部長及び統括次長）

第４条　実施本部に本部長、副本部長、本部員、統括部長及び統括次長を置く。

２　本部長は、知事をもって充てる。

３　副本部長は、副知事及び出納長をもって充てる。

４　本部員は、別表第３に掲げる職にある者をもって充てる。

５　統括部長は、サミット推進事務局長をもって充てる。

６　統括次長は、サミット推進事務局次長をもって充てる。

７　本部長は、実施本部の事務を総理する。

８　副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けたときは、本部長があらか

じめ定める順序により、その職務を代理する。

９　本部員は、上司の命を受け、実施本部の運営に参画する。

10 統括部長は、実施本部の事務を統括し、部員を指揮監督する。

11 統括次長は、統括部長を補佐し、統括部長に事故があるとき、又は統括部長が欠けたときは、統括部長

があらかじめ定める順序により、その職務を代理する。

（部長及び副部長）

第５条　部に部長及び副部長を置く。

２　部長及び副部長は、別表第４の左欄に掲げる役職の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる職にある

者をもって充てる。

３　部長は、上司の命を受け、当該部の事務を掌理し、所属部員を指揮監督する。

４　副部長は、部長を補佐し、部長に事故があるとき、又は部長が欠けたときは、その職務を代理する。

（班長、副班長及び班員）

第６条　班に班長、副班長及び班員を置く。

２　班長及び副班長は、別表第５の左欄に掲げる部の同表の中欄に掲げる役職の区分に応じ、それぞれ同表

の右欄に掲げる職にある者をもって充てる。

23．九州・沖縄サミット首脳会合沖縄県実施本部設置要綱
（平成12年６月13日サミット推進本部決定）
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３　班員は、当該班が属する部の部長及び副部長の職にある者と同一の部局に所属する職員をもって充て

るほか、本部長が別に指名する職員、本部長が別に定める機関等の職員及びボランティアをもって充て

る。

４　班長は、上司の命を受け、当該班の事務を掌理する。

５　副班長は、班長を補佐し、班長に事故があるとき、又は班長が欠けたときは、その職務を代理する。

６　班員は、上司の命を受け、班の事務に従事する。

７　部長は、特に必要があると認めるときは、班員を当該班員の属する班以外の事務に従事させることが

できる。

（委　任）

第７条　この要綱に定めるもののほか、実施本部に関し必要な事項は、本部長が別に定める。

（附　則）

１　この要綱は、平成１２年６月１６日から施行する。

２　この要綱は、平成１２年７月３１日限り、その効力を失う。

総務班�

国別班�

事業総括班 �

首脳夫妻歓迎レセプション班  �

晩餐会支援班�

代表団・プレス歓迎レセプション班  �

夫人日程班 �

広報総括班 �

 報道班  �

情報発信班�

県民広報班�

宿泊班�

輸送班 �

接遇・通訳班�

基盤整備班�

別表第１（第２条関係）�

部　　　名�

総務部�

事業部�

広報部�

宿泊・輸送・�
接遇部    

基盤整備部�

班　　　名�
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１　実施本部に関する業務の総括及び各部との連絡調整に関す

ること。�

２　実施本部役員の日程調整に関すること。�

３　外務省及び関係機関との総合連絡調整に関すること。�

４　動員計画の総括及び調整に関すること。�

５　他部及び部内の他班の所掌に属さない事項に関すること。�
�

１　各国首脳日程に係る外務省との連絡調整及び対応に関する

こと。�

２　サミット参加各国歓迎委員会に関すること。�

�

１　事業に係る外務省及び関係機関との連絡調整に関すること。

２　空港及び宿舎における首脳等の歓迎に関すること。�

３　記念植樹に関すること。�

４　Ｇ８記者会見の児童生徒の視察に関すること。�

５　記念品に関すること。�

６　部内の他班の所掌に属しない事項に関すること。�

�

１　首脳夫妻歓迎レセプションに関すること。�

�

�

１　晩餐会の支援業務に関すること。�

�

１　首脳を除く各国代表団及びプレスの歓迎レセプションに関

すること。�

�

１　夫人日程に関すること（個別日程を除く。）。�

�

１　広報の総括に関すること。�

２　外務省サミットプレス室の報道取材の協力に関すること。�

３　部内の他班の所掌に属しない事項に関すること。�

別表第２　（第３条関係）�

班　名�部  名�

総務部� 総務班�

事業部� 事業総括班�

広報部� 広報総括班�

国別班�

首脳夫妻歓迎�

レセプション班�

代表団・プレス歓迎�

レセプション班�

夫人日程班�

晩餐会支援班�

所　掌　事　務�
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 1　報道対応に関すること。�

�

１　国際メディアセンター等におけるプレス支援の総括に関す

ること。�

２　プレスセンターにおけるインフォメーション・コーナーに

関すること。�

３　沖縄紹介コーナーに関すること。�

４　プレスツアー�に関すること。�

�

１　サミットに関する県内広報に関すること。�

２　空港その他におけるインフォメーションに関すること。�

３　国際メディアセンターの情報展示ブースに関すること。�

�

１　宿泊の総括に関すること。�

２　宿泊予約センターに関すること。�

３　トラベルデスクに関すること。�

�

１　輸送の総括に関すること。�

２　プレスの計画輸送に関すること。�

３　ボランティア及び実施本部の計画輸送に関すること。�

４　プレスツアーの輸送に関すること。�

�

１　接遇の総括に関すること。�

２　通訳ボランティアに関すること。�

３　関係ホテルにおけるインフォメーションコーナーに関する

こと。�

�

１　主会場の施設管理、支援及び環境美化に関すること。�

２　主会場周辺及び主要道路等の環境美化に関すること。�

３　道路、電力及び通信等の情報収集に関すること。�

基盤整備部� 基盤整備班�

宿泊・輸送�

・接遇部�

宿泊班�

報道班�

情報発信班�

県内広報班�

輸送班�

接遇・通訳班�

班　名�部  名� 所　掌　事　務�
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政策調整監�

技監�

総務部長�

企画開発部長�

文化環境部長�

福祉保健部長�

農林水産部長�

商工労働部長�

土木建築部長�

知事公室長�

地域・離島振興局長�

文化国際局長�

病院管理局長�

観光リゾート局長�

東京事務所長�

宮古支庁長�

八重山支庁長�

議会事務局長�

企業局長�

教育長�

警察本部長�

�

（財）沖縄観光コンベンションビュー

ロー理事長�

（財）沖縄県国際交流・人材育成

財団理事長�

別表第３（第４条関係）�

本部員�

別表第４（第５条関係）�

　役  職  名�
�
総務部長�
�
�
総務部副部長�
�
事業部長�
�
�
事業部副部長 �
�
�
�
�
�
広報部長�
�
�
広報部副部長�
�
�
�
�
�
宿泊・輸送・�
接遇部長�
�
宿泊・輸送・�
接遇部副部長�
�
�
�
�
基盤整備部長�
�
�
基盤整備部副�
部長�

　　　　　職    名�
�
サミット推進事務局総務企画班�
副参事�
�
企画総務課長 �
�
サミット推進事務局事業・広報�
班副参事 �
�
総務課長 �
�
文化振興課長�
�
観光企画監�
�
サミット推進事務局事業・広報�
班副参事 �
�
広報課長�
�
商工総務課長�
�
教育庁総務課長 �
�
サミット推進事務局宿泊・輸送�
・接遇班副参事�
�
土木総務課長�
�
農林総務課長�
�
国際交流課長 �
�
サミット推進事務局基盤整備班�
副参事�
�
観光振興監 �
�
リゾート振興監�
�
施設建築室主幹�
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別表第５（第６条関係）�

部    名� 役　　職　　名� 職　　　名�

総務部�

事業部�

広報部�

総務班長�
�
総務副班長�
�
国別班長�
�
国別副班長�
�
事業総括班�
�
事業総括副班長�
�
首脳夫妻歓迎レセプション班長�
�
首脳夫妻歓迎レセプション副班長�
�
晩餐会支援班長�
�
晩餐会支援副班長�
�
代表団・プレス歓迎レセプション班長�
�
代表団・プレス歓迎レセプション副班長�
�
夫人日程班長�
�
夫人日程副班長�
�
広報総括班長�
�
広報総括副班長�
�
�
�
報道班長�
�
報道副班長�
�
情報発信班長�
�
情報発信班副班長�

サミット推進事務局総務企画班主幹�
�
サミット推進事務局総務企画班主査�
�
サミット推進事務局総務企画班主幹�
�
企画総務課長補佐�
�
サミット推進事務局事業・広報班主幹�
�
総務課長補佐�
�
サミット推進事務局事業・広報班副参事�
�
総務部課長補佐 �
�
文化振興課長補佐�
�
サミット推進事務局事業・広報班主査�
�
サミット推進事務局事業・広報班主幹�
�
観光リゾート局主幹�
�
平和推進課長補佐�
�
サミット推進事務局事業・広報班主事�
�
サミット推進事務局事業・広報班主幹�
�
商工総務課長補佐�
�
教育庁総務課長補佐�
�
広報監�
�
広報課長補佐、サミット推進事務局事業・広報班主査�
�
サミット推進事務局事業・広報班主幹�
�
サミット推進事務局事業・広報班主査�
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宿泊・輸送�
・接遇部 

基盤整備部�

県民広報班長�
�
県民広報班副班長�
�
宿泊班長�
�
�
宿泊副班長�
�
輸送班長�
�
輸送副班長�
�
接遇・通訳班長�
�
接遇・通訳副班長�
�
�
�
基盤整備班長�
�
基盤整備副班長�

サミット推進事務局事業・広報班主幹�
�
サミット推進事務局事業・広報班主査�
�
サミット推進事務局宿泊・輸送・接遇班副参事�
（宿泊予約センター長）�
�
サミット推進事務局宿泊・輸送・接遇班主査�
�
サミット推進事務局宿泊・輸送・接遇班主幹�
�
土木総務課長補佐�
�
サミット推進事務局宿泊・輸送・接遇班主 幹�
�
農林総務課長補佐�
�
国際交流課長補佐�
�
サミット推進事務局基盤整備班主任技師�
�
観光リゾート局主幹�
�
施設建築室主幹�

部    名� 役　　職　　名� 職　　　名�
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前文

１．我々、主要先進民主主義８か国の首脳及び欧州委員会委員長は、新たなミレニアムにつながる年に第26

回サミットのためにここ沖縄に集った。我々は、世界中の平和と繁栄のために努力する上での第１回ラ

ンブイエ・サミット以来の試練及び進展をかえりみるとともに、Ｇ８が21世紀において発展しつつ果た

すべき役割について話し合った。

２．20世紀の最後の四半世紀の間、世界経済はかつてない水準の繁栄を遂げ、冷戦は終焉し、グローバリゼ

ーションは次第に共同体という共通の認識を生み出した。こうした進展の原動力は、サミット参加者が

一貫して唱えてきた民主主義、市場経済、社会的発展、持続可能な開発及び人権の尊重という基本的な

原則と価値が世界的に広まったことにある。しかし、今なお世界の多くの場所で貧困と不公正が人間の

尊厳を害し、紛争が人的苦痛をもたらしているということを我々は痛いほど認識している。

３．新しい世紀に移行するに際して、我々はこれらの絶えざる問題に取り組むべく引き続きリーダーシップ

と責任を果たし、新しい課題が持ち上がる度に真剣に取り組むつもりである。我々は、紛争と貧困の根

本原因に取り組まなければならない。我々は、情報通信技術（ＩＴ）や生命科学といった分野の新しい

技術により創られた機会を果敢につかまなければならない。我々は、すべての人に対するグローバリー

ゼーションによる利益を最大化するために創造的であり続ける一方で、グローバリゼーションに関連し

た懸念を認識しなければならない。我々はあらゆる取り組みにおいて、21世紀のより明るい世界のため

の礎として、我々の基本的な原則と価値を強化しなければならない。

４．グローバリーゼーションが果てしなく深化し、課題が一層複雑になっていく世界にあって、Ｇ８は、手

をさしのべていかねばならない。我々は、開発途上国を始めとするＧ８以外の諸国や国際機関そして民

間セクター及び非政府組織（ＮＧＯ）を含む市民社会との新しいパートナーシップに取り組まなければ

ならない。このパートナーシップは、新しい世紀の機会をすべての人の手に届けることとなろう。

５．我々は、国連ミレニアム・サミットが、「我々人間」と題する国連事務総長報告の精神に沿って、新し

い世紀の諸課題に取り組むに際しての国連にとってのビジョンを明瞭にすることを期待しており、沖縄

での議論が、国連ミレニアム・サミットに積極的な貢献を行うことを期待する。その目的に向かって、

我々は、強化され効果的で効率的な国連を実現するための努力を続けるし、安全保障理事会を含む国連

の改革が不可欠であると引き続き確信している。

６．新しい時代が始まろうとしている。一層の繁栄、心の安寧、そして世界の安定をもたらす21世紀に向

けて、希望を持って共に前進しようではありませんか。

24．Ｇ８コミュニケ・沖縄2000（仮訳） 2000年７月23日、沖縄
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世界経済

７．20世紀はかつてない経済発展を実現した。しかし、過去２、３年の金融・経済危機は世界経済に対して

甚大な課題を突きつけた。世界中の多くのパートナーと共に、我々は危機による悪影響を軽減し、経済

回復を刺激し、また、国際金融システムを強化する措置を含む将来の混乱の防止策を特定することに専

心してきた。世界経済は、今年、力強く成長する見込みであり、我々は危機の影響を受けたほとんどの

国々の回復の力強さに特に勇気付けられている。

８．回復のペースはアジア域内で異なっているが、貿易は拡大しており、現にいくつかの国は力強い経済成

長を遂げた。改革努力の現時点での焦点は、金融・企業部門の改革の勢いを維持すること、公的・民間

部門の統治（ガバナンス）と透明性を改善すること、及び力強く持続可能な成長を確保し将来的な不安

定性を回避するための社会的セーフティー・ネットを強化することに向けられなければならない。

９．世界経済の最近の明るい進展にもかかわらず、グローバリゼーションが深化し、情報通信技術（ＩＴ）

が我々の経済に根本的な構造変化をもたらしている中で、自己満足している時間はないことを我々は認

識している。米国そしてそれほどではないにせよ他のＧ８諸国において、生産性の向上面で新たな現実

が生じているという力付けられる兆候がある。しかし、面前にあるそのような機会を活用するために、

我々は、適切なマクロ経済政策に裏打ちされた、一層の競争とより適応性のある労働市場を含む我々の

経済の構造変化に対するゆるぎないコミットメントを新たにしなければならない。

情報通信技術（ＩＴ）

10．ＩＴは、世界中の人々に力を与え、利益をもたらし、そして人々を結びつける。それは、また、世界の

市民が自らを表現し、お互いを知るとともに敬意を払うことを可能にする。更に、経済を一層拡大し、

各国の公共の福祉を増大し、社会的一体性を増進し、もって民主主義の育成を可能にする、大きな潜在

性を有している。したがって、ＩＴが提供する機会へのアクセスは、すべての人に対して開かれていな

ければならない。

11．我々はグローバリゼーションの過程及びＩＴの急速な進歩が様々な懸念を生み出していることをはっき

りと認識している。我々はすべての人のより一層の心の安寧に寄与できるように、そのような懸念に取

り組んでいく必要がある。我々は、協調して取り組むことによって、ＩＴがもたらす利益を最大化し、

ＩＴへのアクセスが現在限られている人々にもそれら利益が広がることを確保する。この観点から、

我々は、世界経済フォーラムのグローバル・デジタル・ディバイド・イニシアティブ及び電子商取引グ

ローバル・ビジネス・ダイアログ（ＧＢＤｅ）のような民間部門からの貢献を歓迎する。

12．これらの目標を支援するために、我々は、グローバルな情報社会に関する沖縄憲章において提示された

目的及び意欲を追求することにコミットする。我々は、デジタル・オポテュニティ・タスクフォース

（ドット・フォース）を設立し、国際的な情報・知識格差を解消するための国際的な行動に関する検討

の結果及び提言を次回サミットに報告することを求める。
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開発

13．21世紀は万人にとっての繁栄の世紀でなければならず、我々は、極度の貧困状況にある世界人口のシェ

アを1990年レベルから2015年までに半減するという包括的な目標を含めて、合意された国際開発目標に

コミットする。我々は、ケルンで我々が要請した国際開発金融機関（ＭＤＢ）及び国際通貨基金（ＩＭ

Ｆ）による貧困削減に関する報告書を歓迎し、我々が、世界中の貧困削減の進展を毎年再検討するに際

して、年次貧困報告を受けとることを期待している。この報告書は、成長及び社会開発のための適切な

条件が整えられれば、進展が可能であることを示している。しかし、報告書は多くの課題が未解決であ

ることを想い起こさせる。開発途上国における貧困率が1990年の29％から1998年の24％にまで減少して

いる一方で、１日に１ドル以下で生活している人々が未だに12億人もおり、地域内及び地域間ごとに顕

著な相違が見られる。特に、多くの開発途上国とりわけアフリカにおいては、成長の速度が非常に遅い。

ＨＩＶ／エイズの蔓延が状況を悪化させている。

14．報告書が指摘しているように、多くの国は、過去四半世紀において貧困の克服について著しい進展を遂

げており、これらの国の例は他の国にとって、希望の指針である。これらの国の成功例から、我々は、

貧困を克服する可能性が最も高いのは、すべての人に自由と機会が与えられており、成長している開放

的な経済及び活力のある民間部門を備え、そして強力で説明責任を果たし得る指導者と制度を有する、

強靭性がある平和な民主的な社会であるということを学んだ。

15．貧困と闘うためには、勢いがあり、広範で、衡平な経済成長が必要であり、そして、そのような経済成

長のためには、人々の能力と選択を拡充することが必要である。政府は、民間部門及びより幅広い市民

社会と協力しつつ、広範な民間部門の成長のための経済的及び社会的な基盤を築かなければならない。

中小企業は、ＩＴによってもたらされた機会とともに、開発のための強力な手段となりうる。我々は、

人々の生活が向上するような公平な機会を提示する政策、計画及び制度を設置するために開発途上国と

協力する。したがって我々は、バンコックで開催された国連貿易開発会議10回総会（ＵＮＣＴＡＤ　Ｘ）

での建設的な議論を歓迎するとともに、国連その他の場において、特に後発開発途上国における更なる

貧困削減のために努力する。

16．我々は、また、適切な社会的保護及び中核的労働基準の推進にあたっての国際労働機関（ＩＬＯ）と国

際金融機関の間の強力の増大を歓迎する。我々は、国際金融機関に対し、これらの基準を加盟国との政

策対話に組み入れるよう強く促す。更に、我々は、グローバリゼーション及び貿易自由化の社会的側面

に関する世界貿易機関（ＷＴＯ）とＩＬＯの間の効果的な協力の重要性を強調する。

17．貿易と投資は、持続可能な経済成長を促進し貧困を削減する上で非常に重要である。我々は貿易関連の

キャパシティ・ビルディング活動により高い優先度を置くことにコミットする。我々は同時に、一定の

地域が海外直接投資に関しては置き去りにされたままであること、そして後発開発途上国48か国向け海

外直接投資が、開発途上国向け海外直接投資全体の１％にも満たないことを憂慮している。我々は国際

開発機関及び金融機関に対して、貧困削減戦略ペーパー（ＰＲＳＰ）及び統合フレームワーク（ＩＦ）

を通じるものを含めて、良好な貿易・投資環境を創り出そうとする開発途上国の努力を支援するよう強
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く求める。

18．我々は、紛争、貧困及び弱い統治の組合せが悪循環となってグローバリゼーションの成果を享受できな

いでいる後発開発途上国、特にこれらのうちアフリカ諸国が直面している課題の厳しさを特に憂慮する。

19．我々は、保健及び教育を含む健全な社会政策を通じ、成長のもたらす利益の衡平な分配を促進すること

に特段の優先度を置きつつ、これらの課題と闘い克服するためにこれらの国が行っている努力を支援し

強化するため、国際社会の手段と資源を動員することにコミットする。この目的のために、我々は、以

下に詳細を示す下記の事項について合意した。

－重債務貧困国（ＨＩＰＣ）債務イニシアティブを推進する。

－我々の市場への著しく改善されたアクセスを提供する。

－政府開発援助（ＯＤＡ）の効果を強化する。

－感染症、とりわけＨＩＶ／エイズ、マラリア及び結核に関する意欲的な計画を実施する。

－基礎教育のための追加的資源が利用可能となることを確保することによって、最近の教育に関するダカ

ール会議の結論を精力的にフォローアップする。

－情報格差の拡大の問題に取り組む。

－ダイヤモンドの不正取引に関する問題に取り組むことを含め、紛争を予防するための措置を実施する。

20．ＯＤＡは貧困との闘いのためには不可欠である。また、我々は、貧困削減のための国家戦略による努

力を含む、各国自身の貧困対策努力を支援するとの観点から、ＯＤＡの効果を高めることにコミットす

る。我々は、政府が、開発に向けられた資源の説明責任を果たし得てかつ透明な管理を通して、国民の

福利を向上させるためにコミットしていることを示している国を優先にするという長期的アプローチを

採用する。ＯＤＡの効果を高めるために、我々は、現在までに経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）において

実現した進展及び我々がＯＥＣＤにおけるパートナーと合意する公正な負担分担メカニズムに基づい

て、後発開発途上国への援助をアンタイド化することを決意する。我々は、この合意が2002年１月１日

に発効するべきであると考える。一方で、我々は、ＯＤＡのアンタイド化が低水準にとどまっている国

に対して対応を改善するように強く求める。また、我々は、よく的が絞られたＯＤＡが成果を挙げるこ

とを社会一般に対して示すことを心がけるとともに、そのような援助の優先度を上げるように努力する。

よく調整された援助は、開発途上国にとって有益であり、我々は、そのような調整を向上をするための

最善の方策を検討する。

21．我々はまた、成長に刺激を与えるものとして、債務、保健、教育の３つの問題に特別の注意を払うこと

に合意する。

（債務）

22．昨年、我々はケルンにおいて、より早く、より広範で、より深い債務救済のための拡大ＨＩＰＣイニシ

アティブを実施することに合意し、債務国の貧困削減戦略に投資する基金を設立した。我々は、このイ

ニシアティブが昨年秋に国際社会によって支持されたことを歓迎する。
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23．それ以来、一層の努力が必要とされる一方で、拡大ＨＩＰＣイニシアティブの実施に向けた進展が見ら

れている。ペナン、ボリビア、ブルギナ・ファソ、ホンジュラス、モーリタニア、モザンビーク、セネ

ガル、タンザニア及びウガンダの９か国は既に決定時点に到達し、このイニシアティブの利益を享受し

ている。これらの国を対象としたＨＩＰＣイニシアティブの下での債務救済総額は、名目価値で150億

米ドル（現在価値相当で86億米ドル）以上に及ぶはずである。

24．我々は、重債務貧困国が市民社会を含む参加プロセスを通して、包括的で主体性に基づいた貧困削減戦

略を策定するための努力を払ってきていることを歓迎する。国際金融機関は、他の援助供与国と共に、

重債務貧困国が貧困削減戦略ペーパーを用意することを助けるべきであるし、技術支援を通じて財源管

理を支援するべきである。我々は、現在多くの重債務貧困国が貧困削減を妨げ債務救済を遅らせている

軍事的衝突により影響を受けているという事実を憂慮する。我々は、これらの国に対して、衝突への関

与を終了し、早急にＨＩＰＣプロセスに取り組むことを要請する。我々は、我々の閣僚に対し、ＨＩＰ

Ｃイニシアティブに参加するための適切な条件を生みだすことを奨励するために、紛争当事国と早期に

コンタクトをとるように要請することによって、これらの国が債務救済に備え、それを推進することを

支援するための努力を強化することに合意する。我々は、経済改革の進展や債務救済の利益が貧しくて

最も影響を受けやすい人々の支援に向けられることを確保する必要性を十分に考慮しつつ、ケルンで設

定した目標に沿って、できるだけ多くの国が決定時点に到達することを確保するように協力する。我々

は、20か国が、拡大ＨＩＰＣイニシアティブの枠組みの下で本年末までに決定時点に到達するという期

待を実現するために、重債務貧困国及び国際金融機関と迅速に協力する。この観点から、我々は、世銀

及びＩＭＦによる共同実施委員会の設立を歓迎する。我々の側としては、重債務貧困国が持続不可能な

債務によって再び苦しまないことを確保するために、より責任ある貸借の慣行を促進する。

25．我々は、拡大ＨＩＰＣイニシアティブの効果的な実施のために国際金融機関による必要な融資を確保す

る上での進展に留意し、ＨＩＰＣ信託基金への出資を含む種々の約束を歓迎する。我々は、公正な負担

の分担という精神に則り、約束した資金をできるだけ早く提供するとのコミットメントを再確認する。

（保健）

26．保健は、繁栄の鍵である。健康は経済成長に直接的に寄与する一方で、不健康な貧困をもたらす。感染

症及び寄生虫症、とりわけ、ＨＩＶ／エイズ、結核、マラリア、小児期の疾病及び一般の感染症は、数

十年にわたる開発を逆転させ、同一世代のすべての人々からより良い未来への希望を奪うおそれがある。

新たな又は既存の医学的、技術的及び資金的な資源を十分に動員するための継続した行動及び整合性の

ある国際協力を行うことによってのみ、我々は、保健制度を強化し、伝統的なアプローチを越えて病気

と貧困の悪循環を断ち切ることができる。

27．我々は、感染症及び寄生虫症と闘うために相当の資源をコミットしてきた。その結果として、我々は、

国際社会とともに、ポリオ及びギニア虫（メジナ虫症）の根絶の最終段階に成功裡に到達し、オンコセ

ルカ症を制御し始めた。
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28．しかし、我々は、更に一層前進しなければならず、また、我々は、保健分野での国際的な成果に関して

前向きな変化を生むための適切な条件が整っていると信じる。我々は、優先度の高い病気が何であるか

ということ、及び、保健分野での負担の多くの部分に取り組むためにどのような基本技術が存在してい

るかについて幅広く合意している。さらに、最も大きな影響を受けた諸国において、保健が経済発展の

鍵であるということについての政治的リーダーシップ及び認識が広まってきている。我々は、ダーバン

において開催された最近の国際エイズ会議の成功、及び、アフリカの指導者、援助供与国、国際金融機

関及び民間部門がＨＩＶ／エイズに取り組むことを重視していることを特に歓迎する。

29．従って、我々は、３つの極めて重要な国連の目標を達成するため、各国政府、世界保健機関（ＷＨＯ）

その他の国際機関、産業界（特に製薬会社）、学術機関、非政府機関（ＮＧＯ）及び市民社会のその他

の関係者とのパートナーシップを強化して作業を行うことにコミットする。

－2010年までにＨＩＶ／エイズに感染した若者の数を25％削減する。（2000年３月27日付け国連総会への

国連事務総長報告書）

－2010年までに結核による死亡者数及び有病率を50％削減する。（ＷＨＯのストップ・結核・イニシアテ

ィブ）。

－2010年までにマラリアに関連する病気の負荷を50％削減する。（ＷＨＯのロール・バック・マラリア）

30．この意欲的な課題を達成するため、我々のバートナーシップは以下を含むことを目指さなければならな

い。

－我々自身が追加的な資源を動員するとともに、国際開発金融機関（ＭＤＢ）に対し、最大限に支援を拡

大するよう要請する。

－衡平かつ効果的な医療制度の発展、予防接種の拡大、栄養及び微量栄養素の拡充、並びに感染症の予防

及び治療に対して優先度を与える。

－影響を受けている諸国において一般の意識を高めるためのハイレベルでの対話強化を通じて政治的リー

ダーシップを推進する。

－ＮＧＯ、民間部門及び多国間機関とのものを含む、革新的なパートナーシップを支援することにコミッ

トする。

－重要な薬、ワクチン、治療法及び予防措置を含む費用対効果の高い既存の対処手段を、開発途上国にお

いてより普遍的に利用可能かつより容易に入手可能にするようにする。

－開発途上国における薬へのアクセスという複雑な問題に取り組み、その観点から開発途上国が直面する

障害を評価する。

－新薬、ワクチン及びその他の国際的な医療公共財について、基礎的な研究開発の分野における協力を強

化する。

31．我々は、これらの分野における新たなコミットメントに留意し、力付けられる。我々は、ＨＩＶ／エイ

ズ、マラリア及び結核に対する国際開発協会（ＩＤＡ）の融資を３倍にするとの世界銀行のコミットメ

ントを強く歓迎する。我々は、また、二国間援助国によってなされたこの分野における援助拡大につい
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ての発表を歓迎する。

32．さらに、我々は、我々のコミットメントを活用するために新たな戦略について合意するため、今年秋、

日本において会議を開催する。会議では、この新たなパートナーシップの運用、優先度の高い分野及び

行動のタイムテーブルを明確にすることを目指すべきである。パートナーである開催途上国及びその他

の利害関係者の参加が不可欠である。我々は、来年のジェノバ・サミットで進展状況を確認し、また、

エイズの治療及びケアへのアクセスを容易にするための戦略に焦点を当てた会議を2001年に開催するた

めに国連と協力する。

（教育）

33．あらゆる子供は、良い教育に値する。しかし、いくつかの開発途上国では、特に女性及び社会的に脆弱

な人々に対して、教育へのアクセスは限定されている。基礎教育は、それ自体に内在する価値を有する

のみならず、開発途上国が直面している広範な問題に対応するための鍵である。この分野における進展

の加速化なしには、貧困削減は達成されず、各国間及び社会内の格差は拡大する。従って、我々は、ケ

ルン教育憲章を踏まえ、ダカール行動枠組及び最近完了した第４回世界女性会議のフォローアップによ

る勧告を支持し、開発途上国が強力な各国の行動計画を実施する努力を歓迎する。我々は、すべての人

への教育を達成することに真剣にコミットしているどの政府も、資源の不足によってはその達成を妨げ

られることはないとのコミットメントを再確認する。

34．従って、我々は、2015年までに普遍的な初等教育、及び、2005年までに教育における男女平等という目

標を達成するために、二国間での努力並びに国際機関及び民間部門ドナーとともに行う努力を強化する

ことにコミットする。我々は、国際金融機関に対し開発途上国とのパートナーシップの下で、その貧困

削減戦略において教育に焦点を当て、健全な教育戦略を有する国に一層の支援を提供することを要請す

る。これらの戦略は、可能な場合の遠隔地学習及びその他の有効な手段を通じて、この分野におけるＩ

Ｔの潜在的利益を最大化すべきである。

貿易

35．ＷＴＯによって具現された多角的貿易体制は、ルールに基づく自由貿易を実現するための国際社会によ

る半世紀にわたる不屈の努力の成果の表れであり、先進国及び開発途上国双方の加盟国に対し、経済成

長を刺激し社会発展を推進しつつ、多大な貿易の機会を提供してきた。これらの利益をより目に見える

方法でより多くの諸国に拡大するために、体制は、開発途上加盟国、特に後発開発途上国の正当な関心

により良く取り組む必要がある。ウルグアイ・ラウンド合意の実施、後発開発途上国に対する市場アク

セスの改善、キャパシティ・ビルディングの強化のための技術支援、及びＷＴＯの透明性の向上に関す

るジュネーブにおける短期的なパッケージの採択は、この方向に向けた重要な第一歩であり、迅速に追

求されなければならない。我々は、この分野において一層の緊急性をもって更に前進する必要性を認識

する。そして、我々はそのように行動する。特に、開発途上国の発展における貿易の決定的な重要性の
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観点から、貿易関連のキャパシティ・ビルディングは大幅に拡大されるべきであり、そのことが、開発

途上国による体制へのより効果的な参加と、特に、これら諸国の利益となる市場アクセスの改善のより

十分な活用につながり得る。我々は、また、この関連の二国間及び地域的なイニシアティブを賞賛する。

我々は、開発途上加盟国に対して個々のニーズに沿ったキャパシティ・ビルディングのための支援を強

化することにより、主導的な役割を果たすことにコミットする。我々は、また、ＷＴＯ、世界銀行、Ｉ

ＭＦ、国連開発計画（ＵＮＤＰ）、ＵＮＣＴＡＤを含む国際機関に対し、この目的のために我々ととも

に共同して行動をとるよう要請する。

36．我々は、多角的貿易体制が強化され、世界経済において極めて重要な役割を果たし続けることを確保し

なければならない。我々は、この責任を認識しつつ、すべてのＷＴＯ加盟国の関心を反映する、野心的

で均衡がとれかつ幅広いアジェンダによるＷＴＯ貿易交渉の新たなラウンドについて強力にコミットし

ている。我々は、このような交渉の目的が、市場アクセスを促進し、ＷＴＯのルール及び規律を発展さ

せかつ強化し、開発途上国が経済成長と世界的な貿易体制への統合を達成することを支援し、貿易政策

と社会政策とが、また、貿易政策と環境政策とが両立し相互に支援的であることを確保するものである

べきということに合意する。我々は、今年中にそのようなラウンドを立ち上げるよう、他のＷＴＯ加盟

国と共に努力するため、我々の間の緊密で実り多い協力を強化することに合意する。

37．我々は、グローバリゼーションに関する課題への取り組みを助けるためにより、包括的なパートナーシ

ップが築かれなければならないことを認識する。この点に関し、国際的及び国内的な政策の一貫性を向

上しなければならず、また、国際機関の間の協力を改善しなければならない。我々は、また、貿易自由

化の利益及び課題に関する建設的な対話を築くために一般国民との関わりを持つことの重要性を強調す

る。

38．すべての経済を多角的貿易体制に統合することは、我々に共通の利益である。従って、我々は、中国の

ＷＴＯへの加盟に関する進展を歓迎し、他の申請国の早期加盟に向けた努力を支持する。

文化の多様性

39．文化の多様性は、創造性をかきたて、革新を刺激するため、21世紀の人間生活を豊かにする可能性を有

する社会的及び経済的な活力の源泉である。我々は、言語的及び創造的な表現における多様性の重要性

を認識し、尊重する。我々は、関連する国際機関、特に国連教育科学文化機関（ＵＮＥＳＣＯ）のこの

分野における作業を歓迎する。

40．民族、グループ及び個人の間の相互関係の増加は、あらゆる文化における興味深くまた良いものに対す

る理解と評価を増大させている。文化の多様性の推進は、相互の尊敬、一体性及び無差別を強化し、人

種差別及び外国人嫌悪と対抗する。我々は、2001年に南アフリカにて開催される人種主義に反対する国

連世界会議の準備に当たっての国連の作業に対する強い支持を新たにする。文化の多様性を向上させる

第一歩は、文化遺産の保護と新興である。我々は、有形遺産を保護するために既に行われた努力を歓迎

し、無形遺産の保護及び振興に向けた更なる努力を要請する。我々は、開発途上国における動産の芸術
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遺産及び考古学的財産を保護するための計画、及び、ＵＮＥＳＣＯの人類の口承遺産・無形遺産の傑作

プロジェクトを奨励する。

41．異なる文化間の接点の増加は、文化間の創造的な相互関係を促進する。ＩＴにより、個人が、安価かつ

世界的に、文化の内容や考え方を創造し共有するための空前の機会が開かれる。経済状況を向上させる

ことを探究する地域社会において、特にＩＴ社会の類まれな手段に助けられる場合に、文化の多様性は、

関心を呼び起こし、イニシアティブを生み、積極的な要素となり得ることを、これまでの経験が示して

いる。我々は、一般からのアクセス向上のため、国立博物館システム間の国際的な関係を強化すること

などを通じて、文化遺産のデジタル化を推進することに尽力する。

42．文化間の相互関係の恩恵を最大化するため、我々は、国民に対し、異なる文化への関心、理解及び受容

を育むことによって、共存することを学ぶよう奨励しなければならない。従って、我々は、異なる文化

及び非母国語への理解を向上させるような教育の推進に関するＧ８教育大臣会合の結果を歓迎し、関係

当局に対し、今後10年間で流動性を倍増するという目標の下に、学生、教師、研究者及び行政官の交換

を推進するよう奨励する。

犯罪及び薬物

43．あらゆる人は、犯罪の脅威から解放された人生を送ることができるべきである。急速なグローバリゼー

ションは、より満たされた人生を追求する新たな機会を開いた。しかし、同時に、犯罪がつけ入る新た

な余地を作り出し、我々の社会、経済及び政治制度の基本的なルールに挑戦している。我々は、国際組

織犯罪（ＴＯＣ）対策の有効な法的枠組みの創設のため、国連国際組織犯罪条約並びに銃器、不法移民

及び人の密輸に関する３つの関連議定書の2000年末までの採択に向けた支持を再確認する。我々は、不

法移民及び人の密輸を組織し利用する者と闘うことに特に関心を有する。我々は、ＴＯＣ対策において

リヨン・グループが行った作業を評価し、我々の次回会合への報告を求める。我々は、また、国際組織

犯罪対策に関するＧＢモスクワ閣僚級会合の結果を支持する。

44．我々は、世界的な情報社会における安全と信頼性を著しく脅かし得るサイバー犯罪などのハイテク犯罪

に対し、協調したアプローチをとらなければならない。我々のアプローチは、グローバルな情報社会に

関する沖縄憲章に述べられている。これを進めるため、我々は、10月の合同ベルリン会合を含め、産業

界との対話を推進する。我々は、パリでのサイバー空間における安全性と信頼性に関する政府と産業界

との対話によって生み出された結果及びモメンタムを歓迎し、産業界の参加の下で日本で開催されるハ

イテク犯罪に関する第二回ハイレベル会合に期待する。

45．我々は、麻薬系薬物の不法取引及び使用によって起こる世界的な脅威の増大に懸念を有していることを

再確認する。我々は、自国における需要を削減し、世界的な麻薬系薬物の生産と不法取引から生じる脅

威に対抗することに引き続きコミットする。我々は、供給と需要の双方を削減するため、他の国々、国

連システム及びその他のグループと協力する。我々は、麻薬の生産と不法取引を終結させる地域的なイ
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ニシアティブを支持する。我々は、1998年国連麻薬特別総会の結論を広範に実施するよう強く促す。

我々は、また、以下のため、国際的な協力を強化することにコミットしている。

－麻薬系薬物の生産の原料物質の不正流用に対処する。

－覚醒剤及びその他の合成薬物による新たな脅威の増大に取り組み、今年末までに、薬物専門家によるア

ドホック会合を開催する。

－資産の没収に関する作業を加速させる。

－英国が主催する国際会議により、麻薬系薬物をめぐる世界経済について調査する。

46．資金洗浄を含む金融犯罪は、我々の経済及び社会に深刻な脅威をもたらす。我々は、ここに、国際的な

基準に沿って、金融犯罪に効果的に対抗するために必要なすべての国内的及び国際的行動をとることに

ついてのコミットメントを宣言する。

47．我々は、腐敗と闘うとのコミットメントを改めて確認する。我々は、この観点における政府の透明性の

必要性を強調し、ＯＥＣＤ贈賄防止条約をすべての署名国が批准し実効的に実施するよう要請する。

我々は、他国と共同して、腐敗と闘うための新たな文書について国際連合における交渉の開始のための

準備を行う。そして、リヨン・グループに対し、この課題に関する作業を行うよう指示する。我々は、

バーミンガムにおける我々の要請への継続的な応答としてオランダが主催する第二回世界会議に期待す

る。

48．犯罪の捜査及び起訴の促進は、司法協力の促進を必要とする。我々は、専門家に対し、その方法を見つ

けるよう指示する。

49．我々は、犯罪グループが、より脆弱な国の社会、経済及び政治構造を脅かし、また、犯罪に対抗する世

界的な枠組みの抜け穴としてそれらの国を利用することを防ぐため、そのような国が刑事司法制度を強

化するためのキャパシティ・ビルディングの努力を支援しなければならない。

50．我々は、また、犯罪との闘いにおいて社会的弱者及び若者を守り、犯罪の被害者に特別なケアを提供し

なければならない。我々は、関係当局間の効果的な協力及び市民社会と協力して取られる措置の必要性

を再確認する。

高齢化

51．漸進的な高齢化の進展により、我々は、教育、雇用、退職の三段階の人生サイクルという伝統的概念の

再考を強いられている。我々の社会の活力が高齢者の積極的な参画にますます依存するにつれ、我々は、

ＩＴ関連の発展を含め、すべての年齢層の人々が、引き続き社会に完全に融合し、社会に対してどのよ

うに関わり貢献するかを決定する自由を享受し、それに満足感を覚えることができるような経済社会状

況を促進しなければならない。デンバー・サミットで明確に述べられた「活力ある高齢化」という概念

は、この努力における我々の指針であり続ける。

52．中心的な課題は、年齢に伴なう経験及び知識を評価するという文化を推進することである。この目的の

ため、我々は、
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－定年退職年限以前の人々が労働市場に残るように、不適切な阻害要因を取り除く一層の努力を行う。

－雇用における年齢による偏見に対抗する。

－情報社会への加速度的な移行に際し、人々が引き続き積極的に活動できるよう、生涯学習を奨励する。

－質の高い人生を続けることを可能とする健全な高齢化政策を追求する。

－比較可能な長期的な調査を含め、関連する国際比較研究を拡充させるよう努力する。

－コミュニティ活動及びボランティア活動への高齢者の参画を推進するため、民間部門及び市民社会とと

もに取り組む。

53．これらの目的を追求するに当たり、我々は、国際的な協力及び政策対話を引き続き重視し、ＯＥＣＤが

この分野における作業を継続することを奨励する。

54．我々は、11月にイタリアで予定されているＧ８雇用・社会問題担当大臣会合に期待する。

（バイオテクノロジーと食品の安全性）

55．各国の効果的な食品安全システムの維持及びシステムに対する国民の信頼は、公共政策において決定的

に重要である。我々は、食品の安全性に関する問題、食品に伴う潜在的リスク、バイオテクノロジーの

発展の加速度的な進行並びに食品及び農産物の国境を越えた移動の増加に関する国民の認識の高まりに

システムが対応し得るようにするための継続的な努力にコミットしている。

56．科学及びルールに基づいたアプローチへのコミットメントは、引き続きこのような努力の基礎をなす基

本原則である。現在国際的なフォーラムにおいて進められている、そのようなアプローチを開発し精緻

化するための作業を加速する必要がある。特に、我々は、食品の安全性の分野における基準を策定する

主要な機関であるコーテックス食品規格委員会（ＣＡＣ）の作業を大いに重視し、同委員会のバイオテ

クノロジー応用食品特別部会に対し、2003年にその任務を完了する前に内容のある中間報告を作成する

よう奨励する。我々は、また、入手可能な科学的情報が不完全であったり矛盾したりしている状況にお

いて、いかにして食品の安全性についての予防措置が適用されるべきかに関するより幅広い世界的な合

意を得るための、ＣＡＣの一般原則部会による努力を支持する。

57．健康の保護を促進し、貿易を円滑化し、バイオテクノロジーの健全な発達を確保し、消費者の信頼と国

民による受容を育成するために、すべての利害関係者が関与し、先進国及び開発途上国がともに参加す

る政策対話が強化されなければならない。ＯＥＣＤの食品の安全性に関するアドホック・グループによ

る報告並びに新食品・飼料安全性に関するタスクフォース及びバイオテクノロジーの規制的監督の調和

に関する作業部会の作業は、このような方向に向けての有益な一歩である。我々は、ＯＥＣＤ加盟国の

閣僚が合意した更なる作業を歓迎する。我々は、ＯＥＣＤが、市民社会との関わり合いを維持するとと

もにＯＥＣＤ加盟国以外の国との間で食品の安全性の分野における作業の成果の共有に努めつつ、引き

続き分析作業を行い、食品の安全性に関する国際的な政策対話において効果的な役割を果たし続けるこ

とに留意し、これに賛同する。ＯＥＣＤが比較優位を有する分野におけるＯＥＣＤの作業は、他の国際
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機関、特にＦＡＯ（国際連合食糧農業機関）やＷＨＯ（世界保健機関）の活動を効果的に補完すること

となろう。我々は、また、ＦＡＯ及びＷＨＯに対し、科学に基づいて行う公の協議のプロセスを促進す

るために、食品安全規制当局の国際会合を定期的に開催することを奨励する。

58．この対話を遂行するにあたって、我々は、開発途上国のニーズ、機会及び制約に特に注意を払う。我々

は、バイオテクノロジーの潜在能力を活用するための開発途上国のキャパシティ・ビルディングに対す

る支援の強化に努めるとともに、世界的な食糧安全保障、健康、栄養学及び環境に関する課題への取り

組みに関するもの並びに開発途上国の個別の条件に適応したものを含む、技術に関する研究開発並びに

データ及び情報の共有を奨励する。

59．共有された科学的理解に下支えられた、市民社会の代表者を含むすべての利害関係者との開かれた透明

性の高い協議及びこれらすべての利害関係者の関与は、信頼性のある食品及び農作物の安全システムの

主要な構成要素である。我々は、最近のＯＥＣＤエジンバラ会議において提示された独立の国際的なパ

ネルを設立するとの提案に留意する。この会議の成功を踏まえて、我々は、国際機関及び科学関係学術

団体を含む関心を有する団体と協議しつつ、バイオテクノロジー並びに食品及び農作物の安全性のその

他の側面に関するコンセンサスを形成する世界的なプロセスに入手可能な最高の科学的知識を統合する

方法を探求する。

（ヒトゲノム）

60．生命科学の前進は、我々の生活の質を継続的に改善する。医療において新境地を開くことは、人類の利

益にとって前例のない機会を示すものであり、生命倫理の原則を考慮に入れつつ達成されなければなら

ないものである。

61．ヒトゲノムのほぼ完全な解析がなされたことは、それ自体が極めて重大な発見であり、このような発

達の更なる劇的なかつ歓迎すべき一歩をなすものである。

62．我々は、この解析は全人類にとって決定的に重要であると考えており、人間のＤＮＡ配列そのものに関

するすべての基礎的な生データの迅速な公開が更に行われるよう要請する。我々は、また、ゲノム配列

解析に続く研究を多数国間の協力に基づいて追求することの重要性を強調する。

63．我々は、遺伝子に基づく発明について、可能な限り共通の慣行及び政策に基づいた、均衡のとれた衡平

な知的所有権保護が必要であることを認識する。我々は、バイオテクノロジー関連発明についての特許

政策の幅広い調和を達成するための、関連する国際的なフォーラムにおける更なる努力を奨励する。

環境

64．我々は皆、汚染されていない健全な環境を子孫のために保全するために努力しなければならない。我々

は、大津におけるＧ８環境大臣会合の結果を歓迎する。我々は、また、バイオセイフティに関するカル

タヘナ議定書の採択を歓迎し、関係国がその早期発効のために努力することを奨励する。

65．我々は、我々のすべてのパートナーとともに、2002年の「リオ＋10」に向けて未来志向の議題を準備す
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るように努力する。我々は、京都議定書の早期発効を目指して、すべての主要な未解決の問題をできる

限り速やかに解決するため、我々の間で、そして開発途上国と、緊密に協力することに強くコミットし

ている。そのような目的に向けて、強力な国内的措置及び補完的な柔軟性のメカニズムの実施を通じて

京都議定書の目標を達成するために、我々は、気候変動枠組条約第６回締約国会合（ＣＯＰ６）が成功

を収めるようにする決意である。

66．好ましい国内環境に裏打ちされた形で持続可能なエネルギーの開発及び利用に対する投資を奨励し促進

するために、我々の間で協力し、そして既存の機関との間で協力することは、気候変動及び大気汚染の

問題を緩和するのに役立つ。この目的のために、特に再生可能なエネルギー資源の利用が増加すること

によって、生活の質が、特に開発途上国において、改善する。したがって、我々は、すべての利害関係

者に対し、開発途上国における再生可能なエネルギーの供給及び配分の水準を向上させる上での障壁及

びその解決策を明らかにするよう求める。我々は、利害関係者に対し、次回のサミットにおける検討に

向けて、開発途上国における再生可能なエネルギーの利用をより奨励するための健全な方法について具

体的な勧告を準備するための作業部会に参加することを呼びかける。

67．我々は、持続可能な森林経営に関する我々の外務大臣の結論を全面的に支持する。これに関連して、

我々は、先住民の地域社会が持続可能な森林経営を実施することを支援するプロジェクトを特に重視す

る。我々は、輸出及び調達に関する慣行を含め、違法伐採に対処する最善の方法についても検討する。

68．輸出信用政策は、環境面において極めて大きな影響を及ぼしうる。我々は、2001年までの完了が予定さ

れるＯＥＣＤの作業計画が採択されたことを歓迎する。我々は、関連する国際開発金融機関（ＭＤＢ）

の経験に基づいて、輸出信用機関のための共通の環境上の指針を2001年のＧ８サミットまでに作成する

とのコミットメントを再確認する。我々は、ケルンのマンデートを履行するために、我々の作業を再活

性化し強化するために協力する。

69．国際的な海上の安全の強化は、世界的な遺産である海洋環境の保護にとって極めて重要である。我々は、

海上の安全を向上させるために共同で国際海事機関（ＩＭＯ）と協力する。我々は、特に、危険な貨物

や汚染源となる貨物を運搬する船舶について、安全基準を強化するとともに、旗国による国際基準の適

用について、その実施や執行の状況を検証するためのＩＭＯによる努力を支持する。我々は、また、沿

岸国による、適当な場合にはＩＭＯにおいて採択された航路指定措置や通報措置の利用を通じた、航行

の安全及び海洋環境の保護を強化するための努力を支持する。我々は、これらの目標の早期達成を奨励

する。

70．我々は、海洋汚染に関する現行の制度、特に1992年の油汚染損害の民事責任条約及び1992年の油汚染損

害補償国際基金設立条約について、より良い補償のあり方などに関して、現実的な改革を追求するＩＭ

Ｏの努力を歓迎する。

原子力の安全

71．我々は、世界のどこであれ原子力の利用において安全第一の政策をとること及び高い安全基準を達成す
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ることに関して、1996年のモスクワでのサミットにおいて表明したコミットメントを新たにする。我々

は、高い水準の原子力の安全の促進において協力を継続することに合意した。我々は、原子力安全基金

贈与取極の完全かつ時宜を得た実施を引き続き極めて重視する。

紛争予防

72．国際社会は、武力紛争を予防し解決するために迅速かつ効果的に行動しなければならない。多くの人が

死傷し、多くの国の経済が打撃を受け、環境にも大きな損害がもたらされてきた。ますます相互依存的

となっている世界において、このような悪影響は、急速に拡大する。したがって、地球社会全体におい

て「予防の文化」が推進されなければならない。国際社会のすべての構成員は、国連憲章に従って平和

的手段により紛争を解決するよう推進することに努めなければならない。

73．我々は、我々の外務大臣による1999年12月のベルリンにおける特別会合以降の紛争予防に関する作業及

び2000年７月の宮崎における外相会合の総括の重要性を強調する。我々は、特に経済開発と紛争予防、

紛争下の児童及び国際文民警察に関し、これらの作業及び総括の実施に努めることをコミットする。

我々は、ダイヤモンドの不正取引の収益が、特にアフリカにおける武力紛争と人道的危機の悪化に寄与

していることに対し特に懸念を表明する。したがって、我々は、ダイヤモンド原石の証明に関する国際

的合意の検討も含め、ダイヤモンドの不正取引と武力紛争との関連を断つための現実的アプローチを検

討する国際会議の開催を呼び掛ける。この会議は、国連安保理決議1306及びとりわけ南アフリカ政府に

より開始されたキンバリー・プロセスに基づくものであり、その結果は国連に提出される。銃器議定書

に関するできるだけ早期の合意を含め、来年の「小型武器非合法取引のあらゆる側面に関する国連会議」

の成功を確保するためには強い支持が必要である。我々は、国際社会に対し、通常兵器の輸出に関し自

制を行うよう要請し、この目標に向けて共同して取り組むことにコミットする。我々は、我々の外務大

臣に対し、紛争予防のための一層の効果的な措置を検討するよう要請する。

軍縮、不拡散及び軍備管理

74．我々は、2000年核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）運用検討会議の成功を歓迎する。我々は、包括的核実験禁

止条約（ＣＴＢＴ）の早期発効並びに核兵器用核分裂性物質生産禁止条約交渉の即時開始及び５年以内

の終結を含め、この会議において得られた結論を実施する決意である。我々は、ＮＰＴの普遍的な堅持

及び遵守を促進することに引き続きコミットしている。

75．我々は、対弾道ミサイル・システム制限（ＡＢＭ）条約を、戦略的安定性の礎石として、また戦略攻撃

兵器の更なる削減の基礎として、その規定に従って維持し強化する中で、第二次戦略兵器削減条約（Ｓ

ＴＡＲＴ Ⅱ）の早期発効及び完全な実施並びに第三次戦略兵器削減条約（ＳＴＡＲＴ Ⅲ）のできるだ

け早期の締結が実現することを期待する。我々は、ロシアによるＣＴＢＴ及びＳＴＡＲＴ Ⅱの批准を

歓迎する。
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76．防衛目的のためにはもはや必要でなくなった兵器級プルトニウムの透明、安全、確実、環境上適切かつ

不可逆的な処分及び管理は引き続き極めて重要である。追加的な兵器級プルトニウムについての不分離

に関する意図表明により強化された、プルトニウム処分に関する米国とロシアとの間の合意は、画期的

な出来事である。Ｇ８諸国の間での協力は重要な成果を生みだしてきており、次なる措置はこの協力関

係及び関連する国際的プロジェクトに立脚するべきである。

77．次のサミットに向けての我々の目標は、詳細なプロジェクト計画に基づいたプルトニウムの管理及び処

分のための国際的な資金調達計画を構築すること並びにこの協力関係を調整するための多数国間の枠組

みを構築することである。我々は、できるだけ広範な国際的支持を得るために他の関心国にこの協力関

係を拡大し、公的資金拠出及び民間資金拠出の双方の可能性を検討する。

78．我々は、大量破壊兵器及びその運搬システムの拡散を防止するための世界的な体制の強化を歓迎する。

我々は、また、ミサイルの拡散を抑制するために更なる多数国間の措置を検討し推進する必要があるこ

とを認識する。この関連で、我々は、ミサイル輸出管理レジーム（ＭＴＣＲ）の重要な作業を強く支持

し、「グローバル監視システム」の提案を検討する。我々は、ロシアの化学兵器廃棄計画に対する国際

的な貢献を増大させるために取り組む。我々は、生物兵器禁止条約を強化する検証議定書に関する交渉

を2001年のできるだけ早い時期に終結させるため、他の諸国と共同して取り組むことにコミットしてい

る。

テロリズム

79．我々は、動機のいかんを問わずあらゆる形態のテロリズムに対する非難を新たにする。我々は、これら

と闘う決意を有する。我々は、特にテロ対策に関する情報交換の分野における国際的協力を急いで強化

すること、テロ活動への資金供与に関する対策を改善すること及びテロリストを裁判にかけるために協

力することを呼び掛ける。我々は、テロリズムのため資金の供与の防止に関する条約の採択を歓迎する。

我々は、すべての国に対し、テロ対策における国際的協力の強化に向けたテロ対策に関する12の国際条

約の締約国となるよう呼び掛ける。

80．我々は、ハイジャック及び人質を取る行為を含むテロ活動の増加を深く懸念している。我々は、多くの

地域においてテロ活動のパターンが継続していることに対する重大な懸念を表明する。我々は、引き続

き、この問題を二国間の接触において取り上げ、進展を注意深く監視し、我々の間の緊密な協力を維持

する。

81．この点に関し、アフガニスタンのタリバーンの支配下にある領域を拠点とするテロの脅威に対する国際

的な懸念を強調し、我々は、国連安保理決議1267の完全な実施を呼び掛ける。

次回サミット

82．我々は、ジェノバにおいて来年に会合するとのイタリアの首相の招聘を受諾した。それまでの間の意思

疎通を増進するために、我々は、我々の間で電子メールのネットワークを設けることに合意した。
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25．Ｇ８コミュニケ・沖縄2000（骨子） 平成12年７月23日

前文

・サミットが25年間取り組んできた世界の平和と繁栄に関する試練（チャレンヂ）と進展を振り返り、21
世紀のＧ８の役割を議論。

・民主主義、市場経済、社会的発展、持続可能な開発及び人権は明るい21世紀の基盤。
・グローバリゼーションの深化する世界にあって、開発途上国、国際機関、市民社会との新たなパートナ
ーシップが重要。

・国連ミレニアム・サミットの議論に貢献することを期待。安保理を含む国連改革への努力を継続。
・新しい時代が始まろうとしている。一層の繁栄、心の安寧、そして世界の安定をもたらす21世紀に向け
て、希望をもって共に前進しよう。

世界経済

・世界経済は、今年、力強く成長する見込み。
・アジア経済も回復基調。引き続き改革努力が必要。
・グローバリゼーションの進展、ＩＴの普及により根本的な構造変化に直面。機会を活用するために、適
切なマクロ経済政策に裏打ちされた構造改革が必要。

情報通信技術（ＩＴ）

・ＩＴが提供する機会は万人に開かれていなければならない。
・懸念にも取り組んでいく必要がある。
・グローバルな情報社会に関する沖縄憲章の目的を追求することにコミット。

開発

・21世紀を万人にとっての繁栄の世紀にするために開発目標にコミット。今なお12億人は１日１ドル以下
の生活。

・貧困と闘う上で力強い民間主導型経済成長が不可欠。そのために、中小企業や市民社会との協力が重要。
・貿易と投資は、持続可能な経済成長を促進し貧困を削減する上で非常に重要。
・政府開発援助（ＯＤＡ）は貧困撲滅に不可欠。各国の貧困削減戦略等の自助努力支援のため援助の効率
を高める。

（債務）

・昨年、ケルンで合意した拡大重債務貧困国（ＨＩＰＣ）イニシアティブが国際社会によって支持された
ことを歓迎。

・現時点では９か国に債務救済の適用が決定されており、総額で、名目価値で150億ドル以上の債務が救
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済される。

・市民社会の参加を得ながら、債務国が貧困削減戦略を策定することが重要。多くの重債務貧困国が軍事
的紛争のため、貧困削減が妨げられ、債務救済が遅れていることを憂慮。

・国際金融機関による債務救済に必要な資金確保の進展に留意。約束した資金をできるだけ早く提供する
コミットメントを再確認。その際公正な負担の分担の重要性を認識。

（保健）

・保健は繁栄の鍵。エイズ、結核、マラリア等の感染症・寄生虫症と闘うため、各国政府、国際機関、産
業界、市民社会等とのパートナーシップを強化して、以下の３つの国連の目標を達成するよう努める。

また、これらの目標を達成するため、ＷＨＯ等と協力する。

－2010年までに若年ＨＩＶ／エイズ感染者数を25％削減

－2010年までに結核による死者と有病率を半減

－2010年までにマラリアによる病気の負担を半減

・援助を拡大するという日本等による最近の発表を歓迎。
・今秋日本で開発途上国等の参加を得て会議を開催。

（教育）

・貧困削減達成のためには、教育が不可欠。
・2015年までに皆が初等教育を、2005年までに教育における男女平等を達成するための二国間や国際機関
等との努力を強化。また、ＩＴを活用。

貿易

・多角的貿易体制の利益拡大のため、途上国、特に後発開発途上国の正当な関心に対応する必要あり。Ｗ
ＴＯ協定の実施問題、後発途上国への市場アクセス等の分野で早急に進展を図る。特に、貿易に関連す

る能力向上を大幅に拡充。

・全てのＷＴＯ加盟国の関心を反映し、野心的かつバランスのとれた幅広い議題を扱う新ラウンドの立ち
上げに強くコミット。新ラウンドの目的として、（１）市場アクセスの改善、（２）ＷＴＯルール・規律

の発展・強化、（３）途上国への支援、（４）貿易政策と社会政策、貿易政策と環境政策が両立し、かつ

相互に支持的であることの確保、の４点に合意。

・新ラウンドの年内立ち上げに向け、他のＷＴＯ加盟国とともに努力するために、協力を強化することに
合意。

・国際的・国内的政策の一貫性の向上、国際機関間の協力強化。市民社会との関係を重視。
・中国のＷＴＯ加盟の進捗を歓迎。他の加盟申請国の加盟に向けた努力を支持。
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文化の多様性

・文化の多様性は、社会や経済の活力の源泉。
・無形遺産を含む文化遺産の保護と振興が重要。開発途上国やユネスコ等の活動を奨励。
・文化遺産のデジタルを推進。
・異文化や非母国語の教育に関するＧ８教育大臣会合の成果を歓迎し、今後10年間で学生等の交換を倍増
するよう奨励。

犯罪及び薬物

・国際組織犯罪（ＴＯＣ）条約の年内の採択を支持。
・サイバー犯罪などのハイテク犯罪対策が重要。日本で開催される第二回官民ハイレベル会合に期待。
・薬物及び原料物質の不正流用等に対する国際的な協力を強化。年内に麻薬専門家の会合を開催。
・資金洗浄を含む金融犯罪に対し、国内的及び国際的行動をとる。
・汚職に対抗するために、国連における交渉開始に向けて準備。
・途上国及び社会的弱者（被害者を含む）支援が重要。

高齢化

・すべての年齢層の人々が自らの社会との関わり方を決定する自由が重要。「活力ある高齢化」はその際
の指針。

・年齢に伴う経験と知識を評価する文化の推進が課題。このため、阻害要因を取り除き、雇用における偏
見に対抗し、コミュニティ活動及びボランティア活動への高齢者の参画を推進する。

生命科

（バイオテクノロジーと食品安全）

・科学とルールに基づいたアプローチの確立に向け、コーデックス食品規格委員会等の作業を加速化。
・すべての利害関係者が関与し、先進国と途上国がともに参加する政策対話が重要であり、ＯＥＣＤにお
ける作業はその有益な一歩。ＦＡＯとＷＨＯにおける協議も奨励。

・開発途上国のキャパシティ・ビルディングに対する支援を強化し、これらの国々の状況に適応した技術
開発を奨励。

・関係当事者との間の開かれた、透明性のある協議。ＯＥＣＤエジンバラ会議の成功を踏まえ、科学的知
見を国際的なコンセンサスの構築に統合する方途を探求。

（ヒトゲノム）

・生命科学の前進は人類の生活の質を改善。
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・人間のＤＮＡ配列に関する基礎的な生データの迅速な更なる公開を要請。
・多数国間の協力に基づいたゲノムの機能解析は重要。
・遺伝子関連の発明に関する均衡のとれた衡平な知的所有権保護が必要。特許政策の調和のための、関連
する国際フォーラムにおける更なる努力を奨励。

環境

・「京都議定書」の早期発効のための協力に強くコミット。ＣＯＰ６の成功を決意。
・途上国における再生可能エネルギーの普及のためＧ８間や既存の機関との間で協力。
・地域社会による持続可能な森林経営の実施に対する支援プロジェクトを重視。
・輸出信用の環境指針作成に向けたＯＥＣＤの作業を次回サミットまでに完了させるとのコミットメント
を再確認。

・海運の安全を改善するためにＧ８が共同で国際海事機関（ＩＭＯ）と協力。

原子力安全

・原子力安全基金贈与協定の完全な実施が重要。

紛争予防

・地球社会全体で「予防の文化」を推進。
・紛争の平和的手段による解決を推進。
・Ｇ８外相が合意した具体的措置の実施にコミットするとともに、更なる措置の検討を要請。
・ダイヤモンドの不正取引が武力紛争や人道的危機を助長していることを懸念。対策検討のための国際会
議の開催を提案。

・小型武器に関する国連会議の成功に向け支援。通常兵器の輸出について自制と取組が必要。

軍縮、不拡散及び軍備管理

・2000年核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）運用再検討会議の成功を歓迎。ＮＰＴの堅持・遵守を確認。
・包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の早期発効、カットオフ条約の即時交渉開始と５年以内の妥結を追
求。

・対弾道ミサイル・システム制限条約（ＡＢＭ条約）を維持・強化する中での戦略兵器削減条約（ＳＴＡ
ＲＴ）プロセスの進展を期待。ロシアによるＣＴＢＴ及びＳＴＡＲＴⅡ批准を歓迎。

・余剰プルトニウム管理・処分に関し、米ロ合意を歓迎、次回サミットに向けて国際的資金調達計画の策
定と多数国間枠組みの構築を目指す。

・大量破壊兵器及びその運搬システムの拡散防止のための世界的な体制の強化を歓迎。ミサイル拡散抑制
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のための更なる措置の検討が必要。

・ロシアの化学兵器廃棄計画に対する貢献増大を検討。
・生物兵器禁止条約検証議定書交渉の2001年早期の妥結を目指す。

テロ

・あらゆる形態のテロを非難し、これと闘う決意を確認。情報交換の強化、テロ資金供与対策等の協力を
呼び掛ける。テロ資金供与防止条約の採択を歓迎。12のテロ対策条約締結を呼び掛け。

・ハイジャック、人質事件などのテロ活動の増加を懸念。緊密な協力を確認。
・アフガニスタンのタリバーンの支配領域を拠点とするテロに対する懸念を強調。

次回会合

・明年ジェノバ（イタリア）で開催。
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26．グローバルな情報社会に関する沖縄憲章（仮訳）

１．情報通信技術（ＩＴ）は、21世紀を形作る最強の力の一つである。その革命的な影響は、人々の生き方、

学び方、働き方及び政府の市民社会とのかかわり方に及ぶ。ＩＴは、世界経済にとって極めて重要な成

長の原動力に急速になりつつある。ＩＴは、また、世界中あらゆるところにおいて、多くの進取の気質

を持つ個人、企業及び地域社会が一層の効率性と想像力をもって経済的課題及び社会的課題に取り組む

ことを可能にしつつある。我々すべてが活かし、分かちあうべき大いなる機会が存在する。

２．ＩＴにより推進される経済的及び社会的変革の本質は、個人や社会が知識やアイデアを活用することを

助ける力にある。我々が考える情報社会のあるべき姿は、人々が自らの潜在能力を発揮し自らの希望を

実現する可能性を高めるような社会である。この目的に向けて、我々は、ＩＴが持続可能な経済成長の

実現、公共の福祉の増進及び社会的一体性の強化という相互に支えあう目標に資するよう確保するとと

もに、民主主義の強化、統治における透明性及び説明責任の向上、人権の促進、文化的多様性の増進並

びに国際的な平和及び安定の促進のためにＩＴの潜在力を十分に実現するよう努めなければならない。

これらの目標を達成し新たに生起しつつある課題に対処するためには、効果的な国家的及び国際的戦略

が必要とされる。

３．これらの目的を追求するにあたり、我々は、すべての人がいかなるところにおいてもグローバルな情報

社会の利益に参加可能とされ、何人もこの利益から排除されてはならないという参加の原則に対するコ

ミットメントを新たにする。この社会の強靭性は、情報及び知識の自由な流れ、相互の寛容性、多様性

の尊重といった、人間の発展を促進する民主的価値に依存する。

４．我々は、競争と革新を促すための適切な政策及び規制の環境の強化、経済面及び金融面での安定の確保、

グローバルなネットワークの最適化のための利害関係者間の協調の促進、ネットワークの健全性を損な

う濫用の防止、情報格差の解消、人材への投資並びにグローバルなアクセス及び参加の促進のための政

府の努力を前進させるにあたり、リーダーシップを発揮する。

５．とりわけ、この憲章は、官民のすべての人に対し、国際的な情報・知識格差の解消を呼び掛けるもので

ある。ＩＴ関連の政策及び行動の堅固な枠組みは、社会的及び経済的機会を世界的に促進しつつ、我々

の互いのかかわり方を変え得る。共同の政策協力を通じたものを含め、利害関係者間の効果的なパート

ナーシップも、また、真にグローバルな情報社会の健全な発展の鍵である。

ＩＴが提供する機会（デジタル・オポチュニティ）の活用

６．競争を刺激し、生産性の向上を促進し、経済成長及び雇用を創造し、持続させる上でのＩＴによる潜在

的な利益には大きな可能性がある。我々の任務は、情報社会への移行を促進し、円滑化することのみな

らず、その経済的、社会的及び文化的な利益を十分に享受することである。これを達成するために、以

下の主要な基盤を拡充することが重要である。

・適応性のある労働市場、人材養成及び社会的一体性に焦点を当てた政策に支えられた、開放性、効率性、
競争及び革新の環境を促進するための経済改革及び構造改革。

・企業及び消費者が自信を持って将来の計画を立て、新しい情報技術の利益を利用するのに資する健全な
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マクロ経済運営。

・競争的な市場環境並びにネットワーク技術、サービス及びアプリケーションの分野での関連技術革新を
通じた、迅速で、信頼性があり、安全かつ手ごろな価格でのアクセスを提供する情報ネットワークの構

築。

・教育及び生涯学習を通じた、情報化時代の要請に応えうる人材の養成及び我々の経済の多くの分野にお
けるＩＴ専門家に対する需要の増大への対処。

・すべての国民による政府へのアクセスの改善を確保する上で不可欠な、公的部門によるＩＴの積極的利
用及びサービスのオンラインでの提供の推進。

７．情報社会における情報通信ネットワークの発達に関しては、民間部門が主導的な役割を果たす。しか

し、情報社会に必要な、予測可能で透明性が高くかつ差別的でない政策及び規制の環境を整備すること

は、政府の役割である。ＩＴを促進するような環境を創り出すに当たっての民間部門の生産的なイニシ

アティブを妨げるような不当な規制的介入を避けることが重要である。我々は、官民の間の効果的なパ

ートナーシップの原則、透明性　の原則及び技術的中立性の原則を考慮に入れつつ、ＩＴに関連するル

ールに及び慣行が経済的取引における革命的変化に対応しうることを確保すべきである。ルールは、予

測可能で、企業及び消費者にコンフィデンスを与えるものでなければならない。情報社会の社会的及び

経済的な利益を最大化するために、我々は、次の主要な原則及びアプローチに合意するとともに、他国

に対しこれらを推奨する。

－基本電気通信のための差別的でなくかつ原価に照らして定められる相互接続を含む、情報技術並びに

電気通信関連の製品及びサービスの供給市場における競争の促進及び市場開放を継続する。

－ＩＴに関連する革新、競争及び新しい技術の普及を促進するためには、ＩＴ関連技術の知的所有権の

保護が枢要である。我々は、知的所有権関係当局の間で既に行われている共同作業を歓迎するととも

に、我々の専門家に対し、この分野における将来の方向について議論することを更に奨励する。

－政府が知的所有権の保護を完全に遵守しつつ、ソフトウェアを使用することについてコミットメント

を新たにすること重要である。

－電気通信、運輸及び小包配達を含む多くのサービスが情報社会・経済にとって決定的に重要であり、

その効率性を向上させることにより利益が最大化する。税関やその他の貿易に関する手続きもＩＴを

促進するような環境を強化する上で重要である。

－強固な世界貿易機関（ＷＴＯ）の枠組み、ＷＴＯ及び他の国際的なフォーラムにおける電子商取引に

関する作業の継続、並びに既存のＷＴＯ貿易規律の電子商取引への適用といった文脈の下に、ネット

ワークや関連するサービス及び手続きに関する更なる自由化及び改善を推進することによって、国境

を越えた電子商取引を促進する。

－中立、公平、簡素などの伝統的な原則及び経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の作業において合意された

その他の主要な要素に基づいた、電子商取引に対する課税に関する一貫性のあるアプローチ。

－次回のＷＴＯ閣僚会議における見直しを条件として、電子送信に関税を賦課しないという慣行を継続



資料編 299

する。

－互換性のある技術標準などを含む、市場主導型の標準の推進。

－ＯＥＣＤのガイドラインに従って電子市場に対する消費者の信頼を推進し、オンライン行動規範、ト

ラストマーク及びその他の信頼性プログラムのような効果的な自主的規制イニシアティブによるもの

も含め、オンラインの世界においてオフラインの世界と同等の消費者保護を提供するとともに、裁判

外紛争解決制度の利用を含め、国境を越えた紛争において消費者が直面する困難を軽減するための方

途を検討する。

－情報の自由な流れを保護しながら、効果的で意味のある消費者のプライバシーの保護及び個人情報の

処理におけるプライバシーの保護を構築する。

－取引の安全性及び確実性を確保するための、電子認証、電子署名、暗号及びその他の手段の更なる開

発及びその効果的な機能。

８．グローバルな情報社会を構築するための国際的な努力には、犯罪のない安全なサイバー空間を強化する

ための協調行動が伴わなければならない。我々は、サイバー犯罪と闘うために、情報システムの安全の

ためのＯＥＣＤガイドラインに示されている効果的な措置が実施されることを確保しなければならな

い。国際組織犯罪に関するリヨン・グループの枠組みにおけるＧ８の協力は強化される。我々は、最近

の「Ｇ８パリ会合：サイバー空間における安全性と信頼性に関する政府と産業界との対話」の成功を基

礎として、産業界との対話を更に推進する。ハッキングやウィルスといった安全性に関する緊急な問題

についても効果的な政策的対応を必要とする。我々は、枢要な情報基盤を保護するために産業界及びそ

の他の利害関係者との関与を継続する。

情報格差（デジタル・ディバイド）の解消

９．国内及び国家間の情報格差の解消は、我々それぞれの国民的課題の中で決定的に重要性を帯びるに至っ

ている。誰もが情報通信ネットワークへのアクセスを享受しうるべきである。我々は、この問題に取り

組むための一貫した戦略の策定及び実施のために、現在進められている努力へのコミットメントを再確

認する。我々は、また、格差の解消の必要性に関する産業界及び市民社会の認識の高まりを歓迎する。

産業界及び市民社会が有する専門知識及び資源を動員することは、我々がこの課題に対応するにあたっ

て不可欠の要素である。我々は、急速な技術及び市場の発展に対応しうるような、政府と市民社会の間

の効果的なパートナーシップを引き続き追求する。

10．我々の戦略の主要な構成要素の一つは、すべての人々によるかつ手ごろな価格でのアクセスに向けての

継続的な取り組みでなければならない。我々は次のことを継続する。

・手ごろな価格での通信サービスの供給に資するような市場環境を促進すること。
・一般に利用可能な設備を通じたアクセスを含む、他の補完的手段を探求すること。
・特にサービスの行き届いていない都市部、農村地域及び遠隔地域におけるネットワークへのアクセスの
改善を優先すること。
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・社会的に恵まれない人々、障害者及び高齢者のニーズ及び制約に特に注意を払い、これらの人々のアク
セス及び利用を促進するための措置を積極的に追求すること。

・携帯端末を通じたインターネットへのアクセスを含む、「利用者に優しい」、「バリアフリー」な技術の
更なる開発を奨励すること、及び、無料かつ一般に利用可能なコンテンツを知的所有権を尊重した形で

より幅広く利用することを奨励すること。

11．情報社会の前進のための政策は、情報化時代の要請に応えうる人材の養成によって支えられたものでな

ければならない。我々は、教育、生涯学習及び訓練を通じて、すべての市民に対し、ＩＴ関連の読み書

き能力及び技能を育む機会を提供することにコミットしている。我々は、学校、教室及び図書館をオン

ライン化し、教員をＩＴ及びマルチメディア情報源に関して習熟させることにより、この意欲的な目標

に向けて引き続き取り組んでいく。中小企業及び自営業者がオンライン化し、インターネットを効果的

に利用するようにするための支援及びインセンティブの提供を目的とした措置も追求する。我々は、ま

た、特に他の方法によっては教育及び訓練を得られなかった人々に対して革新的な生涯学習の機会を提

供するためのＩＴの利用を奨励する。

全世界的参加の推進

12．ＩＴは、新興市場諸国及び開発途上国にとって非常に大きな機会を提供する。ＩＴの潜在性を利用する

ことに成功する国は、インフラ開発に関する従来の障害を乗り越え、貧困削減、保健、衛生、教育のよ

うな極めて重要な開発目標をより効果的に満たし、世界的な電子商取引の急成長から利益を得ることを

期待しうる。いくつかの開発途上国は、それらの分野において既に著しい進展を見せている。

13．しかしながら、国際的な情報・知識格差を解消するという課題は過小評価できない。我々は、多くの開

発途上国がそのことに優先度を与えていることを認識する。実際、ＩＴ革新の加速的進展についていけ

ない開発途上国は、情報社会・経済に十分に参加する機会を享受できないかもしれない。このことは、

電力、通信、教育のような基礎的な経済・社会インフラ面での現存する格差がＩＴの普及を妨げる場合

に、特に当てはまる。

14．この課題に応えるに際して、我々は、開発途上国の多様な条件やニーズを考慮に入れるべきであること

を認識する。解決のための「万能薬」はない。ＩＴ促進的で、競争促進的な政策及び規制の環境を築き、

開発目標及び社会的一体性の追求に向けてＩＴを利用し、ＩＴ技術を持った人材を開発し、そして地域

社会イニシアティブ及び域内の企業家精神を奨励するための、首尾一貫した国家戦略の採用を通して、

開発途上国が主体的に取り組むことが決定的に重要である。

今後の進むべき道

15．国際格差を解消するための努力にとっては、我々の社会でもそうであるように、すべての利害関係者の

間の効果的な協力が非常に重要である。二国間並びに多国間による援助は、ＩＴの開発のための枠組み

条件づくりに引き続き大きな役割を果たすであろう。国際開発金融機関、特に世界銀行を含む国際金融
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機関は、成長を促進し、貧しい人々に利益をもたらすとともに、相互接続性、アクセス及び訓練を拡大

する計画を策定し実施することによって、この点における貢献を行うことができる格好の立場にいる。

国際電気通信連合（ＩＴＵ）、国連貿易開発会議（ＵＮＣＴＡＤ）、国連開発計画（ＵＮＤＰ）及びその

他の関連国際フォーラムもまた、重要な役割を有している。民間部門は、依然としてＩＴを開発途上国

へ普及させる上での中心的な存在であり、情報格差を解消するための国際的な努力に重要な貢献を行う

ことができる。ＮＧＯは、草の根地域に達することのできる特有の能力を備えており、人材開発及び地

域開発に有効に貢献できる。要するに、ＩＴは世界規模の広がりを見せており、したがって世界規模の

対応を必要としている。

16．我々は、二国間の開発援助、国際機関や民間団体によって既に進行中である、国際情報格差を解消する

ための努力を歓迎する。我々は、また、世界経済フォーラム（ＷＥＦ）のグローバル・デジタル・ディ

バイド・イニシアティブ、電子商取引グローバル・ビジネス・ダイアログ（ＧＢＤｅ）そしてグローバ

ル・フォーラムのような民間部門からの貢献を歓迎する。

17．知識に基づいた世界経済という文脈におけるＩＴの役割に関する国連経済社会理事会（ＥＣＯＳＯＣＥ）

の閣僚宣言において協調されるように、開発途上国とのＩＴ関連の計画や事業の効果を高め、また「最

良の慣行」を集め情報格差を縮小させるのに役立つべくすべての利害関係者から利用可能な資金を動員

するために一層の国際的な対話と協力が必要とされている。Ｇ８は、先進国、開発途上国、民間企業及

びＮＧＯを含む市民社会、財団及び教育機関、国際機関の間のより強固なパートナーシップの創設を推

進するために努力する。我々は、また、開発途上国が、他の利害関係者と協力して、ＩＴにとってより

良い環境並びにＩＴのより良い利用方法を生み出すために、金融面、技術面、政策面での貢献を手にす

ることができるように努力する。

18．我々の努力をより広範な国際的アプローチに統合するため、我々は、デジタル・オポチュニティ作業部

会（ドット・フォース）を設立することに合意する。この目的のため、ドット・フォースは、利害関係

者の参加を確保する最善の方法について検討するためにできるだけ早く会合を持つ。このハイレベルの

作業部会は、他のパートナーと緊密に協議しつつ、また、開発途上国のニーズに対応するようにしつつ、

次のことを行う。

・政策、規制及びネットワークの環境整備を促進し、相互接続性を向上させ、アクセスを拡大させ費用を
引下げ、人材を育成し、世界的な電子商取引ネットワークへの参加を奨励するとの観点から、国際協力

を推進するため、開発途上国、国際機関及びその他の利害関係者との議論を積極的に促進する。

・ＩＴ関連の試験的な計画及びプロジェクトにおける協力のためのＧ８自身による努力を奨励する。
・パートナー間のより緊密な政策対話を推進し、課題と機会についての一般の認識を世界的に向上させる
ようにする。

・グローバル・デジタル・ディバイド・イニシアティブによる貢献などの民間セクター及びその他の関心
を有するグループからの提言を検討する。

・我々のジェノバでの次回会合までに、結果及び活動について我々の個人代表に報告する。
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19．これらの目的を追求するため、ドット・フォースは、以下で特定された優先事項に関して具体的な措置

をとるための方法を探求する。

・政策、規制及びネットワーク環境整備の促進
－競争促進的かつ柔軟で社会参加型の政策及び規制の環境を推進するため、政策助言及び地域的なキャ

パシティ・ビルディングを支援する。

－開発途上国とその他のパートナーの間の経験の共有を促進する。

－貧困削減、教育、国民の保健、文化などの幅広い分野を含む開発努力におけるＩＴのより効果的かつ

一層の活用を奨励する。

－参加型の政策策定に関する新たな手法の検討を含む良い統治を推進する。

－インフォ・デブなどの協力計画に関し、知的・財政的資源を集めるための国際開発金融機関（ＭＤＢ）

及びその他の国際機関による努力を支援する。

・相互接続性の向上、アクセスの拡大及び費用の引下げ
－政府、国際機関、民間セクター及びＮＧＯがかかわる「パートナーシップ」アプローチに特に重点を

置きつつ、情報通信基盤を改善するための資源を動員する。

－相互接続にかかる開発途上国側の費用を削減する方法について作業を行う。

－各般のコミュニティ・アクセス計画を支援する。

－開発途上国における個別の要求に対応した技術及びアプリケーションの研究開発を奨励する。

－ネットワーク、サービス及びアプリケーションの相互運用性を改善する。

－様々な母国語によるコンテンツの開発を含め、地域密着型で有益なコンテンツの製造を奨励する。

・人材の育成
－ＩＴ技能の開発に特に重点を置きつつ、基礎教育並びに生涯学習の機会の増加に焦点を当てる。

－ＩＴ並びにその他の関連する政策分野及び規制課題における訓練を受けた専門家層の形成を支援す

る。

－遠隔地学習及び地域的な訓練を含め、技術協力の伝統的な範囲を拡大する革新的なアプローチを開発

する。

－学校、研究施設及び大学を含め、公的施設及び地域社会のネットワークを構築する。

・世界的な電子商取引ネットワークへの参加の奨励
－開発途上国における新規企業に対する助言の提供、並びに、効率性及び新たな市場へのアクセスを改

善するために企業がＩＴを使用することを手助けするための資源の動員を通じ、電子商取引に関する

環境整備と利用の状況を評価し、向上させる。

－「ゲームのルール」が作り出される際に、それらが開発努力と矛盾しないことを確保するとともに、

これらのルールの決定に際して開発途上国が建設的な役割を果たすための能力を構築する。
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27．グローバルな情報社会に関する沖縄憲章（骨子） 平成12年7月22日

序論

・情報通信技術（ＩＴ）は、21世紀を形作る最強の力の一つであり、すべての者にとって大いなる機会を
提供する。

・情報社会のあるべき姿は、知識やアイディアの活用を通じ、人々が潜在能力を発揮し、希望を実現しう
る社会。こうした社会を目差し、持続可能な経済成長、民主主義の強化、国際的平和・安定といった諸

目的のために、ＩＴは活用されるべき。

・世界中すべての人々が情報社会の利益に参加可能であるべきという原則に対しコミットする。
・競争と革新のための適切な政策・規制環境の強化、利害関係者間の協調、濫用の防止、情報格差の解消、
人材への投資、グローバルなアクセスの促進等のためにリーダーシップを発揮する。

・この憲章は、特に、すべての人に対し、国際的な情報・知識格差の解消を呼び掛ける。

ＩＴが提供する機会（デジタル・オポチュニティ）の活用

・ＩＴによる経済的、社会的及び文化的な利益を十分に享受するためには、経済改革及び構造改革、健全
なマクロ経済運営、競争・技術革新を通じた、迅速・安全・低廉かつ信頼性がある情報ネットワークの

構築、時代の要請に応えうる人材開発、公的部門によるＩＴの積極的利用が重要。

・情報通信ネットワークの発達においては、民間部門の役割が重要。政府としては、民間部門の生産的な
活動を妨げる不当な規制的介入を避け、一貫性のある取り組みをすることが重要。

・ＩＴに関するルールが、経済的取引における革命的変化に対応しうることを確保すべき。
・次の点に関する原則・アプローチに合意し、他国に対しこれらを推奨する。
－情報技術・電気通信関連の製品・サービス市場の競争促進、知的所有権保護、サービス（電気通信、運

輸、小包配達等）の効率化、ＷＴＯルールに基づく電子商取引の促進、課税、関税、市場主導型技術標

準、消費者信頼の推進、消費者・プライバシー保護、取引の安全性確保（電子認証・署名、暗号等）

・犯罪のない安全なサイバー空間を強化するためには、官民等すべての利害関係者による協調行動、Ｇ８
の協力強化が必要。

情報格差（デジタル・ディバイド）の解消

・情報格差の解消は、極めて重要な課題。誰もが情報通信ネットワークにアクセス可能とすべき。急速な
技術・市場の発展に対応しうる形で、すべての利害関係者間の効果的なパートナーシップの追求が重要。

・普遍的かつ低廉な価格でのアクセス実現に向けて、市場環境の整備、公的機関を通じたアクセスの探求、
遠隔地等へのアクセスの改善、高齢者・社会的弱者・身体に障害がある人々のアクセス確保、使い勝手

がよい、「バリアフリー」な技術開発の奨励等を行っていく。

・教育・訓練を通じた、ＩＴ関連の読み書き能力（ＩＴリテラシー）の涵養への機会提供にコミットする。
学校・学級及び中小企業・自営業等のオンライン化を促進。さらには、ＩＴの利用を通じ、これまで教

育・訓練を十分に受けられなかった人への機会提供を奨励。
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全世界的参加の推進

・ＩＴは、開発途上国にとって、貧困削減、開発努力の促進、世界的な電子商取引への参加のために非常
に大きな機会を提供。

・国際的な情報・知識格差を解消するという課題は重要であり、こうした格差は特に、基礎的な経済・社
会インフラが不足している国々において深刻な問題。

・情報格差の克服には、解決のための「万能薬」はない。各開発途上国の多様な状況・ニーズに配慮すべ
き。

・開発途上国自身が、ＩＴ利用を推進する競争促進的な政策・規制環境の構築、開発におけるＩＴ利用、
人材開発、域内の企業家精神の奨励のために、主体性を持つことは重要。

今後の進むべき道

・民間部門は、ＩＴを開発途上国へ普及させる上でも中心的な存在。
・ＩＴはグローバルな性格を有しているため、グローバルな取組が必要。
・国際格差を解消するためには、各国、国際機関、ＮＧＯ等の草の根努力を含む、すべての利害関係者に
よる協力が肝要。国際機関や民間団体による努力を歓迎。Ｇ８はこうした協力の強化に向け努力する。

・デジタル・オポテュニティ作業部会（ドット・フォース）を設立し、関係者との議論・政策対話の促進、
国際的な情報格差解消に対する意識の向上、民間部門の提言の検討等を行い、次回サミットまでに報告

を行う。

・ドット・フォースは、開発途上国の政策・規制及びネットワーク環境整備の促進、相互接続性（コネク
ティビティ）の向上・アクセスの拡大・ＩＴ利用費用の引下げ、人材開発、世界的な電子商取引ネット

ワークへの参加の奨励といった優先分野での具体的取り組み方法を探求する。
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28．地域情勢に関するＧ８声明（2000年７月21日、沖縄） （仮訳）

南アジア

インドとパキスタンの間の緊張の度合いは、引き続き国際的懸念材料となっている。我々は、両国に対し、

この地域における持続可能な平和を実現するためにラホールの精神に基づきできるだけ早く対話を再開する

よう呼び掛ける。

我々は、インド及びパキスタンの双方に対し、不拡散・軍縮体制の強化に向けた国際的な努力に加わるよ

う呼び掛ける。これまでの前向きな声明及び措置を歓迎しつつ、我々は、包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）

の署名及び批准を含め、国連安保理決議1172に示された具体的措置を完全に実施するよう両国に対して呼び

掛けることを改めて表明する。

中東和平プロセス

中東においては、国連安保理決議242及び338並びにマドリッド及びオスロでの諸合意に基づき包括的和平

を達成する真の機会が存在する。我々は、この目標に向けて和平プロセスを前進させるための当事者の努力

に対する強い支持を再確認する。我々は、紛争を平和的に解決するとの継続的コミットメントが重要である

との考えを改めて表明する。

イスラエルとパレスチナの間の和平に関する三者首脳会談に照らして、我々は、恒久的地位に関するすべ

ての問題についての合意の達成に向けた、クリントン大統領の仲介の下でのアラファト議長とバラック首相

の精力的な努力を賞賛する。我々は、交渉を継続するとの彼らの勇気ある決定を歓迎し、彼らの努力に対す

る支持を確認する。我々は、また、和平合意の実施を支援するとのコミットメントを確認し、国際社会に対

し、そのような合意が達成された際の当事者による当該合意の実施を支援するための努力に加わるよう要請

する。

我々は、多国間協議での進展は二国間交渉と連関しこれを支えるとの認識に立ち、多国間作業部会の活動

を再開することの重要性を強調する。

我々は、中東和平プロセスを妨害する過激派及びテロリストによるいかなる暴力的な試みも非難し、この

ような暴力行為への支持を止めるよう呼び掛ける。

我々は、国連事務総長により検証され国連安保理により確認されたとおり、国連安保理決議425に従って

最近イスラエル軍によるレバノンからの撤退が行われたことを歓迎する。南レバノンにおける平和及び安全

を維持するための実効的な権限の回復を確保することはレバノン政府の責任である。これらの目標の達成が

この地域のインフラ及び開発のニーズに応える同国政府の能力にもかかっていることを認識し、我々は、同

国政府のこのための努力を支持することにコミットする。

バルカン

Ｇ８は、南東欧における平和、安定、外国及び国内の投資並びに発展を支持することに引き続きコミット

している。この目標に向けて、我々は、この地域のすべての当事者に対し、暴力を自制し相互の協力を更に

促進するよう呼び掛ける。また、我々は、民族集団間の協調を促進すること及びすべての地域社会の共生の
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ための条件を構築することの重要性を改めて表明する。我々は、国及び国際機関、特に西バルカン諸国との

首脳会議を予定しているＥＵによる、南東欧を支持する貢献を歓迎する。我々は、南東欧における政治面及

び経済面での地域協力の拡大に貢献している安定協定がもたらしている協調を賞賛する。我々は、また、安

定協定の下で民主化、経済的発展及び安全保障の分野における早期実施プロジェクトに対し24億ユーロが約

束されたことを歓迎する。我々は、我々の財政的コミットメントを果たすとともに、この地域の諸国が改革

に向けた努力を強化するよう強く促す。我々は、安定協定の枠組みの中で、世界銀行、欧州委員会、欧州投

資銀行、欧州復興開発銀行により実施されているプロジェクトを強く支持する。

我々は、国際安保理決議1244の完全な実施に対するコミットメントを再確認し、国連、ＥＵ、国際安全保

障部隊（ＫＦＯＲ）及び欧州安全保障・協力機構（ＯＳＣＥ）による努力に対する支持を強調する。コソヴ

ォ地方選挙が周到に準備され成功裡に実施されることが、民主的で多民族の社会を確立する上での重要な一

歩となる。我々は、コソヴォのすべての地域社会に対し、暴力を自制しこのような社会の構築に助力するよ

う強く促す。

我々は、民主的なユーゴスラヴィア連邦共和国が実現し、それによって同国が国際社会に編入され、この

地域全体の安定に貢献するためにふさわしい役割を果たすことができるようになることを期待する。我々は、

ユーゴスラヴィア連邦共和国憲法の改正の動機とそのもたらし得る影響を大いに懸念している。我々は、ベ

オグラードの政府に対し、暴力の一層の激化につながり得るいかなる行動も自制するよう呼び掛ける。我々

は、また、反対勢力に対し、ユーゴスラヴィア連邦共和国の平和的で民主的な発展に貢献するよう呼び掛け

る。我々は、ユーゴスラヴィア連邦共和国における報道の自由に対する最近の規制に強く反対する。我々は、

モンテネグロにおいて民主主義の確立が進行していることを歓迎し、その民主的に選ばれた当局に対する支

持を改めて表明するとともに、同当局に対し自制を継続するよう強く促す。

アフリカ

我々は、アフリカ大陸における武力紛争の増加を深く懸念している。アフリカは、武力紛争を予防し解決

するために政治的意志を動員しなければならない。我々は、この目標を達成するためには、法の支配、良い

統治及び民主主義が不可欠な要素であることを強調する。我々は、支援に強くコミットしていることを再確

認する。我々は、また、アフリカの平和と安定の追求を支持するとのコミットメントを再確認する。

サイプラス

我々は、昨年のケルンにおける首脳会合にて発出された、サイプラス問題の解決に関する国連の仲介の下

での包括的交渉の再開を呼び掛ける宣言を想起する。我々は、包括的解決を導く有意義な交渉が行われる素

地を用意するための、国連事務総長によるサイプラス紛争の当事者間の間接交渉開催を賞賛する。両当事者

が相違を解消してサイプラスの分断を終了させることができない恐れが、引き続き我々にとっての深刻な懸

念の対象である。我々は、当事者に対し、関連する安保理決議に十分な配慮を払って、妥協を成立させるた

めの努力の一環として交渉を強化するために現在存在している歴史的機会を活用するよう呼び掛ける。この
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ような妥協が、分断されていないサイプラスにおいて両当事者の基本的利益を保護する公正で永続的な解決

を達成するために必要である。我々は、今次交渉及び今後数か月間において大きな進展がなされることに対

する期待感を表明する。
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29．朝鮮半島に関するＧ８声明（2000年７月21日、沖縄） （仮訳）

我々は、2000年６月13日から15日に平壌（ピョンヤン）にて開催された韓国と北朝鮮との間の首脳会談を

暖かく歓迎し、この会談の歴史的重要性を強調する。我々は、この会談によりもたらされた肯定的な進展を

全面的に支持し、南北対話が継続し更に進展するよう奨励する。我々は、南北共同宣言の誠実な実施を含む

このようなプロセスが南北関係における新たな時代を切り開き、朝鮮半島の緊張を緩和することを心から希

望する。

我々は、北東アジアにおける安定に寄与する、朝鮮半島における緊張の緩和及び永続的な平和の確立のた

めの韓国と北朝鮮によるすべての努力を強く支持する。我々は、また、肯定的な進展に寄与している韓国の

包容政策に対する強い支持を改めて表明する。我々は、北朝鮮により示された建設的な姿勢を歓迎し、肯定

的な一歩としてミサイル発射の凍結の再確認に留意する。我々は、北朝鮮に対し、このような努力を継続す

るよう呼び掛ける。この関連で、我々は、安全保障、不拡散、人道及び人権の諸問題をめぐる国際的な懸念

に対する建設的な対応を期待する。
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30．Ｇ７首脳声明（仮訳） 2000年７月21日、沖縄

世界経済

１．我々が前回ケルンで会合して以来、世界経済の成長見通しは、先進国及びより一般的に世界経済の基本

的なファンダメンタルズが強化され、我々の経済がより均衡のとれた、従ってより持続可能な成長のパ

ターンに移行していく中で、更に改善した。アジアやその他の地域で危機の影響を受けた国を含め、新

興市場国の経済は、引き続き力強さを増してきている。

2． 同時に、持続的で力強く均衡のとれた成長の達成を確かなものとするためには、警戒の継続と更なる行

動が必要である。我々は、我々すべての国においてこの目標の達成に向けてマクロ経済政策及び構造政

策を実施することの重要性に合意し、新たな技術が創り出す投資の機会を潜在成長率引き上げのために

十分に活用することに重点を置く。

３．より具体的には、

米国及びカナダでは、成長は引き続き力強く、失業率は低く、インフレが十分に抑制されており、マク

ロ経済政策は、持続可能な成長率及び低インフレを維持する方向に引き続き向けられるべきであり、米

国では、国内貯蓄を増加させるべきである。

ユーロ地域では、成長がさらに強まり、雇用が増加しており、投資、雇用及び潜在生産力の拡大に向け

られた健全なマクロ経済政策及び力強い構造改革が依然として重要である。

英国では、成長が強まり、雇用は引き続き増加し、インフレは低い中、経済政策は、成長及び雇用を維

持しながら、引き続き、インフレ目標の達成を目指すべきである。

日本では、不確実性も依然として残っているものの、経済は景気回復への前向きな兆しを引き続き示し

ており、マクロ経済政策は、内需主導の成長を確かなものとするよう引き続き支援的なものとすべきで

ある。構造改革は、潜在生産力の向上を促進するために継続されるべきである。

我々は、多くの新興市場国、移行経済国、及び開発途上国における回復を歓迎するが、企業部門及び金

融部門の構造改革の更なる進展の重要性、並びに、健全な基本的財政ポジション及び債務構造の重要性

を強調する。

４．我々は、世界の原油市場における最近の動向が世界経済の成長に及ぼす悪影響に懸念を有している。こ

の観点から、我々は、石油産出国及び石油消費国の双方における持続的な成長及び繁栄の確保に寄与す

る上での石油市場の一層の安定の必要性を強調する。

国際金融システムの強化

５．1997年以来の一連の危機以降、国際社会は、国際金融の環境の大幅な変化、特に、民間資本市場の規模

及び重要性の増大に照らして、国際金融システムの強化を通じて世界経済の一層の安定の促進のために

努力を払ってきた。

６．我々は、これまでの進展を歓迎するとともに、我々の大蔵大臣が提示した以下の分野における更なる措

置を支持する。

７．我々は、国際金融システムを更に強化するために、国際社会の他のメンバーとの協力を継続する。

・

・

・

・

・
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国際通貨基金（ＩＭＦ）の改革

８．ＩＭＦは、世界の持続可能な成長の重要な前提条件としてマクロ経済及び金融の安定を推進する上で、

引き続き中心的な役割を果たすべきであるとともに、将来の課題に対処するために発展し続けるべきで

ある。全世界的な国際機関として、ＩＭＦは、共通の関心に基づき、最貧国を含む全加盟国とのパート

ナーシップの下で作業を行わなければならない。これに関連して、我々は、以下の措置を特に重視する。

危機を予防するためのＩＭＦの監視の強化：グローバリゼーション及び大規模な民間資本移動に照ら

し、監視（サーベイランス）の性格及び範囲の大幅な質的変化が必要とされている。

国際的な行動規範及び基準の実施：我々は、国際的な行動規範及び基準をＩＭＦの監視（サーベイラン

ス）へ組み込むことを含め、この目的に向けた我々の努力を強化する決意である。

ＩＭＦ融資制度の改革：資本市場のグローバリゼーションに適応するために、我々は、我々の大蔵大臣

により示されたように、合理化された、インセンティブに基づくＩＭＦの融資の枠組みの実現に向けて

の早期の進展に優先度を与える。

ＩＭＦの資金基盤の保全及びプログラム期間終了後の監視：強化された保全（セーフガード）措置の実

施及びプログラム期間終了後の監視（モニタリング）のためのＩＭＦの能力を強化することが必要不可

欠である。

統治及び説明責任の強化：世界経済の変化を考慮に入れて、ＩＭＦの意思決定のあり方及びその運営が

引き続き説明責任を果たし得るものであることが重要である。

危機の予防及び解決における民間部門の関与の促進：我々は、最近のＩＭＦのプログラムへのファイナ

ンシングに国外の民間債権者が貢献し、我々がケルンにおいて示した枠組みに基づいて我々の大蔵大臣

が本年４月に合意したアプローチを実践的なものとすることの重要性が確認されたことを歓迎する。

国際開発金融機関（ＭＤＢ）の改革

９．ＭＤＢの中心的役割は、援助の効率性を改善し、民間資金移動との競合を避けつつ、開発途上国におけ

る貧困の削減を促進することであるべきである。ＭＤＢは、基礎的な保健や教育、清潔な水及び衛生と

いった中核的な社会投資に充てられる資金を増加させるべきである。包括的開発フレームワーク（ＣＤ

Ｆ）及び貧困削減戦略ペーパー（ＰＲＳＰ）は、援助借入国が強い主体性を有するプログラムの基礎と

なるべきである。

10．すべてのＭＤＢは、借入国のパフォーマンスに一層基づいた形で、支援を配分するべきである。国際援

助戦略は、統治の問題を含む借入国の政策環境を十分に考慮に入れるべきである。ＭＤＢ自身の統治及

び説明責任も強化されるべきである。

11．我々は、ＭＤＢが、特にＨＩＶ／エイズを含む感染症及び寄生虫症並びに環境の悪化に対処するために

緊急に必要とされている措置をはじめとする国際公共財の供給を増加する上で、指導的役割りを果たす

ことを期待する。

・

・

・

・

・

・
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高レバレッジ機関（ＨＬＩ）、資本移動及びオフショア金融センター（ＯＦＣ）

12．我々は、金融安定化フォーラム（ＦＳＦ）によりこの３月に提言された措置を実施することの重要性を

強調する。

13．ＨＬＩの活動の潜在的な影響に対する懸念に関し、我々は、提言された措置が完全に実施されるべきで

あること及び追加的な措置が必要であるか否かを決定するためにその再検討を行うことに合意する。

我々は、ＦＳＦが、現在規制を受けていないＨＬＩへの直接規制について、検討を行ったがこの段階で

は提言には至らなかったこと、しかし、今後の再検討の上、もし提言された措置の実施によっても特定

された懸念が十分払拭されていないとされた場合には、直接規制が再検討されることを強調したことに

留意する。

14．我々は、ＩＭＦに対し、ＦＳＦによって優先課題として特定されたオフショア金融センターに関する評

価を早急に実施することを強く促す。

15．我々は、金融システムを強化し、適切な外国為替相場制度を選択し、よく順序立った方法で資本勘定を

自由化することが、引き続き各国にとって不可欠であることに合意する。

地域協力

16．我々は、強化された監視（サーベイランス）を通じた地域協力が、国家レベルにおける政策の枠組みを

強化することによって金融の安定性に貢献し得ることに合意する。ＩＭＦのプログラムを支援する形で

国際金融機関（ＩＦＩ）によって供与される資金を補完するための地域レベルでの協力的な資金取極は、

危機の予防及び解決に効果的であり得る。この関連で、我々アジアや北米における最近の進展を歓迎す

る。制度上異なる文脈ではあるが、欧州における経済及び金融の統合メカニズムや通貨統合もまた、世

界の経済及び金融の安定に貢献している。

拡大ＨＩＰＣイニシアティブの進展

17．極度の貧困状況にある世界人口比率を2015年までに半減するという国際開発目標（ＩＤＧ）は意欲的な

ものである。それは、貧困削減及び経済発展という好循環に貢献しうる、適切な社会セクターの政策を

伴った経済成長戦略を必要とする。重債務貧困国（ＨＩＰＣ）の債務救済は、そのような戦略の一部に

過ぎないが、非常に重要な要素である。

18．昨年、我々はケルンにおいて、より早く、より広範で、より深い債務救済のための拡大ＨＩＰＣイニシ

アティブを実施することに合意し、貧困削減のための基金を設立した。我々は、このイニシアティブが

昨年秋に国際社会によって支持されたことを歓迎する

19．それ以来、一層の努力が必要とされる一方で、拡大ＨＩＰＣイニシアティブの実施に向けた進展が見ら

れている。本日発表された、「貧国削減と経済発展」に関するＧ７の大蔵大臣による報告書の付属文書

にあるように、ベニン、ボリビア、ブルキナ・ファソ、ホンジュラス、モーリタニア、モザンビーク、

セネガル、タンザニア、及びウガンダの９か国は既に決定時点に到達し、このイニシアティブの利益を
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享受している。これらの国を対象としたＨＩＰＣイニシアティブの下での債務救済総額は、名目価値で

150億米ドル（現在価値相当で86億米ドル）以上に及ぶはずである。

20．我々は、重債務貧困国が市民社会を含む参加プロセスを通して、包括的で主体性に基づいた貧困削減戦

略を策定するための努力を払ってきていることを歓迎する。我々は、このような努力をまだ払っていな

い重債務貧困国が早急に同プロセスに取り組み債務削減の利益を十分に享受することを奨励する。我々

は、現在多くの重債務貧困国が貧困削減を妨げ債務救済を遅らせている軍事的衝突により影響を受けて

いるという事実を憂慮する。我々は、これらの国に対して、衝突への関与を終了し、早急にＨＩＰＣプ

ロセスに取り組むことを要請する。我々は、我々の閣僚に対し、ＨＩＰＣイニシアティブに参加するた

めの適切な条件を生みだすことを奨励するために、紛争当事国と早期にコンタクトをとるように要請す

ることによって、これらの国が債務救済に備え、それを推進することを支援するための努力を強化する

ことに合意する。我々は、経済改革の進展や債務救済の利益が貧しくて最も影響を受けやすい人々の支

援に向けられることを確保する必要性を十分に考慮しつつ、ケルンで設定した目標に沿って、できるだ

け多くの国が決定時点に到達することを確保するように協力する。

21．この観点から、我々は、世銀及びＩＭＦによる共同実施委員会（ＪＩＣ）の設立を歓迎するとともに、

重債務貧困国及び国際金融機関がこのイニシアティブの実施に向けた作業を加速するように強く求め

る。国際金融機関は、他の援助供与国とともに、重債務貧困国が貧困削減戦略ペーパー（ＰＲＳＰ）を

用意することを助けるべきであるし、技術支援を通じて財源管理を支援するべきである。

22．我々は、ＯＤＡ債権について100％の債務削減を実施するとのコミットメントを再確認し、適格な商業

債権についても100％の債務削減を実施することに新たにコミットする。我々は、いくつかの非Ｇ７諸

国も100％の債務救済を実施するという発表を行ったことを歓迎するとともに、他の援助供与国もそれ

にならうことを強く促す。

23．我々は、拡大ＨＩＰＣイニシアティブの効果的な実施のために国際金融機関による必要な融資を確保す

る上での進展に留意し、ＨＩＰＣ信託基金への出資を含む種々の約束及び当初の貢献を歓迎する。我々

は、約束した資金をできるだけ早く提供するとのコミットメントを再確認する。この文脈において、

我々は債権国間の公正な負担の分担の重要性を認識する。

24．戦争及び危機の甚大な破壊的影響に照らして、我々は、ＯＥＣＤに対して、重債務貧困国及びその他の

低所得開発途上国への輸出信用が非生産的な目的に使用されないことを確保するために、国内法令及び

規制の再検討を含む強化された措置を再検討するように要請する。我々は、ＯＥＣＤができるだけ早く

この作業を完成させて、結果を公表することを奨励する。

国際金融システムの濫用に対する行動

25．国際金融システムの利益を確かなものとするため、我々は、その信頼性と健全性が、資金洗浄、有害な

税の競争、及び貧弱な規制上の基準によって損なわれないよう確保する必要がある。

26．我々は、本日公表された、「国際金融システムの濫用に対する行動」に関するＧ７大蔵大臣報告を歓迎
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し、強く支持するとともに、以下の進展を特に重視している。

資金洗浄：我々は、29か国・地域の規則及び慣行の検討結果及び15の非協力国・地域（ＮＣＣＴ）の特

定について公表した、資金洗浄に関する金融活動作業部会（ＦＡＴＦ）の当初作業を歓迎する。我々は、

これら15のＮＣＣＴの個人及び団体とのビジネスや取引に関連するリスクを認識し、警戒を強化するこ

とを求める要請を国内の金融機関に発出したことに満足をもって留意する。我々は、自らの制度を改善

することにコミットする国・地域に対しては、助言を与えたり、そして適当な場合には技術支援を行う

用意がある。我々は、必要かつ適当な場合には、自国のシステムを適切に改革するための手段を講じな

いＮＣＣＴに対して、それらの国・地域との金融取引に条件を課し、又は制限する可能性、及び、国際

金融機関からそれらの国・地域に対する支援に条件を課し、又は制限する可能性を含めて、協調して対

抗措置を講ずるために一致して行動する用意がある。

タックス・ヘイブン及びその他の有害な税制・我々は、有害な税制の特定及び除去の進展状況に関する

ＯＥＣＤの報告書を歓迎する。報告書には、タックス・ヘイブンの基準に合致しているいくつかの国・

地域、及び、ＯＥＣＤ諸国域内における潜在的に有害な優遇税制の２つのリストが含まれる。我々は、

また、国・地域によって既に公になされた有害な税の慣行の除去についてのコミットメントを歓迎し、

すべての国・地域にこのようなコミットメントを行うことを強く促す。我々は、ＯＥＣＤに対し、有害

な税制を抑止し非加盟国との対話を拡充する努力を続けることを奨励する。我々は、また、税目的の銀

行情報へのアクセスの向上に関するＯＥＣＤの報告書への支持を再確認し、すべての国に対し、すべて

の税目的の銀行情報へのアクセス及び情報の交換を許容するとの立場に向けて速やかに作業を進めるよ

う要請する。

オフショア金融センター：国際金融基準に適合しないオフショア金融センター（ＯＦＣ）に関し、我々

は、評価のための優先度の高い国・地域の金融安定化フォーラム（ＦＳＦ）による特定を歓迎する。

我々は、ＯＦＣが貧弱な規制監督体制を改善するためにＦＳＦが勧告したすべての措置を実施するとと

もに、有害な税の競争を除去し、資金洗浄対策の措置をとることが不可欠であると考える。この観点か

ら、我々は、我々の大蔵大臣によって特定された８分野に高い優先度を与える。これらは、国際的な協

力、情報交換、顧客の特定、過度の秘密の廃止、金融機関の効果的な調査、金融監督と資金洗浄対策へ

の手段・人員の拡充、法制度の改善、及び、有害な税制の除去である。我々は、国・地域に対して必要

な変更を行うよう奨励するための措置をとるとともに、適切な場合には技術支援を提供する。国・地域

が一定の基準を満たさず、国際基準の遵守水準の向上にコミットしない場合には、我々は、これらの不

履行による影響から国際金融システムを守るための措置もとる。

国際金融機関（ＩＦＩ）の役割：我々は、ＩＭＦ及び世界銀行を含むＩＦＩに対し、金融セクターの評

価並びにプログラム策定及び支援の観点から、諸国による関連国際基準の実施を手助けすることを強く

促す。

27．我々は、国際金融システムの濫用に対して国内的及び国際的な具体的な行動が早急に必要であることを

強調する。我々は、また、一層の協調、様々な国際的フォーラムで現在行われている努力への一層の弾

・

・

・

・
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み、及び迅速なフォローアップ行動を強く促す。

原子力の安全／ウクライナ

28．我々は、本年12月15日にチェルノブイリ原子力発電所を閉鎖するとのクチマ大統領の決定を歓迎する。

我々は、チェルノブイリ原子力発電所の恒久的な閉鎖に伴う問題に取り組む上で、ウクライナ政府との

協力を継続する。

29．我々は、石棺実施計画（ＳＩＰ）への支援を継続するとのケルン・サミットにおけるコミットメントを

再確認する。我々は、石棺実施計画の完全な実施を確保するために７月に開催されたプレッジング会合

の結果を歓迎する。我々は、Ｇ７以外のドナーによる貢献を評価する。

30．我々は、ウクライナ政府に対し、電力部門の改革の促進、特に現金での料金徴収の向上及び民営化の促

進により、エネルギー部門に対する経済的現実性のある投資を引きつけるようにすることを強く促す。

我々は、この点に関し、欧州復興開発銀行からの報告を受けることを期待する。その間、我々は、了解

覚書に従って、最小費用の原則に基づくエネルギー・プロジェクトの準備についてウクライナ政府を支

援するとのコミットメントを確認する。
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31．森総理議長内外記者会見

2000年7月23日（13：00～13：30）、国際メディアセンター議長会見場で森総理（議長）が九州・沖縄サミ

ット首脳会合に関する内外記者会見を行ったところ概要以下の通り。

（総理冒頭発言）

九州・沖縄サミット首脳会合の終了に際して、議長の自分よりご報告申し上げる。

今回のサミットは故小渕前総理が万感の思いを込めて沖縄開催を決定したことに基づくものである。故総

理の気持ちを受けて今日まで様々な面でご協力ご努力を頂いた稲嶺県知事をはじめ沖縄の皆様のおかげで、

21世紀を迎えるに相応しいサミットとすることができた。心からお礼申し上げる次第である。

またサミット開催の前後を通じ、休むことの無い24時間体制でサミットの報道にあたられた全世界の報道

陣の皆様にも敬意を表する次第である。

私達G8の首脳は、この沖縄の地で、21世紀が平和と希望に満ちたものとなり、人々が一層の繁栄を享受

し、心の安寧を得、より安定した世界に生きられるために、どのようなことをして行かねばならないか、活

発で実り多い議論を続け、この目的のために最大限の努力をすることで一致した。私は議長として参加首脳

の意見のとりまとめに全力をもってあたり、21世紀の世界と我が国の進路を切り開くべく、全力を尽くした。

この記者会見を通じて内外の皆様にサミットの成果につき私から報告をさせていただきたい。

本日は、この記者会見の場に、多くの子供たちも参加してくれている。君たちが生き抜いていく21世紀が

良いスタートを切れるように、今の社会に責任を持つ大人達が何をすべきか、今回のサミットでG8はいく

つかの約束をした。若い世代の皆さんにも是非このことに耳を傾けていただきたい。

サミットは、25年の歴史の中で、民主主義、市場経済、人権が世界に広がるように努めてきた。苦悩の世

紀でもあった20世紀から、21世紀が人間の尊厳に満ちた世紀となるためには、すべての人が等しくこの普遍

的価値を享受できるようにならなければならない。

さて、今次サミットでの議論の成果は、皆さんのお手元に配布されているコミュニケに反映されている。

G8議長として、私は、21世紀を形作る最も強力な力の1つとなるITを主要テーマの一つとして位置づけた。

ITがもたらす利益を最大のものとし、これを万人が享受できるようにするためには何をなすべきか、途上

国と先進国との間の情報格差を如何に解消するかといった点を中心に議論を行った。その結果をとりまとめ、

全世界的な参加を呼びかけたものが、ITに関する「沖縄憲章」であり、この憲章が今後の世界経済の発展に

とって、重要な役割を果たすものと期待している。

我が国は、ITを経済発展のための起爆剤とするため、関連ルールや情報通信ネットワーク等の環境整備や

必要な規制改革を迅速に行う。また、対外的には、先般打ち出した、今後5年間で150億ドル程度を目途とす

る包括的な協力策を通じた国際協力等を積極的に推進して行きたいと考えている。

同時に、途上国の開発なしに世界の一層の繁栄は得られない。東アジア・東南アジアの過去40年にわたる

飛躍が示すとおり、開発途上国が貧困削減を実現するためには成長とそれによって得られた富の衡平な分配

を達成することが必要です。現在、12億人もの人間が1日1ドル以下の生活を送っている現実を、改めなけれ

ばならない。
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途上国において、開発の努力を大きく阻害するものに、人々の病いがある。そこで、感染症対策のために、

国際社会は、明確な目標を掲げ、先進国、途上国の政府、企業、NGO、国際機関などあらゆる関係者を含

めた「新たなパートナーシップ」を確立していくことが必要である。我が国は、途上国の開発に係る諸問題

の解決に引き続き指導力を発揮し、感染症及び関連分野での協力を強化することとし、今後5年間で30億ド

ルを目途とする協力を行っていく予定である。

また、昨年ケルンで合意された拡大重債務貧困国イニシアティブの迅速かつ効果的な実施が必要である。

このためには、先進国やIMF・世銀などの国際機関が一層の努力を行うとともに、債務国自身による貧困削

減戦略の策定・実行も重要である。

貿易の分野では、WTOを中心とする多角的貿易体制の利益を途上国が一層享受できるよう支援を強化す

るとともに、今年中の幅広い新ラウンドの立ち上げについて、我々の努力を倍加していくことにつき合意を

得た。

さて、経済的に繁栄がもたらされても、一人一人の人生が幸せでなければ意味はない。従って、第二の議

題である、「より深い心の安寧」を実現するために、グローバル化の進展に伴い人々に不安を与えている犯

罪、高齢化、食品安全等様々な問題に取り組む。

犯罪に国境がなくなり、新しい脅威が生じている。このため国連国際組織犯罪条約の早期採択が重要であ

る。ハイテク犯罪の分野では、政府と産業界との対話の促進を改めて呼びかけたいと思う。

また、多くの市民の生活を破滅させているのが薬物であり、中でも覚せい剤である。薬物の乱用を撲滅す

るために、具体的な国際協力を着実に積み重ねていく。

犯罪対策を考えるに当たっては、犯罪の被害者に暖かい配慮をしていかねばならない。私達は、市民社会

とも協力しつつ、犯罪に巻き込まれかねない社会的弱者への対策についても、真剣に考える必要がある。

また、沖縄の皆さんから見ればごく当たり前かもしれないが、お年寄りが積極的に社会に参画することの

重要性を、日本で一番長寿県であるここ沖縄で打ち出した。

食品安全については、今回の会合で科学的検討の促進や開発途上国、市民社会を交えた対話の強化につい

て共通の理解を得た。今後この問題について国際的コンセンサスを構築するための道筋を示すことができた

と考える。

しかし、繁栄も心の安寧も、紛争があっては根底から崩れてしまう。なればこそ、「より安定した世界に

向けて」を今次サミットの第三の議題とし、紛争を予防すること、軍縮や不拡散・軍備管理に取り組むこと

の大切さを訴えたのである。私達は「予防の文化」の下で包括的に紛争予防に取り組んで行くことに合意し

た。そうした中で、南北朝鮮の首脳会談は、アジアの平和と安定のためにきわめて大きな前進であり、まさ

に歴史的な出来事である。このような動きを全面的に後押ししていくことで私達は一致した。中東和平交渉

についても、この歴史的交渉が成功するよう、私達は、これを支援していく。

開発の問題を含め、山積する世界の問題は、G8だけでは解決できないことは論を待たない。私達は、G8

に参加していない国々とも協力したいと思う。他の国際機関や、NGOとも協力したいと思う。

そして、私達は、人々の声に耳を傾け、全ての国の老若男女が参加するコミュニティーを一緒に築いてい
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きたいと考える。

サミットの前から、私達は多くの人々に耳を傾けてきた。このために、当時の小渕総理がUNCTAD10に

先進国側唯一の首脳として参加されたことはご承知の通りであり、私自身も、四月に宮崎で太平洋・島サミ

ットを主催した。また、世界の労働組合の代表の方々や、NGOの方々とも話をし、有益な意見交換であっ

た。このような様々な意見は、今後のサミットの在り方を考える上で大変貴重なものであったとして、各国

首脳から大変高い評価を頂いた。

今回のサミットの際には、途上国を代表する機関・グループにおいて責任ある立場にあるナイジェリア、

南アフリカ、アルジェリアの大統領、タイの首相、さらに世界銀行総裁、世界保健機関事務局長、国連開発

計画総裁ほかとも事前にお会いした。こうした意見交換を通じて、21世紀が60億の人々すべてのものである

ということを、共に確認しあった。

さて、私達は、アマート首相からの、来年の会合をイタリアのジェノヴァで開催したいというご招待を喜

んでお受けした。

「志を継承」していくこと、これがサミットに参加する私たちリーダーの義務でもある。「志を継承」す

ることが、より良い世界を築いていくことにつながると信じる。

また、私から、今次サミットの直前に開催された高校生サミットに参加するためG8各国から集まった高

校生から、来年も是非サミットを開催したいという希望が出ていたので、これをアマート首相に紹介した。

アマート首相からは、是非検討していきたいということであったので、高校生サミットに参加されたみなさ

んに報告したい。

冒頭にも申し上げたが、今回のサミットを成功裏に終了させるにあたり、本当に多くの方々の助力を頂い

た。特に、サミットの成功を県を挙げて支えてくださった沖縄県民の皆様、さらにはボランティアとして手

弁当で駆けつけてくださった方々の助力を頂いた。今も会場に来る途中に雨の中黄色いシャツを着た方々が

交通整理をしてくださっていた。昨日も首里城に向かう途中の道筋にも多くの方々が暑い中で、警察官と一

緒に交通整理にあたってくださっていた。本当に頭の下がる思いであった。酷暑の中で、敢然と警備を担当

された方々、警察、自衛隊、海上保安庁、消防庁、そして多くの県民、市民の皆様、心から皆様が何らかの

形で、サミットの成功に尽くしてくださった全ての方々に、心から感謝申し上げたい。

御清聴ありがとうございました。

（質疑応答）

（問）

今回のサミットは朝鮮半島に関する特別声明が採択され、各国の首脳からも北朝鮮の最近の姿勢を評価す

る意見が出された。そうした中で韓国の金大中大統領は、先に総理に対して北朝鮮との首脳レベルでの意思

疎通が重要だというアドバイスがあったと聞いている。今月26日には初めて日朝外相会談が予定されている

が、首脳レベルでの対話についてはどう考えているか。日朝国交正常化交渉をどう進めていくかを含めてお

答え願いたい。
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（総理）

先般、金大中(キム・デジュン)韓国大統領から訪朝された後のご報告が電話であり、その中でいろいろと

示唆に富むお話を頂いた。今後の対北朝鮮政策を展開していくにあたっては、金正日(キム・ジョンイル)総

書記との意思疎通を効果的に行っていくことが極めて、極めて重要であると認識している。

現時点において、日朝首脳会談といったことを具体的に検討しているわけではないが、自分と金正日（キ

ム・ジョンイル）総書記との意思疎通を図っていく上で、最も効果的な方法につき、引き続きよく検討して

いきたい。国連ミレニアム・サミット時の対応については、しばらく先のことでもあり、それに先だってま

もなく日朝外相会談も行われるので、その時点で日朝国交正常化交渉を含む日朝間の諸問題の進展具合がど

うなっているかを十分に見極めつつ検討していきたい。

一昨日の夜、サミットの席で、プーチン大統領からも北朝鮮訪問についての報告があった。そのときのプ

ーチン大統領のご印象も、私が金大中韓国大統領から伺った話と極めて共通した点があり、その意味でたい

へん参考になるご意見をたくさん頂き、感謝している。今後そういったご意見等も十分に踏まえながら、日

朝国交正常化が少しずつでも前進させる努力を傾けて参りたい。

（問）

今回のサミットでは、デジタル・ディバイドを埋める必要性については多くが語られたが、インフラの格

差という問題もあると思う。多くの途上国、アジアも含めてITを活用することができるようになるまでには、

例えば、発電、送電、電気通信網のために多くの資金を投じなければならない。日本は今後の6ヶ月間の

「ドット・フォース」の議長として、150億円の資金供与に加えてインフラ格差を埋めるためにさらなる資金

供与を行い、リーダーシップを発揮するべきではないか。

（総理）

ITは民間主導で発展する分野であり、今回の日本のイニシアティブを含め、いわゆる公的部門としての政

府の役割は、もっぱら民間の積極的な取組に対して、政策面あるいは人材育成等を中心に、補完的な協力を

行うことがまず第一義であると考える。こうした協力を進めるにあたっては、各途上国におけるIT関連の政

策分野全般を視野に入れつつ、世銀をはじめとする国際機関との連携をはじめ、グローバルな取組が基本と

なる。

我が国が打ち出した協力策は、こうした点に的確に対応すべく、ODA及び非ODAの公的資金協力、知的

支援や人材育成等の多様な政策的手段を、柔軟かつ有機的に組み合わせた、包括的なものとなっており、途

上国におけるIT普及の促進に大きく資する内容となっている。

また、今回のサミットにおいて創設されたタスクフォースを通じて、民間部門、国際機関等との連携のも

と、G8各国による国際的な情報格差の解消に向けた取組は、一層強化されていくものと考えている。

（問）

昨日の日米首脳会談について、普天間基地の代替施設の15年使用期限問題については、クリントン大統領

からは言及がなかったが、米政府と今後どのように協議していくのか。
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（総理）

普天間飛行場の代替施設にかかる使用期限の問題については、昨日の日米首脳会談において、私より日本

政府としての立場を説明したのに対し、クリントン大統領より、「在沖縄米軍を含む在日米軍の兵力構成等

の軍事態勢についてはSACOの最終報告及び1996年の日米安保共同宣言を踏まえ日本側と緊密に協議をして

いきたい」旨のお答えがあったところである。これを踏まえ、今後とも、昨年末の閣議決定に従い、国際情

勢の変化に対応して、本代替施設を含め、在沖縄米軍の兵力構成等の軍事態勢につき、米国政府と協議して

いく考えであり、あわせて国際情勢が肯定的に変化していくよう外交努力を積み重ねていく考えである。

（問）

在日米軍兵による最近の不祥事に関し、日米首脳会談において、クリントン大統領が謝罪した旨の報道が

日本プレスでなされ、これに対しホワイトハウス筋は否定しているが、大統領ははっきりと謝罪を行ったの

か。

（総理）

日米安保条約に基づく米軍が、世界の平和、時にアジア、日本等の安全にプレゼンスを持っていることは

日本国民も評価しているところ。しかし今指摘があったようなことが行われていることは、せっかくの隣人

としての立場にもとるものであり、綱紀粛正も含め大統領としての指導をお願いしたい旨自分から申し上げ

た。これに対し大統領よりは、極めて遺憾であり、大変申し訳ないことでもあるし、恥ずかしいことだとの

話があり、良き友人、良き隣人としては皆さんと協力していけるような関係を保持していくことが大切であ

るとの考えを述べておられた。

（問）

米軍普天間飛行場の移設問題について、米国政府は普天間代替施設の15年使用期限について拒否している。

しかし沖縄県知事は海上ヘリ基地案につき否定している。いわゆるSACO合意を見直さない限り、整理縮小

は進まないのではないかと考えるが、総理はどのような見通しを持たれているか。沖縄の痛みというものを

どう受け止めているか、総理の率直な考えをお伺いしたい。

（総理）

（昨日の日米首脳会談は）時間は限られていたので、細かな話し合いを行う余裕はなかった。やりとりは

さきほど申し上げた通りだった。平和の礎で大統領がスピーチを行ったことを自分は大変感動的に受け止め

た。アメリカ大統領が、沖縄の県民の前で、平和の礎の前で講演をされたことが本当に重要であると、小渕

前総理の思いをいたし、感動的に受け止めた。自分より大統領には、よき隣人として沖縄の問題について沖

縄の県民の多年の希望につき、自分も努力したいし、あなたにも努力してほしいと申し上げた。大統領は、

よく日本側の意見も第一に沖縄の大地に足を踏み入れることができて本当によかったと、昨晩の首里城での

晩餐会でも、今日の別れ際の挨拶でも「沖縄に来られてよかった」と言っておられた。自分からは沖縄の

人々に対するそういった気持ちを大事にお持ちいただきたいと思う、自分もこの問題については努力するが

大統領もぜひ一緒に努力してほしい、と大統領に申し上げた。
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７月20日午後４時12分のドイツ代表団到着に始まり、21、22、23日と進められてきた九州・沖縄サミット

首脳会合の、沖縄での一連の日程が、先ほどのカナダ代表団の出発をもって全て滞りなく終了しました。

これにより、福岡蔵相会合と宮崎外相会合を含めた「九州・沖縄サミット」のすべての日程が終了したこ

とになります。

多くの県民の皆様とともにその開催を待ち望む一方で、最大級の国際会議のホスト県としての重責を感じ

ていただけに、最も心配していた台風の襲来もなく全般に好天に恵まれ、また、大きなトラブルなどもなく、

まずは、首脳会合が支障なく運営され、無事終了したことをうれしく思います。

また、首脳と県民のふれ合いが実現したこと、世界の目が沖縄へ集中する中、沖縄のありのままの姿を世

界へ発信できたことなど、大変意義深いものがありました。

このように、サミットを無事終え、大きな成果を得たことを、県民の皆様とともに喜びたいと思います。

県民の皆様には、受入準備に当たって、クリーンアップ事業や環境美化活動へ積極的に協力頂いたのをは

じめ、期間中の交通規制や総量抑制などに協力頂く等、準備段階から本番まで多大の御協力を頂きました。

心から感謝申し上げます。

併せて、サミット開催に伴い、実生活の種々の面で、ご迷惑おかけしましたことをお詫び申し上げます。

また、これまで開催準備にご指導を頂いた、森総理をはじめ、外務省や関係各省庁の皆様、サミット期間

中に、昼夜を分かたずにご苦労頂いた、県外からの応援の方々を含む陸上・海上警備、消防、保健医療、ホ

テルや観光関連業界、さらには、輸送・交通・道路、情報・通信、電力・水道等のライフラインや文化、芸

能、教育、広報、飲料サービス、気象に至るまで幅広い分野で、サミット支援に携わって頂いた皆様へ心か

ら感謝申し上げます。

さらに、サミット推進県民会議の運営の為の寄付金や物品提供等に協力頂きました皆様にも、この場を借

りて、改めて御礼申し上げます。

また、期間中、外国からの来県者の通訳や接遇要員といて活躍して頂いたボランティアやサミット地域安

全県民協力会の皆さんには、大変お疲れさまと申し上げたいと思います。

今ここに至り、改めて、サミットの誘致を決定頂いた故小渕前総理への感謝の念でいっぱいであります。

21世紀への橋渡しとなる今回のサミットでは、「一層の繁栄」「心の安寧」「世界の安定」がキーワードと

なり、紛争予防をはじめ、IT革命、債務国救済、感染症対策、貿易問題、国際犯罪や薬物対策、生命科学及

び環境問題などの重要な討議が行われ、その成果が「G８コミュニケ・沖縄2000」として採択され、この沖

縄の地から世界に発信されました。

また、今回のサミットの目玉となったIT（情報通信技術）革命の影響についての討議結果も、「グローバ

ルな情報社会に関する沖縄憲章（IT憲章）」として、沖縄の名が冠せられ、世界に発信されており、誠に名

誉なことであります。

今回のサミットにおいては、国内外から各国首脳の外、多くの各国政府

代表団やプレスの来県がありましたが、これら関係者のふれあいや交流が各地で深められたのも大きな成果

の一つであると考えています、

７月21日の会議開始前の合間に、アメリカのクリントン大統領が平和の礎を訪れたのをはじめ、ドイツの

シュレーダー首相が宮古島、英国のブレア首相が北谷町、カナダのクレティエン首相が南風原町、イタリア

32．サミットを終えての知事コメント 平成12年７月23日（日）
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のアマート首相は宜野座村、EUはプローディ委員長夫人が読谷村を訪れています。また、23日の会議日程

終了後には、ロシアのプーチン大統領が具志川市を訪れ、地元の歓迎事業に出席頂いており、住民とのさ

まざまなふれあいや交流を行っています。

特に、クリントン大統領の「平和の礎」のご訪問に際しては、大統領に対する私の歓迎挨拶の中で「平

和の礎」建立に込められた沖縄県民の恒久平和への願いをお話し申し上げるとともに、県民の基地の整理

縮小への願いについてお話致しました。

また、大統領をご案内しながら、県民が過去55年間背負ってきた基地の整理縮小の問題、日米地位協定

の見直しの問題、使用期限問題、事件・事故の再発防止についてお話をしました。

大統領は、SACOの実現のための努力、沖縄における米軍の足跡を減らすための努力、良き隣人としての

責任、新たな奨学金プログラムの創設について、県民へのメッセージの中でお話をされました。

また、ご案内しながら申し上げた基地問題については、大統領からは「今日は率直な意見が聴けてよか

った。あなたの言いたいことは理解している。今後、自分ができることを全力でできるだけ早く実現した

い。」旨のお話がありました。

その他、首脳等との交流について申し上げますと、22日晩の首脳歓迎レセプションでは、県民代表の

方々との交流がもてたほか、首里城での古式装束や芸能の披露を含め、沖縄のすばらしい文化を世界に紹

介することができ、沖縄の歴史への理解が深まり、沖縄の心を世界に発信することができたものと考えて

います。

また、21日の名護市の21世紀の森公園において実施された政府代表団・プレス歓迎レセプションやサミ

ット・オープニング・フェスティバルでは、約１万5,000人の県民が参加して、政府代表団やプレスの皆さ

んとのふれあいや交流が、沖縄の伝統芸能を鑑賞しながら、盛況裡に行われました。

各国首脳をはじめ来県されたサミット関係者には、沖縄滞在を十分に満喫して頂けたものと確信してい

ます。

また、プレス対応としては、サミット開催前からの事前の情報提供や取材協力などの情報発信事業に引

き続き、期間中もプレスツアーや様々な資料提供を実施しており、プレスの皆さんには、基地の現状をは

じめ、沖縄のありのままの姿を見てもらえたものと考えています。

そのほか、空港、ホテルでのインフォメーションデスクや国際メディアセンター内での沖縄じょうほう

館の運営、歓迎レセプションでの県特産品の提供等をとおして、沖縄の物産や観光等の紹介も行っており、

これらの情報についても、世界に発信できたものと考えています。

このように、十分な成果を得ており、県としては、サミットを成功裡に終えることができたものと確信

しております。

このような歴史的舞台において、本県が地元ホストとして大きな役割を課たせたことは、今後、本県の

評価を高め、県民の自信と誇りにつながっていくものであります。

今、私たちは、サミットで何が変わるのかを期待するのではないく、サミット開催によって得た経験を

未来につなげていくため、自らの手で沖縄をどう変えていくのかという、県民自身の主体性が問われてい

ます。

これを契機に、21世紀に向けた沖縄の振興発展や国際化の展望を切り開いていきたいと思います。
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33．森総理から沖縄県サミット推進県民会議への感謝状
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34．新聞報道

沖縄タイムス　７月20日　１面
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沖縄タイムス　７月20日　社説
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琉球新報　７月20日　１面
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琉球新報　７月20日　社説
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沖縄タイムス　７月21日　１面
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33沖縄タイムス　７月21日　中面
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沖縄タイムス　７月21日　面見開き
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沖縄タイムス　７月21日　社説
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沖縄タイムス　７月21日　（夕）
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琉球新報　７月21日　面見開き
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琉球新報　７月21日　中面
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琉球新報　７月21日　社説
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琉球新報　７月21日　（夕）１面
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沖縄タイムス　７月22日　１面
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沖縄タイムス　７月22日　社説
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沖縄タイムス　７月22日（夕）１面
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琉球新報　７月22日　１面
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琉球新報　７月22日　中面
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琉球新報　７月22日　社説
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沖縄タイムス　７月23日　１面
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沖縄タイムス　７月23日　社説
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琉球新報　７月23日　１面
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琉球新報　７月23日　１面
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沖縄タイムス　７月24日　１面
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沖縄タイムス　７月24日　社説
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琉球新報　７月24日　１面
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琉球新報　７月24日　社説
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35．サミットの歴史

日時・会場� 参加首脳� 会議の概要�

１　石油危機以後の世界経済の運営において、最も緊要な課題は、
経済の回復を確固たるものとすることに合意した。�

２　このためインフレに留意しつつ着実かつ持続的な成長を達
することが共通目標とされた。�

３　国際通貨面において各国が協力して為替相場の乱高下を防
止することで合意された。�

�
（注）第１回会議は第１次石油危機とこれを受けた景気後退期

において開催された。�
議題は上記のとおりであるが、ブレトンウッズ体制崩壊
後の変動相場制を巡る諸問題を初めて首脳レベルで討議し、
米仏間で一応の決着がついた。�

１　景気は順調に回復しつつあるとして景気回復に対する各国
の自信を表明した。�

２　「インフレなき経済拡大」を共通目標として各国の協力を
確認し、インフレ再燃に十分注意を払うべきことで合意さ
れた。�

�
（注）会議の議題としては、経済の回復及び持続的拡大、一通貨、

貿易、エネルギー、南北問題、東西関係をとり上げ、主
要先進国間の協力の重要性を確認した。他方、準備期間
が約７ヵ月と短く首脳会議自体も24時間で終了と史上最
も短い会議であった。なお、カナダが初めて参加し、G
７体制が確立した。�

三木首相�
フォード大統領�
ウィルソン首相�
ジスカールデスタン大統領�
シュミット首相�
モーロ首相�
（不参加）�
（参考）1976年まではＥＣ
の出席自体がなかった�

日�
米�
英�
仏�
西独�
伊�
加�
ＥＣ�

三木首相�
フォード大統領�
キャラハン首相�
ジスカールデスタン大統領�
シュミット首相�
モーロ首相�
トルドー首相�
（参考）1976年まではＥＣ
の出席自体がなかった�

日�
米�
英�
仏�
西独�
伊�
加�
ＥＣ�

1975年�
11月15日～17日�

�
パリ郊外�
ランブイエ城�

1976年�
6月27日～28日�

�
プエルト・リコ�
サン・ファン郊外�
ドラド・ビーチ�

第
１
回�

第
２
回�

ラ
ン
ブ
イ
エ
・
サ
ミ
ッ
ト�

プ
エ
ル
ト
・
リ
コ
・
サ
ミ
ッ
ト�

第
３
回�
ロ
ン
ド
ン
・
サ
ミ
ッ
ト�

第
４
回�

ボ
ン
・
サ
ミ
ッ
ト�

１　世界経済情勢は徐々に改善してきているが、石油危機のも
たらした景気抑圧の影響に対し完全な調整を終えていない
との認識の下に、最も緊急な任務は引続きインフレを抑圧
しつつ雇用を拡大することが共通目標とされた。�

２　このため、各国はそれぞれの経済情勢に従い、拡大的成長
策ないしは安定化政策をとることを目標とすることで合意
された。�

３　多国間貿易交渉（MTN）東京ラウンド推進で合意がなされた。�
�
（注）世界経済の牽引車としての日・米・独「機関車論」を討

議し３カ国の利害調整が焦点となった。�
カーター大統領が初参加し、核不拡散と人権問題でイニ
シアチブを発揮した。�

１　世界経済が直面する諸課題につきこれらを相互関連性にお
いてとりあげ、参加各国がこれらの課題に対する政策を相
互に支援しあう形で推進するという「総合的戦術」に合意
した。�

２　各国がそれぞれの国内経済の現状に即応した成長政策、イ
ンフレ対策、エネルギー政策等をとる意図を具体的に表明し、
また、通貨の安定を図ることにつき意見の一致をみた。�

３　福田首相の提唱により、ハイジャックに関する声明を発表
した。�

福田首相�
カーター大統領�
キャラハン首相※�
ジスカールデスタン大統領�
シュミット首相�
アンドレオッティ首相�
トルドー首相�
ジェンキンズ委員長�

日�
米�
英�
仏�
西独�
伊�
加�
ＥＣ�

福田首相�
カーター大統領�
キャラハン首相�
ジスカールデスタン大統領�
シュミット首相※�
アンドレオッティ首相�
トルドー首相�
ジェンキンズ委員長�

日�
米�
英�
仏�
西独�
伊�
加�
ＥＣ�

1977年�
5月7日～8日�

�
ロンドン�
英国首相官邸�

1978年�
7月16日～17日�

�
ボン�
西ドイツ�
旧首相官邸�
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日時・会場�

第
５
回�

東
京
・
サ
ミ
ッ
ト�

参加首脳� 会議の概要�

１　80年代を通ずる中長期の課題たるエネルギー問題と当面の
最優先課題たるインフレ問題が討議の中心となった。エネ
ルギーでは石油消費と経済成長の間のリンクを断つとの決
意を表明し、そのための具体的政策手段について合意された。
インフレ抑制のため、短期的措置のみならず、中長期の構
造政策の必要性を確認した。�

２　アフガニスタン問題についてのペーパーを発表した。�
３　難民に関する声明、航空機ハイジャックに関する声明、及
び外交官人質に関する声明を発表した。�

�
（注）旧ソ連軍のアフガニスタン軍事介入により、初めに政治

問題が公式な議論となり、政治色の強い首脳会議となっ
たため一部には「政治サミット」との見方がなされた。�
政務局長会議が発足し、議長サマリーが初めて提出された。
マクロ経済政策として、従来の需要管理策に加えて、供
給政策も導入された。�

大平首相�
カーター大統領�
サッチャー首相�
ジスカールデスタン大統領※�
シュミット首相�
アンドレオッティ首相�
クラーク首相�
ジェンキンズ委員長�

日�
米�
英�
仏�
西独�
伊�
加�
ＥＣ�

大来外相�
カーター大統領�
サッチャー首相�
ジスカールデスタン大統領�
シュミット首相�
コッシーガ首相※�
トルドー首相�
ジェンキンズ委員長�

日�
米�
英�
仏�
西独�
伊�
加�
ＥＣ�

1979年�
6月28日～29日�

�
迎賓館�

第
６
回�

ヴ
ェ
ネ
チ
ア
・
サ
ミ
ッ
ト�

1980年�
6月22日～23日�

�
サン・ジョルジョ・�
マッジョーレ島�

１　深刻化するエネルギー情勢に対処するため、石油の消費／
輸入上限目標について具体的数字を掲げて合意がなされた。�

２　これまでの需要管理政策に加え経済の供給面に着目し、長
期的な生産効率及び柔軟性の向上に努力することに合意した。�

３　先進国経済の困難性にもかかわらず、開発途上国への資金
の流れの増大、食糧問題、技術協力を通した“人造り”、
エネルギー分野での協力に合意した。�

４　インドシナ難民に関する特別声明を発表した。�
５　航空機ハイジャックに関するステートメントを発表した。�
�
（注）第２次石油危機はイランのパーレビ国王失墜で引き起こ

された政治的混乱の中で始まったが、第５回会議では石
油問題の議論が半分以上を占めた。�

※ＥＣ議長国�

第
７
回�

オ
タ
ワ
・
サ
ミ
ッ
ト�

１　参加国間の連帯と協調を基調としつつ、「民主主義工業国
の経済の再活性化」に取り組むことを宣言した。�

２　当面、インフレ抑制と失業減少を最優先課題とし、開発途
上国に対しても種々協力を行ってゆくべきことを確認した。�

３　自由貿易体制の維持・強化の必要性を確認した。�
４　政治問題に関する討議概要を議長総括説明として発表した。�
５　テロリズムに関する声明を発表した。�
�
（注）レーガン大統領とミッテラン大統領が初参加した。�

レーガン大統領のイニシアチブにより東西経済関係が議
論された。また、米国の高金利政策に関して議論がなさ

鈴木首相�
レーガン大統領�
サッチャー首相※�
ミッテラン大統領�
シュミット首相�
スパドリーニ首相�
トルドー首相�
トルン委員長�

日�
米�
英�
仏�
西独�
伊�
加�
ＥＣ�

1981年�
7月20日～21日�

�
モンテベロ�
及び�
オタワ�

第
８
回�

ヴ
ェ
ル
サ
イ
ユ
・
サ
ミ
ッ
ト�

１　経済再活性化に重要な役割を果たす科学技術の振興と国際
協力を促すため作業部会の設置を合意した。�

２　通貨の安定のため通貨当局間の協力の強化が約された。�
３　自由貿易体制の維持・強化の重要性とガット閣僚会議への
積極的取り組みにつき意見が一致した。�

４　対ソ・東欧諸国との金融関係を慎重にとり進めるべきこと
に合意した。�

５　レバノン問題に関するアピールを発表した。�
�
（注）ミッテラン大統領のイニシアチブによりはじめて科学技

術と雇用が議論された。�
政治問題については、英国とアルゼンチンの武力衝突に
まで発展したフォークランド問題についても意見交換が
行われた。�

鈴木首相�
レーガン大統領�
サッチャー首相※�
ミッテラン大統領�
シュミット首相�
スパドリーニ首相�
トルドー首相�
トルン委員長�
マルテンス・ベルギー首相※�

日�
米�
英�
仏�
西独�
伊�
加�
ＥＣ�

1982年�
6月4日～6日�

�
ヴェルサイユ宮殿�
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日時・会場�

第
９
回�

ウ
イ
リ
ア
ム
ズ
バ
ー
グ
・
サ
ミ
ッ
ト�

参加首脳� 会議の概要�

中曽根首相�
レーガン大統領�
サッチャー首相※�
ミッテラン大統領�
コール首相�
ファンファーニ首相�
トルドー首相�
トルン委員長�

日�
米�
英�
仏�
西独�
伊�
加�
ＥＣ�

1983年�
5月28日～30日�

�
ウイリアムズバーグ�

１　「インフレなき持続的成長」に向けて、低いインフレ率の
達成・維持、金利の低下、構造的財政赤字の削減を行って
いくという誓約を確認した。�

２　経済情勢の調和と通貨の安定のため、多角的監視制度を強
化することに合意した。�

３　景気回復の進行に伴い貿易障壁を撤廃し、保護主義を巻き
返すことを約束した。�

４　開発途上国に対する資金の流れ、食糧生産、エネルギー生
産に特別の関心を払うこと。また、UNCTAD  VIに向けて
理解と協調をもって参加することに合意がなされた。�

５　科学技術の18のプロジェクトの推進および環境保全、健康
に関する研究の国際協力の強化に合意した。�

６　平和と軍縮に関する政治声明を発出した。�
�
（注）レーガン大統領のイニシアチブにより、予め議題を固定

しない、宣言を事前に詰めない等の工夫がなされた。�

※ＥＣ議長国�

第
10
回�

ロ
ン
ド
ン
・
サ
ミ
ッ
ト�

第
11
回�

ボ
ン
・
サ
ミ
ッ
ト�

１　「先進国のインフレなき景気回復の持続とその恩恵の開発
途上国への均霑」のため節度ある財政金融政策の維持・強化、
中長期的視点からの構造調整政策推進などの重要性につき
合意した。�

２　ガット新ラウンドの必要性とその早期実現のため他のガッ
ト加盟国と協議することを合意した。�

３　開発途上国との関係を善意と協力の精神で促進していくと
の政治的意思を再確認、累積債務問題に積極的に取り組む
との共通の姿勢を表明した。�

４　多角的監視を強化することを再確認した。�
５　科学技術の18のプロジェクトにおける進展を歓迎した。各
国環境大臣に対し、環境問題における継続的な協力の分野
を明らかにするよう求め、また科学技術作業部会に対し
1984年末までに、環境問題に関する報告を求めることで合
意した。�

６　「ロンドン経済宣言」「民主主義の諸価値に関する宣言」「東
西関係と軍備管理に関する宣言」「国際テロリズムに関す
る宣言」および「イラン・イラク紛争に関する議長声明」
を発表した。�

１　「インフレなき成長および雇用の拡大を維持」するための
方途を規定した。特に、各国別の努力内容を規定した。�

２　開発途上国との関係につき、真のパートナーシップに基づ
く協力の継続、特に世界貿易の持続的成長、金利低下、開
かれた市場、途上国への資金フローの重要性などについて
合意し、またアフリカ支援措置の強化について合意がなさ
れた。�

３　ガット新ラウンドの早期開始の必要性につき一致。参加国
のほとんどが、交渉開始は1986年中と考える旨明記がなさ
れた。�

４　環境問題、科学技術協力につき討議した。�
５　「ボン経済宣言」「第二次大戦終戦40周年に際しての政治
宣言」を発表した。�

�
（注）新ラウンドの交渉開始時期を巡って、米・仏間で議論が

なされた。�

中曽根首相�
レーガン大統領�
サッチャー首相�
ミッテラン大統領※�
コール首相�
クラクシ首相�
トルドー首相�
トルン委員長�

日�
米�
英�
仏�
西独�
伊�
加�
ＥＣ�

中曽根首相�
レーガン大統領�
サッチャー首相�
ミッテラン大統領�
コール首相�
クラクシ首相※�
マルルーニー首相�
ドロール委員長�

日�
米�
英�
仏�
西独�
伊�
加�
ＥＣ�

1984年�
6月7日～9日�

�
ランカスター･ハウス�

1985年�
5月2日～4日�

�
ボン�
西ドイツ�
旧首相官邸�
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日時・会場�

第
12
回�

東
京
・
サ
ミ
ッ
ト�

参加首脳� 会議の概要�

中曽根首相�
レーガン大統領�
サッチャー首相�
ミッテラン大統領�
コール首相�
クラクシ首相�
マルルーニー首相�
ドロール委員長�
ルッベンス・オランダ首相※�
�

日�
米�
英�
仏�
西独�
伊�
加�
ＥＣ�

1986年�
5月4日～6日�

�
迎賓館�

１　インフレなき経済成長の推進、雇用と生産的な投資のため
の市場指向型誘因の強化、国際貿易・投資制度の開放、為
替レートの安定性の向上を目的とした先進工業国間の政策
協調の強化について合意された。このため、７ヵ国蔵相会
議（G７）の創設、各国の経済政策についての多角的監視
の強化を図ることとなった。�

２　先進国、途上国双方が経済活動のすべての分野での効果的
な構造調整政策を実施すべきことにつき合意がなされた。�

３　途上国との関係につき、債務戦略強化、IDA第８次増資に
ついて合意された。保護主義防遏、途上国産品への一層の
市場開放、一次産品対策などの重要性を再確認した。�

４　1986年９月閣僚会議においてガット新ラウンドの発足につ
き決定的な前進が図られるよう努力する旨表明した。�

５　構造的な農産物生産余剰のもたらす影響につき、OECDの
今後の作業を全面的に支持した。�

６　「東京宣言」「国際テロリズムに関する声明」「旧ソ連の
原子力事故の諸影響に関する声明」を発表した。�

�
（注）世界経済の拡大を背景として、会議の雰囲気は明るく、

世界経済の展望をより確かなものにしようとするメッセ
ージを提出した。�

※ＥＣ議長国�

第
13
回�

ヴ
ェ
ネ
チ
ア
・
サ
ミ
ッ
ト�

第
14
回�

ト
ロ
ン
ト
・
サ
ミ
ッ
ト�

１　マクロ経済政策協調と多角的監視（サーベイランス）の一
層の強化と構造調整の推進について合意された。政策協調
については黒字国、赤字国のとるべき政策がおのおの明記
され、他の先進国、NICsに対しても右協調協力への参加が
要請された。為替相場の大幅な変動は、成長を高め調整を
促進する努力に対して逆効果との点で意見が一致した。�

２　貿易に関しては、保護主義防圧についての強い政治的決意
を再確認し、ガット原則に基づいた多角的、自由貿易体制
の維持・強化の必要性を確認した。またウルグアイ・ラウ
ンドの交渉促進につき合意した。�

３　農業に関しては、OECD閣僚理コミュニケで示された合意
を再確認した。�

４　開発途上国に関しては、深刻化している累積債務問題、一
次産品問題、サハラ以南アフリカなど最貧国の問題等の解
決のための積極的な支援につき合意した。日本の資金環流
措置を歓迎した。�

５　「ヴェネチア経済宣言」「東西関係に関する声明」「イラク・
イラン戦争およびペルシャ湾の航行の自由に関する声明」「テ
ロリズムに関する声明」「エイズに関する議長声明」「麻
薬に関する議長声明」を発表した。�

�
（注）経済問題について幅広く討議するとともに、初めてNICs

に対して協調要請がなされた。�

１　東京サミット以来の政策協調の成果を評価するとともに、
右戦略を継続するとの決意を確認した。�

２　貿易については、保護主義防圧とウルグアイ・ラウンドの
推進への政治的決意の確認をした。農業問題における補助
金削減についての大枠的な認識の一致がなされた。地域的
経済統合の動きが、自由貿易の諸原則と矛盾した形で実施
されるべきでないことを確認した。�

３　新興工業経済（NIEs）と先進国との対話と協調努力の重要
性を強調した。�

４　最貧国の債務救済（トロント・スキーム）を中心とした累
積債務問題の解決に向けた協力を強化した。�

５　「経済宣言」「政治宣言（東西関係、テロリズム、麻薬）」
「議長総括（南アフリカ、カンボジア、中東）」「マルル
ーニー首相のソウル・オリンピックについての声明」を発
表した。�

�
（注）マクロ経済政策協調を補完し、有効性を高めるものとし

てミクロ構造調整政策が位置づけられ、その重要性が強
調された。�

中曽根首相�
レーガン大統領�
サッチャー首相�
ミッテラン大統領�
コール首相�
ファンファーニ首相�
マルルーニー首相�
ドロール委員長�
マルテンス・ベルギー首相※�

日�
米�
英�
仏�
西独�
伊�
加�
ＥＣ�

竹下首相�
レーガン大統領�
サッチャー首相�
ミッテラン大統領�
コール首相※�
デミータ首相�
マルルーニー首相�
ドロール委員長�

日�
米�
英�
仏�
西独�
伊�
加�
ＥＣ�

1987年�
6月8日～10日�

�
サン・ジョルジョ・�
マッジョーレ島�

1988年�
6月19日～21日�

�
メトロ・トロント・�
コンベンション・�
センター�
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日時・会場�

第
15
回�

ア
ル
シ
ュ
・
サ
ミ
ッ
ト�

参加首脳� 会議の概要�

宇野首相�
ブッシュ大統領�
サッチャー首相�
ミッテラン大統領※�
コール首相�
デミータ首相�
マルルーニー首相�
ドロール委員長�

日�
米�
英�
仏�
西独�
伊�
加�
ＥＣ�

1989年�
7月14日～16日�

�
グランド・アルシュ�

１　各国の政策課題として、赤字国における財政赤字の一層の
削減、黒字国におけるインフレなき内需の成長、適切なマ
クロ経済政策、構造改革が必要とされた。また、NIEsとの
対話開始を歓迎し、黒字を有するNIEsに対し、競争力を反
映した為替レート、貿易障壁の削減などを奨励した。�

２　国際金融面では、プラザ、ルーブル両合意以降、多角的監
視と協調が進展し、世界経済の発展に積極的に貢献した。�

３　貿易については、保護主義防圧、90年末までのウルグアイ・
ラウンド妥結への決意、地域統合の開放性確保を確認した。�

４　開発途上国に対する援助の量および質の向上の重要性につ
き一致、重債務国に対する債務戦略強化（ブレディ提案）
につきサミット諸国全体の支持を確認した。�

５　環境問題については、グローバルな対応の必要性、科学的
知見の重要性、開発途上国に対する協力の必要性などの基
本方針につき意見が一致した。�

６　麻薬問題につき、国内的および国際的に断固たる行動をとり、
そのための国際協力を強化することが必要とされた。�

７　「経済宣言」「政治宣言（人権、東西関係、テロ、中国〈天
安門事件〉）」を発表した。�

�
（注）フランス革命200周年記念行事の開催と、これに参加する
開発途上国首脳が多数パリを訪問する中で、第15回会議が
行われた。�

※ＥＣ議長国�

第
16
回�

ヒ
ュ
ー
ス
ト
ン
・
サ
ミ
ッ
ト�

第
17
回�

ロ
ン
ド
ン
・
サ
ミ
ッ
ト�

１　インフレなき持続的成長確保のための政策協調の枠組みの
堅持につき確認した。ウルグアイ・ラウンドの成功裡妥結
についての決意を表明した。�

２　環境問題については、気候変動枠組み条約の92年までの策定、
森林保全についての国際的取決め、又は合意に関する交渉
の開始などに合意した。麻薬問題については、各種分野で
協力を拡充・強化することに合意した。�

３　ソ連については、ペレストロイカを支援し、対ソ技術的支
援を提供することにつき合意した。しかしそれを超える支
援については、各国それぞれの立場を踏まえ、対処するこ
とで認識が一致した。また、この関連で北方領土問題につ
き経済宣言と議長声明の中で言及がなされた。�

４　中国については、最近の進展のいくつかを評価しつつ、ア
ルシュ・サミットでとられた措置（ハイレベル交流の中止、
世銀審査の延期等）を修正した形で維持することで一致した。�

５　開発途上国に関しては、既往債務戦略の適用状況をレヴュ
ーするとともに、開発途上国へのコミットメントを弱める
べきでない旨再確認した。�

６　テロリズム、核兵器、生物、化学兵器などの拡散などの問
題について「国境を越えた問題に関する声明」を発出した。�

１　民主主義、人権、法の支配、健全な経済運営を確保してい
くための世界的パートナーシップの構築と国際秩序の強化
に向けての決意を表明した。�

２　経済面では、aインフレなき持続的成長のための経済政策
協調の維持・強化を強調した。ウルグアイ・ラウンドの年
内成功裡妥結に向けての政治的意志を確認した。s途上国
について「よい統治」の原則確立、引続いての支援の必要
性を明記した。d環境問題については、92年の国連環境開
発会議の成功に向けての決意を表明した。�

３　政治面では、a国際秩序の強化のため国連を中核とする多
数国間アプローチをとるべきとの立場を明示した。s軍備
管理・軍縮問題については、通常兵器の国際移転に関する
国連報告制度を支持。通常兵器の移動問題、大量破壊兵器
の不拡散に対する取り組みを強化する決意を表明した。�

４　ソ連については、新思考外交がアジア・太平洋地域を含め
全世界的に適用されることの必要性が強調され、さらに議
長声明において北方領土問題の解決が望まれる旨が強調さ
れた。�

�
（注）会議終了直後にG７首脳とゴルバチョフ・ソ連大統領と
の会合が行われた。�

海部首相�
ブッシュ大統領�
サッチャー首相�
ミッテラン大統領�
コール首相�
アンドレオッティ首相※�
マルルーニー首相�
ドロール委員長�

日�
米�
英�
仏�
西独�
伊�
加�
ＥＣ�

海部首相�
ブッシュ大統領�
メイジャー首相�
ミッテラン大統領�
コール首相�
アンドレオッティ首相�
マルルーニー首相�
ドロール委員長�
ルッベンス・オランダ首相※�

日�
米�
英�
仏�
独�
伊�
加�
ＥＣ�

1990年�
7月9日～11日�

�
ライス大学�

1991年�
7月15日～17日�

�
ランカスター・ハウス�
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日時・会場�

第
18
回�

ミ
ュ
ン
ヘ
ン
・
サ
ミ
ッ
ト�

参加首脳� 会議の概要�

宮澤首相�
ブッシュ大統領�
メイジャー首相※�
ミッテラン大統領�
コール首相�
アマート首相�
マルルーニー首相�
ドロール委員長�

日�
米�
英�
仏�
独�
伊�
加�
ＥＣ�

1992年�
7月6日～8日�

�
レジデンツ（宮殿）�

１　冷戦構造の終焉を受けて「新しいパートナーシップの形成」
に向けての協力を世界に呼びかけるとともに、サミット各
国間の協調強化を図る。�

２　経済面では成長回復の促進が最大のテーマとされ、aより
力強い持続的成長のためのマクロ経済政策の実施、右に当
たっての経済運営指針を提示した。sウルグアイ・ラウン
ド交渉の早期成功裡妥結の重要性を強調した。d国連環境
開発会議フォローアップのための行動を各国に呼びかけた。
f開発途上国に対する支援継続の必要性につき合意した。
g旧ソ連邦諸国の自助努力を支援するとの基本的考えを打
ち出した。h旧ソ連型原発の安全性と改善支援のための他
国間の行動計画につき合意した。�

３　政治面では、a北方領土問題がグローバルな重要性をもつ
G７全体の共通の関心事項であることを確認した。s変化
する国際情勢を考慮に入れ、国連強化の必要性、平和と安
全を継続する上での国連の役割の需要性を指摘した。�

４　旧ユーゴについては、全ての当事者に対し最大限の自制を
呼びかけるとの観点より、独立の宣言を発出した。�

�
（注）会議終了直後にG７首脳とエリツィン・ロシア大統領、

ガイダール・ロシア首相代行との会合が行われた。�

※ＥＣ議長国�★ＥＣは、欧州連合条約の発効（93年11月）によりＥＵとなった。※ＥＵ議長国�

第
19
回�

東
京
・
サ
ミ
ッ
ト�

第
20
回�

ナ
ポ
リ
・
サ
ミ
ッ
ト�

１　未だ変革期にある国際社会が直面する様々な挑戦や課題に
取り組むために、サミット各国間の協調的努力の強化を確認。�

２　経済面では、aG７諸国の大量の失業者の存在と景気回復
の遅れに対応するための各国の状況に応じた世界成長戦略
に合意。sウルグアイ・ラウンド交渉の年内妥結に向けて、
すべての交渉参加国とともに努力していく決意を確認。d

環境問題が依然国際社会にとり重要問題であり、国連環境
開発会議（UNCED）の成果を着実にフォローアップして
いくことを確認。f旧ソ連邦諸国の改革努力を支援するこ
とを再確認。特にロシアに対しては、特別民営化・再編支
援プログラムの設定などを合意。g開発途上国問題に対す
る包括的かつきめの細かい取り組みの必要性を確認。hサ
ミットの重要性を確認し、サミットが首脳間の非公式かつ
実質的な議論の場であるべきことを合意。�

３　政治面では、a国連の強化、s地域問題、d不拡散問題へ
の取り組みの強化が表明された。�

１　冷戦の終結を受け、国際社会の新しい平和と繁栄の枠組み
の構築が続けられるなか、将来に向けての展望を示し、国
際政治・経済上の政策課題に関する日米欧加の政策協調を
推進。�

２　経済面では、a雇用と成長が主要テーマ。経済政策全般に
おいて景気回復の軌道維持のための緊密な協力を確認。構
造政策の面において教育、規制緩和、積極的労働市場政策
などの具体的戦略に合意。s世界貿易機関（WTO）の早期
設立を決意。d気候変動枠組み条約の下での各国の計画実
施を早めるとともに2000年以降の先の措置を策定する必要
性を確認。f開発援助拡大努力を決意。gウクライナの原
子力発電所安全対策に対する支援の意図を表明。hウクラ
イナに経済改革を促しつつ資金供与に合意。j対露支援策
を着実にフォローアップする必要性につき認識。k資金洗
浄に対する対策強化を合意。�

３　政治面では、aロシアが政治問題の議論に参加、その結果
を受けて議長声明を発出。s旧ユーゴ問題、北朝鮮核兵器
開発問題のそれぞれが重要な局面を迎えている状況の下で
開催され、今後の国際的な協調体制のあり方、実効性を見
極めたことに重大な意義。�

宮澤首相�
クリントン大統領�
メイジャー首相�
ミッテラン大統領�
コール首相�
チャンピ首相�
キャンベル首相�
クリストファーセン副委員長�
デハーネ・ベルギー首相※�

日�
米�
英�
仏�
独�
伊�
加�
ＥＵ★�

村山首相�
クリントン大統領�
メイジャー首相�
ミッテラン大統領�
コール首相※�
ベルルスコーニ首相�
クレティエン首相�
ドロール委員長�

日�
米�
英�
仏�
独�
伊�
加�
ＥＵ�

1993年�
7月7日～9日�

�
迎賓館�

1994年�
7月8日～10日�

�
王宮�
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日時・会場�

第
21
回�

ハ
リ
フ
ァ
ッ
ク
ス
・
サ
ミ
ッ
ト�

参加首脳� 会議の概要�

村山首相�
クリントン大統領�
メイジャー首相�
シラク大統領※�
コール首相�
ディーニ首相�
クレティエン首相�
サンテール委員長�

日�
米�
英�
仏�
独�
伊�
加�
ＥＵ�

1995年�
6月15日～17日�

�
サミット・プレイス�

１　戦後50周年にあたることもあり、21世紀に向けて世界が直
面する問題に対する国際機関の機能や枠組みにつき見直し
を行い、今後の改革の方向性を提示。�

２　経済面では、aIMFなど国際・国連諸機関の見直し。IMF
の早期警戒システムの強化・緊急融資制度の創設、開発分
野における国際機関の役割の明確化・相互調整の強化。s

インフレなき持続的成長を図りつつ各国が雇用拡大を図る
ことの重要性を確認。d最近の急激な為替変動に関し、秩
序ある反転が望ましいとした４月末のワシントンでのG７
蔵相会合の結論をG７首脳として支持表明。f貿易に関し
UR合意の完全実施、あらゆる形態の保護主義に抵抗するこ
と、紛争解決制度の確保についてのコミットメントを確認。
各国の規制制度改革の必要性を確認。�

３　政治面では、a旧ユーゴ情勢の緊迫化を踏まえ急きょ紛争
当事者に最大限の自制と、交渉の再開を訴えるG７声明を
発出。その他、s北朝鮮の核兵器問題、d国連などの強化・
効率化、f不拡散・軍備管理体制の強化、gテロ問題への
取組み強化などにつき合意。�

４　ロシアについては、G７間で経済面のみならず政治面での
改革の必要性につき合意。またロシアを交えた協議におい
てロシアに対し、チェチェン問題の平和的解決、政治・経
済両面での改革の実質的継続を求めた。�

※ＥＣ議長国�

第
22
回�
リ
ヨ
ン
・
サ
ミ
ッ
ト�

１　「グローバル化」が中心テーマ、国際的相互依存関係の深
化と政策協調の必要性につき討議。�

２　経済面では、a雇用創出のため、インフレなき持続的成長
と経済構造改革の必要性確認、sUR合意完全実施、多角的
体制の信認を損なう措置回避、1997年６月までの多角的投
資協定合意を確認、d途上国開発の「新たなグローバル・
パートナーシップ」の確立へ途上国の自助努力に対する先
進国の支援確認、効果的協力のために達成すべき成果に着
目した開発目標の設定を支持、f国連活動を効率的なもの
とするための具体的方策の提案。合理化節約資金の再投資
の支持、g重債務貧困国の負担軽減に向けた各種施策につ
き議論。�

３　政治面、地球規模問題に関しては、aサウジでの米軍施設
爆破事件の発生を受けて、『テロリズムに関する宣言』を
急きょ発出、s人権、環境、原子力安全や、軍縮、不拡散、
国連改革（経済社会分野におけるレビューが議長声明に添
付された）などの広範な地球規模の問題を議論、d地域情
勢に関しては、中東和平、朝鮮半島、ロシアの改革路線な
どを議論、特に現段階の主要な関心事項たるボスニアの和
平プロセス推進については、独立の文書が採択された。�

�
（注）会議終了後、G７首脳とロシアのチェルノムィルジン首

相は、ガリ国連事務総長、カムドゥシュIMF専務理事、
ウォルフェンソン世銀総裁、ルジェロWTO事務局長と会
合。リヨン・サミットの議論を紹介するとともに、国際
機関のあり方につき意見を交換。�

橋本首相�
クリントン大統領�
メイジャー首相�
シラク大統領�
コール首相�
プローディ首相※�
クレティエン首相�
サンテール委員長�

日�
米�
英�
仏�
独�
伊�
加�
ＥＵ�

1996年�
6月27日～29日�

�
現代美術館�
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日時・会場�

第
23
回�

デ
ン
ヴ
ァ
ー
・
サ
ミ
ッ
ト�

参加首脳� 会議の概要�

１　「グローバル化」が進む国際社会全体および市民の安全と
平和を脅かす諸問題への対策、既存の国際秩序の強化の問題、
「グローバル化」の恩恵をあらゆる国、あらゆる国民が享
受できるようにするための方策等につき討議。�

２　８ヵ国会合では、a高齢化社会のもたらす機会と課題につ
いて議論し、「活力ある高齢化」を推進することで一致、
s環境問題について、国連環境開発特別総会や気候変動枠
組条約第３回締約国会議等への力強い政治的メッセージを
発出、dテロについて断固たる姿勢で取り組むとの方針を
再認識するとともに人質事件に重点を置いたテロ対策の強
化を提唱、fアフリカについて開発援助、貿易・投資、平
和構築等の面での支援策につき一致、g地域情勢では、カ
ンボディアおよびボスニアについて取り上げられ、各々独
立した声明が出されるとともに、香港、朝鮮半島、中東和平、
イラン等につき議論。�

３　７ヵ国会合では主に経済問題につき議論が行われ、aイン
フレなき持続的成長、雇用創出、財政の健全性、高齢化問
題への対応、s各国金融当局間の協力の強化、新興市場経
済における金融システム強化のための国際協調の重要性、
d国際金融機関の改革の必要性、開発のためのグローバル・
パートナーシップの再確認、贈賄・金融犯罪・資金洗浄等
への取り組み、UR合意の完全かつ効果的実施、WTOの参
加国拡大、多角的投資協定（MRI）の妥結等につき議論し、
fチェルノブイリ原子力発電所の石棺プロジェクトへG７
として３億ドルのプレッジに合意。�

橋本首相�
クリントン大統領�
ブレア首相�
シラク大統領�
コール首相�
プローディ首相�
クレティエン首相�
エリツィン大統領�
コック欧州理事会議長�
（オランダ首相）※�
サンテール欧州委員会委員長�

日�
米�
英�
仏�
独�
伊�
加�
露�
ＥＵ�

1997年�
6月20日～22日�

�
中央図書館�

※ＥＵ議長国�

第
24
回�

バ
ー
ミ
ン
ガ
ム
・
サ
ミ
ッ
ト�

１　アジアの通貨・金融危機に加え、インドネシア情勢、イン
ドの核実験が大きなテーマとなり、これについて討議。�

２　G８会合ではa通貨・金融危機の影響を受けた諸国へのG８
としての支援を継続し、その回復に向けて国際的な信認を
与えることの重要性につき一致、sインドネシアについては、
G８として同国の経済改革を引き続き支援していくことを
確認するとともに、すべての当事者に自制を呼びかけ、d
インドの核実験については、これを一致して非難しつつ、
インドに対し無条件でNPT及びTBTに従うよう要求、f雇
用について、「成長、雇用可能性及び社会的一体性」に関
するロンドン会議で合意した７原則、また、活動ある高齢
化に焦点を当てた神戸雇用会議の結論を一致して歓迎、g
薬物・国際犯罪について、これらの脅威と闘うために引き
続き国連や、リヨン・グループなどを通じた国際的な協力
が不可欠であるとの認識で一致、h開発、貿易・環境、エ
ネルギーなどのグローバルな経済問題につき議論。�

３　G７会合では主に世界経済について議論され、a我が国の
総合経済対策につき紹介し、各国首脳より強い歓迎を受け、
s世界の金融構造強化に関する蔵相報告q透明性向上、w
世界的な資本フローへの対応、e国内金融システムの強化、
r民間部門の責任、t国際金融機関の役割確認・協力の強
化を承認、dウクライナにつき討議。�

橋本首相�
クリントン大統領�
ブレア首相※�
シラク大統領�
コール首相�
プローディー首相�
クレティエン首相�
エリツィン大統領�
サンテール委員長�

日�
米�
英�
仏�
独�
伊�
加�
露�
ＥＵ�

1998年�
5月15日～17日�

�
バーミンガム�
国際会議場�



資料編 361

日時・会場�

第
25
回�

ケ
ル
ン
・
サ
ミ
ッ
ト�

参加首脳� 会議の概要�

１　「グローバリゼーションをいかに人類にやさしいものとし
ていくか、そのためのG８の役割は何か」とのテーマの下
に討議。�

２　G７会合では、a世界経済に関する明るいメッセージを発出、
sIMF改革、ヘッジファンドなどに関する情報開示の改善
を含む国際金融システム強化などにつき合意、d「より早く、
より深く、より広範な」債務救済措置と適切な負担の分担
などにつき合意。�

３　G８会合（経済）では、aロシアについて、IMFとの合意
を前提とした債務救済、G８における対話の強化などにつ
き合意、sWTO新規加盟の奨励、保護主義圧力への抵抗と
市場のより一層の開放、「広範かつ野心的な」新ラウンド
交渉の立ち上げなどにつき合意、dグローバリゼーション
へ対応するための教育および生涯学習の重要性につき一致
し「ケルン憲章」を発出、f経済危機の社会的側面への配
慮の必要性と途上国における良い統治などの重要性を指摘、
g途上国との開発パートナーシップの重要性につき確認し、
ODAの規模増大・後発開発途上国向けODAの無償比率増加
などについても合意。�

　　G８会合（政治）では、aコソボ問題について、あらゆる
民族が平和に生活できる民主的社会の構築および南東欧地
域全体の平和と安定・民主化・経済発展を共通目標として
確認し、G８の結束・役割の重要性を強く再認識、s北朝
鮮などによるミサイル実験への深い憂慮や核関連物資の管
理の必要性などを表明、d紛争の予防や解決に向けての国
際社会の危機管理能力の向上を要請し、この分野での国連
の機能強化の必要性などを指摘。�

小渕首相�
クリントン大統領�
ブレア首相�
シラク大統領�
シュレーダー首相�
ダレーマ首相�
クレティエン首相�
エリツィン大統領�
サンテール委員長�

日�
米�
英�
仏�
独�
伊�
加�
露�
ＥＵ�1999年�

6月18日～20日�
�

ルードヴィッヒ�
美術館�

※ＥＵ議長国�
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事 務 局 長（事務） 山　田　文比古

事務局次長（事務） 池　原　正　治

事務局次長（事務） 久保田　　　勲

(総務企画班)

副 参 事（事務） 當　眞　正　和

主　　　幹（事務） 黒　島　師　範

主　　　幹（事務） 梶　原　芳　也 (県警)

主　　　査（事務） 新　城　伴　子

主　　　査（事務） 下　地　政　人

主　　　任（事務） 伊　田　幸　司

主　　　事（事務） 東　　　哲　宏

主　　　事（事務） 照　屋　信　弘（兼務）

主　　　事（事務） 有　馬　壮一郎（兼務）

(事業・広報班)

副　参　事（事務） 渡　口　　　昭

主　　　幹（事務） 島　田　　　薫

主　　　幹（事務） 比屋根　正　治

主　　　査（事務） 山　里　　　清

主　　　査（事務） 城　間　　　兼

主　　　査（事務） 喜　名　　　靖（琉銀）

主　　　任（事務） 大　城　勇　人

主　　　事（事務） 山　城　憲一郎

主　　　事（事務） 大　城　優　子

主　　　事（事務） 幸　地　　　卓（海銀）

主　　　事（事務） 米　須　清　一（ｵﾘｵﾝﾋﾞｰﾙ）

主　　　事（事務） 宮　城　智　章（国場組）

主　　　事（事務） 金　城　亮　子（兼務）

主　　　幹（事務） 久　場　長　武

主　　　査（事務） 下　地　芳　郎

主　　　査（事務） 知　念　弘　光

主　　　任（事務） 又　吉　寿賀子（兼務）

主　　　任（事務） 仲　村　公　子（沖銀）

主　　　任（事務） 真栄田　義　泰

主　　　事（事務） 知　念　秀　紀（兼務）

主　　　事（事務） 神　元　　　愛（名護市）

(宿泊・輸送・接遇班)

副 参 事（事務） 中　村　新　二

主　　　幹（事務） 後　盛　秀　行

主　　　幹（事務） 饒平名　知　成

主　　　幹（事務） 内　間　仁　春（OCVB）

主　　　査（事務） 嘉手納　良　博

主　　　査（事務） 長　嶺　　　祥

主　　　査（事務） 新　城　秀　人（国際交流･人材育成財団）

主　　　任（事務） 山　里　武　宏

主　　　任（事務） 本　永　　　哲（兼務）

主　　　任（事務） 當　銘　薫　子（兼務）

主　　　事（事務） 座　波　　　航

主　　　事（事務） 山　田　　　愛

主　　　事（事務） 新　垣　伸　弥（兼務）

(宿泊予約センター)

副 参 事（事務） 吉　川　　　徹（JTB沖縄）

副 参 事（事務） 山　下　昭　夫（近畿日本ツーリスト）

主　　　幹（事務） 今　村　新　一（東急観光）

主　　　査（事務） 樋　代　光　明（日本旅行沖縄）

(基盤整備班)

副　参　事（技術） 山　城　政　弘

主 任 技 師（技術） 宮　城　光　秋

主 任 技 師（技術） 普天間　信　栄

主　　　査（事務） 儀　間　秀　樹

主　　　査（事務） 津嘉山　　　浩（沖縄電力）

36．沖縄県サミット推進（県民会議）事務局　職員名簿　　　（平成12年７月31日 現在）
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(嘱託員） シェイン・ニューベリー（英語翻訳）

知　花　徳　栄（主会場案内）

(非常勤） 宮　里　志　乃

中　言　　　愛

佐　藤　美　慈

真　謝　ありさ

山　城　多香子

宮　城　さやか

大　城　ひろみ

外務省派遣

（九州・沖縄サミット準備事務局）

主　　　事（事務） 金　城　信　尚（東京事務所）

主　　　事（事務） 黒　田　裕　史

(九州・沖縄サミット・プレス室)

主　　　事（事務） 上　原　　　渓（東京事務所）

（同　那覇分室）

主　　　任（事務） 平　良　盛　保（兼務）
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